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前書き 
  
海南島の農業開発を研究課題にするようになったきっかけは，修士論文「戦前期における海南島の
農業調査―日本人の農業調査を中心に―」を執筆した折であった。海南島は，中国の最南端に位置し，
熱帯地域特有の物産が非常に豊富であった。しかし，本島は，歴代の中央政府に「流刑地」として扱
われ，資源が未開発のまま残されていた。清朝末期になり，南シナ海を経由して侵入してきた西欧列
強は，戦争・貿易等の手段を通じて中国を含む東アジア諸国の「鎖国」状態を打破し，東アジア諸国，
特に中国・日本に刺激を与えた。漸く，清朝は，中国南端の門戸である海南島の地理的重要性を認識
するようになったが，清末民初の政治的動乱により，海南島の防衛のための具体的な措置をとらなかっ
た。一方，アヘン戦争の刺激を受けた日本は，徳川幕府を打倒し，明治政府を成立させ，近代国家建
設を開始した。日清戦争後，ドイツ東洋艦隊の来航に刺激され，南シナ海の咽喉にある海南島は日本
の注目の的となった。その後日本人による海南島調査が度々行われ，1930年代に日本の「南進政策」
確立以降，海南島における日本人の活動が活発化していった。 
筆者は，修士論文「戦前期における海南島の農業調査―日本人の農業調査を中心に―」において，
日本人を主とした海南島農業調査活動の全体像を明らかにした。1939年2月日本軍による海南島占領を
区切りとして，それ以前の中華民国時期（1911～1939年），台湾総督府関係者を中心として，日本内地
の軍人や探検家を含む日本人は海南島の土壌，特産物等詳細な農業データを調査した。1939年2月以降，
日本軍は海南島を占領し，軍需資源の確保を目的とした精密な農業調査を台湾総督府・日系企業・大
学機関等に依頼した。調査で得られた結果は，40年間の台湾経験の活用および戦時下という特殊の情
勢に合わせた海南島特有の政策を採用すべきであるという提言となった。これらの調査提言が実際の
海南島開発の過程で用いられたのかどうか，また，日本人の海南島農業調査・開発が海南島農業に与
えた影響，及び海南島農業開発史上での位置づけについて，解明しなければならない課題が残ってい
る。 
周知の通り，戦前期，日本軍の残虐行為を検討する研究は多々ある。経済産業に関する研究分野で
は，日本軍の略奪性・破壊性が強調されている。本研究は，特定の立場に立たず，日本軍の「功罪」
を検討するものでもなく，特に，近代化の視点から海南島農業発展プロセスの中で日本軍占領下の海
南島農業はどのように変化し，どのような特徴をもっていたのかを分析するものである。 
そこで，日本占領時期の海南島農業の変化をより明確化するために，海南島占領以前・以降の農業
状態を明らかにしなければならないと考える。即ち，近代海南島農業の発展プロセスを明らかにしな
い限り，現在の海南島農業のさらなる発展に寄与できない。また，海南省地方史誌弁公室編『海南省
誌』（南海出版公司，2003年）や海南農業関係の著作（張興吉張『海南歴史文化大系 歴史巻』，海南
出版社/南方出版社，2008年）には，日本占領時期の農業に関する記述が非常に簡単であり，日本の海
南島農業開発を批判している。農業先進国（農業近代化が先に進んだ）日本による海南島農業開発の
分析を抜きに，海南島農業近代化を検討することは，不十分と言わざるを得ず，日本の海南島農業開
発を簡単に略奪論で結論づけることもできない。従って，日本占領時期の海南島農業を検討すること
は，海南島農業近代化のプロセスを考察していく上で，必要不可欠なことであると考える。 
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序論 
第一節：検討の目的 
海南島は瓊崖とも称し，中国南端の南シナ海域に位置し，西はトンキン湾を挟んでベトナムを望み，
南洋群島を控え，東は遥かにフィリピンに向かい，北は瓊州海峡を隔て広東雷州半島に相対し，重要
な戦略的位置を占め，「東洋の咽喉」と呼ばれていた。そして，海南島は，熱帯圏内に入り，食糧作物
としての稲・さつま芋・玉蜀黍・粟・豆類・麦等，経済作物としてのゴム，甘蔗，果物，繊維作物，
油料作物，果物等熱帯の作物が非常に豊富であり，また鉄・錫・銅等の鉱産にも恵まれていた。 
しかし，海南島は，宋代から軍事上の重要性がすでに認識されていたが，清朝末期まで，依然とし
て流刑地として扱われ，中央政府による経済的調査・開発は，ほとんど行われなかった。 
1840年アヘン戦争以降，中国はヨーロッパ列強の武力により「門戸の開放」を強いられた結果，中
国大陸の沿海一帯は外国資本による経済的な影響を受け，産業近代化への道を歩み始めることになっ
た。1858年の「天津条約」により中国最南端の通商港とされた瓊州（海南島，当時広東省の管下）も
その例外ではなかった。1897年，広州湾と東京湾（ベトナム）に勢力をもつフランスと清朝の間で「海
南島不割譲条約」が交わされ，国際関係上における海南島の地位が特殊化された1。従って，海南島は
長期間にわたって，フランスやイギリス等外国資本の影響を受けながらも，列強の領土的支配を受け
ることはなく，比較的平穏な国際環境の中に置かれていた。にもかかわらず，（以下，民国時期と呼ぶ）
まで海南島の経済的開発の進展はあまり見られなかった。 
1911年10月，辛亥革命により清朝政府が滅び，海南島は民国時期に入るが，軍閥割拠による政治の
不安定により，政府側に主導された産業開発計画は幾多もあったものの，ほとんど計画倒れになり，
海南島産業を大きく促進することができなかった。 
1939年2月，海南島は日本の軍事支配下に置かれ，「大東亜共栄圏」建設の一環と標榜された海南島
での経済的開発は日本軍に非常に重視された。そして，日本内地・植民地から大規模な農業調査団や
企業が海南島に派遣され，一時，海南島は「第二の台湾」と呼ばれ，産業開発が盛んに行われた。明
治維新以降，殖産興業を掲げて産業・経済・社会全般において近代化を遂げた日本は，古くから産業
的に遅れていた海南島の資源を確保するために，学術機関・政府殖産部門・企業を総動員し，欧米か
ら学んだことを独自に発展させた近代的技術を海南島に導入したのである。この開発活動は，1945年8
月日本の敗戦までの6年間あまり続いた。 
1945年8月から1950年10月まで，海南島は再び民国政府の管轄下になったものの，国共内戦のため，
政府による経済的開発活動が皆無であり，空白の5年間を経た。 
1950年10月，海南島は現在の中華人民共和国（以下，新中国と呼ぶ）の管轄下となり，長期に亙る
平和建設時期に入った。新中国初期に行われた土地改革および個別農業を集団農業へとシフトする社
会主義的改造運動に農業科学技術の改良運動を加え，海南島の農業を含む産業全般は，大きな進歩を
遂げた。 
このような歴史的流れの中で，古くから現在に至るまで海南島産業の中心に位置している農業の近
代化過程について，どの段階でどのような発展程度であったのかということは，まだ明確にされてい
ない課題である。本研究は，「侵略者」というイメージとして定着している日本軍が，軍需資源を確保
するために，農業生産を如何に高めようとしたのか，また海南島農業（近代化）にいかなる影響を与
序論 
― 2 ― 
えたのかという具体的な問題を検討し，さらに，日本占領時期の農業近代化を明確にするために，そ
れ以前の民国時期（1911～1939年）とそれ以降の新中国時期（1950～1990年）を時系列に比較したい
と考える。なお，本研究は，品種改良・水利施設の建設・肥料の施用といった農業技術的な面から海
南島農業近代化を考えたい。 
具体的には，以下の課題の解明を目的とする。 
①日本占領時期以前の民国時期（1912年～1939年）とそれ以降の新中国時期（1949年～1990年）の
海南島農業開発の実態・成果は如何であったのか。これは日本占領時期と比較対象となる時期の分析
である。 
②日本占領時期の海南島農業政策・農業開発の実態を解明することである。 
③日本占領時期の農業開発・教育は後の新中国時期にどのように影響したのか。歴史的継続性と変
化から論じる必要がある。 
④教育実践上および植民地研究上における本研究の意義は如何であったのかを解明する。 
 
 
第二節：先行研究と課題 
これまでに，海南島農業近代化に着目した論文は，皆無であるが，本研究と関わりのある論文は多
くあり，以下の通りである。 
民国時期の海南島開発についての先行研究は，主に以下の3篇である。 
①呉建新「抗戦以前海南島熱帯農業資源的研究與開発」（『中国農史』1989年第2期） 
②何瑜「近代海南島開発」（『歴史档案』1992年2期） 
③蘇雲峰「従南洋経験到台湾経験―1945年以前的農業改良」（『海南歴史論文集』，海南出版社，2002年） 
呉氏は，民国時期海南島歴代政府による熱帯資源の開発政策，瓊崖農業研究会の活動および華僑の
熱帯作物栽培活動を中心に述べている。何氏は，アヘン戦争以降，資本主義の侵入は，海南島に伝統
的経済構造の破壊，社会的矛盾の激化，海外への移民の増加，商品経済の発展をもたらし，海南島経
済を奇形的に発展させたと捉え，清末の光緒時期（1875年-1908年）の開発と華僑による経済作物の栽
培活動を述べている。呉氏と何氏は，華僑が海南島熱帯農業の発展に重大な貢献をなしていたと結論
している。蘇氏は，近代技術の導入について南洋経験－大陸経験－台湾経験という3区分を設定し，「清
朝末期宣統年間～1927年の南洋華僑による経済作物経営時期」「1928～1937年瓊崖実業局の改良時期」
「1939～1945年日本人による台湾経験の導入時期」という海南島開発状況の諸段階を明らかにした。
しかし，「南洋経験」・「大陸経験」がどのような近代的技術で，それがどのように活用され，海南
島在来農業にどこまで影響したのかという具体的な点については，十分に検討されていない。また，
三論文はいずれも民国政府による農業開発活動の全貌の解明を行っておらず，華僑の海南島農業への
貢献を過大評価している。従って，本研究は，政府側・民間人（華僑）側の両方から民国時期の開発
状況を解明し，開発成果から華僑の農業開発活動を評価する上で，民国時期の農業発展レベル（近代
化の程度）を考察する。 
日本占領時期の海南島農業開発については，日本・中国・台湾の学者に注目されており，多くの研
究成果が残されている。 
①邢寒冬・張興吉（「論抗日戦争時期日本人在海南島農業政策的確立」『中山大学学報論叢』第25巻
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第2期，2005年） 
②王鍵「抗戦時期台湾拓殖株式会社対広東・海南的経済略奪」(『近代史研究』2011年2期) 
邢氏・張氏は，太平洋戦争勃発を契機に日本軍の海南島農業開発政策は，ゴム，繊維等の軍需作物
から米・野菜・砂糖等の食糧作物に転換し，食糧等基本生活物資生産の対象が日本人に限定されてい
たと指摘している。しかし，邢氏・張氏論文は，当時の新聞・著作をもとに分析しており，日本軍の
公文書等の第一次的史料を使用しておらず，このような農業政策の変化が戦局の変化を通じて海軍が
抱えた諸問題とどのような関係にあったのか，また，食糧生産の対象が日本人に限定されていたのか
どうかという問題を解明していない。王氏は，台湾拓殖株式会社2（以下，台拓と略称）の広東・海南
島の農業を含む経済活動を包括的に紹介し，台拓の活動により，海南島の農業が大きな損害を受け，
水利施設が破壊され，農作物の産量が減少され，殖民政府に大きな利潤をもたらせたと台拓の活動を
批判的に述べている。 
即ち，中国の学者3は，主に日本人による海南島農業開発政策およびその開発実態をある程度，究明
したが，本島農業を後退させたという論調と海南島農業資源略奪論（中国国内の一般論調）に立脚し
ている。海南島農業発展（近代化）を客観的な事実に基づいて考察する必要がある。 
③鐘淑敏「殖民與再殖民――日治時期台湾與海南島関係之研究」（『台大歴史学報』，第31期，2003年6
月） 
④鐘淑敏「台湾拓殖株式会社在海南島事業之研究」（『台湾史研究』第12巻第1期，2005年6月） 
⑤簡嘉庠「臺灣經驗的傳承─以日本在海南島的農礦業經營為例(1939-1945)」（國立臺灣師範大學碩士
論文，2012年） 
鐘氏は論文③において「台湾経験」の活用を焦点とした台湾総督府と海南島開発を中心に，海南島
占領前台湾総督府の海南島覬覦，占領後台湾総督府の軍政への協力について述べている。論文④にお
いて，鐘氏は，海南島の農業を含めた諸事業の概況を述べ，台拓は海南島農林事業を多角的経営で展
開していると見えるが，実際は米，砂糖などの食糧作物の栽培が中心であり，台湾農業が米，砂糖方
面においての成果を表したと指摘している。しかし，米糖栽培を中心とした台拓の海南島農業経営の
具体的な数字や成果が示されず，農業経営の経過や方針の変化等も明らかにされていない。簡氏も同
じく台湾経験の伝承から日本軍の海南島農業・鉱業経営を論述し，海南島農業開発上において台湾の
役割は非常に重要であったが，植民地台湾の限界もあったと指摘している。 
即ち，台湾の学者は，主に海南島の農業開発に携わった台湾総督府と海南島との関係に着目し，台
拓の海南島事業および台湾植民地政府の海南島開発協力について述べている。日本軍やその他進出企
業の開発状況についても以下の論文がある。 
⑥水野明「日本海軍の海南島支配―1939年－1945年―（1）」（『愛知学院大学教養部紀要』第49巻第2
号，2001年） 
⑦水野明「日本海軍の海南島支配―1939年－1945年―（2）」（『愛知学院大学教養部紀要』第49巻第3
号，2002年） 
⑧柴田善雅「海南島占領地における日系企業の活動」（『大東文化大学紀要』44，2006年3月） 
水野氏は，海南海軍特務部編『海南島三省連絡会議 決議事項抄録』（1942年11月）という第一次的
史料をもとに海南島における海軍の占領支配政策の展開を考察し，海南島占領政策の基本的性格は朝
鮮，台湾の植民地統治政策と共通ないし類似したものが多かったと結論づけている。水野氏論文は海
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南島占領に至った経緯や原因，海南島占領政策の性格等を論じたものであり，占領下の海南島状況を
認識する基礎的研究となったが，単一の史料しか用いられておらず，占領下の海南島農業の全貌と実
態を認識するには困難がある。柴田氏は，「日中戦争期」と「太平洋戦争期」に分け，海南島進出の受
命企業の全体像・海南島事業参入のあり方を明らかにし，海南島占領地経済における主要な産業であ
る鉄山開発・農林業開発・流通交易業統制を詳細に検討し，軍政経済全体の実態を明確にした。しか
し，農林業開発に関わった日系企業の進出時期や変遷の解明については，必ずしも十分ではなく，進
出企業による海南島農業開発の具体的な経営内容も明らかにされていない。 
即ち，日本の学者4は，主に日本海軍による海南島占領支配の政治的・経済的状況，日系企業の海南
島事業の参入状況等を中心に考察し，軍政経済全体の実態を明らかにしているが，海南島農業開発に
関する詳細な記述と考察が不十分である。 
以上，日中台の先行研究は，各々の視点から日本占領時期の海南島農業開発について検討してきた
が，いずれも，「日本帝国」における海南島農業開発の位置づけ，海南島農業自体の発展過程（農業近
代化）に着目していない。本研究は，日本軍の海南島農業開発を「善悪論」で結論づけるのではなく，
日本占領時期を海南島農業発展史上の一時期として扱う。特に，アヘン戦争以降に開港地とされた海
南島が近代化の渦巻に取り込まれていく中で，本島農業の発展過程，即ち農業近代化への道のりはど
のようなものであったのかを解明していきたいと考える。 
新中国時期の海南島農業開発に関して，歴史的に分析した先行研究はないため，本研究は，その発
展過程および実態を明らかにし，日本占領時期の海南島農業開発との比較検討材料としたい。 
 
 
第三節：本論の構成と論証 
本研究は，海南島農業の近代化プロセスの解明を目的とし，特に日本占領時期の農業開発の実態を
中心として考察するものである。分析にあたっては，以下に示すように「第一章：中華民国時期の海
南島農業調査・開発」，「第二章：日本占領時期の海南島調査・開発」「第三章：新中国時期の海南島農
業」「終章：結論と展望」を設定した。 
第一章「中華民国時期の海南島農業調査・開発」においては，まず，民国時期の海南島農業調査の
全体像を明らかにするために，欧米外国人の調査状況を考察し，それぞれの調査目的を明らかにする。
また，中国人の調査および調査提言から海南島開発の重心を考察する。次に，民国時期の開発活動（開
発計画を含む）の全貌を明らかにし，開発成果から考察した民国時期海南島開発の特徴を明らかにす
る。 
第二章「日本占領時期の海南島調査・開発」は以下の各節に分けて検討する。まず，第一節「海南
島の占領と軍政組織」は，日本海軍が海南島占領に至った経緯，海南島軍政組織の沿革および農業関
係の組織の全貌を明らかにする。第二節「海南島農業政策の変遷」は，第一節で述べた海軍による軍
政組織の下でどのような農業開発政策が採られていたのかについて検討する。第三節「海南島農業調
査の実相」は，海南島農業調査の全貌を明らかにし，調査提言への分析を通じて，海南島農業開発に
用いるべきとされた方策を検討する。第四節～第六節は，海南島農業開発の実態を明らかにする。具
体的には，第四節「海南島農業開発の展開」は，海南島農業計画の制定・農業指導機関・農業開発奨
励事業・水利事業・土地処理に関する内容を検討する。第五節「日系企業の農業経営状況」は，海南
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島進出日系企業の海南島農業に参入した経緯，農業経営の状況を明らかにする。第六節「台湾総督府
と海南島農業」は，農業開発への協力からみた台湾総督府の海南島関与と台拓の農業経営状況を明ら
かにし，台湾総督府が海南島農業に与えた影響を検討する。総じて，日本海軍は，どのような方策を
用いて，どのように海南島農業生産を高め，海南島農業にどのような影響を与えたのかを検討する。 
第三章においては，新中国時期，土地改革，人民公社，改革開放等を経て，海南島政府は，どのよ
うに海南島農業を促進し，海南島農業にどのような影響を与えたのかを検討する。 
以上により，終章「結論」として，本研究の命題である海南島農業近代化の形成過程における各時
期の農業開発活動の特徴とその歴史的位置づけを明らかにする。歴史的変遷により，前の時代が次の
時代に何を残し，何を残していないかという歴史的継承性の有無を検討する。また，教育実践上にお
いて如何なる意義があるのかを検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【注】
                              
1日本拓殖協会『海南島』拓殖叢書第 2編， p.154，1942年 
2台湾拓殖株式会社とは，1936（昭和 11）年 11月 25日，その年の 6月の国会で制定公布した台拓法と
いう法律と，その後公布の同法施行令（勅令）によって，本社を台湾台北市に置く半官半民の国策機
関として制定された（三日月直之『台湾拓殖会社とその時代 1936-1946』，葦書房，1993年） 
3日本占領時期の海南島産業（農業を含む）に関する中国学者のその他論文は，以下の通りである。李
琳「日本占領海南及其対資源的開発和掠奪」（『海南大学学報社会科学版』第 15巻第 2期，1997年）。
王裕秋・張興吉「日本侵占海南時期的経済“開発”政策及活動」（『海南大学学報社会科学版』第 18巻
第 1期，2000年）。隋麗娟・張興吉「台湾総督府在日本侵占海南島時期“海南島開発”中的作用」（『中
国辺彊史地研究』第 12巻第 4期，2002年） 
4日本占領時期の海南島産業（農業を含む）に関する日本学者のその他論文は，大田弘毅「海南島にお
ける海軍の産業開発」（『政治経済史学』199号，1982年），岸田健司「日本海軍の「南進」政策と海南
島進出」（『日本大学大学院法学研究年報』第 20号，1990年）。相澤淳「海軍良識派と南進―海南島進
出問題を中心にして―」（『軍事史学』第 99，100号，1990年）がある。 
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第一章：中華民国時期の海南島農業調査・開発 
第一節：外国人による産業調査 
1．欧米人による産業調査 
海南島に関する近代的調査はイギリス人を中心とする西洋人の探検から始まった。早期の海南島調
査状況は以下の通りである。 
 1866年イギリス人のハンス（H.F.hance）は，海南島の生物について海口，瓊山附近を探査したとこ
ろ，多数の植物新種を発見した。続いて，1868年寧波英国領事のロバート・スウィンホウ（R. swinhoe）
は開港場を要求するため，渡航したが，奥地探検を企て，約2カ月にわたり海岸から奥の黎地（原住民
黎族の居住地域）まで全島を一周して調査し，多くの採集品を獲得し，調査報告書を発表した。報告
書の中には，三亜港外東洲島の西島で漁夫が防風林を作り，綿作を行っていると記述されている。こ
れは，アヘン戦争以降に海南島の早期的な農業調査関係の記述であり，注目に値するものである。 
1882年，アメリカ人宣教師ヘンリー（B.C.Henry）は，奥地旅行の経験があるオランダ人エレミアス
セン（C.C.Jeremmiassen）を伴い，約40日間黎界を回り，主に植物の採集・野獣の調査を行い，その
成果を『嶺南』にまとめ，著した。彼は「（海南島には）椰子は非常に優秀であるが，柑橘の品質は
あまり良くなく，バナナ・パイナップルを多く産し，マンゴー・五歛子（スターフルーツ中国名，楊
桃）・荔枝（レイシ）・竜眼・タマリンド等」1があると報告している。 
後にダブリン大学の教授となったヘンリー（A.Henry）も，1889年海口海関に勤務した時，同島の植
物を採集した。 
ドイツ人のスチェーベル（H.Stubel）は1931年～1932年の間2回にわたって黎民調査のため，いわゆ
る黎界を縦横に踏破し，極めて詳細な調査を行い，動物採集を含めた調査結果を報告書として発表し
た2。日本人はこの報告書をもとに，実地調査を行い，『海南島民族誌』という書物を出版した。さら
に，この日本語版『海南島民族誌』は中国語に訳され，現在の海南島黎族を研究する史料として不可
欠な書物となった。 
 以上は欧米人が主体となり，海南島の生物・植物・風俗・地質を明白にするという目的で，科学的
立場から海南島の初期的調査を行っていたものである。彼等は海南島の農業方面にも関心を持ち，世
界に海南島を紹介していた。これらの貴重な海南島の早期的調査資料は海南島研究に欠かすことので
きない参考資料として，後世の海南島開発・民族研究に貢献した。 
ただし，上記の欧米人調査員の中には純粋な学者のほかに，政府関係者も存在していた。これらの
人には，単純に探検・科学的調査を行い，政治的意図がなかったとは考え難いだろう。1897年の「海
南島不割譲条約」の結締により，海南島の領土保全が約束されたが，同島に対する欧米列強の視線は
絶えず注がれていた。以後も欧米諸国の学者，政治家，旅行者は続々と海南島を訪ね，様々な調査活
動を行なった3。特に「ドイツは欧州戦争（1914-1918年）の前に海口に領事館を置き，島内の探検にも
意を注ぎ，専ら開発の志があった」4。そして，「ドイツ軍人でミスター・ジェアーという人が1カ月間，
海南島の山の高さ，川の長さや幅，海の具合，物産，気候，島民の様子等について詳細に調査した」5と
いうことから考えると，欧米人の海南島調査の目的は，学術的なものだけではなく，本島への領土的
野心があったと考えられる。 
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2．日本人による海南島調査 
2.1 勝間田家族の海南島調査 
海南島で活動時間が最も長く，調査を最も多く実施したのは勝間田善作（静岡県印野村出身，明治7
年〈1874〉1月4日～昭和15〈1940〉年4月3日）という日本の民間人であった。海南島における勝間田
の活動は3つの段階に分けることができる。第1段階は動物標本採集の活動，第2段階は勝間田洋行での
活動，第3段階は日本軍による海南島占領の協力的活動である6。 
 
2.1.1 第1段階（動物標本採集期） 
明治28（1895）年の日清戦争時であった。勝間田は，英国のロスチャィルド家に，大英国民博物館
へ送るための動物の捕獲を依頼されたことをきっかけとして，海南島活動を始めた。この時，勝間田
は海南島に渡航し，前後4回に亙って海南島の西北部，東北部，東南部及び南部の地勢，風俗，習慣，
産物等を調査した7。彼が海南島で採集した大量の動植物標本は多くの日本及び欧米の学者に利用され，
大きな研究成果をもたらしたという8。 
 
2.1.2 第2段階（事業展開期） 
1909年5月，勝間田は開港場海口市に勝間田洋行を創設し，薬種，綿糸布，メリヤス等日本商品の輸
入，船舶代理業やテグス製造を行い，商売を続けた。また，弟の昇作，三男の義久等多数の青年希望
者を同島に呼び寄せて，手広く営業をなし，一勢力を形成した9。彼は海南島で商業活動を行うと同時
に，海口市の西南に，数万坪の土地を買い入れて農場を作り，様々な農作物や野菜類を栽培し，好成
績をあげた。また，日本から苗木を取り寄せ，蜜柑の移植にも成功した10。 
勝間田が海南島で農業を展開しているこの時期に，産業調査のために同島に渡航する日本人が増加
した。勝間田はこれ等の日本人の調査案内人としても活躍した。 
例えば，大正3（1914）年，四国高知人の小松胤春が海南島に調査に来た。彼は水産講習所を出て，
水産業に従事した経験を持ち，殊にテグス（天蚕）については専門家であった。勝間田善作の弟の長
馬が小松の案内人として，大よそ1カ月をかけ，海南島調査を進め，原住民の天蚕養殖に注目した11。 
そして，勝間田が1908～1920年までの12年間をかけて作成した海南島全島地図は，今日の海南島地
図の元になったと言われている12。また，勝間田による詳細な実地探測の成果及び地元民への訪問調査
資料は日本に紹介され，海南島の情報として関係部門の注目を引いた。 
息子の義久と一緒に著した『海南島の現勢大観』，『日海語集成』，『最近の海南島事情』，『海南島の
最近事情』，『海南島での鉱業』などの著作は，日本政府からも高い評価を受けたと言われている13。息
子の義久は，『台湾時報』に，「海南島」（1938年3月号）・「最近海南島の経済（1）（2）」（1938年10月号・
12月号）の3つの記事を投稿し，海南島の政治・経済・社会全般について台湾と日本内地に向けて紹介
している。 
昭和12（1937）年勝間田義久14は台湾総督府の嘱託に命じられた。その理由は「海南島ハ鉱物資源ノ
豊富ナルト砂糖其他各種農業ニ極メテ有望ナル将来ヲ有シ，今後本邦人（内台人）ノ発展ニ適地スル
ト思料セラルルヲ以テ同島ニ最モ経験深キ勝間田義久ニ同島調査事務ヲ委託シ邦人ノ進出ニ資セント
ス」15という趣旨であった。 
 
第一章 中華民国時期の海南島農業調査・開発 
― 8 ― 
2.1.3 第3段階（海南島占領協力期） 
1938年，勝間田一家は避難のため一時台湾に引き揚げたが，1939年2月10日日本軍による海南島上陸
の際，勝間田善作を始め，二男正勝，三男義久，親戚貞治の諸氏は，案内役として，あるいは通訳と
して，あるいは兵士として軍事上の便宜を図るため，再び海南島に上陸した。同年4月11日には，勝間
田善作は海軍情報部嘱託となった。以後，勝間田家族は「海南島通」として，日本人の海南島調査に
協力的な役割を果たした。 
 勝間田善作は海南島上陸から本島を日本に注目させようと考え，本島の社会・経済・文化及び自然
状況に対し，詳細な調査を行なった。これらの調査成果は当時の日本政府及び台湾総督府に重視され，
海南島に関する各種の著作に引用されただけでなく，後の日本占領時期（1939-1945）日本軍による海
南島開発の参考資料として，非常に役に立ったと考えられる。例えば，台湾総督府官房調査課編纂『海
南島』（1939年2月）には「該書は台湾総督官房調査課平山勲の調査になるもので，支那官庁側の調査
報告を骨子となし，加ふるに勝間田義久の実地調査により，此れが缺を補へるものであり」16と書かれ，
勝間田義久の調査を参考にしたことをうかがうことができる。勝間田義久の実地調査結果がどの程度
引用されたのかについては，調査原稿が手元にないので対照する事は出来ないが，それでも，『海南島』
の記述は勝間田家族の早期調査を立証する最も信憑性のある証拠となるであろう。 
また，日本内地と台湾から続々と海南島に来た調査団にとって，「海南島通」である勝間田家族を訪
ねることは必須であった。大正8（1919）年から大正11（1921）年までの台湾総督府の海南島調査は勝
間田の探査をもとにして行われた17。海南島占領直後の昭和14（1939）年4月，東京帝大の教授3人は農
業実地調査を行なったが，調査終了後の5月25日に勝間田善作に面会している18。恐らく農業上の見解
について尋ねたものと考えられる。 
日本へ海南島を紹介する者にとって，勝間田善作に必ず言及しなければならないほど，勝間田善作
の活動は高く評価されていた。 
 
2.2 台湾総督府の海南島調査 
日本の領台から20年を経た頃，台湾総督府の専売政策によって台湾樟脳事業は大きく発展したが，
やがて行き詰まるところとなった。その打開策として，総督府専売局は台湾南部と同じ熱帯圏内の海
南島に着目し，同島の各種条件から見て野生の樟脳（クスノキ，殺虫剤）があるかもしれない，また，
栽培するにしても最も有望ではないかという見当をつけた。これは総督府が海南島に着目した発端で
ある。 
台湾総督府専売局は，大正5，6（1916，1917）年の間，林業専門の技師中井宗三を派遣し，樟脳の
存在を確かめ，その後，専売局庶務課長池田幸甚19も自ら渡航視察した結果，漸く海南島の重要性を認
めた。 
海南島に最も関心にあったのは当時の台湾総督府専売局長である賀来佐賀太郎20と明石元二郎台湾
総督であった。明石総督は賀来専売局長の進言を受け，海南島開発に関心を持ち，海南島開発方針を
立てた。そして，池田幸甚の現地交渉により，広東省の有力者との折衝となり，日中合弁で本島を開
発しようという議が持ち上がった。日中双方より調査員を派遣し，基礎的調査をなすことになった21。 
大正8（1919）年7月日本側から総督府専売局参事官の池田幸甚，嘱託の村上勝太，技師の川上鉄蔵
の3人が，大正9（1920）年には広東政府から彭程万，殷汝麗（瓊崖実業交通署長）の2人が海南島に派
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遣され，同島の風土言語，動植物の分布並びに在住民族，その他一般経済事情等の調査研究に当たっ
た。これと同時に，台湾総督府は海口在住の勝間田善作を嘱託とし，万事斡旋を行わせ，さらに農業
方面調査のため，技師笠島孝作22を派遣し，全島にわたって徹底調査を行うことを命じた23。その1つの
成果として，村上勝太が約2年間で完成した「海南島調査復命書」がある。この海南島全般を紹介した
「復命書」は後に台湾総督官房調査課にまとめられ，『海南島事情第三』（台湾総督府官房調査課，1922
年）として出版された24。 
この調査隊には，日本海軍大尉菅沼恕人，陸軍歩兵大尉山内六郎及び商社の三井，三菱からも数名
の調査員が随行した。大体の調査を完了し，いよいよ広東政府と正式交渉に移ろうとしていた時，1919
年10月明石総督は急逝し，賀来局長は内地に帰還し，池田は風土病に倒れたため，日中共同による海
南島開発計画は水泡に帰した25。 
台湾総督府は，当初海南島に対して，特殊植物（樟脳）の獲得及び栽培という期待を抱いた。しか
し，海南島調査が進展するにつれ，海南島は，広く熱帯・亜熱帯の各種植物の栽培に適し，且つ灌漑
及びその他の設備が多少設けられれば土地を利用することができる。また，未開拓の土地が多く残さ
れ，もし台湾において多年研究・経験した知識や技術を携えて行けば宝の島と化し得るという見込み
が立つに至った。そして，海南島の経済的開発を目的とする日中提携に関する交渉が漸く熟してきた
ことに加え，明石総督の就任によって，それが具体化する可能性はさらに高まっていた。 
そして，日本側の海南島開発の方針は，総督府として公式にやるのではなく，表面上，民間の企業
として行っていくことであった。この原因は，1920年代には中国の排日運動が高まり，台湾総督府が
公的に海南島に進出する事は，必然的に中国人の抵抗を招ねくとされた26。実際には，秘密裡に行われ
た広東政府と台湾総督府との海南島共同開発計画は「日支合辦製糖会社」の建設も目論まれたが，排
日運動の高まりで実現されなかった。 
以上のように，台湾総督府による海南島調査は当初の樟脳探求に始まり，次に根本的な経済調査に
進み，次第に中国政府との交渉の規模を拡大し，遂に日中間の完全な提携の下に同島の開発計画にま
で発展したが，実行の一歩手前で水泡に帰した。 
 
2.3 その他の海南島調査 
前述の勝間田善作一家と村上勝太一行の海南島調査のほか，個人あるいは団体として海南島調査を
行なったのは以下の人物である。 
明治41（1908）年5月中旬，台湾総督府農事試験場昆虫部長の素本得一博士は，広東・広西・「イン
ドシナ」における昆虫採集旅行の帰途，海南島内陸の黎地に入り，テグス虫養育の有望なことを確認
した。翌年（1909）種繭採集のため再度入山を計画したが，所用のため果せなかった。代わりに4月末，
林学士小西成章（台湾総督府殖産局嘱託・元台中県拓殖課長兼樟脳局長）が渡航し，テグス虫の種繭
を採集して帰ったが，途中で病に倒れ，9月12日に台北で世を去った。しかし，彼の持ち帰ったテグス
虫は台中州東勢郡下で繁殖に成功し，台湾産業の貢献に大きな役割を果たしたと言われている27。 
台湾実業界雑誌社社長，台湾の糖業専門家である宮川次郎は，台湾を中心とする南支南洋について
「厳正な研究，忠実な紹介」という目的で，「海南島の蕃情」という記事を『南支・南洋パンフレット
89』（台拓通信社，1928年）に掲載した。同記事は，海南島の概況，とりわけ同島「蕃族」の起源・種
族・風俗民情・生活習慣について説明し，教化の観点から海南島開発状況を検討し，投資の観点から
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見て海南島が大きな開発潜在力を具備しており，うまく「蕃人」と接触すれば開発に役に立つと記述
した28。 
1937年，台湾総督府中央研究所技師の平間惣三郎29は海南島北部瓊山，文昌，定安，澄邁等の諸県中
8カ所につき，土壌の採集を行い，農業的見地から分析を行なった。調査成果は，同島の土壌は「山嶺
地帯を除いて，大体平地を成す沖積土と台地を形成する洪積土との二通りに区別し，前者の地力は必
ず高くない，後者は花崗岩であるため，植物養分が著しく乏しいばかりでなく，地水の補給が不充分
で荒蕪に任せて放置されつつある所も多い」30ということである。平間の分析結果によると，本島の窒
素の含量は0.04－0.17％で，日本内地の土壌の平均全窒素含量0.228％と比較すると，非常に遜色して
いるという結論であった。まさしくこれは同島土壌の科学的分析結果として信じるに足る最初のもの
ではないかと高く評価され，占領後の海南島土壌調査のベースとなった31。 
 また，鉄道部医務室の細見医学士は海南島風土病調査の関係で，また，日本水産台湾営業所長前根
寿一は海南島近海の豊富な漁業資源を調査するため，海南島と台湾とを数回往復していた。加えて，
大衆作家安藤盛は『台湾新聞』の記者を退職してから，海口附近を旅行し，『海南島紀行』を著し，海
南島を世に紹介している。また，三菱の嘱託後藤元宏は単身で海南島を踏査し，ゴム園，コーヒー事
業を調査し，『海南島』（正則英語學校出版部, 1939年）という旅行記を出版した32。 
上述の諸般調査をみると，台湾総督府関係者を中心とした日本人は，海南島を「南支南洋」という
経済勢力圏内に収めるため，積極的に未開発地である海南島の産業調査・開発を進めようとしていた。
総括的にいうと，日本人による海南島調査活動は，経済的・学問的調査が中心であったが，前述のよ
うに，多数の調査の背後には日本政府（台湾総督府）の大きな支持があったことから見れば，日本の
海南島に対する領土的意図は，早くからすでにあったと考えられる。また，これらの海南島の農鉱業
資源に対する個人的或いは団体的調査は，直接的，間接的に日本軍による海南島占領後（1939年2月以
降）の資源確保或いは「大東亜戦争」の維持のための基礎条件を創ったと考えられる。 
 
第二節：中国人の海南島調査 
1．民国時期の海南島行政機関 
民国時期海南島の開発は，海南島の行政機関の変化頻度，いわゆる政局の安定如何と大きな関連性
を持っていた。海南島政局の変化について，『海南省誌 政府誌』（南海出版公司，2003年）は，以下の
ように記している。 
1911年10月，辛亥革命により清朝政府が滅び，瓊崖（海南島）駐在軍統帥劉永滇は瓊崖の独立を告
げた。しかし劉永滇はすぐに辞任し，趙士槐，黄明堂が相次いで瓊崖安撫使となった。 
1912年2月，広東軍政府委任区金均が瓊崖民政総長となり，民政事務を担当した。同年11月，瓊崖綏
靖処が成立し，古応芬は処長を務めた。 
1913年には，瓊崖鎮守府が成立し，軍政と民政を職掌した。また，同年8月瓊崖綏靖督弁に改設され，
同督弁が軍務・政務の管理に当った。 
翌年（1914）5月北洋政府は「道官制」を公布し，海南島に瓊崖道を設置し，道伊１名を置いた。道
機関は尹公署とも称せられた。 
1920年道制が廃止された。その後，瓊崖善後処が設置され，粤軍（広東軍）旅長鄧本殷が処長とな
り，本島の軍政権を掌理した。 
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表1-1：瓊崖民国政府機関長官の任期及び調査開発活動・成果の概況 
海
南
島
政
府
に
よ
る
開
発
時
期 
1
9
1
2
～19
2
9
年 
 
姓名 職務 就任時期 調査開発活動・成果 
古応芬 瓊崖綏靖処処長 1912.11   
清欄港築港 
  
  
  
李壽如瓊崖実業調査 
瓊州府城―海口間道路の修
築 
  
  
  
  
  
  
彭程万・殷汝麗の瓊崖実業
調査 
  
  
  
  
  
海口港築港，海南島環状道
路海南島全般調査 
鄧鏗 瓊崖鎮守使 1913.3 
陳世華 瓊崖綏靖督弁 1913.9 
姚俊魁 
瓊崖道尹 
1914.9 
王寿民 1915.2 
鄭火 1915.4 
朱為潮 1915.6 
梁邁 1916.11 
周沆 1917.10 
黄志恒 瓊崖鎮守使 1918.11 
黄明堂 瓊崖道尹 1918.11 
瀋鴻英 瓊崖镇守使 1919.6 
饒芙裳 
瓊崖道尹 
1919.6 
楊晋 1920 
鄧本殷 瓊崖善後処処長 1920.12 
張難先 瓊崖行政委員 1926.2.3 
周演明 
瓊崖行政視察専員 
1926.11.10 
鄺蒿齢 1927.6.16 
王斧 1927.8.23～10.18 
黄鎮球 瓊崖清党委員会主席 1927.4.22 
陳銘枢 広東省南区善後公署委員 1928.3.23 
黄強 瓊崖実業専員公署専員 1929.6.7 
陳
済
棠
の
広
東
省
支
配
時
期 
1
9
2
9
～19
3
6
年 
 
陳策 瓊崖行政専員 1930.5.19 
 1933年瓊崖実業局の設
立,瓊崖農業研究会の成立, 
広東三年施政計画により, 
華僑の海南島投資，熱帯作
物種植園（プランテーショ
ン）形成 
伍朝枢 
瓊崖特別区行政長官公署長
官 
1932.3.20 
陳章甫 
広東省瓊崖綏靖委員公署委
員 
1932.8 
陳漢光 1934.2 
許廷傑 1934.11.1 
宋
子
文
の
海
南
島
開
発
時
期 
1
9
3
6
～19
3
7
年 
 
黄強 
広東省第九区行政督察専員 
1936.10.3~37.9.2 
海南島を国防兼経済作物の
移出基地とする開発計画 
張達 1937.9.2~38.11 
日中戦争の全面的勃発によ
り，中止  王毅 同上(代理) 1938.12 
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出所：海南省地方史誌弁公室編『海南省誌・政府誌』（南海出版公司，2003年） 第二編「瓊崖国
民政府」pp.37-40。調査開発活動・成果一覧は著者が本稿の内容をもとに入れたものであ
る。なお，1939年以降は本稿の考察対象外であるため記していない。 
 
1926年には国民革命軍は，軍閥鄧本殷を追放し，広東政府管轄下に瓊崖行政区委員会を設立した。 
1928年4月には，広東政府は瓊山府に広東南区善後公署を設置し，軍務・政務両処を職掌し，さらに，
その下に参謀・軍法・行政・調査等の７科を置いた。 
1929年5月南区善後公署が撤廃され，瓊崖実業專員公署が成立し，翌月元公署参謀長黄強が瓊崖実業
專員公署專員に命じられた。 
1932年3月瓊崖特別行政公署が成立して間もなく，8月同公署が撤回された。広東省政府は，瓊崖綏
靖委員会公署の設立を決定し，全島の軍民行政の最高機関とした。翌年8月「囲剿」（黎族の反乱を討
伐すること）後の「善後」（後始末）工作を完成するために瓊崖撫黎專員公署が設置され，さらに撫黎・
化黎措置（黎族を宣撫・開化する措置）が実施され，1935年同公署が廃止された。 
1935年3月国民政府は五指山（本島の中部にある最高峰）附近の各県境内の黎区に12峒（部落）を区
画し，白沙，保亭，楽東三県の下に置き，行政管理を強めた。 
1936年9月広東全省は9つの行政督察区に分けられ，行政督察專員が設置された。海南島は第九区と
なり，専員公署と瓊山県政府とが合併された。1945年まで海南島は依然として，第九区行政督察専員
公署管内にあり，その後の機関沿革については，本稿では考察対象外であるので，省略する。 
以上の民国時期海南島の行政機関の概略は，表1-1「瓊崖民国政府機関長官の任期及び調査開発活
動・成果」のとおりである。 
表1-1によると，1912年民国時期成立から1939年日本軍による海南島占領前の27年間に，海南島行政
機関名が少なくとも15回も変更され，海南島の行政長官にあたる人物は30人に達した。これは，民国
時期海南島の政局が如何に不安定であったかを示している。また，計画された調査開発活動数は約10
件であるが，実際着手され，完成したものは1件もなかった。これは，民国初期の軍閥割拠の中，海南
島を管轄していた広東省地方の各勢力の権力闘争による本島政局不安定の悪い影響を受けたからであ
ると考えられる33。 
さて，計画・実施された調査・開発活動の詳細は，次項から考察してみたい。 
 
2．民国時期海南島の調査活動 
民国時期海南島の産業調査は，主に1920年代の広東省政府によるものと1930年代の民間の学界・経
済界によるものであった。その概況は以下の通りである。 
民国3（1914）年広東省広州府新寧人李壽如は，広東督弁龍済光の部下広東民政長官の命令を受け，
海南島に赴いて調査を行い，同島産業不振の原因を探り振興策を図った34。李壽如の「瓊崖実業」（1919
年）と題された調査復命書は，「路改・航改・塩改・漁改・森林・鉱山・官有荒蕪地・産物・黎民・
銀行」等の10項目にわけて述べられ，特に当面の急務としては荒地の開墾・鉱山の開堀であると指摘
している35。前節で述べたが，広東督軍李烈均時代の1921年頃，広東政府は台湾総督府と折衝し，日中
共同で海南島開発の議案を制定した。そのため中国側は彭程万・殷汝麗を派遣し，日本側は台湾総督
府専売局嘱託村上勝太を派遣し，海南島の産業調査を行なわせた36。後に彭程万・殷汝麗と村上勝太は
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各々調査内容を『海南島事情第二』（『瓊崖実業調査報告書』台湾総督府官房調査課訳，1921年）と
『海南島事情第三』（台湾総督府官房調査課，1922年）にまとめて刊行した。 
1928年，陳銘枢37は広東省南区善後公署（雷州半島と海南島を管轄する）及び広東省政府に在職中，
海南島施政の参考に供するため，13名の調査員を同島に派遣した。全島13県において各事業の実地調
査が行われ，1933年実地調査報告書が陳銘枢総纂，曾蹇主编『海南島誌』（上海神州国光社，1933年）
として出版された。 
ここでは，中国側最初の調査報告書『海南島事情第二』・日中共同開発のための調査報告書『海南
島事情第三』・中国側の最大規模かつ総合的調査報告書『海南島誌』の調査内容を考察したい。 
調査の提言から見ると，『海南島事情第二』は，「交通」について，「道路を修築するは全国共通
の急務と為すなり而して瓊崖に於て尤も緊要とす」38，「農産」について，「瓊崖の富源は雄厚なれば
各種の実業皆な挙行すべきなり就中農業を以て最も偉大なり」39と記されている。即ち，海南島産業開
発に最も緊要なのは交通であり，最も重要なのは農業である。『海南島事情第三』は，海南島の産業，
政治，教育等の全般状況を記述しているが，とりわけ，1908年華僑が創設した農業経営を中心とする
僑興実業公司を紹介し，海南島農業に注目していたことがわかる。『海南島誌』の「序」では「意を
治安，交通二事に措き，居者をして安堵の便あらしめ」と述べられ，また，本書の内容を概括した「凡
例」では「土地，交通，経済，農林，塩鉱，漁牧及びその他の生産事業においてはこれを記すこと特
に詳細を極める」と述べられている。つまり，陳銘枢は海南島開発を行なうために，まず交通・治安
事情の改善に注目し，農業を含む生産事業の発展を目指していた。 
以上の調査報告書の内容からみると，海南島開発の中心が交通と農業にあったと言えよう。 
また，民間でも，海南島産業振興のため，調査会が組織された。1930年代，「海南島開発の根拠を
得，中国人の注意を喚起」することを目的とされた瓊崖農業研究会は，中山大学の海南島籍の教授・
学生によって創設された40。 
瓊崖農業研究会は，海南島開発の資料的根拠を提供するために，海南島農業調査を行い，多くの調
査資料を残した。例えば，同研究会主席・林纉春の『瓊崖農村』（瓊崖農業研究会，1935年），同研
究会会員・林永昕の『海南島熱帯作物調査報告』（国立中山大学農学院，1937年），同研究会の機関紙
『瓊農』（計48期，1932～1939年）等がある。同研究会は，これらの資料を用いて，海南島熱帯農業資
源の魅力を大いに宣伝し，中央政府の注目を集めるようにしていた。そして，1936年宋子文が海南島
開発を行うために海南島を訪問した際，林纉春は「開発瓊崖意見書」を上書し，交通・農林・水利・
農村改良・化黎・国防の強固など参考価値のある意見を提出した41。 
海南島の産業開発に関する調査は，以上のような政府や学術団体によるものに限らず，民間の実業
家によっても行われた。例えば，王小平という実業家は1937年1月16日から同月22日までの短期間に，
海南島における実業創立という目的で，海口，瓊山，福山の熱帯農業の状況を調査していたことがあ
る42。 
以上のように民国時期の海南島調査について，1920年代の調査は，主に政府側によるもので，海南
島産業開発の参考として，調査の重点が交通と農業に置かれた。1930年代は，主に民間によるもので，
特に瓊崖農業研究会が海南島開発の資料的根拠を提供するため，もっぱら海南島の農業に注目し，多
数の調査を行い，民国政府の海南島開発に献策した。政府と民間の調査を総合すると，民国時期では
主に交通と農業分野の開発が中心であった。 
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第三節：民国時期海南島の開発計画 
1．1912～1929年海南島政府の開発計画 
民国時期，海南島政府が率先的に計画・実施したものは，大陸との交通の要である港湾の建設であっ
た。 
1912年，瓊崖綏靖処処長の古応芬は，すでに海口埠頭の建築を計画し，ドイツ技師を雇い，経費を
6000万元とする築港計画を立てた。しかし，対外借款が順調に進まず同計画は中止となった43。 
同年，古応芬の後を継いだ瓊崖鎮守使鄧鏗は，海口港の東南方にある清瀾港に注目し，その建設を
図った。鄧鏗は海口港の「不良なる所を見て，ほかの適当な商港を物色」し，南洋帰来の文昌人等と
共に清瀾商埠公司を組織し，第一期工事として港内の浚渫及び波止場の修築を行い，浅礁の除去に移
ろうとしたが，1913年の反袁世凱の第二次革命及び1914年の欧州戦争（第一次世界大戦）の勃発と，
南洋各地のゴム・椰子価格の暴落，資金源の枯渇により，当該工事は中止になった44。 
その後，1914年，海口航政分局が，香港技師に海口港整備計画を立案させた。また，1919年孫文が
「建国方略・実業計画」を発布し，海口港を商港に建設しようとする計画も出されたが，何れも計画
のままに終わった45。 
1928年，前記海南島全般調査を行なった広東省南区善後公署委員陳銘枢は，海口港を改良するため
に，オランダ人を雇い港湾調査を行い港湾建設の計画を立てた。この港湾建設計画により，海口港及
びその周辺の道路建設を行うため，第一期改良建築工程（工事プロジェクト）が作られた。また，陳
銘枢は，海関税務司署技師ストダルドや広東治河処技師ト嘉にも調査を依頼し，意見書を作成させた46。
これらの開発計画は，蒸気船入港可能な水路の整備（浚渫・埋立），50-100馬力の能力をもつ起重機
船及び曵船の設置など近代的な技術を取り入れた47。しかし，南洋商業の不況と政局の不安により，対
外貿易の枢要である海口築港計画は再び失敗に終わった。 
この時期の海南島農業開発活動で注目されるものは，主に海南島農事試験所の設置であった。 
1917～1918年の間，瓊崖道区に苗圃が設置され，1921年に至り，該苗圃は広東第7区模範苗圃となり，
多くの苗木を育成した（後に戦乱のためやむを得ず閉鎖された）48。 
1928年には，南区善後公署は海口南東の那梅村に開かれた千畝（約67ha）の土地に海南島初の農業
科学研究機構「海南島農事試験所」を創設した。その目的を「研究指導の責任を負い，将来農林墾植
の事業において経営者に裨益する所必ず多大なるものあるべく」とし，園芸，農芸，林業，蚕業，牧
畜，虫害，測候，化験等８項目の事業内容を担っていた49。同公署は公路分処に命じ，瓊山北門外五公
祠の附近に海南島農事試験所の分所として面積50余畝（約3.35ha）の苗圃施設をつくり，専ら路樹の
苗木を育成し，育苗造林を行なっていた50。同試験所の設置は，近代海南島農業科学研究の第一歩であ
ると高く評価されたが，農業研究成果の普及の面では，大きな成果はなかった51。 
以上，1912～1929年の海南島政府による港湾と農業開発活動のほとんどは，経済や政治情勢により，
計画倒れに終わった。 
 
2．1929～1936年陳済棠の広東省支配時期の開発計画 
1929年，陳済棠は，上司にあたる李済深が蒋介石との対立の末に軟禁下に置かれると，これを機に
蒋介石に接近し，討逆軍第八路軍総司令に任命されて広東の軍権を掌握した52。陳済棠は，本拠地広東
を開発するため，嶺南大学農学院教授馮鋭に1933年を初年度とする「発展広東三年計画書」を立案さ
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せた。馮鋭は，特に糖業に力を入れ，広東を五つの庶糖区に分けた（瓊崖を含む）。さらに，1934年9
月，陳済棠は『救済広東農村計画』を発布し，「熱帯経済林業経営区」の建設及びゴムを中心としてコー
ヒー・椰子等の栽培とその加工業の設立を提起した53。広東開発三年計画書の中で，海南島建設に関す
る項目は，主に「第一，交通建設上，道路の面において，環島公路を完成すること，航運発展の面に
おいて，瓊崖の航政港務を継続整理すること，重要都市の航空線と長途電話網等を完成すること。第
二，都市建設上，各種の工場の設立，平民医院の設立。第三，郷村建設上，瓊崖農業建設と荒地の開
墾を継続し農民銀行，消費信用等の合作社の設立」の3点であった54。また，陳済棠は，海南島で数万
畝の軍墾農場を建設し，甘蔗・ゴム等の作物を瓊崖の失業農民に栽培させるとともに，華僑の投資を
海南島に向けさせ，熱帯種植園（プランテーション農業）を建設させる政策を採った55。この時期の海
南島開発は，主に華僑資金の勧誘にあり，一定の成果（「第四節」に述べる）が得られた。しかし，
陳済棠の開発の重点地域は大陸の広東にあり，さらにその後陳済棠の下野によって，海南島開発の主
要な計画は実現されなかった56。 
 
3．1936～1937年宋子文の海南島開発計画 
1936年，日中戦争勃発の直前に全国経済委員会委員長の宋子文が海南島史上空前の大開発計画を立
案した。なぜこのような時期になって海南島は中央政府の注目を浴びるようになったのかについては，
以下の外因と内因がある。 
まず，外因は，日本軍の南進政策による海南島地位の変化である。前節に述べた通り，1920年代，
日本と海南島の関係は，海南島を「日本帝国」経済圏内に納めようとした「対南支政策」の一環とし
て主に台湾総督府を中心に構築された。1930年代前半，「日本帝国」内外環境の変化の中で，日本海軍
部内の「南進論」は新たな高揚を迎えることになった57。1936年9月，北海事件58が起り，日本軍が一時
的に海南島に駐屯し，日本国内外の海南島への注目が高まった。南進基地・台湾の新聞雑誌も早くか
ら海南島の経済的・軍事的重要性を認識しており，海南島を「南進国策の重要な足溜らしめよ」59と宣
伝していた。 
次に，内因は，広東地方の政治的情勢の変化と，海南島民間の働きによるものである。1936年7月軍
閥陳済棠の勢力下に置かれていた広東地方は陳の下野により再び国民党中央の支配下に戻り，10月海
南島は広東省第九行政督察專員区に改められた60。このような政治的情勢の変化と日本という外部の刺
激により，海南島地方の郷紳や有識者（知識人）は，国民党政府中央に積極的な海南島開発を要請し
ていた61。その後，軍政部次長兼広州行営副主任の陳誠・広東綏靖の余漢謀も行政院に電報を送り，「瓊
崖が両広と深く関わり，特区設立の必要がある」62とすすめた。 
以上のように，海南島を南進政策の中に組み込もうとする日本の意欲は，中国国内で海南島開発の
要望を高潮させ，これが民国中央政府の海南島開発の引き金となった。加えて海南島民間の積極的な
請願と広東省政府の応援により，ついに宋子文を首長とする全国経済委員会は，海南島開発の準備に
着手した。 
宋子文が最初に取った行動は，海南島開発に必要な資金の調達と中国南部に影響力をもつ英国から
の支持獲得であった。1936年11月23日宋子文は香港のカルデコット総督（Sir Andrew Caldecott）と
会談し，「粤漢鉄路を中心とする揚子江以南の英国の経済的勢力の膨張を期待すると共に海南島の開
発に就き英国側に呼掛け」63ていた。2日後の11月25日，宋子文は，海南島開発問題を急速に具体化す
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ることを主要任務として南下し，本島の開発について当地の記者に「海南島の豊富な熱帯資源・物産
を大陸に輸出するために本島交通の改善に尽力し，海南島熱帯資源の開発によって，貿易の入超を減
らし財政上の負担を軽減する」といった旨の談話を出した64。これに対して，日本側は，今回の宋子文
の海南島考察を日本の南進策を牽制するためのものと捉えた65。 
翌12月のはじめに，実業次長程天固，凌道揚等を代表とする瓊崖考察団が組織され，さらなる海南
島調査を行なった。この調査によって，海南島中部の那大市と万寧県南市を中心とするゴム・鉱業・
農林業は「将来の収穫は必ず見るべき価値がある」と認識された66。同調査に対して，『台湾日日新報』
は，海南島の油田，交通の開発につき広東政府当局と更に具体案を企画し，中国側は，資本金3千万な
いし5千万元の官民合弁海南島開発公司の創設を目論んでいる67と報道し，民国政府による海南島開発
を注目しつつあった。 
前後2回の調査と全国からの瓊崖開発の要望により，最初に行動を起こしたのは，中華棉産改進会で
あった。同会は，棉花栽培に適応する海南島に注目し，詳細な瓊州島棉植計画案を立て，国民政府当
局に同計画案を採用するように要請した68。さらに，上海永安公司経理は，1937年3月に永安紗廠経理
郭順に海南島を考察させ，同島の北西部新墟に土地2万畝（1340ha）を購入し，棉花を試作させた69。 
ついに，中華民国政府の全国経済委員会議において海南島開発の議案が本格的に討論されるように
なった。まず，1937年5月3日行政院は瓊崖劃特区（海南島を特区にする）討論会（第一次）を開催し，
参加者は財政，内政，軍政3部の代表者からなり，青海，寧夏，西康等の先例を参照し，海南島を特区
とする方案を立て，実業，交通，鉄道三部及び全国経済委員会と協議し，海南島の各種経済建設と海
港建設の初歩的計画を立案した70。5月22日，実業部は交通・鉄道両部と全国経済委員会を集め，上記
の初歩的計画を協議討論した。交通実業開発方面においては，実業部は政府・民間及び外国の資本を
利用し，資本金5000万元を有する広東鉄路公司を設立し，海南島内での道路・港湾の開発特権を与え
ることを討論した71。 
5月27日，上記の協商結果は全国経済委員会秘書処の承認が得られた。さらに，この協商結果により，
全国経済委員会は，公路（道路）建設に関して，全島の国防を強化し，地方経済を普遍的に発展する
ため，「西南部の開発を促進し，黎地を開発し，東西南北を連結する路線を構築し，海岸部と内陸部
の重要物産地との交通連絡を強め，全島の道路管理を改進する」ように指示し，水利建設に関して，
「海口港と繋がる南渡江の浚渫，新港附近の内河整備を行い，灌漑事業と農業の改進とを併せて行な
い，文昌，瓊東，臨高から着手する」との具体策を制定した72。道路・水利・実業開発計画のほかに，
鉄道部は，海南島の鉄道・港湾開発の計画を制定した73。 
このように，全国経済委員会と国民政府実業部・交通部・鉄道部三部の協議による海南島開発の要
綱は，「①開発機関の設立，②交通建設，③農林建設，④水利建設，⑤農村建設，⑥黎人の開化」に
ついて制定された74。この海南島開発計画は，鉄道で南北を繋ぎ，農業を主とする産業全体の発展を図っ
た計画であった。 
1936年11月から全国経済委員会において海南島開発の議論が行なわれ，具体的な開発政策が以上の
ように制定されたが，開発を具体化するために，宋子文は英国に投資の勧誘を行なうと共に，香港・
広東の銀行業者からも資金の調達にも尽力していた75。 
開発計画からみると，宋子文が率いる全国経済委員会は，海南島の開発を島内交通の整備，対大陸
の港湾建設及び熱帯作物資源の生産といった一貫した開発方策を制定していたことが分かる。この開
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発方策は，1920年代の調査および開発計画とほぼ一致しており，その重点が交通と農業（熱帯農産品
の生産）にあったと考えられる。 
しかし，海南島開発が緒についたばかりの1937年7月に盧溝橋事件が起り，民国政府による海南島開
発はやむを得ず中断され，ほとんど実施されなかった。 
以上の経緯により，海南島開発は中断されたが，宋子文は，1936年の最初の視察から1年あまり海南
島開発のための専門の開発公司を創設し，千万ないし億元単位の投資を調達できるように措置し，海
南島開発に熱意を持っていたことが明らかになった。 
宋子文に対する評価については，中国国内では一定ではないが，一般的には「憑借権勢，中飽私嚢
（権力を行使し，金銭を着服する）」76との悪評価が主流である。しかし，海南島の人々は，現在に至っ
ても宋子文の海南島開発を惜しむ気持を抱いており，宋子文に感謝しており，比較的高い評価を与え
ている77。 
以上の1912～1929年海南島政府による開発時期・1929～1936年陳済棠の広東省支配時期・1936～1937
年宋子文の海南島開発時期，不安定な政治状況により，海南島開発計画は最初から実施されていない，
あるいは途中で中断されたが，本島の交通と農業の面において，幾つかの開発成果が残された。この
開発成果について次節で述べよう。 
 
 
第四節：民国時期の海南島開発 
1．交通建設 
民国初期の海南島の交通状況は，非常に遅れており，大部分の道路が不通であったが，1920年代か
ら30年代にかけて，交通運輸業は大きく発展し，陸運・海運・空運が一斉に発展する趨勢が出現した78。 
陸上交通について，海南島の道路建設は1909年から始まり，最も早く建設されたのは，府城から海
口間の3.5kmの官路であった。その後，1919年瓊崖国民政府はその道幅を広くした。1921年瓊崖善後処
は「民弁普通車弁法」を発布し，1922年瓊崖全属公路分処を設立し，爾後公路局に改め，道路建設の
管理を強めた。1921年瓊崖国民政府は，『広東全省公路処擬訂各属民弁普通車路暫行章程』，『広東省公
路処暫行修築公路建築法規則』および『地方人民集資筑路弁法』を発布し，商人，市民から資金を集
め道路を修築することを奨励し，修築後一定の特権を与えた。政府の奨励政策の下で，海南島の商人
や華僑は次々と資金を集め，道路を建設し，運輸業を営んでいた79。このような道路管理機構の設立や
道路法の制定により，道路建設は迅速に発展していった80。1928年に至り，全島で修築された道路は瓊
文（文昌）・文東（瓊東）・臨澄（臨高・澄邁）・瓊定（定安）などの幹線，計800kmであった。次に環
島公路が開鑿されはじめ，海口を始終点とする環島道路が1935年に完成し，その距離は850 kmに達し，
本島最長の道路となった81。1938年に至り，海南島道路の全長は3427.1kmに達し，その中には，官弁道
路は1097.8km，民弁道路は2329.3Kmであった82。民弁道路が全長の68％を占めており，民間商人・華僑
は海南島道路建設の主力となった。そして，陸上運輸業の発展は海運，空運の発展を促進した。 
海上交通について，海南島には，主に古来最大の貿易港の海口港と，将来もっとも有望な港の榆林
港・清瀾港を代表する数多くの港湾があった。海口港は多くの暗礁があり不便な港とみなされていた
が，雷州半島に接し大陸との交通の要衝であること，及びその背後にある大きな大平野は最も富有な
る土地で物産が多く，南渡江の運輸交通の利があることにより，海南島唯一の貿易港として位置づけ
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られた83。1920年代，日仏英独等の商人および香港，バンコクの華僑富商が1000～3000トンの大型運輸
船を行使し，海口港から広州・香港・海防（ベトナム北部）・北海・南洋等までの長距離線路を経営し
ていた84。清瀾港は文昌県城の東南に位置し，経済中心の海口と嘉積に近く，バス交通が開かれていた。
この港は，本島良港の第一候補であるとされた。その理由は，港湾の修築が比較的容易であり，東ア
ジアと欧州及び南洋の基幹航路に近く，その背後には富有な北部平原があり，清瀾渓の内河交通の便
もあり，更に交通が整備されれば，その発展が期待されるとされていた85。楡林港は，フランス領「イ
ンドシナ」と相対峙し，遠洋航海の帆船は本港に寄港するのが通例であり，軍港として最適港である86。
その背景には，楡林港の経済力は北部の諸港に及ばないが，「漁業製塩製糖の事業が殷盛に向かいつ
つあるから，前途多望」であるとされていた87。  
しかし，上節において既述したように多くの築港計画は最初から実行されなかったか，あるいは途
中から中断されたため，大きな成果はなかったと考えられる。 
航空路については，資本金60万元を持つ官民合弁の西南航空公司が1934年に広東線を開き，広州，
茂名，海口，北海の間に週2回，貨物と客の輸送を行なっていたという状況であった88。 
以上の交通に関わる成果をまとめると，道路建設・管理の職責をもつ政府の道路機関が設立された
ものの，ほとんどの道路は，民間商人・華僑の出資によるものであった。海南島史上初の環島道路の
完成というべき道路開発の成果は，最も顕著であった。港湾開発は，常に貿易，経済と連携して行な
われた。その成果はあまり見られないが，海口港の海上運輸においてのみ2000トン以上の大型船の入
港が可能であったことが，少なくとも海南島港湾建設の成果としてあげられるのではないかと考える。 
 
2．華僑によるゴム・コーヒーの栽培 
『海南島誌』によると，民国時期の海南島在外僑民は10万人以上（全島人口200万人と言われている）
に達し，バンコク・シンガポール・香港・海防（ベトナム）・ジャワおよびマレー半島等に集中し，旅
館・酒店・茶室・製靴等を営むものが多く，ゴム事業および海運で巨利を獲得した者もいた。彼らは
愛郷観念に篤く，同業組合の結束はすこぶる強く，故郷の慈善・教育に対して熱心に援助していた89。
海南島出身の華僑は，毎年800～1000万元の送金（僑匯
きょうかい
と呼ぶ）を故郷に行い，その資金の多くが熱
帯作物の栽培に投入され，島の熱帯資源の開発を促進したのである90。 
本項においては，華僑が南洋から種苗を輸入した作物の中で，特に開発に力を入れた生ゴムとコー
ヒー豆について，栽培の実態を考察する。 
 
2.1 ゴム 
海南島の産業の多くは現地の資本によって経営され，原始的な生産形式から逸脱していなかったが，
ただ生ゴム生産だけは華僑資本経営による「近代的」な産業であった91。 
海南島のゴムの木（南米原産のパラゴムの木）の生産は，楽会県出身の何麟書によって始められた。
彼は南洋で商業を営み，ゴムの利益を知り，宣統2（1910）年に瓊安公司を創設し，南洋から苗木4200
株を定安の落河溝地方に移植した。最初の数年間はいずれも失敗したが，民国4（1915）年に初めて採
液を行なえた。試売したところ，品質は非常に良好で弾力性に富み，その市価は南洋産ゴムを超えた92。
産量は同年（1915）の500斤（300Kg）から民国7（1918）年の3000斤（1800Kg）までに増加した。 何
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麟書によるゴムの木の試験的栽培が成功したことにより，一般人もゴムの木栽培に興味をもつように
なり，民国5（1916）年以後は嘉積渓上流の両岸に資金を投じ，20もの会社が設立された。このほかに
も個人の自営（公司の名称を使用しない）による栽培が多く，嘉積渓上流の両岸は，島内の一大ゴム
林地帯を形成するようになった93。 
上記の各会社はゴムの木のほか，益智・椰子・檳榔（ビンロウ，嗜好品として種子を噛む）・煙草な
ども栽培していたが，重点はゴムに置かれていた94。各地方の栽培現状については，以下の通りである。 
① 文昌県 
文昌県全体にゴムの木栽培の好適地が広く分布しているが，栽培のもっとも多い地方は，西部の南
陽・鐘税・高隆・石壁等である。これら地域の土壌は紅色粘土質で，東部および北部に比べて肥沃で
ある。しかし，文昌県のゴム園はいずれも小規模経営（個人経営）で，栽培面積は狭く，各々現状維
持に甘んじている状態であった95と述べられている。 
② 楽会県 
楽会県の椰子寨・西岸郷一帯のゴム園はすべて小規模の個人経営であった。栽培株数は100～450株
程度で，農家の副業的なものであり，採取したゴム液は加工せずに，市場あるいは加工業者へと販売
された。これに対して，林永昕は「ゴム液のままであると廉価で，かつ長期の貯蔵が不可能であり，
このような方法では，ゴムの加工を行うことはいつまで立っても発展性がない」と指摘している。そ
してその打開策として，「①生産合作社を組織して圧片機の購入を行う」，「②焙片室を設置してゴム片
を精製してから販売する」ことで，比較的利潤を挙げることができるという見通しを示している96。 
③ 定安県 
定安県のゴム園の多くは会社組織であり，栽培面積が広く，設備も充実していたから，経営は比較
的安定していた。しかし，南洋のゴム園の栽培方法をそのまま採用して改良を加えておらず，しかも
治安の悪化，交通の不便，加重な課税，さらには風災，野火の蔓延等といった災害も重なり，遂に経
営が困難となり，ほとんどの事業が中止されるに至った。その結果，ゴム園はそのまま放任され荒廃
してしまった。1930年代になると，やや復興の兆候が現れ，林永昕は「栽培方法を改良すれば，将来
のゴム栽培は相当の発展が見込まれる」と指摘している97。  
④ 万寧県 
万寧県のゴム園は主に鴨殤，甘喉，興隆の各地域に存在し，中でも興隆地方の土質は肥沃であり，
ゴムの木の生育に良好であった。しかし2，3の会社を除き，殆どが個人経営のものであった。注目さ
れることは，万寧県では落葉期が1月～2月にいたる期間で，発芽は2月末であった点である。文昌，楽
会，定安の諸県では落葉期は10月初旬から1月末まで，発芽は3月末であり，休眠期が約5カ月間に及ぶ。
そのため生長期間が短く，ゴム液の生産量は豊富ではなかった。これに比べると万寧県は休眠期が2カ
月で，生長期間が長く，ゴム液の生産量が比較的豊富であった98。  
⑤ 儋県 
儋県のゴム園は，多くは那大市附近であった。 いずれも会社経営であったため，経営規模は極めて
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大きく，運営組織も整備されていた。ゴムの木植え付け後6～7年目にはじめてゴム液を採集できたが，
量は少なかった。ようやく8年目以後において漸次ゴム液の量が増加したという99。 
ここで当時の海南島での栽培と加工の概略を確認しておきたい。栽培技術のほとんどは南洋から導
入された。例えば，苗圃で条播という播種法が使用された。苗と苗の間隔は1尺（30㎝），溝の深さは1
寸（3㎝），播種する種は七分位土中に入れて，これに土をかぶせる。播種後，毎日給水を行い，管理
作業として除草を行なっていた。短期の間作物（1作物の間に他の作物を栽培すること）としては，落
花生・パインナップルのようなものが適当とされていた100。また，植え付け後7～8年を経過するとゴ
ムの木は採液が可能になった。 採液のために表皮に傷をつける開割作業は労働者1人の１日あたり平
均が約300株，そして液量は1日付2～4斤（1.2㎏～2.4㎏）の収集が可能であった101。収集したゴム液
は銅網で砂や木葉のような混ざり物を濾過し，盥または石油缶に保存した。ゴム液は醋酸か礬石（ミョ
ウバン）水で凝固させた。その後，凝固したゴム液を取り出して圧片機にかけて，花紋のあるゴム片
に押し固めた。さらに，ゴム片の水分を蒸発させた後，燻煙室内に移し，毎日ゴム片を反転し，一週
間後ゴム片は黄色で透明な生ゴムになった。そのゴム片は海口・広州等の集散地を経て，南洋や大陸
に搬出されていた102。 
なお，陳植の統計によると，民国20年代（1931）の海南島ゴム園は合計90カ所，資本額388.6千元，
面積9666畝（約644ha），年産1316担（65800㎏）であった103。 
上述のように，海南島のゴムの木栽培は，個人経営と会社経営に分かれており，個人経営が文昌・
楽会に集中し，会社経営が定安・万寧・儋県に集中していた。栽培株数を見ていると，会社経営の栽
培数が約115800株で，個人経営の栽培数約38500株の3倍近くで，栽培は殆ど会社経営によるものであっ
たことが分かった。また，個人経営の場合，原料価格が低廉なため収益が限られ，発展性にも問題が
ある。ただ，会社経営の場合も，技術的革新が遅れていたので，その多くが経営難に陥り，全体的に
産業不況の状況にあった。1939年東京帝国大学教授中村賢太郎は，次のように指摘した。 
 
海南島では，風害を受けないゴム樹の生育は概ね良好であるが，切り付けの方法が乱暴であるた
め，樹皮が甚だしく傷つけられた。…（中略）文昌中学の校庭には民国26（1937）年に設立され
たゴム園があるが，風衝地であるに拘わらず防風林の設備がなく，職員の栽培事業に関する常識
が疑われた。土地の肥瘠に関しても選定を誤り，瘠地の指針ともいうべき牡丹が園地の大半を占
領したゴム園は珍しくなかった。104 
 
また，台北帝国大学第一回海南島学術調査に参加していた同大学理農学部教授寺林清一郎は，海南
島の旧式生ゴム製法について「小型の浅い木箱を使用し，1箱から１回に1～1.5封度(ボンド，約454g
～681g)の生ゴムを製するのであるが，之は旧式にして厚薄均等を缺く」105と指摘している。これらの
指摘のように，海南島民の栽培や製造に関する知識の欠如こそが，海南島ゴム産業全体の不況の主要
原因であり，海南島農業の発展は限定されていた。 
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2.2 コーヒー 
海南島のコーヒーの木の栽培はゴムの木と同じく，華僑によって導入された。民国3（1914）年文昌
県石壁鎮の瓊安公司，僑興公司が南洋のコーヒーの木の種苗を試作した結果，栽培成績がよかったた
め，栽培がすぐに普及していった。栽培地域は文昌県（西南部）および瓊山県，定安県，瓊東県およ
び楽会県，万寧県西北の興隆，儋県那大附近であった。瓊崖実業局の調査によれば，全島コーヒーの
栽培面積は計7000余畝（466ha），33.8万株であり，文昌60カ所，瓊山4カ所，定安1カ所，万寧2カ所，
儋県1カ所合計69カ所であった106。海南島で栽培される品種は多様で，その詳細は不明であるが，文昌
においては，エクセルサ（Excelsa）種を上手に栽培し，産量も豊富であった。しかし，質という点に
おいてはやや劣っていた様である。栽培開始後4，5年を経過すれば，結実を開始し収穫が可能となる
が，海南島内に生産するコーヒー豆は千担（50000㎏）に足らず，本島の消費にも足らない状態であっ
たため，島外への移出は行なわれていなかった107。 
コーヒー豆の栽培状況について，『海南島熱帯作物調査報告』から個人経営と会社経営の概況を各々
取り上げると以下のとおりである108。 
文昌の長安郷にある芳湖珈琲園は，面積95畝(6.3ha)に及び，パイナップル10万個，コーヒーの木8000
株を栽培していた。パイナップルは民国20（1931）年に収穫が始まったが，コーヒーの木は民国24（1935）
年初めて実を結んだ。生産収入も支出を遥かに超え，相当の利益をあげていた。本園の東は水田で，
他の三面は丘陵地になっていた。周りに鉄條網垣で猪や窃盗の侵害を防止していた。園地の土壌は紅
岩土で，粘性を帯びていた。地勢は東面が傾斜していたから栽培管理も合理的で，個人経営のものと
して，模範コーヒー園と言われていた。 
また，会社経営の振興実業公司は農場が文昌県煙墩村から瓊海県官回村の間にあり，民国19（1930）
年に創設したものである。農場の面積は約100英畝（4047ha）で，パイナップル10万株，コーヒーの木
1万2000株を栽培していた。間作物であるパイナップルは植え付け後2年を経過すると結実したが，4年
を経ると生育は衰退する。ところがちょうどこの時はコーヒーの木が結実を開始する時期で，両者は
補完関係にあった。 
海南島のコーヒー園は概ね，このような経営形式であったが，民国19（1930）年には風害が起き，
コーヒーの木の生育・結実はいずれも極めて不良となった。また，林永昕は，振興実業公司の農場の
地勢が山地の上傾斜地に位置したため，土壌は柔らかい礫質砂で，地表が流失しやすいという問題点
を指摘している。そのため，コーヒーの木栽培にあたり梯級式整地方法（階段状に整地する）によっ
て栽培し，地力の維持に努めることを勧めていた109。個人経営だけでなく会社経営も登場し，パイナッ
プルを間作物として栽培するなどの工夫も見られたものの，優良品種の選出や災害に備えた栽培法の
改善という点で十分な知識を持っていなかったようである。  
 以上，海南島の生ゴムとコーヒー豆の経営の概況を述べてきた。海南島の農業は，華僑による熱帯
経済作物の栽培が持ち込まれたことにより，従来の原始的粗放な経営（零細農業）から生産性の高い
プランテーション農業経営に変わり，しかも企業経営という新しい経営方式が現れた。しかし，ゴム・
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コーヒー両作物がほぼ海南島北東部に限って栽培され，全島にわたる一大産業とは言い難い。また栽
培技術の改良等も殆ど行われておらず，ゴム栽培もコーヒー栽培も近代産業経営として遅れている。 
これに対して，先行研究の呉建新論文と蘇雲峰論文は，「華僑は海南島の農業発展に大きく貢献した」
と述べ，華僑の功績を大きく評価している。しかし，その実態からすれば，新しい経営方式はゴム・
コーヒー等の熱帯経済作物に限定されていたのであり，華僑による熱帯経済作物の栽培が海南島農業
にもたらした変化は限定的であったと言わざるをえない。しかも蘇雲峰自身も指摘するように，華僑
による海南島開発は「農業改良に対する全面的な計画はなく，特に長年大量の外米に頼る海南島の食
糧問題に注目していない」110。即ち，華僑による熱帯作物の栽培は，彼ら自身の経済利益の追求に終
始し，また海南島農業全体の技術的進歩や島民の生活と密接に関わる食糧増産につながらず，先行研
究の評価は妥当ではないと判断したい。 
 
3．政府による海南島農業開発 
海南島の農業生産は，水利施設の欠乏により，農田のほとんどが望天田（雨水灌漑田）であり，粗
放な耕作，旧式な生産道具，劣悪な品種により，農業生産量が低く111，食糧の自給自足は不能であっ
た。1930年頃になると，国際情勢および中国国内情勢が緊迫する中で，資源開発による国防建設の議
論が盛んになり，海南島の食糧生産状況は，中華民国広東省政府に注目されることになった。そこで
政府（軍）側は海南島農業を促進するための機構・瓊崖実業局を設置したほか，瓊区模範林場・軍墾
農場・農産製造補習班などを設置し，積極的に海南島農業開発に乗り出した。 その具体的内容は以下
のとおりである。 
 
3.1 瓊崖実業局 
 北伐戦争後の1928年春，広東省政府は海南島に南区善後公署を設立し，陳銘枢を委員に任命した。
陳は海南島には農業試験研究機構がないことから，瓊山府城東南部の那梅村において海南農事試験場
を設置し，その下に園芸，農芸，林業，蚕業，牧畜，虫害，測候，化験の8部門を分設した。そして，
それぞれの部署に，場長1名，技士3名，事務員若干名を配置し，農業の改良を図ろうとした。しかし，
翌1929年，陳銘枢は広東省主席に昇任し，1930年海南島での職を辞任したため，農業改良工作はあま
り進まなかった。1932年広東省建設庁長に就任した林雲陔は海南島農林資源を開発するため，中国政
経界の重鎮である朱赤霓112を局長とする瓊崖実業局を設立し，組織章程を公布した113。この章程は以下
のように制定された。 
   瓊崖実業局組織章程 
第一条 広東省建設庁は海南島実業開発の為瓊崖実業局を設立す 
第二条 瓊崖実業局は広東建設庁に直属す 
第三条 瓊崖実業局弁理要項左の如し 
一，実業行政に関する事項，二，漁塩鉱産の開発に関する事項，三，農工商業並之と関係ある産
業の改良並拡張に関する事項，四，凡百実業の調査，設計，経営，管理に関する事項，五，国民
の産業助長に関する事項 
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瓊崖実業局は左記実業を率先経営することを得 
一，食糧の生産増加並種子の改良，二，牧畜生産の増殖並品質の改良，三，漁業の採捕法並製造
法の改良，四，棉麻の試植並改良，五，地方特産樹脂の増殖並改良，六，各種農業工業品の製造，
七，精塩の製造 
第五条～第十四条（省略）114 
以上の章程により，瓊崖実業局は，広東省（建設庁）の直轄する海南島の産業行政機関であり，省
政府も重視していたことが分かる。その工作内容は，漁業・塩業・鉱業の開発，産業改良・拡張，実
業の調査・設計・経営・管理等の多く項目を含んだ。また，同章程は，率先経営する内容の最初に食
糧作物・畜産・漁業の改良増産を挙げている。塩等生活必需品も含め，島民の生活の改良を重視して
いたことが伝わってくる。 
この章程により，実業局は瓊山県那梅村に農事試験場（元の農林試験場）を設置し，大規模な種子
の調査蒐集・実験等を行なった。 府城小南門外および文昌県，儋県，崖県等にも試験分場が設置され
た。農事試験場は，広さが約1000畝（67ha）で，地勢は低く，山石が累々として，土中に固い岩盤が
あり，植物の栽培が困難であり，耕地の面積も狭小であった。そのため，同局は，この農事試験場を
純粋の牧畜試験場とし，瓊山の秀英山，金坡牛一帯の未開地約1700余畝(113ha)の新農場完成前に，農
事試験場に植物栽培・牧畜飼育の併進策を行なった115。  
1935年の資料によると，実業局１年の予算は47160元で，その内訳は給料32％，農業施設費34％，種
苗，肥料，薬物および採集等費用12％，雇員給料5％，その他17％であり，蘇雲峰は，経費は多いとは
いえないものの，よい栽培実績を残したと評価している116。民国24（1935）年瓊崖実業局の工作概況
をあげると，以下のとおりである。  
①種子，標本の採集 
瓊崖実業局農業科は，海南島の農業を発展しようとする見地から，優良種子の陳列と交換を行い，
各地農事試験場および農場にも広く種子を徴収させた。また，同局はバタビヤ中国領事館を経て，キ
ニーネ，コロンボ，柚木（チーク），油棕（アブラヤシ）等の熱帯植物・作物の種子および薄荷（ハッ
カ）種苗等の蒐集を依頼すると共に，広東省農林局より「東莞白（穀）種」の水稲種子を購入し，ま
た各農事機関にも委託し，種子や標本を多数収集した117。海南島外の広東国立中山大学，嶺南大学農
学院，広東省政府から多くの種子が送られてきた。海南島内から早稲（第一期），晩稲（第二期）の水
稲種子54種，陸稲種子22種等が採集されてきた。以上の蒐集物中，優良品種と認められたものは，水
稲種子22種，甘蔗種苗14種，棉種子5種，ゴム種子6万粒，パイナップル種苗5種，コーヒー種子6種，
林木種子23種，緑肥種子7種，雑穀種子4種，殺虫植物種子・種苗2種，染料用植物種子1種，香料植物
種子1種であった118。 
②研究，試験 
 実業局は，種子を蒐集した後，「1.糧食物の産量増加ならびに種子の改良」「2.畜産物の産量増加と
肉質の改良」「3.地方の特産物―例えばゴム」｢4.椰子・コーヒー・檳榔等の拡植および改良｣「5.棉，
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麻の試植と改良」を図るため，1934年から府城那梅村・文昌・儋県および委託をうけた農業試験場に
おいて試作・研究を行なった119。 
 水稲の品種改良については，実業局が，各地の大学農学部・各農事機関から優良水稲種子，甘蔗種
苗等を取り寄せ，優良種子と海南島の在来品種との繁殖盛衰，収穫多寡を試みた。その結果，海南島
産の中にも有望種が2，3種あったが，品種改良には5，6か年を要すると判断された。また輸入優良水
稲種子22種の内，南京・浙江一帯の種子は海南島で試作したところ，生育期間に約１か月～１か月半
の自然短縮が起り，そのために苗の成長が劣悪となり，稲穂が短く収量も少なくなった。それに対し，
広東において生育する種子を試作したところ，生育期間および生長状況は，海南島産水稲と大差がな
く，殊に「東莞白」種は優良であり，生育期間に短縮が起きず，生長は旺盛で，収穫も海南島産と較
べ，25～50％の増収が得られた。もう一種類の「金鳳五号」の試作成績も良好であった120。 
 甘蔗（サトウキビ）については，瓊崖実業局は，外来優良甘蔗種苗，即ち，「直皮肉蔗（文昌）」「POL2878・
POL2725・H109Badila」「爪哇紫色條紋蔗」（以上は中山大学農学院より），「UD193」「U1135」「Yellow 
Coledoois」「南大青」「フィリッピン06」（以上は嶺南大学農学院より）および「台湾04」「潭州玉蔗等
各種」をそれぞれ取り寄せ，試作した121。その中で，台湾種，ジャワ種の試作成績は何れも良好であ
り，海南島産の黄皮甘蔗，竹蔗（細茎品種）より，収穫量は30～70％多かった。しかもこれらの試作
種苗は，フィリッピン・南洋においては干ばつに弱かったが，海南島の乾燥した土地においては，よ
く繁殖する優良品種であった。また，フィリッピン産の「竹蔗1種」も，海南島においてはその生育が
極めて良好であった122。 
 海南島産の12品種は，文昌県産の烏臘蔗を除けば収穫量は比較的に多かったが干ばつに弱く，例外
的に干ばつに強い竹蔗も収穫量が少なかった。いずれも劣る品種であり，栽培の価値はなく，将来的
にはこれらに代わって外来優良種の栽培が有利になると指摘された123。 
 食糧作物の甘藷（サツマイモ）については，11種中細葉2種の収穫量が比較的に多かったが，品質は
悪かった。白皮香心・黄心の2種のみ，品質が良かったが，産量が少なく，いずれも改良を待たさざる
を得ない品種であった124。 
綿種では，瓊崖実業局は米国綿種を輸入・試作していたが，天候の不順により病虫害が発生し，良
い成果を挙げることができなかった。また，実業局農事試験場以外に，瓊州府城附近と文昌県におい
ても試作を行なっていたが，何れも失敗し，米国綿の本島への移植は「有望ではない」と判定された125。 
海南島には麻の栽培適地は多く，相当数量の産出を見込まれ，品種改良とともに産出量の増加が見
られた。また，実業局は各県のゴムの木生産の合作社に種苗を供給することを目的として4万本の種苗
を育成していた。さらに，模範コーヒー園の設立を目的として，優良コーヒー樹苗6種類約3000本を栽
培し，パイナップル5種類を約1町歩（約1ha）の地に比較栽培を行なっていた。ほかに各種樹木の苗10
余万本を試作中であった126。 
瓊崖実業局は，農業の副産業として広東・香港より優良種家禽（ヨークシャ豚・純種大黒豚・純種
北平家鴨）を購入し，その適応性を試験する一方，海南島在来種を選出し，交配の上で新種の育成を
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試み，優良な成績を得られた127。 
③農業奨励事項 
３回の米作の最初（第一期作）に作る早稲の品種の候補として，実業局農事試験場は2年間にわたり
「東莞白」種を試作した結果，生育成績は極めて良好であった。そこで「東莞白」種の栽培を奨励す
るため，実業局は，瓊州府城東門攀丹村農家および文昌県，儋県の各村に種を分け，試作を行なわせ，
試作成績の優秀なものを表彰した。また民国24（1935）年度において，優良品種の普及を図る見地よ
り，海口，瓊州府城附近の各村落より勤勉な農家20軒を選定し，優良種子を頒布し，播種させるとと
もに，来歴，成績，優点，特性等を詳細に記載された栽培説明書を各農家に分与した。しかし，配ら
れた農家側は識字ができず，改良という概念さえも持たず，水稲栽培の方法は，依然として，旧来か
らの慣習に固執していた。耕作法の改良を行なわなければ，収穫は次第に減少するため，実業局は農
家に「水稲耕作方法の概要」を分贈して，指導法を伝授した128。 
優良甘蔗の推進について，実業局農事試験場は，購入した優良甘蔗種苗13種を試作した結果，台湾
産2種，南大青，フィリッピン産竹蔗等が海南島に適応することを発見した。殊に前記4種の成績はよ
く，生産額は在来種，黄皮種より多かった。その耐乾性が強いため，乾燥地帯での栽培も可能であり，
大規模な繁殖・拡植が計画された。なお，民国24（1935）年において，文昌県，感恩県，儋県内には，
実業局より甘蔗種苗の分譲を受けた数カ所の甘蔗栽培農場があった129。 
また，実業局は，海南島畜産の向上を図る見地より，豚の品種改良を決定し，極力改良優種豚の飼
育を奨励するとともに，各地に設置される交配所において優良種牡豚56匹と在来種とを交配させ，改
良に努めた。さらに，農業の発展，振興を図る見地より，農事諮詢処を設置し新農業知識の普及に努
めた130。 
以上が，民国24（1935）年瓊崖実業局の活動概要である。 海南島の農業（副産業の畜産も）分野に
おいて，種子蒐集から実験・試作，試験的栽培までを行なったほか，工業分野の中で農産品の加工，
砂糖の製造試験・肥料の試験等をも行なっていた131。他にも，瓊崖のゴム輸出税の免除を省政府に申
請するなど，産業振興に尽力していた。しかし，本論では農業に直接かかわるもの以外は，省略した
い132。 
では，こうした活動は，どこまで現地に根付いていったのであろうか。 
1940年台湾総督府の調査では，海南島の水稲播種について「種籾は風選および水選を行い，浸種を
行わずに直ちに苗代に播種する」133と述べている。しかし，せっかく優良な「東莞白」種を配布して
も，指導を受容できず，栽培方法を改めようとしない島民の様子を前述したが，1940年台湾総督府農
業試験所種芸科長加茂巌も，海南島の稲作に対して，次のように述べていた。 
 
（海南島の）稲の品種は一般に極めて雑駁にして，品質は元より之が収量に及ぼす影響少からず。
挿秧後放任するを普通とす。近年に至り瓊崖実業局は品種の改良に志し島外より多数品種を輸入
して試作を行い，一，二優良品種の選出に成功したるが如きも，未だ実績を挙ぐるに至らずして
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今日に及べり134 
 
当然行われるべき水田の管理が，現地では習慣化していないのである。これでは実績が上がるはず
もない。 
もう一例，農業分野についての林纉春の調査報告も紹介しておこう135。それによれば，海南島での
農業生産の典型的形式は，婦女や老人を担い手とし，家庭内の消費を目的とする最小面積の生産であっ
た。積極性に乏しく（後退的であり），技術も低劣であった。林纉春は役畜の使用が遅れ，肥料の使用
も不十分で，灌漑に機械を応用せず，それ以外の栽培技術もいかに不十分であるかを力説している。 
以上により，林纉春は，民国時期の海南島農業に対して，「海南島における農業資本の有機的構成は
低位にあり，農村において資本主義方式の初期形態にも達していない」と結論づけた。 
林纉春の調査からみれば，海南島では，役畜の使用・肥料の使用，水利施設の建設及び種子の改良
や栽培方法の改善はあまり行われていなかったため，海南島農業は後退的であった。また，海南島の
土質が多様であり，農民の農事に関する知識が殆どなく，農作物の収穫時期に台風等の自然災害が多
く，降雨も不規則であった136。これらは海南島農業が進歩しない原因とされたのである。 
これらの記述から勘案すると，瓊崖実業局が力を入れた品種改良による海南島全体の農作物の増産
は簡単には実現されず，先行研究が主張する，南洋経験・大陸経験という新技術が海南島に根付いた
という理解は，いささか過大な評価と言わざるをえない。 
 
3.2 国民革命軍による造林と開墾 
 政府による対策のもう一つの柱が「軍墾」（国有荒蕪地における軍隊の開墾，）である。そのために
民国22（1933）年6月に瓊区模範林場が設立され，国民革命軍第一集団軍に隷属するため，公式には国
民革命軍第一集団軍瓊崖区模範林場と称せられた。 それは瓊山県の三門坡にあり，模範林場という名
前の通り造林を目的とし，組織は非常に簡単で，第一集団軍から毎月の経費が支出された。林場の広
さは約5000畝（333ha）あり，兵士を使って林場内の荒地の開墾を行い，コーヒー・苦棟（ニガキ：樹
皮が薬になる）・パイナップル等を生産し，補助的に陸稲も栽培された。 
 また，民国23（1934）年冬，同軍団は，臨高県四方山の西北方の官有の荒れ地を第一軍墾区として，
そこに農場を開設した。土地面積約1万余畝（670ha）の殆どが開墾に充てられ，事務所は全農場の中
心の抱舎鎮にあった。ほぼ扇形の農場は，改良品種サトウキビ区，竹蔗区，坡禾（陸稲）区，花生区，
蓖麻（トウゴマ，種子から油がとれる）区，ゴム区，油桐（アブラギリ，種子から油がとれる）区に
７区分され，各区にはいずれも約1000畝（67ha）以上が割り当てられた。 
さらにその様子を見ると，開墾されたものの植え付けが保留された土地があり，その3000余畝（200ha）
は改良品種のサトウキビの増産に充てる予定であった。多くの甘蔗品種の中で，生育不良のものを淘
汰した結果，雷州種が最も生育良好であったため採用された。ゴム苗の移植も計画され，油桐はすで
に農場内道路の両側で数千株を栽培し，なお移植を待つものが数万株あった。甘藷・トウモロコシ・
タバコ・紫雲英（ゲンゲ：緑肥）等の栽培は空き地が利用された。蓖麻，落花生は最も土地に適して
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いたが，タバコのみ成長不良で栽培が停止された。 
第一軍墾農場の組織は，瓊崖綏靖公署委員の許廷傑によって主管され，３つの部門に分かれ，第１
は搾糖（砂糖の製造），第２は播種，第３は土地の開墾であった。作業の監督は各部門の技師，助手，
隊長，小隊長等が担当した。労働力の中心は兵士であったが，各県から農民を短期の労働者として募
集し，軍墾隊と協同作業を行わせた。その目的は，農民の生活を安定させるとともに軍隊と同化させ
ることであった。 
 このほか新たな試みとして，国民革命軍は，瓊山県に獅子山林場を設立し，10万株の樹苗を栽培し，
瓊山県立中学に農産製造補習班（農業特別クラス）を付設し，瓊海中学に農場を開設して果樹の苗5000
余株および各種の樹苗・短期作物を栽培しようとしていた。  
一方，同時期には南洋華僑による海南島への産業投資も増加していた。たとえば，民国24（1935）
年7月～8月の間に，海南・時和・福民・瑞生等の公司が，澄邁県福山附近に面積9万3000余英反（3.7
万ha）を購入し，熱帯各種の特産農作物（ゴム・コーヒー等）を種植した137。マレーシア華僑の林照
英は，産業方面に投資経営する組織を企て，また吡叨
ひ と う
埠（マレーシアの港）の華僑が故郷に帰り，海
南島産業開発の資金を集め，（シンガポール）民衆公司を組織したという例もある138。瓊崖実業局の品
種改良，国民革命軍の造林開墾および南洋華僑の海南島産業投資という官民一体となった動きを，海
南島農業の曙光であると称賛する記録もある139。 
以上のことを考察すると，海南島の農業開発は，民間企業（華僑）と政府（試験所）の双方によっ
て推進され，若干の農業生産成果をあげたことが分かる。しかし，海南島は1930年代初頭から1939年
日本に占領される前においては，毎年多量の外国（タイ・ベトナム）米を輸入している現状（図1-1海
南島外米輸入量）140であり，海南島内における農作物の増産，栽培面積の拡大が見られず，民国時期
の海南島農業開発の成果が小さかったと言えよう。 
 
    図1-1：海南島外米輸入量 
 
注：吉川兼光著『海南島建設論』（大阪屋号書店，1942年，pp.127‐128）を参考して，筆者が作
成したもの。図中に米輸入担数の増減幅は，不作・豊作によるものである。本図は，主に1939年
以前，外米に頼らない年はなかったことを示しているものである。 
 
しかし，華僑による熱帯経済作物のゴムおよびコーヒーというプランテーション農業の出現，また
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は政府主導の水稲・甘蔗の品種改良という西洋技術を用いた近代的な農業開発活動の出現により，民
国時期の1930年代から海南島農業が近代化の道をすでに歩み始めていたと言える。換言すれば，民国
時期は海南島農業近代化の萌芽段階にあった。 
 
 
第五節：小結 
清末民初，開港地となった瓊州（海南島）は，欧米の経済的影響を受けながら，欧米人による本島
の物産・植物・民族等学術調査が行われた。その調査主体には海南島に対する領土的野心をもつもの
もいた。また，台湾総督府関係者を中心とした日本人も海南島の樟脳・サトウキビ等農業資源に注目
し，海南島を「日本帝国」経済圏内に組み込もうとした。 
このような外部的要因により，民国政府（海南島地方政府）は，国防建設を図るための海南島開発
を行おうとしたが，海南島の不安定な政治情勢により，成果というべきものが多くなかった。本章は，
第一に民国時期広東省政府（李壽如・彭程万・陳銘枢）と民間の学術団体・瓊崖農業研究会の海南島
調査報告書の分析により，海南島開発計画の重心は交通と農業という二点にあったことを指摘した。
第二に民国時期の海南島開発計画と成果を改めて整理すると，以下のとおりである（表1-1を参照）。 
① 1912～1929年の海南島政府による開発時期，交通面では，近代的な技術（蒸気船，起重機）を
取り入れた港湾開発が行われ，2000トン以上の大型船の出入が可能となった。農業面では，農業試験
所が設置され，近代海南島農業科学研究の第一歩を踏みだした。 
② 1929～1936年の陳済棠の広東省支配時期，華僑による海南島開発の積極的勧誘および瓊崖実業
局の成立により，1930年代海南島の農業は経済作物の栽培が盛んになったが，食糧の自給自足が達成
されず，農業開発の成果が小さかった。ただし，華僑によるマルチカルチャー農業経営と瓊崖実業局
による品種改良の出現から，民国時期は海南島の農業近代化の萌芽段階にあったと位置づけられる。 
③ 1936～1937年宋子文の海南島開発時期，民国時期最大の交通・産業開発計画が制定されたもの
の，そのほとんどは計画倒れに終わった。宋子文の海南島開発の意図は，海南島を国防兼経済作物の
移出基地とすることであった。そして，宋子文の海南島開発に対する十分な熱意と努力があったこと
から，従来「悪者」とされた彼の評価は，少なくとも本稿では肯定的であった。 
海南島開発成果からみると，華僑による生ゴムの生産では，企業経営や南洋からの栽培技術の導入
など，確かに海南島農業技術の進歩と言えるものも確認された。しかし，それらは華僑が自らの利益
を優先して行なったものであり，先行研究が主張するように海南島農業全体にもたらした貢献や影響
は「小」規模に留まった。ほとんどの零細農民は，旧態依然とした，遅れた生産状態を続けていたの
である。これは，華僑による海南島農業開発の限界であった。一方，広東省政府による農業開発では，
政府直轄の瓊崖実業局や軍に所属する瓊区模範林場・軍墾農場が設置され，品種改良等には一定の成
果が見られ，その成果を一般農家に普及させる試みも行われていた。これを海南島農業近代化の兆し
と呼ぶことも可能かもしれない。しかし，残念ながら一般農家は新品種をうまく受容できず，海南島
農業に定着せず，海南島農業発展に対する影響は限定的であった。 
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38台湾総督府官房調査課『海南島事情第二』，p.41，1921年 
39前掲『海南島事情第二』，p.101 
40呉建新「抗戦以前海南島熱帯農業資源的研究與開発」，『中国農史』，第 2期，p.19，1989年 
41前掲「抗戦以前海南島熱帯農業資源的研究與開発」，p.19 
42王小平『菲島瓊崖印象記』，省吾寄芦出版，1939年 
43前掲『海南島事情第二』，p.17 
44前掲『海南島事情第三』，p.22 
45海南省地方史誌弁公室編『海南省誌・交通誌』南海出版公司，p.53，2003年 
46陳銘枢『海南島誌』上海神州国光社発行，pp.374-391，1933年 
47前掲『海南島誌』p.375 
48結城源心『支那の宝庫 海南島』，宮越太陽堂書房，p.171，1939年 
49前掲『海南島誌』，pp.196-197 
50前掲『海南島誌』，p.225 
51前掲「抗戦以前海南島熱帯農業資源的研究與開発」p.18 
52陳済棠，中華民国の軍人。国民政府（国民革命軍）に属し，民国時代に広東省を統治した西南派の一
員である。日中戦争（抗日戦争）勃発直前まで，蒋介石と対立していた。（李静之「陳済棠」中国社会
科学院近代史研究所，『民国人物伝 第 3巻』，中華書局，1981）。 
53『陳済棠研究史料，1928-1936』，広東省档案館叢刊，p.305，1985年 
54穆亞魂『新海南島之建設問題』（瓊崖農業研究会叢書，6），国立中山大学瓊崖農業研究会，pp.129-130， 
1935年 
55前掲「抗戦以前海南島熱帯農業資源的研究與開発」p.18 
56前掲「抗戦以前海南島熱帯農業資源的研究與開発」p.18 
57岸田健司「日本海軍の「南進」政策と海南島進出」『日本大学大学院法学研究年報』，第 20号，p.617，
1990年 
58北海事件とは，1936年に起きた中国広東省北海における殺人事件である。1936年 9月 3日の夕方，
北海に長く住まう薬種商の日本人中野順三が暴徒により殺害された。日本は軍艦を派遣，また調査員
を送り，現地調査を行なった（若林修史「北海事件」『台湾時報』1942年 12号）。 
59 「南進国策の重要な足溜たらしめよ」，『台湾日日新報』，1936年 10月 14日 
60悠藍「民国時期開発海南計画流産始末」，『広東党史』，p.41，2010年 
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62悠藍「民国時期開発海南計画流産始末」，『広東党史』，p.41，2010年 
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日新報』，1936年 11月 23日 
64 「宋子文接見記者 発表重要談話」，『申報』，1936年 11月 26日 
65 「海南島の開発へ宋子文南下す日本の南進策を牽制」，『台湾日日新報』，1936年 11月 26日 
66  「瓊崖考察団返広州 程天固談考察経過」，『申報』，1936年 12月 5日 
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総長 450 kmに達する。那大は鉱産・森林の産出地で，馬褭（新興港）楡林両港は鉄道と同時に修築し，
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74前掲『海南島』，p.13 
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80前掲『海南省誌・政府誌』，p.50 
81前掲『海南省誌・政府誌』，p.64 
82 『海南史誌網』データベース，海南省誌・交通誌・第一編「道路交通」・第二章「公路建設」・第
一節「解放前の公路建設」 
83前掲『支那の宝庫 海南島』，p.26-28 
84 『海南史誌網』データベース，海南省誌・交通誌・第二編「水上運輸」・第三章「海上運輸」・第
一節「海運航線」 
85前掲『支那の宝庫 海南島』，p.29 
86南支調査会編『海南島読本』南支調査会出版，p.63，1939年 
87前掲『支那の宝庫 海南島』，p.31 
88前掲『海南省誌・政府誌』p.70 
89井出季和太訳陳銘枢総纂，曾蹇主编『改定 海南島誌 附海南島の現勢』東京松山房，p.69，1940年 
90前掲「抗戦以前海南島熱帯農業資源的研究與開発」，p.21 
91陳植『海南島新誌』海南地方志叢刊，海南出版社，p.168，2003年 
92前掲『海南島誌』p.178；「海南島熱帯作物調査報告」『編訳彙報第三十六編』中支建設資料整備委員
会，p.31，1940年；陳新座「海南島の農林概況五」『南支南洋』自第一六九号至第一七四号，p.361 
93同上 
94陳新座「海南島の農林概況五」『南支南洋』自第一六九号至第一七四号，p.362 
95前掲「海南島熱帯作物調査報告」，p.31 
96前掲「海南島熱帯作物調査報告」，p.34 
97前掲「海南島熱帯作物調査報告」，p.36 
98前掲「海南島熱帯作物調査報告」，p.39 
99前掲「海南島熱帯作物調査報告」，p.40 
100前掲「海南島熱帯作物調査報告」，p.42 
101前掲「海南島熱帯作物調査報告」，p.43 
102前掲「海南島熱帯作物調査報告」，pp.44-45 
103前掲『海南島新誌』p.168 
104中村賢太郎『海南島に於けるゴム栽培事業』東亜技術連盟，p.9，1930年 
105寺林清一郎「海南島の農作物調査報告」『台北帝国大学第一回海南島学術調査報告』台湾総督府外事
部，p.25，1942年 
106前掲『海南島新誌』pp.175-176 
107前掲「海南島熱帯作物調査報告」p.56 
108前掲「海南島熱帯作物調査報告」p.52 
109前掲「海南島熱帯作物調査報告」p.52 
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社，p.159，2002年 
111前掲『海南省誌・政府誌』p.58 
112朱赤霓（1877-1943）は早期の中国同盟会会員で，孫文の親友でもある.広東鉱務所・塩運使署・大
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培業を興し，ゴム，香茅，胡椒を栽培し，西部に鉱業を興し，錫，鉄を採掘することである.任期中各
種の優遇政策をとり，開墾用の荒地を廉価で売り，華僑の投資を積極的に勧誘した.また，『瓊崖実業』
月刊を出版し，海南島開発政策・鉱産資源・植物資源を島外に紹介した. 
113前掲「従南洋経験到台湾経験―1945年以前的農業改良」p.159 
114 「瓊崖実業局設立ニ関スル件」昭和 8年 1月 19日，公第八九号，アジア歴史資料センターB09040798500 
115林纉春「海南島の農産食糧調査」『南支南洋』自第一六三号至第一六八号，p.29 
116前掲「従南洋経験到台湾経験―1945年以前的農業改良」p.142 
117台湾総督府官房調査課編『海南島』南洋協会台湾支部，p.291，1939年 
118前掲『海南島』pp.291-292 
119前掲『海南島』p.292 
120同上 
121 「海南島の農産食糧調査」『南支南洋』自第一六九号至第一七四号 p.30 
122前掲「海南島の農産食糧調査」p.30 
123前掲『海南島』p.293 
124前掲『海南島』p.293 
125前掲『海南島』p.294 
126前掲『海南島』p.294 
127前掲『海南島』p.294 
128前掲『海南島』pp.294-295 
129前掲『海南島』p.295 
130前掲『海南島』pp.295-296 
131前掲『海南島』p.297 
132前掲「海南島の農産食糧調査」p.30 
133加茂巌「海南島の農作物」台湾総督府外事部『殖産局調査団報告書 其ノ五』，p11，1941年 
134前掲「海南島の農作物」，p.12，p.31 
135林纉春『海南島農村経済論』台北帝国大学教授奥田彧・李添春訳，野田書房版，p.42，1940年 
136前掲「海南島に於けるゴム栽培事業」p.23 
137前掲「海南島の農産食糧調査」p.32 
138前掲「海南島の農産食糧調査」p.32 
139 「海南島ニ於ケル一，糖業調査並ニ製糖事業計画案 一，錫鉱事業ノ現状 一，農業調査並ニ拓殖事
業計画 一，海南島応急施設並ニ開発計画案」台湾拓殖株式会社 1938年 12月，アジア歴史資料センター
B06050360900 
140吉川兼光著『海南島建設論』，大阪屋号書店，p.128，1942年 
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第二章：日本占領時期の海南島農業 
1937年に日中戦争が勃発し，1939年2月に日本軍は海南島を支配下に置き，1945年8月終戦までの6年
間余り海南島統治を行っていた。海南島は，軍事上において，日本の南洋進出の重要な拠点として，
経済上において，日本国内の工業において不足しているゴム，繊維作物等の熱帯軍需作物適地として，
また豊富な鉄，錫等の鉱産資源生産地として重要視されたため，日本軍による急速な経済開発が推進
された1。本章は，日本海軍が海南島占領に至る経緯・海南島農業に着目した理由から考察を始め，海
南島農業政策・農業調査および調査提言，農業開発実態の解明等を行ない，日本海軍による農業開発
が海南島農業に与えた影響を検討する。 
 
第一節：海南島占領と軍政組織の設置 
1．海南島占領の経緯と目的 
近代日本と海南島との関係が本格的に始まったのは，1920年前後の大正南進期である。第一章第一
節にも述べたが，台湾総督府を主とする日本人は，海南島の樟脳・甘蔗等熱帯資源を注目し，日中共
同開発により，海南島を「日本帝国」経済圏内に収めようとしたが，中国における反日運動の高まり
と日本における南進ブームの沈滞化により，失敗に終わった。 
しかし，1930年代前半，日本国内外環境の変化により，海軍主導の「南進論」は再び高揚を迎える
ことになった2。1936年広田弘毅内閣が成立すると，「南北併進論」を唱えた「国策の基準」が作成され，
「南進政策」は初めて日本の国策として打ち出され，南方地域は，日本の国防上，経済上において重
要視されるようになった3。 
一方，その後の日中戦争の長期化に伴って，海軍は「中南支」，特に「南支」への介入姿勢を強めた。
その「南支」への介入は日中戦争の処理，即ち援蒋ルートの遮断のためになされたものであったが，
一方では南進の一環として位置づけられていた。その中，海軍の海南島攻略案は海軍の野心を疑う陸
軍の反対にあったが，海軍は海南島占領目的の中で日中戦争処理の側面を強調することによって，そ
の占領の同意を陸軍から得ることに成功した4。水野明は，日中全面戦争が太平洋戦争へと拡大した重
大な要因は，南部仏印進駐に至る日本の南進であったが，南進の第一歩は，海軍の海南島攻略によっ
て，踏み出されていたと指摘している5。よって，海南島は北進の延長線にある日中戦争と南進政策の
結節点にあった。 
以上の経緯により，南進政策上における海南島の位置づけは非常に重要であり，戦略上での海南島
占領は必要であった。では，海軍の海南島統治政策について，1939年4月21日「海南島政務暫定処理要
綱」は 
 
海南島ニ於ケル差当リノ政務処理ハ同島攻略目的ニ鑑ミ先ヅ作戦ノ遂行並ニ治安ノ確保ニ重点ヲ
置クト共ニ我国不足資源ノ急需ニ対応スベキ重要資源ノ調査及獲得ニ努ムルヲ目途トス。 
経済指導ノ項（イ）経済ニ関スル諸施策ハ島民宣撫並ニ民生恢復上必要トスルモノノ他，為シ得
ル限リ現地調辨ヲ旨トシ之ヲ行フモノトス。（ロ）国防，経済上重要ナル諸資源ニ対シテハ極力其
ノ調査ヲ促進シ急需ニ応スル不足資源ニ関シ所在資源ノ獲得ヲ図ルモノトス。国防上必要ナル特
定資源ハ将来之ヲ確保シ得ル如ク考慮スルモノトス 
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と記し，治安の回復と日本内地の不足資源の補給は，海南島占領直後の緊要な政策であると指摘した。
そもそも，なぜ日本にとって資源の確保が必要であったのか。日本からみると，日中戦争勃発後，日
本はアメリカ，イギリス，オランダ等から経済的制裁を受け，従来南方地域から輸入してきた重要資
源（鉄・ゴム・繊維等）の導入は全く杜絶されるに至った6。一方，熱帯農業資源豊富な海南島は日中
戦争から太平洋戦争勃発までに日本支配地域の中で，重要な熱帯農業生産地であった。この二点を合
せて，海南島における熱帯農業資源の開発，農業政策の樹立は，海軍の軍政にとって必要不可欠なも
のであった。即ち，海軍による海南島占領の経済的目的は，日本国内の不足資源を補足するため，海
南島でしか生産できない農業資源の確保であった。 
 
2．海南島の軍政組織 
日本占領下の海南島の組織機関とその変革は，おおよそ以下の通りである。 
1939年4月21日，外務省，陸軍省，海軍省が策定した「海南島暫定政務処理要綱」により，「海南島
ニ於ケル資源産業ノ調査開発事業ノ経営並ニ土地ノ買収及利用」等の政務処理機関として，海口に外
務省，陸軍省，海軍省の派遣機関による三省連絡会議が設置された7。 
1939年11月15日，海軍は三亜地方の軍政を担当する海南島海軍特務部を設置した8。 
1940年11月30日，「日華条約」の締結により，海南島は「蒙彊北支以上の強固な特殊地域」として確
認され，本島に対する施設開発が殆ど日本の領土と見做して行われるようになった。海南島は表面上
は汪兆銘政府の主権が認められているが，財政，警察，教育上の実権は，日本に掌握されていた。即
ち，日本が最高顧問府のような形でこれらを把握する方針が定められた9。 
1941年4月10日，海軍は占領地の治安警備を担当する（台湾総督府に匹敵する軍政機関の）海南警備
府を設置し，その下に傀儡政権の瓊崖臨時政府も設立した10。瓊崖臨時政府の政治範囲は，海口，文昌，
儋県，定安にあり，その他の大部分は海軍警備地域になっていた11。海南島海軍特務部は，海南海軍警
備府の司令長官の指揮に入れられて軍政事務を担当した。治安・警備を担当する海南海軍警備府の組
織構造は図2-1の通りである。 
 
図2-1：海南海軍警備府の組織構造図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：水野明「日本海軍の海南島支配（2）1939年－1945年」『愛知学院大学教養部紀要』第49巻第3号，
p.226，2002年 
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1941年5月25日の内令第九百四十七号「海南海軍特務部令」によると，海南島海軍特務部は，海南海
軍特務部と改称され，海南警備府の中枢機関として，海口に設置された。初代長官に文官総監の池田
清が着任し，その総監の下に官房，政務局（藤原喜代間），経済局（郡山義夫），衛生局（下條）の各
局計14課の軍政組織が設置された。農業関係の組織は，経済局の第一課（農林水産）と第七課（農業
水利，土地改良），地政局の第一課（土地）と第二課（地籍）があった。特務部内部の陣容が充実して
おり，海南島は，軍政，民生，経済を海南海軍特務部が担当するという海軍統治の地域となった12。図
2-2は，軍政組織の海南海軍特務部の組織構造図である。 
 
図2-2：海南海軍特務部の組織構造図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：水野明「日本海軍の海南島支配（2）1939年－1945年」（『愛知学院大学教養部紀要』第49巻第3
号，p.225，2002年）を参照して，筆者が作成。 
 
上記の組織構成をみると，海南島は，日本の占領地でありながらも，領台初期の台湾総督府のよう
な軍政機関まで設置され，あたかも「植民地」のようなものであった13。即ち，海南島は日本の占領地
であり，また「植民地」という重層的な特質をもっていた。さらに，経済局を含む各部門の人員は，
ほとんど海軍による海南島占領に協力的な台湾総督府から派遣され，海南島は一時「第二の台湾」（台
湾のように開発すること）のような存在となった14。 
そのために，海南島の農業政策の制定・執行の機関は以下のように組織された。海南島占領当初，
海南島政策の制定機関である三省連絡会議（外務省，陸軍省，海軍省）の下に「海南島ノ農政関係ノ
企画，指導，監督及ビ事務一切ヲ管掌スル」15農政委員会が設置され，さらにその下に農政院という実
施機関が設置された。農政院の下には総務部，農務部，山林部等の10部門が置かれ，27名の要員が各
部門の事務を分掌し，技術的な支援業務にあたるように組織されていた。ただ，この農政院について
は傍証史料がないため，実際には設置されなかったものと考えられる。この組織系統の詳細は図2-3を
参照されたい。1940年11月頃，農政委員会の自然消滅により，農業政策の制定・執行に関する職能は
前述の海南海軍特務部・経済局に移行された。 
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総務部 農林土木部 農務部 土壌部 
山林部 検査部 畜産部 労務部 
利用部 調査部 
図2-3：農政委員会及び農政院組織系統 
 
 
 
                    農政委員：山下知彦大佐，三浦伊八郎博士 
                         田中長三郎博士，春日井新一郎博士 
   
                       農政院各部長 
 
 
 
 
出所：JACAR（アジア歴史資料センター）Ref. B05013049000：0303より，筆者作成。 
 
農政委員会は審議機関であり，その中心に置かれたものは，海南島農政関係の計画，農林開発の企
画を策定する農政委員常任委員会であった。常任メンバーは，内務大臣秘書官をつとめていた日本海
軍大佐の山下知彦，東京帝国大学農学部長の三浦伊八郎，東京帝国大学教授で肥料専門家の春日井新
一郎，台北帝国大学理農学部熱帯農学第二講座教授の田中長三郎であり，ほとんどは農業分野のエキ
スパートであった。中でも，山下知彦は，農政委員会議の進行を勤めるなど，決定的な権力を有して
いたと考えられる。農政委員会議は，軍側と日本内地及び台湾から招致されてきた農林開発企業との
海南島農林開発に関する諸問題の意見調整の場となった。 
三省連絡会議は海南島の農業開発政策を制定するため，1939年7月6日東京の芝山水交社において第
一回の農政委員会議を開催し，各事業会社と本島の農林開発の大綱を議論した16。のちに各事業会社は
種々の実地調査の成果をもって，同年9月23日，海口大日本帝国領事館にて第二回農政委員会議を開催
し，「農業計画並びに実施計画の検討，各会社の事業分担，各社試作地の分配，移民問題，土地問題」
等16項目の議案を議論した。翌1940年2月6日海口の海南島ホテルにおいて第三回農政委員会議を開催
し，上記の16項目の議案を再議論した。『海南島農業政策関係』JACAR（アジア歴史資料センター，Ref. 
B05013049000）によると，その後，第四回，第五回農政委員会議が1940年5月，9月に開催される予定
であったが，農政委員会の自然消滅と共に開催されることはなかった。そして，1943年，海南島鉄鉱
資源の確保を主要目的とした開発協議会が八幡製鉄所（現福岡県北九州市）において行なわれた。海
南島農林業連合会を含む海南島農業関係の開発団体が協議会に参加し，海南島鉄鉱資源の開発をバッ
クアップするための農業開発の方針を提出した17。 
さて，日本海軍は，どのような農業政策を採っていたのかについては，上記の第二回農政委員会議
事録（1939年9月），第三回農政委員会議事録（1940年2月），第五回海南島開発協議会報告書（1943年7
月），海軍省資料および日本内外地関係部門の調査資料18を用いて，次節において考察していきたい。 
 
 
農政委員会（審議機関） 農政委員常任委員会（企画・監督・指導機関） 
農政院（実施機関） 農政委員会（審議機関） 
三省連絡会議（日本外務省・陸軍省・海軍省） 
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第二節：海南島農業政策の変遷 
1．日中戦争時期の農業政策 
1.1 第二回農政委員会議事録 
 日本軍による海南島占領前の1938年9月，台湾総督府と銘打った文書「海南島処理方針」は，すでに
海南島の資源開発について，「国策上必要ナル資源ヲ確保」することを制定していたが，この「資源の
確保」政策を本格的に討論したのは，占領後の1939年9月に開催した第二回農政委員会議であった。 
第二回農政委員会議は，海南島の農業計画，実施計画及びその他項目を検討，議論し，海南島の農
業方針を「重要ナル本邦不足農産資源補足ノタメ日本勢力圏内ニ於ケル熱帯特産物ノ改良増産ヲ図ル
ト共ニ本島住民ノ生活資源ヲ豊富ナラシム」19と制定した。ここからみると，日本の海南島農業開発の
目標は，第一に日本内地で不足している熱帯資源の確保，第二に現地住民の「生活資源の豊富」，即ち
治安の安定による現地住民の生活向上であったことがわかる。さらに，三省連絡会議は，この方針を
具現化するため，農業開発の主体を「資本並ニ技術ニ充分力アル事業会社」とし，栽培作物を第一義
的なもの（パラゴム，埃及棉，麻類等）と第二義的なもの（米，油料作物，蔬菜及果物，薬用植物等）
とに分類・指定した20。 
日本占領前の海南島の栽培農作物について，「熱帯地方に特産し，海南島でもよく生産するものは，
米，甘蔗，甘藷，椰子，護謨，コーヒー，黄麻，棉花，檳榔，煙草，落花生，鳳梨等，温帯的特色を
有するものは，冬期作蔬菜類，小麦，栗，蕎麦，油桐，甘藷，大豆，胡麻等」21であった。また，第二
回の農政委員会議の重要な参考資料となった東京帝国大学教授野口弥吉の調査報告書も「食糧として
広く栽培されている稲，甘藷といひ，又一種の工業用作物と見るべき甘蔗といひ，所謂栽培に成功し
ているもの。椰子，ゴムの如きはやや生育不良を示している」22と述べている。しかし，上述したよう
に，三省連絡会議は海南島において最優先に栽培する作物を依然として「生育不良」23のゴム，繊維作
物等の軍需熱帯特産物とした。この方針と同じ考えを持つ野口弥吉も「非常時経済の策として資源の
関係上ゴム，椰子の生産物を求める場合は，たとへ企業としての成立には疑問があっても，栽培に努
力すべきは勿論である」24と補足説明している。ここから，日本海軍は，海南島の産業向上よりも日本
国内の不足資源の補給を最も優先しており，前記の軍需作物を中心とする海南島農業方針そのものを
如実に反映していたことがわかる。ちなみに，繊維，ゴム等の国策・軍需作物が重要視され，海南島
農業政策方針の中心となったことは，1939年9月の独・ポーランド戦勃発に伴う最大の問題は対英独貿
易の減少や英仏植民地からの輸入物資減退により，戦争遂行を支える日本の戦時経済が大きな困難に
直面したことであった25という当時の国際情勢に大きく影響されたと考えられる。 
さらに，第二回農政委員会議の進行をつとめる山下知彦は，「第一義的ノ作物ハ，ココデナケレバ出
来ヌト云フモノヲ選ンデアリマスガ，単ナル平和産業不足資源補給デハ，勿論アリマセヌ，軍需不足
資源補足ニ重点ヲ置カレテアリマス。即ゴム，麻綿等ヲ第一義トスルト共ニ，駐屯軍ノ不足食糧自給
自足モ考慮サレテ居リマス」26と述べ，食糧の自給自足を「考慮」に入れることを強調している。さら
に，「米ニシテモ日本人ガコレカラ水田ヲ作ッテ栽培スルヨリモ農民ヲ指導シテ，増産シタ方ガ早イ，
之ハ実施ノ方法ニヨッテ出来ル問題デアリマス，野菜，牛皮等モ出来ル丈増産ヲ図ル･･･（略）即チ不
足資源（ゴム・繊維等（筆者註））ヲ充タスコトニ重点ヲ置イテ急需（米・蔬菜等（筆者註））ヲ充ス
目的ニ合致スル様ニ実施致シマス」27と述べ，ゴム，繊維等熱帯軍需作物の生産を重視するとともに，
食糧の自給自足を「急需」として，重要視していた。 
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従来の関連研究では，日本軍による海南島占領初期の農業政策は，ゴム，繊維等の熱帯軍需作物の
生産にあるということが指摘されているが28，以上の考察結果からみると，少なくとも海南島占領直後
（1939年9月）から，ゴム，繊維等の熱帯軍需作物は政策上の重点を占めてはいるが，米作，蔬菜等の
食糧自給自足用作物も重要視されており，ゴム・繊維と米・蔬菜の生産が海南島農業政策の二本柱と
して確立されたと考えられる。 
 
1.2 第三回農政委員会議の議案 
1939年9月までの海南島の農業政策は，米作，蔬菜等の自給自足よりも，ゴム，繊維等の熱帯軍需作
物生産のほうがウェイトを占めていたが，戦争情勢，日本国内事情等の変化により，米作，蔬菜等の
自給自足の重要性が高まり，両者が均衡化し，並行するようになった。 
 1941年末の太平洋戦争勃発と1942年以降の日本による南洋地域支配が進むにつれ，海南島占領初期
のゴム，繊維作物等の熱帯軍需作物生産の重要度が低下し，現地日本軍民の食糧自給自足が海南島農
業政策の中心となったことは，従来の説のとおりである29。ここで補充的に説明したいのは，海南島農
業政策の重点がゴム，繊維等の熱帯軍需作物の生産から米を主とする食糧の増産策に明らかに変化し
始めたのは，1940年2月の第三回農政委員会議の時であったことである。第三回農政委員会議の進行を
行なった山下知彦大佐は，議案二「農業計画並ニ実施計画ノ検討」の際に，以下のように述べている。 
  
農業ハ其ノ性質上直ニ成果ヲ挙ゲル事困難ナル故，事変ガ片附イテカラ事業ガ出来上ル事ヲ考ヘ
マシテ，ソノ計画ハ平和産業ヲ基礎ニシテアリマス。畜産ハ第一義的ニ考エテ居ルコトニ御了承
願ヒマス。本農業計画ハ前述基本計画ノ外ニ事変ニ即応シテ応急計画ヲ加味シテアリマス。即チ
米，蔬菜，肉，皮革等ヲ現地デ自給自足シ或ハ出来得ル限リ内地ノ不足物資ヲ補ッテ行ク心組デ
アリマス30 
 
すなわち，海南島農業政策方針に関して，1939年9月第二回農政委員会議で「第二義的」なものと指
定された米，蔬菜，畜産の自給自足は，海南島占領1年後の1940年2月に応急計画として「第一義的」
なものの中に正式に加えられ，熱帯軍需作物の生産と同等な位置に置かれた。 
熱帯軍需作物を占領の一つの目標としていた海軍は，なぜ早々に政策の変更を行なったのかについ
て，三省連絡会議側は，「平和産業」の基礎を作るためであると述べているが，その深層的原因は，「①
調査報告書の悲観論と，②現地日本軍民の食糧不足」という2点にあったと考えられる。 
 
1.2.1 調査報告書による悲観論 
前述したように第二回農政委員会議の重要な参考資料となった日本外務省作成の『海南島農業調査
報告』（1940年）は，「熱帯作物のゴム，椰子（の生育状態）はやや不良を示している」31と指摘してい
る。 
第二回農政委員会議の事前調査となった日系進出企業の海南産業株式会社の報告書『海南島三亜ヲ
中心トスル農業調査概要及ヒ海南島北部農業調査概要ノ件』（南支参三第一九八号，1939年8月21日付）
は，海南島の繊維事業は「他ノ農作物（稲，甘蔗等）ヲ考慮セズシテ事業ノ成果ヲ望ムベカラズ」と
述べ，繊維作物の生産という国策的見地よりも，食糧作物の増産という建設的方針によって十分に「収
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支相償」うことができると指摘している32。 
南国産業株式会社は，農政会議に参加し，そこでゴムの調査を命じられ，『海南島護謨調査結果ノ件
報告』（南支参三第一六三号，1939年7月7日付）を作成した。同書は，本島のゴム産業に対し，「本島
のゴム樹の生産力を高める為に必要な科学的理解がなく，老成園の生産力は甚だ低く，一カ年の生産
高は60トンと推定される。しかし，日本のゴム年間消費は7，8万トン，事変下輸入が抑圧され，5万ト
ン近くに至ったが，海南島のゴム産量は九牛の一毛にすら当たらず」33と述べ，海南島ゴム生産に失望
感を示している。 
また，満鉄調査部調査員の是安正利著『産業上ヨリ見タル海南島』（満鉄調査部，1940年3月），南支
派遣軍調査班嘱託松尾弘著「海南島調査記」（『一橋論叢』第五巻第一号，1940年）等も同じく海南島
の農業（ゴム，繊維等熱帯産物の生産を中心とした政策）に悲観的な見方を抱いている34。 
 
1.2.2 現地日本軍民の食糧不足 
このことは，諸進出企業の中で，最も先進的に海南島開発に乗り出した台湾拓殖株式会社（1936年
11月25日に成立した日本南進の国策会社である。以下，台拓と略称）の実際の農業開発活動からも見
られる。まず，日本軍による海南島占領後，最も不足していたものは，蔬菜であった。軍用青果物は
輸送が困難で変質しやすく，熱帯気候下の栽培も困難であり，長期戦遂行に必要不可欠な食糧品であっ
た。台拓は，1939年2月海南島占領後，陸海軍と共に現地で直営農場を作り，蔬菜栽培を行なった。ほ
かの進出企業も5町歩（約5ha）の蔬菜園を経営し，軍用蔬菜の栽培につとめていた35。 
蔬菜（食糧）不足に加え，1940年頃からの多くの日本軍民の海南島進出により，米不足も顕著になっ
た。さらに，1941年太平洋戦争勃発以前に南洋地域の占領に対する大規模な軍事行動によって海南島
に派遣されてきた日本軍が数万人に上り，経済建設等に動員された民間人も1万人以上増えたと推測さ
れている36。この前に，日本国内では1939年4月12日米穀配給統制法が発布され，日本は食糧不足の時
代に入ったと言われている37。このような状況変化を受け，海南島現地三省連絡会議は，すぐには海南
島における熱帯軍需作物の生産を中心とした政策を変えず，熱帯軍需作物の生産を各進出企業に維持
させたが，さらに食糧作物の増産を各会社に要求するようになった。例えば，台拓は海南島南部の陵
水事業地に，台湾で開発された高産量の蓬莱米（台中65号）38の試作に成功したため，海南海軍特務部
は，1941年前半期から海南島応急米10万石（約1.5万トン）増産計画を制定し，台拓に877町歩（約877ha），
日東拓殖株式会社39に250町歩（約250ha），南洋興発株式会社40に350町歩（約350ha）等の作付面積を割
当てた41。 
以上により，占領後1年もたたない中に，三省連絡会議は，日本国内で不足している熱帯軍需作物の
生産を中心とした農業政策の中に，海南島において蔬菜，米等食糧作物の生産をも強調するようになっ
たことが明らかとなった。また，1940年2月の第三回農政委員会議の時に確立された熱帯軍需作物と食
糧自給作物を二本柱とした農業政策を，1941年11月10月大本営政府連絡会議決定「南方占領地行政実
施要領」の第一方針「占領地ニ対シテハ差当リ軍政ヲ実施シ治安ノ恢復，重要国防資源ノ急速獲得及
作戦軍ノ自活確保ニ資ス」と比べてみると，その趣旨は同様であることがわかる。海南島開発は，日
本海軍による「南方経営」の試金石であったと言えよう。 
また，1940年10月3日の閣議決定「日満支経済建設要綱」は，基本方針の項では「支那ハ日満ト協力
シ資源ノ開発，経済ノ復興ヲ図ル而シテ北支満蒙ハ自存圏ノ確立ヲ主眼トシ交通及重要産業ヲ開発シ
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中南支ハ物資交易ノ円滑，重要資源ノ開発ニ重点ヲ置キ東亜共栄圏ノ確立ニ寄与ス但シ海南島等南支
沿岸特定島嶼ハ自存圏ノ前進拠点トシテ特ニ其ノ開発ニ努ム」と述べ，産業配分の項では「支那ハ（中
略）農業ニ付テハ特ニ基礎的施設ノ設備ニ力メ農業経営ノ改善，合理化ヲ図リ国民主食ノ確保ニ努ム
ルト共ニ棉花及特産物ノ増産ヲ図ル」42と述べていた。即ち，海南島は東南アジアの前進拠点として，
棉花，特産物等重要資源の開発と自存のための主食（食糧）確保地として位置づけられることが，日
本の国策として正式に決定された。 
 
2．太平洋戦争時期の農業政策 
 1941年12月太平洋戦争が勃発する前に，日本軍は，海南島より資源豊富な佛印，フィリピン等東南
アジアを占領し，これら地域の石油・鉱産資源，軍需作物資源を確保しようとした。そのため，海南
島調査・開発に必要な技術者が東南アジア各地域に振り分けられ，東亜唯一の熱帯地としての海南島
の経済的価値が下がった。ちょうど1941年頃田独鉄鉱（海南島南部の三亜市）および石碌鉄鉱（海南
島西南部の昌江県）の開発がそれぞれ石原産業株式会社・日本窒素株式会社によって，本格的に着手
されたことにより，海南島開発の重心は，徐々に鉱産資源の開発に移った。しかし，これら内外情勢
の変動による海南島農業政策の変化に関する海軍の政策条例は，海南海軍特務部の記録には見られな
い。 
ここでは，その傍証資料として，南洋護謨株式会社の1942年上半期の営業報告書を取り上げてみた
い。同報告書は，「海南島事業地ニ於ケル熱帯作物栽培企業ハ大東亜戦争ノ占領地域ノ拡大ト大東亜圏
内物資需給関係ヲ検討シ従来ノ多角企業形態ヨリ離脱シ護謨ハ既存園ノ維持ニ留メ主トシテ海軍特務
部ノ命令セラレシ方向ニ従ッテ食料栽培ニ重点ヲ置クコトトナシ」と記している。即ち，軍需作物の
生産拡大を取りやめ，食糧生産に重点を置くという海南海軍特務部からの指令があった。 
また，海南島の政策を記録した『海南島三省連絡会議 決議事項抄録』は，1941年9月，海南島にお
ける不足資源，または日本における必需物資は，「アンベラ」，「桐油」，「米」である43と記した。さら
に，1941年末の「海南島応急米増産計画」，「海南島ニ於ケル米穀増産計画」，「海南島緊急米穀対策に
関する件」，翌1942年5月の「食糧の自給自足を目途」とした「海南島米穀管理要綱」44等一連の指令が
次々と海南海軍特務部によって発布されたことから，海南島における食糧自給自足の緊急性が伺える
だろう。 
以下は，1943年に開催した第五回海南島開発協議会の報告書と海軍省資料を用いて，海南島農業政
策の変化を具体的に検討しよう。 
 
2.1 第五回海南島開発協議会 
 八幡海軍監督官事務所『第五回海南島開発協議会報告書』（1943年7月）によると，海南島開発の一
般的問題は現地における生活問題であり，殊に注意すべきことは食糧並びに住宅問題である45。 
この会議に参加していた海南島農林業連合会46主事鈴木美雄は「海南島開発ノ兵站部タル重要任務ヲ
負フ連合会会員各社ハ非常ナル緊張裏ニ同島ノ各種食糧自給自足ニ向ヒ邁進致シテ居リマス」と述べ，
「島内の食糧自給」という現地軍の海南島農業方針を明らかにした。さらに，この方針に沿い，次の
ような実績をあげたと述べている。 
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一，米 先ヅ食糧ノ重点タル食米ノ生産ニ対シテハ本年ヲ対比スルト飛躍的ナ実績ヲ示シツツ
アルコトハ御同慶ノ至リト存ジマス。即チ米作ノ根本要素タル水ノ確保ニ対シ…（中略）年間ヲ
合セテ十三，四万石ハ確保出来ルカト考ヘマス。 
二，蔬菜 蔬菜類ノ生産ニ付テハ…現在以上ニ増産ノ要ナシ…三月迄ノ生産高ハ千余万キロ…
今後余力ヲ米作其他ニ振リ向ケラレル様ニ相成リマシタ。（略） 
三，砂糖 （前略）現在赤糖工場ハ六社合セ日産四百二十トンの生産設備デアリマス。最近設
備完了シタモノガ百二十屯ガアリマス。本年初カラ三月迄ノ製糖高ハ圧搾斤量三千五百余万斤
（2.1余万トン）ニ対シ産糖高ハ二万九千余ピコル（１ピコル＝１担＝60kg，1740トン）トナッテ
居リマス。四，煉瓦，五，製材，六，其他（略）47 
 
ここからみると，1943年頃は，米，蔬菜，砂糖を主とする食糧作物の自給は，各進出企業の主要任務
であり，大きな成果をあげることができたと考えられる。 
 
2.2 海軍省資料 
1942年8月4日海軍省調査課が作成した「東亜食糧政策論」は，食糧の基本方針を「米ハ能フ限リ各
国共夫々自国内ニオイテ生産供給スルヲ以テ原則トナス」48と述べている外，1943年7月5日軍務局第二
課小関局員が作成した「海南島処理案」も，「現地自給自活ノ為ノ措置，現地軍ノ自活，鉄鉱石開発取
得関係業者ノ運営可能ナル如ク土地ノ所有ヲ認メシム」49と記されている。ここでは，ゴム等の軍需作
物の文言がなく，現地（海南島）での自給自活は鉄鉱石の開発と共に強調されていたと分かる。さら
に，海軍省兵備局第二課が作成した「海南島自給経済ノ考察」は，海南島の自給自活の必要性と対策
を考察した。その内容を抜粋すると以下の通りである。 
海南島での物動計画は内地依存が主導的地位を占めていた。しかし，日本国内の船腹問題と五大重
点産業の飛躍的増産計画に照応する原料資材の集約的配当計画の実施は，内地物資の対外供給を極度
に圧縮せざるをえない情勢に至った。1943年度には，船腹問題と国内資源の問題自体が海南島におけ
る自給政策促進の重要なポイントとなってきた。他方，佛印米の取得も「在支空軍」の活躍により船
舶の被害が甚だしく，対岸に米の滞貨を眺めつつ意の如くならず食糧確保の困難は，ますます自給自
足の急務を教えつつある有様である。 
従って，1943年度，海南島経済の新しい志向は，次のように述べられている。即ち，日本国内の情
勢を反映し「内地依存の最少，内地向供給の最大」を原則とし，海南島自給経済を早急に確立しなけ
ればならない。海南島の自給対策は，その経済政策上の見地から（1）重要資源の開発用資材並びに軍
事施設用資材の自給，（2）開発並びに国防基地要員の自活物資の自給に要約できる50。その具体的な自
活物資は，木材・セメント・米・植物油脂（落花生・胡麻・椰子油）であった。セメント木材の供給
源は，佛印・広東・台湾に存在するが，空爆，船舶事情等を考慮に入れるならば，米，木材等物産の
自給体制の早急な確立は刻下の急務であるとされた。植物油脂は，食用，工業用潤滑油・ガソリンと
しての重要性および効用度が高い。食用米は，鉄鉱開発苦力の稼働率の向上，島民生活の改善等にお
いて，非常に重要であった51。船舶の逼迫に伴い内地と海南島は勿論の事，近域経済圏内の輸送を木造
船の大量建造で解決することであった52。 
以上から，太平洋戦争勃発後，海軍は船舶の被害が大きく，物資が順調に流通しないという問題を
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抱え，海南島での食糧と船舶の自給自足対策の確立を迫られていた。その対策として，農業分野にお
いては，重点を米と植物油脂等の食糧作物の生産に置き，林業分野においては，豊富な硬質優良木材
（櫟
いちい
樫
かし
，青梅）を用いた木造船を佛印米輸送の恰好の輸送機関とした。即ち，太平洋戦争後期，海軍
の制空権・制海権が喪失し，海南島農業政策の中心は現地自活を軸とした米等食糧作物の生産に移っ
たと言えよう。また，食糧供給の対象は，本島開発の中心である鉱山開発の苦力と海南島民にあった
との記述から，自給の対象は，日本人だけでなく，海南島全体にあったことが分かる。これは，後に
詳述する。 
 
3．食糧自給対象への考察 
以上，海南島農業政策の変遷について考察してきたが，もう一つ言及しなければならない問題があ
る。即ち，食糧増産政策における食糧支給の対象である。なぜなら，前述したように，海南島を基地
とした海軍による東南アジア侵攻の準備，日本国内の食糧不足等により，海南島農業政策の中心を据
えた食糧増産は，日本人のための政策であるという印象を拭ききれず，先行研究でもそのように指摘
されている。これに対して，本稿は，政策上および実績上から考察していきたい。 
政策上では，1939年9月第二回農政委員会議が制定した海南島農業方針の中で，現地住民の「生活資
源の豊富」は一つの目標として掲げられていた。また，1942年当時海南海軍特務部が制定した「海南
島ニ於ケル米穀増産計画書」は，海南島米穀増産の目標を「先ヅ従来島内住民ノ消費米トシテ年々外
米ノ輸入ヲ為シツツアル現状ニ付之ガ不足量ノ確保並ニ今後ニ予想セラル可キ進出邦人其ノ他必要ナ
ル消費米ノ生産ヲ期シ以テ自給自足ヲ図ラントスルモノ」と定め，日本人の消費米自給は優先的になっ
ていたが，重要な労働力としての海南島民の食糧自給も図られていた。 
 
表2-1：1943（昭和18）年度米穀需要額 
需要量 
項目 人数 平均消費量 米穀（石） 
在留邦人 17830 3合 19522 
開発企業苦力 
鉄鉱塩開発鉄道建設苦力 53000 5合 100155 
其他開発企業苦力用 10609 3合2勺 12908 
南朋島開発苦力用 1045 5合 2002 
支那側機関，邦人使用，支那人飛行場苦力等 12433   10794 
其の他宣撫用     10000 
翌年度繰越高（1カ月）     21000 
計     176381 
出所：JACAR，Ref.B05013049200「海南島ニ於ケル米穀増産計画書（案）」1943年4月13日，第一回米
穀対策委員会の審議案より，筆者作成。注：1石＝180.39ℓ＝150kg（以下同）。 
 
実績上では，海軍特務部は，島民消費不足量7万石（1.05万トン）と進出邦人その他必要な所要量3
万石（4500トン），合計10万石（1.5万トン）の増産を算出し，各進出企業に栽培の要請を行なった53。
実際上の米穀供給実績からみると，表2-１のように，1943年度海南島全島の米穀需要額約17.6万石
（2.64万トン）中の約11.4万石（1.71万トン）（約65％）は，開発企業の労働力となった海南島民等へ
の食糧供給額であり，在留邦人用は約1.9万石（2850トン）（約11％）であった。 
以上の政策と実態からみると，海軍による海南島食糧自給策は，日本人，現地人を含む海南島全体
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がその対象となっていたことが分かる。これは，前述した船舶の欠乏および制空海権の喪失よる佛印
米輸入の不能による食糧自給自足への政策転換と深く関わる。なぜなら，海南島民を含む海南島全体
を挙げて，食糧自給自足を図り，戦争を遂行するために，海南島民の体力養成が必要であったからで
ある。つまり，1941年末太平洋戦争勃発以来，海南島全体を対象とした食糧自給は，海南島農業政策
の中心に継続的に据えられおり，総力戦そのものを反映していたのである。即ち，日本軍の総力戦体
制とは，在住日本人のみならず，現地人をも対象としたものであった。 
 
 
第三節：海南島農業調査の実相 
 日本人による海南島農業調査は，主に三つの主体によって担われていた。即ち，①日本学術振興会・
外務省・海口日本領事館を含む日本内地各部門，②南国産業株式会社・海南産業株式会社を含む現地
進出企業，及び③台拓・台湾総督府殖産局，台北帝国大学を含む台湾の公的機関であった。以下は，
各主体の調査内容を紹介する。 
 
1．日本内地各部門の調査 
日本内地からの海南島調査団は，主に外務省が主導者として，東京帝国大学（東京帝大）の学術陣
営に要請し，組織されたものである。その概要は次の表2-2のように，日本学術振興会・外務省・海口
日本領事館の三機関に分けて述べられている。 
 
表2-2：日本内地各部門の調査概要 
機関 調査員 職務 調査対象 調査内容・結果 目的 
日本学術
振興会 
柴田桂太 
東京帝大
教授 
人類学 
農作物 不明 
基
礎
的
調
査
，
海
南
島
農
業
政
策
の
策
定
に
参
考 
外務省 
野口弥吉 
東京帝大
教授 
農業概況 
農耕地開発の余裕があるが，経済的崩壊に
直面している。 
藤原彰夫 
東京帝大
助教授 
土壌調査 
『土性予察図』を作成。土壌の栄養吸収係
数が低い。熱帯緑肥の普及奨励。 
高橋晴貞 
東京帝大
副手 
農業経済 
貨幣経済が幼稚な段階にある。華僑の送金
が重要な存在。日本の資本と人力が必要。 
海口日本
領事館 
市原豊吉 糖業技師 農業全般 
土地が肥沃でない，水利関係不良，気候不
順調，海南島開発が容易ではない。台湾経
験の活用を主張。 
注： 「海南島へ調査班 大陸へも科学挺身隊」『台湾日日新報』1939年4月1日，外務省通商局『海南
島農業調査報告』1940，市原豊吉『海南島農業調査報告書』1941年により，筆者が作成したもの。 
 
海南島占領2カ月後の1939年4月，政府関係の日本学術振興会は，東京帝大名誉教授柴田桂太博士を
リーダーとする東京帝大理学部調査団を海南島に派遣し，海南島内部山地の黎族，苗族等の人類学的
調査と山岳地帯の熱帯植物や平原の農作物の調査を行い，海南島産業開発の基礎を確立しようとした54。
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調査に関する具体的な記録は残されていないが，海南島関係資料の中で，本会は最も早い段階で海南
島に派遣された調査団体であると考えられる。 
同じく1939年4月，外務省は海南島の重要性に鑑み，海南島に関する基本的調査のため，東京帝大農
学博士野口弥吉，同助教授藤原彰夫の両を嘱託とし，外務省嘱託高橋晴貞（東京帝大副手）と共に，
実地踏査に派遣し，同島の農業調査を実施した。 
野口は，陳銘枢の『海南島誌』（上海神州国光社発行，1933年）や広東省政府の報告書や東亜研究所
の『海南島の農業』（1939年）等を参照して，自らの実地調査と比較検証を行ない，海南島の農業概況
を明確化した上で，「海南島が農耕地開発の余裕があるが，経済的崩壊に直面している」と評価してい
る。 
藤原は海南島土壌に関する調査を行い，「海南島土壌の酸度は日本内地とほぼ同様の程度で，栄養吸
収係数は日本内地より著しく低い」という結論を出した。対策としては「熱帯緑肥作物の選択並びに
優良緑肥の普及奨励をするのが急務である」55とされ，三省連絡会議側に提言された。 
藤原による海南島土壌調査成果は第二回農政委員会議（1939年9月）において，「海南島土壌分析成
績」56にまとめられ，同会議の「土壌調査」という審議の重要な参考資料となった。高橋は，海南島の
生産様式（粗放的牧畜業・焼畑式農法）と交換経済（物々交換）の状況を調査し，海南島の貨幣経済
が極めて幼稚な段階にあると述べた。さらに，海南島の生産力をアップさせるため，華僑の送金並び
に日本の資本及び人力をバックアップとして，農業と工業を並行的に開発するという施策も提言して
いる57。 
海口日本領事館嘱託の市原豊吉は1939年6月6日～1941年2月5日の20カ月間にわたり，海南島の農業
全般の実地調査を行なった。市原は土地が肥沃ではなく，水利灌漑条件が不良である海南島の開発は
容易ではないが，マメ科植物の発育が良好であり，台湾経験を用いれば，開拓の見込みがあると指摘
している58。 
以上をまとめると，当時の海南島の最高機関である三省連絡会議は陸軍，海軍，外務省から成り立っ
ており，外務省主導の調査は海南島現地指導機関いわゆる軍側の要求に応じて，もっぱら農業に対し
て実施されたものであると考えられる。調査員は，科学的な立場から海南島の全般的調査を行うと共
に，海南島農業を発展させる政策も提言した。また，彼らは海南島を単なる資源供給地と捉えるだけ
ではなく，「同島（海南島）の開発は台湾と同様の形式で進めるならば多くの問題は残さぬ」59という
ように具体的な農業開発策として，台湾経験を用いるべきであると主張していた。 
 
2. 現地進出企業の調査 
三省連絡会議は，海南島の農業調査を日本国内の専門家に依頼すると同時に，自ら日系進出事業会
社を招致し，調査を行わせた。海南島で農業開発を行なった日系会社は台湾拓殖株式会社，海南産業
株式会社60，南洋興発株式会社，南国産業株式会社61等であり，台湾系会社が多数を占めていた。その
理由は「亜熱帯栽培に習熟した台湾系事業者が受命事業者として参入している」62からであった。ここ
では，軍需農資源のゴム・繊維作物関係の会社を取り上げ，表2-3を参照したい。 
1939年5月9日，南国産業株式会社の常務取締役有村貫一を中心とする一行は海口三省連絡会議の命
令により，海南島将来におけるゴム生産のため，那大・嘉積・楽会・文昌・三亜方面（別紙10：地図
参照）における「パラゴム」63生産の現状とその適地調査を行っていた。「海南島のゴム樹の生産力を
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高めるために必要な科学的理解がなく，既成園の生産力は甚だ低く，一カ年の生産高は60トンと推定
される。しかし，日本のゴム年消費7，8万トン，事変下輸入が抑圧され，5万トン近くに至ったが，海
南島のゴム産量は九牛の一毛にすら当たらず」64と評価し，海南島のゴム生産高が極めて低く，日本の
需給に満たず，新たに海南島でのゴム栽培を勧めないという見解を示している。 
 
表2-3：現地進出企業の調査概要 
機関 調査員 職務 調査対象 調査内容・結果 調査目的 
南国産業
株式会社 
有村貫
一 
常務取
締役 
パラゴム ゴムの切り付け技術が拙劣・自然災害（暴
風）が多い・既成園の生産力は低い・ゴ
ム試験場の設置・政府の保護が急務。 
国策作物
の栽培適
否を確か
めるため 海南産業
株式会社 
高橋・
児島 
社員 繊維作物 南部の「マニラ麻」「苧麻」等が有望・
国策的見地より建設的態度を要望 
注：有村貫一(南国産業株式会社常務取締役)「海南島護謨調査結果ノ件報告」（JACAR，Ref. 
C04121181600），海南産業株式会社「海南島三亜ヲ中心トスル農業調査概要及ビ海南島北部農業調査概
要ノ件」（JACAR，Ref. C04121319300）により，筆者が作成したもの。 
 
しかし，三省連絡会議は国家資源上の観点から考えて，ゴムを指定作物として，各進出事業会社に
栽培させた。 
1939年6月，海南島農政委員会委員である海南産業株式会社の社員高橋虎雄及び児島宇一は，海口連
絡会議の命令により，調査員として海南島の農業開発の可能性と繊維作物に関する事を調査目的とし，
同島南部三亜・北部海口を中心に農業調査を実施した。 
南部では，調査の中心繊維作物の「マニラ麻」，「サイザル麻」，「苧麻」，「棉花」等は有望であり，
特に棉花について「海南島ノ占拠ハ我ガ（日本）棉花原料ノ給源トシテ，繊維界ニ光明ヲ投シタルモ
ノト謂ウベシ」65と評価され，北部では，地質に合わせた繊維作物の栽培は有望であると指摘されてい
る。よって，農政委員会の決議により，繊維作物は各進出企業の事業地に栽培されるようになった。 
以上を通じて，各農企業はいずれも自らの希望ではなく，三省連絡会議の要請により，海南島に進
出し，調査に乗り出したことが分かる。また，海南産業株式会社の調査報告書には「台湾45年間（当
時）の産業開発，特に熱帯作物栽培の経験をもって，国策的見地により事業上の利潤を従とし，建設
的態度で海南島産業の科学的進歩発達を望むべし」66というような提言が見えており，海南島における
台湾経験の適用が勧められていた。 
調査内容自体は概観的であったが，これらの調査成果が海南島農業開発政策の決定機関である農政
委員会に検討された事によって，調査を通じて提出された農業開発政策は実現されたことに意義があ
る。実際，児島と有村は農政委員会委員として，三省連絡会議と折衝し，海南島農業政策の制定に力
を尽くした。調査に当たったゴム，埃及棉，マニラ麻等は三省連絡会議において指定作物と定められ，
多角経営で栽培されるようになったのである。即ち，進出企業の調査結果は海南島農業開発政策の制
定に影響をあたえたと言えよう。 
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3. 台湾公的機関の海南島農業調査 
第一章第一節にも述べたように，台湾総督府は日本軍による海南島占領前からすでに海南島に大き
な関心を示し，数多くの調査を行ってきた。海南島占領後も，現地軍の要請により台湾の公的機関の
台拓・台湾総督府殖産局・台北帝国大学は積極的に海南島農業に参入し，さかんに調査を行なった。
これらの調査内容の分析に入る前に，台湾総督府の海南島進出の背景と農業開発に関わった原因を簡
単に説明しておきたい（詳しい論述は第六節を参考）。 
1938年に日本海軍は台湾で海軍武官府を設立し，「南支産業開発綱領」や「海南島処理方針」などの
対華南政策を立案した。台湾を手本とする海南島の経済的発展を日本帝国集団経済の一環に組み込み，
不足資源の補充地とすることが目的とされた67。ここから，台湾総督府が海南島を一般占領地と異なる
特殊な地域として見ていたことが明らかである。そして，台拓社長加藤恭平の意見書「南支開発ニ関
スル台湾株式会社ノ希望」では，海南島における利益は，豊富な農・林・鉱産資源にあり，日本の開
発を待つべきであり，産業・金融及びその他における海南島開発の施設は台拓に委ねて経営させるべ
きであるという趣旨を述べている68。鐘淑敏は台湾の指導者らは「台湾経験」を海南島に試したい気持
ちがあったと指摘している。つまり，台湾総督府は，国策上では海南島を南進基地として重要視し，
経済上では海南島を日本帝国の経済圏内に位置づけ，台湾経験を用いて，海南島を開発するという意
向を強くもっていた。海南島で実権を握る日本海軍からの要請を背景として，台湾総督府は海南島進
出の急先鋒となったものと考えられる。 
また，台湾総督府管轄下の台拓は海南島の米・糖を中心とする民政農業面に大きな役割を果たし，
大量の人的，物的，資金を投入した結果，海南島は一時「第二の台湾」（植民地台湾のように建設され
るよう）になった。しかし，台拓は海南島最大の開発事業である石碌鉄鉱の採掘（日本窒素株式会社
が主導）等には参入できなかった。これは，鉱工業がまだ発達していない台湾の限界が反映したもの
であると言われている69。 
以上をまとめると，日本軍はなぜ台湾総督府を主力として，海南島農業開発を行わせたのかという
理由は工業日本・農業台湾という形で発展してきた台湾が豊富な農業経験を蓄積しており，農業経験
の海南島への伝播の最適任者であると認識していたからであった。 
さて，台湾の公的機関による海南島農業調査内容を見てみると，その概要は表2-4のように示されて
いる。 
 
3.1 台湾拓殖株式会社の海南島調査 
 台拓は1936年11月25日に成立したが，翌1937年に約10隊の調査隊をフィリピン・ジャワを含む南方
地域に派遣し，積極的に海外調査事業に乗り出した。台拓は将来海南島における起業のため，海南島
の「糖業」と「農業」調査を行い，海南島における農業経営が有望であると評価している。また，国
策会社の台拓は他に先立って海南島に進出し，現地軍との協力の下，海口・陵水等の事業地を割り当
てられた。それらの地域をより順調に開発するためには調査事業が不可欠であるとの認識の下に，台
拓は事業地の陵水県で農村経済と一般慣行に関する調査を行なった。 
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3.2 台湾総督府殖産局の海南島農業調査 
海南島開発の先鋒に立って台湾総督府は海南島農林開発の参考になる調査をするために，台北帝国
大学，台湾総督府農業試験所等の総督府内の各部門から優秀な人材を選び，殖産局海南島農林業調査
団を成立させた。同調査団は昭和15（1940）年8月から昭和16（1941）年4月まで，前後4回にわたり，
現地軍当局の指示と援助の基に，海南島農林調査を行なった。 
殖産局の調査は主に第一回～第三回に集中し，漸進的に行われた。第一回は台湾総督府農業試験所
が先鋒となって実施した土壌・作物・畜産の一般的調査である。第二回は台湾総督府殖産局・台北帝
国大学およびその他機関が行なった林業を主とした，園芸作物・甘蔗・土地改良・土地制度を含む幅
広く詳細な調査である。第三回は台湾総督府殖産局技師鈴木進一郎・同技手前田穂涛・台北帝国大学
教授磯永吉が前2回の調査成果を参考にした上で，海南島の農政と稲作を調査したものである。第四回
は殖産局局長・嘱託が海南島の産業に関する調査を行なったが，調査資料が残っていないため，内容
は不明である。 
また，表2-4に示された人物職務からみると，何れも台湾総督府農業関係のエキスパートであった。
これは，台湾総督府が海南島農業調査を重視し，海南島農業開発の重要性を認識していた事を表して
いる。 
次に，台湾総督府農業試験所・台北帝国大学・府殖産局等部門のエキスパートの詳細な農業調査内
容を考察していきたい。ただし，海南島における林業及び畜産の調査は農業と一定の関係を持ってい
るが，本稿の主旨と離れているので，省略する。 
澁谷紀三郎は海南島の地勢，土地利用法，農業灌漑施設，農作物の種類・用途，進出企業の現状及
び試作状況などの農業一般を調査した70。 
澁谷の海南島農業開発策は，土地利用法を講じ，灌漑施設や耕種肥培，改良選択の方法を用いて，
土地の事情に応じて適当な措置を取る方策である。澁谷はこれら方策の実施にあたっては台湾経験を
用いるべきであると指摘している71。 
筆者は，特に渋谷の「乾燥地農業法」（台湾経験）の海南島への適用という提言を取り上げて，その
内容を考察したい。澁谷は，台南で実施し成功した「乾燥地農業法」は，海南島の大部分を占める水
利関係の悪い畑地に最も適切であると考え，これを海南島に活用すべきであると提言している。また，
「適地適作」について，台湾では，農作物の栽培基準とされていたのに対し，澁谷は，海南島では「事
業地に栽培すべき（国策の）指定作物は必ずしも適地適作物ならざるものあり」，具体的には，花崗岩
砂質で灌漑の便もなく黄麻を栽培しようとするようなことであると述べている。即ち，農企業の安全
的経営を図るため，生産見込みのある有用作物を中心に栽培することを勧めている72。「適地適作」に
よって会社の経済的利益を図るのは当然であったが，「適地適作」に反した作物を栽培することも国策
に従うものであるという考えであった。 
加茂巌は，海南島農作物の調査を行なった73。彼は台湾では主に水稲に関する研究を行っていたので，
海南島では水稲の品種，栽培法，収穫，収量，精米の一連の体系について，極めて詳細な調査資料を
残し，全作物の増産に建設的な意見を述べている。同著「稲の優良品種育成について」（『台湾農事報』，
1940年）において，「稲の優良品種としての条件にはいろいろありますけれども，結局のところ良質の
ものを多量に生産し得るということであります。とりわけ多産性ということが第一条件であることは
いうまでもない」74と述べている。 
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表2-4：台湾公的機関の海南島調査の概要 
  調査員 職務 対象 内容・結果 目的 
台
湾
拓
殖
株
式
会
社 
同社調査部 
糖業 
耕地面積，労働力が有望・耕作肥培管理法が拙
劣 
指
定
事
業
地
陵
水
で
の
事
業
展
開 
農業一般 
栽培事業が有望・土地政策問題，労働力問題の
解決・『経営根本方針』を制定 
農村慣行 
農村の構成，土地所有状況，小作・土地一般慣
行 
台
湾
総
督
府
殖
産
局 
澁谷 
紀三郎 
台北帝大教授
農業試験所長 
土壌及び
農業一般 
地勢，気象，土壌，灌漑状況・農業土地利用法
・進出事業会社の業務，試作状況 
 
海
南
島
の
綜
合
的
農
業
政
策
へ
の
デ
ー
タ
提
供
，
開
発
方
針
の
制
定
，
海
南
島
農
業
の
発
展
促
進 
加茂 
厳 
農業試験所育
種農芸科科長 
農作物 
普通作物の水稲・陸稲，特用作物の甘蔗・胡麻，
蔬菜，果樹の現状・農作物の改良増産対策 
江口 
庸雄 
鳳山熱帯園芸
試験所長 
蔬菜 
蔬菜の需給状況と増産対策・海南島の蔬菜の種
類と栽培法 
奥田 
彧 
台北帝大農学
教授 
土地制度 
土地所有の現状，小作制度，土地に関する負担
（地租と契税），地価等・堅実適正な土地政策
が必要 
磯 
永吉 
台北帝大農学
博士 
稲作 
稲作田の状況・稲の栽培季節とその増産対策・
稲の栽培法と品種改良 
八田 
與一 
内務局土木課
技師 
土地改良 
水利施設の現状と対策・海南島農林地帯の現
状・将来の海南島耕地山林利用地の面積 
吉良 
義文 
殖産局特産課
技師 
糖業 
甘蔗栽培の自然的条件・新式製糖工業の可能性
と糖業方策・甘蔗の栽培の主要産地と面積 
三浦 
博亮 
棉作指導所技
師 
特用作物 
海南島農業の自然要素・土壌とその改良策・主
要農産物の現況と将来 
鈴木 
進一郎 
殖産局農務課
技師 
農政 
海南島の開発に用いるべき中心農作物：米，甘
蔗への考察・農業開発を担当すべき機関・農業
開発上必要な人的資源・土地利用の現状と改良 
台
北
帝
国
大
学 
足立 
仁 
台北帝大応用
菌学講座教授 
土壌微生
物的調査 
土壌微生物繁殖条件としての水分，有機物等性
質に対する分析 
学
術
的
見
地
か
ら
の
海
南
島
農
業
開
発
問
題
の
解
決 
小泉 
清明 
台北帝大理農
学部助教授 
農作物の
害虫 
害虫防除対策の特徴・害虫駆除剤（デリス）の
海南島での自給自足 
寺林 
清一郎 
台北帝国大学
農学部育種学 
農作物 
普通作物，特用作物，園芸作物，緑肥作物の種
類及び現状・海南島開発対策を指摘 
大野 
一月 
台北帝国大学
農学部助教授 
植物性繊
維資源 
繊維資源の地位が低下，代用繊維の生産を主張 
平尾 
新三郎 
不明 糖業 
糖業開発方針がないとの指摘，占領後の糖業，
甘蔗栽培現状 
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注：台湾拓殖株式会社『海南島ニ於ケル農業調査並ニ拓殖事業計画』1938年，台湾拓殖株式会社『海
南島陵水県二於ケル農村経済並二一般慣行調査』1941年，台湾総督府外事部『殖産局調査団報告書 
其ノ一～十六』1941年，台湾総督府外事部『台北帝大第一回海南島学術調査報告』1942年，台湾総
督府外事部『台北帝大第二回海南島学術調査報告』1944年により，筆者が作成したもの。台北帝大
は，台北帝国大学の略称である。 
 
加茂は，かつて台湾では台湾の優良在来米種を選択して，栽培したが，海南島でも，その経験を用
いて海南島の優良在来種米を選択して，種植するように提言している。加茂はここで多産性の稲の選
択を提言しているが，この多産米種には，必ずしも蓬莱米や台湾在来米種に限るものではなく，海南
島優良種米の選択も提言している。 
江口庸雄は海南島の蔬菜調査を行なった。彼の調査によれば，雨期に陸軍と海南島の山手地帯の海
軍の蔬菜需給は厳しい状況に陥っている。この問題を解決するには日本内地の増産・雨期蔬菜栽培の
対策が必要である。そして，海南島の蔬菜栽培は台湾より有利で有望であると評価している。江口は
日本内地の長野及び台湾阿里山のような高冷地や丘陵地のキャベツ・茄子などの蔬菜栽培経験を用い，
海南島の自給自足を求めており，また，台湾高雄・満州新京等の都市周辺の園芸地帯が都市開発によ
り破壊された経験に基づき，海南島自作農地の保護・環境要素から考えて，台湾のパイナップル・ト
マト等の栽培経験を海南島に移植することを勧めている75。 
奥田彧は台湾総督府殖産局農務課事務官山分一郎を助手とし，海南島の地籍，地租を中心とした土
地制度に関する調査を行なった。海南島の土地処理上，①地積其他度量衡制度の統一，②地籍整理殊
に官民有地の区分，③地価の統制等の早急な実施が必要であると提言している76。「地籍，地租を中心
とした土地調査法」により，台湾では7年間で土地調査に成功した。奥田は今回の海南島調査で台湾と
同じように地籍，地租を中心に概況的な土地調査を行なった。地籍整理等の土地制度の調査は日本人
の海南島農業開発と深い関係があり，邦人農企業会社の進出に必要な官有地を出来得る限り多く確保
するためのものであった77。 
磯永吉は海南島の稲作調査を行い，海南島では灌漑排水施設の欠如が「稲作落後」の原因であり，
台湾優良品種を海南島に試作すること及び試作をする際の注意点，肥料と耕作法の改善点などを述べ
た。即ち，海南島稲作に対して，①海南島の在来種を継続的に作ること，②蓬莱米を湧水田と灌漑田
に栽培すること，③海南島在住日本軍民の蓬莱米需給満足を目標とすること，④三年輪作法を採用し，
植栽作物を米，甘蔗及び雑作の甘藷，ゴマ等として栽培することを提言している78。 
八田與一は土木的立場から海南島の土地改良を図り，貯水池あるいは水利工事を施せば，海南島の
灌漑，排水改良区域の面積は55万ヘクタールに達すると指摘し，水利施設の設立や輪作法による土地
改良は米の増産に対して，大きな成績をもたらすことができると推測している。また，台湾の嘉南大
圳を設計した八田は，本報告書中にも，海南島で三年輪作法を採用し，栽培作物を米，甘蔗及び雑作
の甘藷，ゴマとすべきであると建言している。すなわち台湾で大きな成功を収めた「三年輪作法」を
海南島にも活かそうと提言したのであった79。 
吉良義文は，海南島における甘蔗栽培と糖業の現状を明らかにしたうえ，海南島糖業が有望である
事及びその重要性を指摘し，将来糖業発展のため，「工場単位の事業許可制度及び原料採取区域の設定」
と「風習改善」などの方策を提出した80。「工場単位の事業許可制度及び原料採取区域の設定」に関す
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る方策の具体的な内容は台湾で実施されている原料採取区域制度をとるべきであるという提言である。
即ち，台湾のように「事業経営許可主義を採り，一工場毎に原料採取区域を限定し，事業経営者にそ
の区域内の責任を負わせると同時に，採取区域内の土糖を原則として禁止し，原料の搬出又は製造用
原料への流出を防止する」ことである81。これは新渡戸稲造著「台湾における糖業奨励の成績と将来」
に類似する記述であり，正に台湾糖業経験の海南島移植策であった。 
吉良は，「風習改善」について，かつて新渡戸は台湾島民が習慣に固執する傾向が強かったので，台
湾において，農民に種子または肥料の付与等の特典を与えていた事に言及した。吉良は，新渡戸が実
践した経験を海南島に移し，海南島民の固有風習を改善しようと考えていた。 
三浦博亮は主に農政的な見地から土地調査・地力増進・労働力の増加・進出企業の助成等により，
海南島の特用農作物の増産を図るべきであると提言している。この報告書は他の報告書に書かれてい
る技術的見地による増産策とは異なり，日本の海南島軍政により，商業・交通・金融及び教育と関連
させながら農業の発展を目指した提言であると考えられる。 
また，三浦は，海南島の気象・水利・農産物の種類などは台湾南部と大きな差異がないので，台南
の農業技術を移植することは海南島農業発展の唯一の捷径であり，特に台南の「三年輪作法」という
農業法を活かすべきであると主張し，ただ具体化するには，海南島の特異な性質（乾燥農業）や農民
の風習等が台南と異なっているので，注意すべきであると指摘している82。 
鈴木進一郎は，海南島の農業開発に対する農政的見解を述べている。鈴木の開発策は，第一に，海
南島の農業開発は，応急的な方策をとり，米糖二大作物主義によるべきである。第二に，海南島農業
開発の担当機関を日本の進出企業に任せ，農事試験場を作り，開発企業と協力させるべきである。第
三に，農業開発に必要な人的資源の投入を強調し，大量の日本人の移民を図り，それなりの土地を確
保するべきである。第四に，応急的な海南島の土地改良策として，水利事業の実施によって大面積の
水田を造成し，米・糖を生産することが望ましいとした。また，鈴木は，海南島で糖廍（旧式製糖工
場）の新規成立を防止し，既存糖廍を買収する形式で一挙に海南島の製糖業を発展させることを勧め
た83。 
鈴木による「農事試験機関」の研究，調査及び講習等の事業内容は台湾総督府農事試験所の事業内
容と比較すると，両者が非常に類似し，鈴木はそれを参照し引用したものと考えられる。鈴木は，海
南島農業開発は，米と甘蔗を中心作物として，これ以外の有用作物（棉等の繊維作物，椰子等の油料
作物）も奨励する必要があると述べている。台湾では，米，甘蔗以外に各種の特用作物を奨励する政
策があったが，結局，農民の一般作物として残ったのは米，甘蔗の2作物だけであった。従って昭和11
（1936）年頃から，時局の要請により，再び黄麻，苧麻，棉，甘蔗等の特用作物は，積極的に奨励さ
れ，漸く普及した。よって，鈴木は海南島の農業開発も「恐らく同一の軌道を辿り，発達するもの」
と考え，そのように勧めている84。 
以上は，総合的な海南島農業政策の制定にデータを提供するための台湾総督府殖産局の農業調査結
果とその提言であった。調査員は，精密な農業調査を行い，海南島の農作物の種類，水利状況，主要
作物の生産高，土地制度等の農業実態を明らかにし，また，海南島農業の発展を促進するために，水
利施設の築造，優良品種の導入，耕作法の改善，肥料の施用等を提言した。これらの調査提言の中で
「台湾経験」の活用は多く見受けられる。農業開発の具体的な方策としての「台湾経験」をまとめて
みると，以下の７点であった。即ち， 
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①澁谷紀三郎による「乾燥地農業法」。 
②加茂巌による「稲の優良品種の選出」策。 
③江口庸雄による「台湾及び日本内地の蔬菜栽培経験」適用策。 
④奥田彧による「地籍，地租を中心とした土地調査」法。 
⑤八田與一と三浦博亮による「三年輪作法」。 
⑥吉良義文による「工場単位の事業許可制度及び原料採取区域の設定」と「風習改善」策。 
⑦鈴木進一郎による「農事試験機関の設置」及び「有用作物の助成」策。 
また，彼らが「台湾経験」の活用を海南島農業開発の重要な手段として提言したほか， 
①澁谷紀三郎による「適地適作」より国策作物優先策 
②鈴木進一郎による糖業政策 
このような戦時下，軍の需要を満足させるために，一挙に海南島の農業生産を挙げるような海南島
特有の応急的対策をも採るべきであると提言したのである。 
 
3.3 台北帝国大学の海南島学術調査 
海南島占領直後の1939年，台北帝国大学は「学術上の未知土地である海南島の科学的調査を行う事」
を率先的に提言したが，治安がまだ回復していない時期において大規模な台北帝国大学調査団の派遣
は許されなかった85。のちに1940年12月第一回台北帝国大学の海南島学術調査団が組織され，第二班の
農学班は畜産学・熱帯畜産学講座の山根甚信教授を班長とし，海軍と多くの進出事業会社の積極的援
助を受け，全島の海岸地方一帯の土壌，畜産，農業昆虫，林業，農作物等の調査を行なった。このう
ち，農業関係の調査報告書は足立仁の「海南島土壌の応用微生物学的研究」，小泉清明の「海南島の農
業昆虫学的調査結果報告」と寺林清一郎の「海南島の農作物調査報告」がある。 
足立は，微生物学的見地から海南島全島143カ所の「供試土壌」の科学的分析表を製作した86。例え
ば，土壌番号Nr.6の南橋には，土壌の組織的成分に対する分析によると「その付近一帯には農耕地と
して利用されつつあり更に将来性あり，硫安の微生物活動に対する効果著し」とし，備考において「本
土壌は灼熱消失分も多く，組成分的にも微生物活動も適当であり，有機物の影響良好である。窒素成
分の多き点留意の必要あり」と土壌の特徴に関する見解を示している。最後に，本調査の結論を，「緑
肥の施行が目下海南島土壌改良の具体的の一つとして，目睫に実行できる問題である」とした87。 
海南島農作物の害虫について，最初に詳細な調査を行なったのは小泉清明である。彼は，海南島害
虫状況とその対策を述べ，海南島の農作物害虫被害に対し，台湾の害虫対策経験を採用すべきである
と強調した88。 
寺林清一郎は，海南島の農作物を普通作物，特用作物，園芸作物，緑肥作物に分け，それぞれの現
況を述べている。また，寺林の海南島開発対策に対する提言は，①土地政策，②水利問題，③肥料問
題（化学肥料の推進，自給肥料の推進），④栽培技術問題にまとめられる89。 
以上寺林の提言を台湾と比較してみると，寺林は，嘉南大圳のような大規模水利施設の導入が必要
であると主張しているが，大規模水利施設に至るまでの応急処置として，貯水池の建設から始め，徐々
に発展させていくべきだとしている。また，台湾の成功経験ばかりを活かすのではなく，失敗した事
例をも鑑みている。例えば肥料問題については，台湾では化学肥料工場の建設に至らなかったという
「前轍」を踏むことのないよう，海南島では，化学肥料の自給を勧めている。土地政策は，台湾にお
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ける土地政策と大きく異なっている。台湾では，所有権を示す契約文書が存在すれば，台湾総督府は
住民の土地所有権を認めたのに対し，海南島では，土地所有権を現地住民から徹底的に剥奪し，進出
企業の海南島開発に便宜を与えていた。 
1942年2月第二回の台北帝国大学海南島学術調査が行われた。その調査目的は「農芸化学の全般的観
点からの海南島調査は当面の海南島開発利用上に貢献する」90とされている。調査員の大野一月「海南
島の植物性繊維資源の概要について」と平尾新三郎「海南島糖業調査報告」では以下のような記載が
ある。 
まず，大野の調査では，海南島の繊維作物状況は貧弱な状態であったが，日本軍による海南島占領
後，国策上，黄麻，サイザル等繊維資源の栽培政策が制定された。しかし，マニラ麻生産で著名な比
島（フィリピン）やその他繊維作物栽培に適した地域の占領により，海南島の繊維政策が転換され，
むしろ，代用繊維の増産を図るようになった。即ち，各方面の調査によると，海南島の椰子，竹等の
代用繊維の生産は有望であり，良質的かつ豊富な代用繊維資源を持つ海南島での製紙業を計画実施す
るべきであると述べている91。 
平尾は，海南島甘蔗栽培の現状について，甘蔗の収量が甲（1ha）当り2-6万斤(12-36トン)に過ぎな
く，その原因は「肥料の不足」と「水利施設の欠乏」であると述べ，この2つの問題を解決すれば，非
常に有望であると指摘している。即ち，開発企業の事業地域のみの昭和16－17年（1941-1942）期の産
糖高は総計17000担(1020トン)余り，金額に換算すると，1担(60kg)30円として50万円に達し，さらに
旧式糖房を改良糖房に変えれば，歩留は倍以上になるので，50万円以上の砂糖を増産できるという理
由により，旧式糖房の改良を緊急に行うべきであると呼びかけている92。 
台北帝国大学は，上述のように台湾総督府の海南島調査に協力するほか，1940年11月と1942年2月に
学術的見地から二回の海南島調査を行なった。しかし，台北帝国大学の海南島調査は自主的に行われ
たのか，それとも軍の命令で行われたのかについては，台北帝国大学や海南島関係の資料を見る限り
不明である。しかし，調査資料には「海軍特務部の行き届いた御配慮」等が記載され，軍側との繋が
りが非常に深いことから，台北帝国大学の海南島調査は，前記のほかの調査と同じように軍側の要請
によるものであったと考えられる。台北帝国大学の教授は，海南島農業の発展に対して，緑肥栽培と
造林による土壌改良，植物検査，農薬の自給等の害虫対策，土地問題，水利問題，肥料問題，栽培技
術問題を台湾経験で解決する事，代用繊維の生産等の提言を行なった。さらに海南島開発中に直面し，
解決すべき問題である土地問題・糖業問題・繊維作物の生産問題・肥料問題・農薬問題，栽培技術問
題等への対策を提出した。台北帝国大学の海南島調査成果に対して，大野一月も「当面の海南島開発
利用上に貢献する所尠からず」93と高い評価を与えていた。 
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第四節：海南島農業開発の展開 
1．農業開発指導機関 
1.1 農民訓練場 
海南島農政関係を担当する農政委員会は，将来海南島農林業開発のために尽力しようとする日本内
地の青年を，本島において一定期間の研修を積ませた後，本島各農林開発会社に配置する計画を制定
した。農民訓練所は，将来臨時政府に移管するが，1カ年40万円程度の経費を各関係会社に負担させる
こととした。同訓練所は職員約10名（所長北原勝男）をもって，別館（調査隊と称する施設）構内に
開設され，昭和15（1940）年4月より業務を開始した。昭和15（1940）年5月5日，日本内地人約48名の
入所式を行い，調査隊内の畑および附近の水田の一部を実習地とした。同年10月30日終了者約40名は，
それぞれ島内開発会社に配置された。しかし，農民訓練所は，農政委員会の消滅と共に一期生を出し
たまま自然閉鎖となった。なお，同訓練所の生徒は入所期間中の食事や被服の一部が支給され，1人当
たり15円の手当が支給されていた。 
 
1.2 産業試験機関 
農政委員会の案として，農業試験場，畜産試験場，林業試験場等は全島各適地12カ所に，模範林は3
カ所に設置する予定であった。開発会社事業地割当が行われる際，予定地として控除され，書面上に
明示されていた。1939年の第二回農政委員会において，農業試験場は初年度15万円，次年度10万円の
設置費用が必要であり，これら経費を各開発会社に負担させ，将来政府が経営することが協議された。 
農業試験場長予定者の台湾総督府押見技師が農政委員会にも出席していたが，同委員会の自然消滅
により実現されなかった。農業開発上，特に海南島のような未知の土地を開発する上に試験機関の設
置は緊急を要したため，海南海軍特務部は，台湾総督府にその計画立案方を委嘱した。そして，台湾
総督府殖産局が1941年5月海南島農林開発応急施設として農事試験場案を提出した。しかし，海南海軍
特務部に設置された農林係は，別の案94を特務部次長宛に提出した。その時，あたかも特務部が機構を
拡充していたため，この農林係案は，実現されなかった。しかし，同年9月に特務部予算として産業試
験場と共に農林係案は正式に計上され，同年末に海南警備府の認可を受け，農業試験場の設立が決定
された。 
 
1.3 農林業連合会 
海南島に進出した農林業開発会社（別紙４を参照）は，事業の円滑な進展を促し，会社相互の連絡
を図るため，農林業連合会を組織した。同会は地域の関係上北部と南部に分れ，1941年1月に海南島北
部農林業連絡会，1941年3月に海南島南部農林業連絡会をそれぞれ設立した。その後南部農林業連絡会
は組織を強化し，1942年6月1日より海南島南部農林連合会と改称した。北部農林連絡会も各会社業務
の進展に応じ，1944年7月17日北部農林聯合会と改称し，内容業務の強化を図った。 
海南島進出農林業開発会社33社を一丸とした海南島農林業聯合会は，「海南島農林業ノ健全ナル発達
ヲ促シ其ノ完遂ヲ期スル」ことを目的とした。早くも1940年4月23日には東京丸の内会館にて，創立総
会を開催した。同年5月1日に開催された第一回委員会において，理事や委員等を選挙し組織を整えた。
事務所と事務員の都合により11月頃から事務を開始した95。同会は，中央と海南島現地との必要な物資，
資材等の斡旋を行ない，また雑誌『海南島』を発行する等海南島農林業開発のために多大の貢献をな
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した。後に海南海軍特務部は海南島開発協議会を設立し，東京にはその支部を置き，雑誌『海南島』
は同開発協議会東京支部にて編纂発行した。 
元来，海南島進出農林業会社は，本島行政機構の未確立により，内地台湾の郡農会のように地方農
村を指導奨励する業務を実施していた。しかし，交通機関の整備・海南海軍特務部機構の強化により，
海南島農林業連合会の支部機構が漸次に充実され，開発会社と支部との関係も密接になった。海南海
軍特務部農業技師小野卯一は，「特務部の開発方針を完全に通達・実施させるには，特務部本部，支部，
各進出企業の連携が極めて密接ならざるべからず。将来南北農林業連絡機関を一丸とし，全島を一農
林業聯合会にして，各支部には各々支会を置き，東京にある海南島農林業聯合会と密接な連絡をとり，
海南島農会のような形態で活動する」96と述べ，農林業連合会による海南島の発展に期待感を示した。 
 
1.4 瓊崖臨時政府農業開発機関 
 瓊崖臨時政府97は，海南島農業開発を行うために瓊崖臨時政府政務委員会・財経処に実業科を置き，
北部四県（澄邁・定安・瓊山・文昌）下の農業開発に当てた。1940年4月流水坡に瓊崖臨時政府農事試
作場，同年11月同地に種畜繁殖場を設置し，畑作物優良品種の試作・優良品種の配付・優良種畜の試
育繁殖等を行なった。1942年6月瓊崖臨時政府は，白沙模範郷試作場をはじめ，各地に模範郷試作場を
設け，優良作物の耕作と改善を図り，主要食料品の増産奨励，畜産奨励，植林奨励等を実施した。1943
年7月瓊崖臨時政府の機構が拡大・強化され，実業科は建設庁となり，農業開発・指導・奨励を担当し，
澄邁・定安・瓊山・文昌等四県政府も次々と設立された。1944年4月より，白沙模範郷試作場のような
各地に分散していた試作場は，海口市および四県の支配下に移された。海口市白沙模範郷，瓊山県東
新・烈楼・東蒼・雷鳴・東山各模範郷，澄邁県南部・長福・端渓・金安・白蓮各模範郷，定安県居丁・
仙溝各模範郷，文昌県頭苑・潭牛・舗前各模範郷等16個があった。一方，瓊崖臨時政府下の海口市建
設庁内に設置された農畜合作社は，定安・澄邁・端渓・白蓮・東山・舗前・文昌・大致坡・龍塘等各
地に分社を置き，地方農畜産物資蒐集・管理に当たった。 
 
1.5 植物検査機関 
海南島占領当初，三省連絡会議は海南島への輸入種苗に対して，植物検査を実施し，厳密に取り締
まらなければ将来農産改良上において影響が大であると考え，昭和14（1939）年12月22日付海南連一
一五号，一一九号をもって，日本内外地の植物検査所長宛に海南島向植物種苗の検査消毒の実施を依
頼した。 
しかし，海南島向種苗が各輸出港にて検査消毒され，多くの時日を費やしたのみならず，種苗の発
芽率も悪くなった。このような事態を解決するために，海南島での適切な検査機関の設置，輸出港で
の検査消毒の廃止という開発会社側の要望があった。昭和16（1941）年7月に農林業連絡会は，これら
の開発会社の要望を受けて，海南海軍特務部に発芽問題の善処を陳情した。ちょうどその頃，海口に
海南海軍特務部の機構が確立されたため，植物検査所の設置と予算も認められた。 
 
1.6 農業苗圃 
 優良種苗の普及が農産物の増産に大きな結果をもたらすことは言うまでもない。海南海軍特務部は，
日本内地・台湾その他から各種の優良種苗を海南島に導入する一方，海南島在来種の中から優良種を
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選出し，純粋種として増産・普及し，模範的栽培法による一般農民の栽培技術の向上に資した。 
 昭和18（1943）年度から海南海軍特務部は，海口，嘉積，崖県の三カ所（水田10町歩，畑2町歩）に
原種圃を直接的に経営することを計画した。嘉積は直営し，崖は南洋興発に委託し，海口は豊盈治安
維持会に委託して，第二期作水稲から経営を開始した。 
海南島内での自給自足が緊急を要することを鑑みて，海南海軍特務部は，原種苗圃を昭和19（1944）
年度から一層拡大・強化し，「農業苗圃」と改称した。各種食糧増産に必要な優良苗圃の原々種を育成・
配付し，面積をも漸次に拡大していった。その後，海口は瓊山直営苗圃を開設し，崖県は三亜附近に
直営苗圃用地を選定した。各苗圃は，何れも専任技術員を配置し，内容充実を図ると共に，優良種苗
の原々種の産出に努め，本島の食糧増産にまい進した。 
 
2．農業開発奨励事業 
昭和16（1941）年5月海南海軍特務部機構の充実により経済局第一課に農務係が設置され，各種農産
奨励事業を実施していた。 
2.1 主要作物奨励事業 
2.1.1水稲作奨励 
①蓬莱種の奨励 
 海南海軍特務部は，昭和14（1939）年2月海南島進出以来各進出企業の試作成績に基づいて，昭和16
（1941）年夏台湾総督府殖産局に蓬莱米10万石（1.5万トン）の生産計画即ち「海南島応急米増産計画」
を作成させた。昭和17（1942）年第一期作から同計画を実施し，応急的措置として万寧・崖県の主要
生産地に蓬莱米栽培指導のため，台湾からの農業義勇団を招聘し，栽培指導の徹底を期した。以後，
海南海軍特務部は軍需民需のため，蓬莱米年産10万石（1.5万トン）を目標とし各進出企業に作付面積
の割当を行ない，所要種子・肥料の斡旋を行なった。 
②在来種 
 蓬莱種の栽培は，水利至便・土地肥沃な所に主として開発会社によって行なわれたが，開発（進出）
企業の業務が進展するに従い，蓬莱種栽培に不適切な地域が増加した。台湾在来種は，海南島在来種
に比べ，品質が優れ収量も良好であることは，試作成績により明確であった。そこで，海南海軍特務
部は，これら地域に在来種を奨励する一方，開発企業未進出地区に対して，奨励・指導が全く行なわ
れていない地方が多かったため，台湾からの優良在来種の導入・普及，技術的指導を行ない，海南島
生産米の自給自足を図った。そこで，海南海軍特務部は，昭和17（1942）年第二期作から在来米増産
計画を樹立し，開発企業未進出地区に指導員として台湾からの農業指導挺身団を受けいれた。そして，
1カ所に2～3名の指導員を配置し，品種の転換と技術的指導による増産を図るほか，各開発企業に対し
て台湾在来種の作付面積の割当を行ない同品種の普及を図った。 
 
2.1.2 蔬菜果樹 
 開発企業進出地附近における駐屯軍需用蔬菜類は，それぞれ地元開発会社によって提供されていた
が，石碌・田独（別紙10：地図参照）においては，鉄鉱石開発・諸軍事施設を強化するために，多数
の労働者を必要とし，これら労働者用蔬菜果物等の需要は相当多量に及んでいた。昭和17（1942）年，
海南海軍特務部は関係地方開発企業に蔬菜栽培供出計画を樹立させ，開発企業に所要種苗の無償配布，
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農機具の斡旋を行わせ，円滑な供出を図ろうとした。昭和19（1944）年度よりさらに重要軍事施設の
増強計画に従い，果物類が多量に要求されたため，海南海軍特務部は，昭和18（1943）年8月応急果物
増産計画を樹立し，各種の種苗を台湾その他地域から導入し，蔬菜類と共に各開発企業に割当栽培を
行なわせた。 
 
2.1.3 特用作物 
①棉 
 棉が日本の不足重要資源であるため，海軍は海南島を占拠すると共に，各進出企業に対し，棉を主
作物として指示した。指示を受けた企業はすぐにその試作に着手したが，何れも病害虫の被害を受け
成功するには至らなかった。当時，虫害に比較的強い品種が台湾で育成されており，海南島の産業試
験場に試作された結果も成績が良好であった為，海南海軍特務部は，同品種を導入し，五カ年計画を
立て，軍需民需用を充足し得る原料棉の生産を企図した。その結果，昭和19（1944）年4月に海南海軍
特務部は，昭和19（1944）年を初年度とし，栽培面積を20町歩（約20ha）とし，種子を開発企業に配
布するに至った。 
②蓖麻 
 航空機用潤滑油として蓖麻子油の需要は益々加重してきたため，海南海軍特務部は，昭和18（1943）
年11月に海南島において蓖麻増産並びに蓖麻蒐集計画を樹立した。その具体策として，海南海軍特務
部は優良種・佐久間種の種子を台湾から導入・配布した一方，在来種蓖麻子の蒐集計画を併せて実施
した。蓖麻栽培の実施主体は，各開発企業・臨時政府および各学校であった。 
③落花生 
 昭和18（1943）年頃，日本内地における金肥の生産減と輸送関係等により，海南島への輸入が愈々
困難となった。海南海軍特務部は，落花生油粕の積極的生産・奨励を行い，所要肥料の自産自給を図っ
た。昭和19（1944）年5月落花生増産計画を樹立し，3年目に総作付面積を1万町歩（1万ha）とし，昭
和19（1944）年を初年度とし5万斤（30トン）の種を配布した。 
④黄麻その他繊維作物 
 海南島は黄麻その他繊維作物の栽培に適しているため，海南海軍特務部は，計画的に割当栽培を行
ない，優良品種を導入・普及し，生産の増加をはかった。昭和18（1943）年度台湾に黄麻種子15石4斗
（約2310Kg），ハルマヘラ2石1斗（約315Kg）計17石5斗（約2625Kg）を注文したが海南島に届かなかっ
たために実施に至らなかった。 
 
2.1.4 甘藷 
 甘藷は，米に次ぐ海南島の主要食糧作物として，毎年栽培されていた。秋季栽培のものは収量が最
も多かったが，品種並びに肥培管理が悪く，加えて虫害が多かったため，単位収穫量は非常に少なかっ
た（１町歩〈ha〉当たり5000斤〈300kg〉以下）。台湾の改良優良種と優良在来種は，海南島在来種に
比べ，収量が多く，各地の試作成果も良好であったため，海南海軍特務部は，台湾から多量の優良種
を導入しようとした。昭和18（1943）年10月台湾に種藷の送付を依頼し，昭和19（1944）年5月少量の
入荷があり，種藷の繁殖を行なった。海南海軍特務部は，甘藷が食糧補充作物として極めて重要なも
のと考えており，時局の推移に鑑みて，一層これを奨励すべく，甘藷増産計画を樹立した。さらに，
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昭和19（1944）年5月以降各開発会社に割当を行ない，乾甘藷生産を奨励し，その供出割当を行なった。 
 
2.1.5 雑穀類 
 大豆，玉蜀黍等につき，海南海軍特務部は，昭和17（1942）年優良種子を導入・配布し，その普及
による増産を図ったが，成績が不良で拡大に至らなかった。なお，海南海軍特務部は，昭和18（1943）
年10月台湾総督府に麦，粟，玉蜀黍，黍，大豆，小豆，蕎麦等優良種子の導入斡旋を依頼した。 
 蕎麦は九所，崖県地方に従来から栽培されている作物であったため，海南海軍特務部は，昭和18（1943）
年生産の種子2石（300kg）を買収し，昭和19年秋に島内各地に配布した。 
 
2.1.6 緑肥並びに堆肥舎建設奨励 
 有機質が極度に乏しい海南島の土壌を改善し，作物の増産を図るには，緑肥の施与が必要であった。
海南海軍特務部は，緑肥，堆肥等自給肥料の奨励を昭和17（1942）年以来，各開発会社に指示し，緑
肥に対して，台湾から各種優良種苗を導入・配布・普及することを計画した。また，海南海軍特務部
は，堆肥の増産施与に対して，昭和18（1943）年50棟，昭和19（1944）年度950棟の簡易堆肥舎（棟当
り補助金200円の交付，堆肥堆積用に使用する農具類の貸与）を各開発会社に建設させることを計画し
た。 
 
2.1.7 甘蔗 
 海南島占領初期（昭和14〈1939〉～昭和16年〈1941〉年はじめ）の農業機関・農政委員会の農業計
画は，甘蔗を積極的に奨励しない方針を採っていた。しかし，進出企業中の製糖会社は大茎種を導入
試作した結果，生育が在来種より良好であり，かつ改良工場における製糖の歩留も優れていた。製糖
会社は優良蔗苗導入の許可を受け，台湾およびその他地域から甘蔗種苗を導入し，漸次に栽培面積を
拡大し，製糖原料の生産を行なった。また，各製糖会社は，改良赤糖工場を建設したほか，6社10工場
中の6工場は，補助として旧式糖廍を利用し，砂糖の圧搾を行なった。 
 
2.2 種苗導入斡旋 
 昭和14（1939）年2月海南島占領以降，農政委員会は開発企業用優良種を取りまとめて輸入していた。
優良種の多くが会社毎に台湾または日本内地から導入されていた。しかし，昭和16（1941）年以降種
苗の供給量が多くなったため，海南島農政を担当する海南海軍特務部はそれを一括に導入しようとし
た。特に蔬菜類について，特務部は軍需部と連絡の上，導入配布を行なった。導入した各種苗の配布
状況は，別紙1「台湾産種籾導入配布表」・「蔬菜種子年度別導入数量表」・別紙2「特用作物種子年度別
導入表」・「果樹種子年度別導入表」を参照されたい。 
 昭和16年～昭和18年（1941-1943）の3年間台湾から導入された種苗は蓬莱種3品種，台湾在来種4品
種，台拓産白米粉1品種総計65万斤（390トン）に達した。昭和16（1941）年蓬莱種の台中65号と高雄
10号の各6万斤（36トン）が導入され，昭和17（1942）年から，蓬莱種は，台中65号および高雄10号の
代替種である嘉南2号が導入されるようになった。蓬莱種を嘉南2号に変更導入された原因は，恐らく
日本種同士の組み合わせからできた台中65号より，台湾在来種の遺伝子を含む嘉南2号のほうが，海南
島の気候と土壌により適していたのではないかと考えられる。 
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また，昭和17（1942）年から蓬莱種の導入数量が激減し，導入米種の大半を占めたのは菁果粘・敏
葉・台拓産白米粉等の台湾在来種であった。この変化は，主に台湾総督府殖産局が海南海軍特務部に
提出した昭和17（1942）年度在来米増産計画によるものであったと考えられる。 
 さらに，会社別に見ると比較的に多くの台湾種を導入した会社は，台湾拓殖・明治製糖・南国産業・
スマトラ拓殖・大日本製糖等大企業であった。昭和16（1941）年度の導入数からみると，台湾拓殖は
約8万斤（4.8万㎏）の蓬莱種を導入し，全体導入数量12万斤（7.2万㎏）の67％を占めており，蓬莱種
栽培の主力であった。 
 「蔬菜種子年度別導入数量表」を参考すると，台湾から導入された蔬菜の種子は，合計約8万5千合
（15300ℓ＝12750kg）で，主に大根・白菜およびスイスチャード（不断草）・春菊等の青葉野菜品種で
あった。現地海軍に需要とされたこれら蔬菜の共通点は，海南島での栽培周期が短く，生育しやすい
点にあったため，多く導入されたと考えられる。 
その他，特用作物が主に昭和17（1942）年から導入され，果樹が昭和18（1943）年だけ台湾から導
入された。 
 
2.3 肥料の導入斡旋 
開発企業が海南島へ進出した当初（1940年頃），必要とした肥料は農政委員会において斡旋導入され
た記録が残っている。しかし，具体的な内容についての資料は発見されていない。昭和16（1941）年5
月海南海軍特務部・農務係が成立し，各種作物生産計画を樹立した。それに伴い各社から年度始めに
特務部に提出した計画書により，必要な肥料は，物動物資の関係上特務部物動係の査定を受け，海南
海軍特務部によって日本内地から導入された。さらに，不足分に対しては台湾総督府から援助を受け，
または上海・満州方面から入手された。導入肥料は各社の作付作物，特に水稲の計画面積に従いその
都度，海南海軍特務部によって割当て配布が行なわれた。海南海軍特務部による自給肥料・緑肥の奨
励に伴い，緑肥の優良種子は海南海軍特務部によって台湾から導入された。肥料と緑肥種子の導入配
布は別紙2「肥料導入配布表」・「緑肥導入配布表」を参照されたい。 
 別紙2を見ると，海南海軍特務部によって昭和16年～昭和18年（1941-1943）の3年間に導入された肥
料は5730トンに達し，昭和16，17（1941，1942）年はそれぞれ2900トン，2300トンを導入していたの
に対し，昭和19（1944）年は僅か500トンで，日本の戦況の悪化による海上交通の断絶と原料不足の状
況を反映していたと考えられる。緑肥は昭和18（1943）年と昭和19（1944）年の2年間に1.4万石（2100
トン）を導入されたが，上記と同じような状況を反映した。また，緑肥の導入先は殆ど台湾農会であっ
たが，海南島進出企業の南海興業・台拓も緑肥を供出し，2年間に導入された緑肥の価額は，合計21,700
円に達していた。 
 
2.4 農機具の導入斡旋 
 海南島農民の使用する農具は，地方により異なるものが多く，北部と南部の農法が異なるため，使
用農具の様式もまた異なっていた。その種類は台湾より多かった。 
例えば，稲を収穫する時の農具の使用法を見てみよう。 
 
北部は稲株の根元から刈り取り，面積の広い場所では脱穀桶を水田中に運び入れ，直ちに脱穀す
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るに対して，南部一帯は黎族の農法と見るべき，稲株上方の1/3から刈り取り，把（束）とし，脱
粒は広庭に集積し，牛を引回し，牛脚をもって脱粒する方式を採っている。また，北部地方一般
的に使用している牛車は大輪の二頭式であるに対して，南部一帯には一頭の小型牛車となってお
り，嘉積万寧地方には牛車が全くなく，全部担送に依存している。さらに，集約的で地味良好な
地方には，水田除草器（在来式）を使用し，海口附近においてはきわめて粗末な足踏み脱穀機を
使用する等，その他掲げられない各種各様な地方的特色がある。従って，使用する農具の種類も
多く，何れも粗末で原始的域を脱せず，非能率的なものが多く，農具の改良・普及は農耕上強い
て農生産物増産上緊要な事項であった98。 
 
各農林開発会社は事業地進出と共に，日本内地・台湾等から優良農具を導入し，本島農業開発上に
資すべき所が大きかった。海南海軍特務部の機構充実と共に，特務部下の経済局第一課農務係は農具
方面の業務を分担し，必要農具の導入斡旋を行なっていた。また海南海軍特務部は米穀増産計画を実
施するため，農業義勇団・農業指導挺身団等を招致し，指導上に必要な農機械具類（鍬・草刈鎌・稲
扱機・採切機・磯野深耕犂等）を携行させ，海南島農具改善上優良農具の導入に努めた。また，農務
係は，福大公司が海口鉄工所を設置すると，農機具の製作を行うように指導したため，海口鉄工所の
設備の充実と共に，必要な農具を製作しつつあった。なお，海南島における精米設備については従来
原始的な方法によるものであったが，台湾から精米工場の遊休工場19工場分を昭和17（1942）年末に
導入し，各方面にわたり農機具の改善，加工用農機具の導入斡旋等を実施してきた。農務係は，昭和
16年～昭和19年（1941-1944）にかけて，動力籾摺機・脱穀機・深耕犂・台湾鎌等を導入し，各会社に
配給した。 
 
2.5 農田薬剤の導入斡旋 
農作物の栽培・増産上において，病害虫の被害による駆除予防は，増産奨励のために欠くことので
きない重要な対策であった。従来，海南島においては，農業は何度も指導奨励されてきたが，病害虫
駆除予防方法に対して，殆ど知識がなかった。開発企業が各種作物の栽培奨励を実施した際，病虫害
の発生が判明した。しかし，農業用薬剤導入は円滑に進まず，技術指導員も不足していることにより，
病害虫発生の防止が徹底できなった。そこで，経済局農務係は，昭和18（1943）年から物動計画に基
づき農業用薬剤の獲得を図り，植物検査所の職員を技術指導に当て，病害虫発生の防止を実施した。
農業用薬剤は，砒酸石灰・大豆展着剤・水銀製剤一号・除虫菊粉・除虫菊乳剤・銅製剤二号等種類を
含め，主に昭和18（1943）年に，三亜地区・北黎地区等地区別に導入配布され，その合計は25000Kgで
あった。 
 
3．水利事業 
日本占領以前の海南島における水利設備の状況は以下の通りである。海南島政府は太陽渓の水を利
用して万寧県の平野約20町歩（20ha）に灌漑した。しかし，寧遠渓支流の水を堰止工事により崖地方
を灌漑するもの等は，合計約22，23町歩(22ha,23ha)に過ぎず，溜池を設置して利用するものが全くな
かった。水稲第一期作は主として湧水を利用して農業用水として活用するが，足踏み水車を利用した
汲み上げ式の灌漑方法を採っていた。その他の大部分は5，6月頃の降雨に頼る水田（即ち「看天田」）
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である。しかし，排水不良のため，浸水の被害を受ける地方が多かった。つまり，当時は，水利施設
が皆無に等しい状態であったと言える。 
海南島は台湾とほぼ同面積で，耕地面積も相似しており，人口は台湾の３分の１程度であった。当
時の海南島は毎年外米を輸入し，平均10万石（1.5万トン）内外に達していた。しかし，台湾は既に米
は島内の需給を満たし，年額約500万石（75万トン）を島外に移出する状態にあった。その原因は，海
南島の土質が台湾よりやや劣っていたことは事実であるが，台湾は指導奨励法を徹底した一方，水利
設備に多大の努力を施していた。これに対して，民国当時の海南島政府は生産性を向上するための指
導・奨励を実施していなかった。また，米の生産に最も関係のある水利施設を少しも考慮していなかっ
た。そのため，降雨量の多寡によって，その年の豊凶作に大きな影響を及ぼしていたと考えられる。 
 水利施設を完備することは水田による稲作にとどまらず，当然，あらゆる作物栽培にも大きく関係
していた。それゆえ開発企業が，海南島各地に進出し，各種作物の増産計画を実施する際，最も注意
すべき重大事業が水利整備であった。海南海軍特務部は進出地域の水利事業を計画するための水利係
を，海南海軍特務部経済局第一課内に置いたが，その事業の重大性に鑑みて，昭和18（1943）年10月
よりこれを独立させ，新しく第七課を設置した。しかも水利事業に対し多額の補助金を交付し，水利
設備の完成による生産物の増産安定を図るため，第七課は，昭和19（1944）年～昭和29（1954）年ま
での「水利開発10カ年計画」を制定し，海南島に進出した日系企業とともに，水利事業に着手した。「水
利開発10カ年計画」は以下のように制定された。 
（1）耕地に関して， 
 ①「水田」 
海南島現在耕作中の水田面積24万町歩（ha）の中，3割の二期作田を6割までに造成し，未墾の荒
蕪地14.7町歩(ha)の中，4割は二期作田，5割は一期作田となり，合計の水田面積は372,300町歩(ha)，
作物面積は574,100町歩(ha)となる（作物面積は，二期作田の場合，倍となる。例えば，二期作田
１町歩を2町歩と計算する）。 
 ②「旱田」 
海南島現在耕作中の旱地6万町歩(ha)の中に，1.5割は二期作田，１割は一期作田となり，荒蕪地
の中に，２割は一期作田と二期作田となり，獲得できる水田面積は，合計18,000町歩(ha)，作物
面積は28,500町歩(ha)となる。残りの耕地は，普通の旱田は24500町歩(ha)，二年輪作および三年
輪作旱田は24,500町歩(ha)，合計49,000町歩(ha)を獲得できる。 
① 「草林地」 
海南島の草林野地1,566,000町歩(ha)の中，低くて平坦な部分の5割は耕地，0.5割は二期作田，1
割は一期作田となり，獲得できる水田面積は合計235,100町歩(ha)，作物面積は313,600町歩(ha)
である。また，1.5割は普通旱田，2割は輪作旱田となり，獲得できる旱田面積は合計508,000町歩
(ha)である。 
  
以上の水田，旱田，草林地に水利開発をすれば，水田面積624,400町歩(ha)，水田作物面積916,200
町歩(ha)，旱田面積557,000町歩(ha)（その中輪作旱田337,700町歩〈ha〉）が新たに獲得できると試算
された。 
（2）生産量に関して， 
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 ①「米」 
水田の町歩当たりの生産量は，水利施設の完成により，毎年平均籾10石（1500kg）となり，合
計籾9,162,000石（137.43トン）を獲得でき，即ち現在の生産量の6倍強になり，台湾の生産量
と匹敵する。さらに現在台湾の農具，肥料等を導入すれば，町歩当りの生産量は平均15石（2250kg）
となり，総生産量は13,743,000石（206.145トン）となる。 
 ②「甘蔗」 
旱田の中，暫く輪作の旱田を3年1作とし，甘蔗を栽培する。町歩当りの生産量は10万斤（60ト
ン），坪当たりの砂糖を10％と計算すれば，赤糖の生産量は，11,257,000担（67.542トン）とな
る。しかし，実際は二年輪作の旱田は相当に多く，種蔗を増やせば，収穫できる生産量は現在
台湾の２千万担（1.2億kg）を突破できる。 
 ③「棉」 
輪作旱田を３年１作とし，棉花を栽培する。町歩当りの生産量を5担とすれば，年産量は56万担
（3360kg）となる。 
④「その他」 
灌漑および非灌漑の旱田の中，輪作を除外しても，22万町歩（ha）があり，現在の面積の4倍で
ある。輪作旱田を1/3増加すれば，33万町歩（ha）となり，現在面積の5.5倍である。甘藷，胡麻，
花生，黄麻，苧麻等の作物を栽培し，産量の増加に資する所が大きい。 
 
以上，水利開発により，米・甘蔗の生産量は台湾と同じレベルまで向上し，棉・麻等の繊維作物，
落花生等経済作物の生産量も増加することが計画されていたことが分かる。 
 
（3）水利開発の方針 
 ①当初から耕作されていた一期作の田180,000町歩（ha）中50％に水利施設を建設する。さらにその
中から半分を旱作田とし，半分を二期作田とする。 
 ②当初から耕作されていた二期作田60,000町歩（ha）（作物面積は120,000町歩）中，30％の水田に
水利工事を実施し，旱害を防止する。 
 ③非耕作田147,000町歩（ha）の中40％の耕作田に水利施設を建設する。さらにその中から，25％を
旱作田とし，15％を一期作田と二期作田（半分ずつ）とする。計画によれば，水利改良を行なっ
た10年後，水田は107,100町歩（ha）を獲得し，灌漑旱田は59,700町歩（ha）を獲得できる。米穀
の自給および一般作物の増産は，最小限度に達成できる。 
 
ここでは，10年後の昭和29（1954）年最小限度の水田地帯の水利改良計画を以下の表2-5のように記
す。以上は，海南島水利開発10カ年計画（昭和19〈1944〉年～昭和29〈1954〉）の内容であった。別紙
3「応急大規模水利改良事業実績」からみると，終戦まで，海南島での水利施設は，65カ所があり，15
カ所が完成できなかったが，その他大部分は，すでに竣工していた。また水利施設事業費は，合計約
472万円であり，受益農田面積は1万2千町歩（ha），米の増産量は35,612石（5341.8トン），その他野菜
類の増産量は4000余トンに達していたことが分かる。 
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表2-5：水利改良計画 
作田 改良/非改良別 面積 作物面積 籾産量 備考 
一期作田 改良 45,000 90,000 45,000 外に灌漑旱田
45,000町歩 非改良 90,000 90,000 90,000 
小計 135,000 180,000 135,000 
二期作田 改良 18,000 36,000 360,000  
非改良 42,000 84,000 420,000 
小計 60,000 120,000 780,000 
非耕作田 改良 44,100 66,150 661,500  
計 改良 107,100 192,150 1,821,500 外に灌漑旱田
9,700町歩 非改良 132,000 174,000 870,000 
小計 239,100 366,150 2,791,500 
出所：林纘春『海南島之産業』pp.176-177，非耕作田は，一期作田22050町歩，二期作田22,050
町歩，灌漑旱田14,700町歩を含めており，全体の平均町歩当たり産量を7.6石として計算した。（十
年後最小限度）面積：町歩，産量：石（1石＝150Kg） 
 
 
また，各地地域の水利施設をみると，大規模なダム建設はなく，主として水路の開鑿と溜池の建設
であった。前節「海南島農業調査の実相」において，調査員八田與一，寺林清一郎が「大規模なダム
よりも貯水池・溜池の建設が緊要である」と提言していた。また，京都帝国大学教授可知貫一は海南
島農業水利を調査した際，海南島の地理的条件と経済条件から「溜池」の建設が最も合理的であると
述べている99。これは，調査の提言と実際の開発と一致していたことを表わしている。また，溜池，排
水路の修築によって，洪水の氾濫がなくなり，農業用水が確保され，農業生産が向上したことは，海
南島民を大きく驚かせた100。 
 
4．土地処理 
 海南島土地問題の緊急性は，昭和15（1940）年台湾総督府殖産局の調査によって，以下のように指
摘された。 
 
海南島進出企業の試作地は果たして民有地であるのか，あるいは国有地であるのか，根拠となる
ものはない。幾十万町の割当地を獲得するため，買収，賃貸等によるのか，その他，新政府（海
南島臨時政府）の認めるところに従って権利の設定を確立することが肝要である101。 
 
また，同15（1940）年に開催された第三回農政委員会議において，会議の進行をつとめる山下知彦
大佐と会社側（南洋興発株式会社）の松浦諒助は土地問題についての以下のような議論を行なった。 
 
山下：土地問題ハ…一番至難ノ問題デアラウト思ヒマスカラ，…土地問題ノ解決ハ成ル可ク既成
ノ事実ニヨッテ押シ進メテ行ク様ニシタ方ガイイト考ヘマス，ハッキリシタ所有権（証憑）ヲ持ッ
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テ居ル様ナモノハ極少人数デアラウト思ヒマス，各社ガ仕事ニカカッタ場合当然収用サルベキ土
地デモ彼等ハ相当ニズルク出ルモノト思ヒマス之等ハ強気ニヤッテ欲シイ，後デ又適当ノ方法ヲ
トレバイイト思ヒマス。 
松浦：支那大陸デノ一般ノヤリ方ヲ見テ居ルト一ツノ事業ヲ始メル場合少シダケ買収シテ残ハ後
デ漸次手ヲツケテ行ク様ニシテ居ルガ之ガヨイノデハナイカ。即漸進主義ヲトルノガヨイト思ヒ
マス。タバオモソノ通リヤッテ居ル。満州ハ地権全部ヲ持ッテ居ルガ此処デハ如何。 
山下：本島ハ政府ノ管理デアッテソノ使用権ヲ各社ガ持ツコトニナル。…… 
山下：土地使用料ノ問題ハ権利金ナシデ使用シ得ルノデアルカラ民有地ノミニ適当ノ処理ヲトッ
テ貰ヘバイイ。其為ニ土地ニ対スル投下資本ハ極少デイイト思ヒマス。土地ノ買収ハ第二義的ニ
考ヘテ之ヲ甘ク説得シテ安ク使フ事ヲ一義的ニヤッテ欲シイ。 
松浦：買収出来レバ其ノ方ガヨイ様ニ思フ。水利組合ヲ造ルト云フ様ナ口実デヤレバイイト思ヒ
マス。 
山下：陳情書ノ内容モ買収ヲ一義的ニ考ヘテ居ラレル様デアッタガ。コレハドウシテモ二義的ニ
ヤッタ方ガヨイト思イマス。今露骨ニヤルト彼等ノ不安ヲ増スバカリダラウト思ヒマス。然シ将
来水利問題，経済問題其他デ押ヘテ将来ガ我儘ヲ云ハセヌ様ニ出来ルト思ヒマス。102 
 
 以上の土地問題に関する会談の内容を見ると，三省連絡会議側は，会社開発用の土地収用について，
証拠を提出できない土地所有者に「強気でやってほしい」と会社側に指示する一方，民有地に対して
「説得」を優先にして，「買収」は善後策とすることを指示し，慎重に対応しようとする方針をとった。
しかし，このような措置は，あくまでも法的根拠はなく，開発企業の土地確保にとっては不充分な政
策であった。 
海南海軍特務部は，海南島の農林開発を目的とし，根本的土地対策を樹立した。具体的には，海南
海軍特務部は，進出企業の開発用地を確保するために，昭和17（1942）年7月，『開発企業土地処理実
施計劃』，『海南島不在者財産処理令案』を含む『海南島土地処理要綱案』を発布し，諸行政の基礎と
なる土地制度を確立しようとしたのであった。 
まず，海南島の「主権」をめぐって，海南島現地海軍と外務関係者の間に軋轢を生じた。海南海軍
特務部が作成した要綱は，次のことを記述している。 
 
本島ノ統治権ハ帝国ニ於テ之ヲ保持シ…諸行政ノ基礎トナルヘキ土地制度ヲ確立ス 
「最高行政官庁」ヲ海南海軍特務部トス，「官有」ヲ三省連絡会議所有トス103 
 
これらの文言に対して，現地外務省関係の笠原原太郎は，「（此レハ）帝国ノ実力カ永久的ニ本島ニ
及フモノト仮定シ本制度ヲ実施セントスルモノ…近衛聲明，日支基本条約ニ重大関連ヲ有スル…中央
ニ於ケル本島処理問題ノ決定ヲ俟テ措置スル」104述べ，三省連絡会議における本要綱への承認を保留
した。海南島現地陸軍は，この要綱を基本的に賛成した。そのため，海南海軍特務部の藤原海軍大佐
は，外務省東亜局第一課長太田一郎に対し，海南島土地処理および地籍整理等の緊要性を説明し，南
京関係（汪精衛政権）を考慮した上で『開発企業土地処理実施計劃』を会社に説明するほか，『海南島
不在者財産処理令案』を含む『海南島土地処理要綱案』を極秘として関係者のみ水面下で実施すると
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いう意見を提出した。結局，太田第一課長の「調令海軍側ヨリ発出」するという返答により，現地海
軍と外務省関係者との対立が収まり，事実上の海南島政令の発布機関は海南海軍特務部となった105。 
次に，『海南島土地処理要綱案』により，海南島の土地処理，土地制度，土地政策に関する具体的内
容を考察すると，以下の通りである。 
 
方針：本島の土地制度は軍事基地の確保と国防上重要資源の開発を重点に置き，速やかに之を確
立すること，現行制度に基本的な変革を施し，漸進的に喫緊有効な政策を的確に実現すること，
私権の擁護に偏らず緊要な助成と統制を加え，土地の効用を全面的に発揚すること106 
 
即ち，土地制度の確立は，海南島の資源開発上・軍事戦略上において，非常に重要であることを示し
ている。また，本要綱の実施要領は，地籍整理機構の整備・土地制度確立の方向・土地政策の確立を
含む一般処理事項と開発企業の土地処理という戦時下の緊急処理事項との二項目に分けて規定された
107。 
（１）一般処理事項 
地政局の設置について，地政事務は海南島施政の中枢となる重要部門に属し，強力な下部機構を包
摂する実施機関・地政局の設置が必要であった。そのため，海南海軍特務部は，地政局長の下に三課
（総務，業務，地政），一養成所を設け，地方行政官庁にも地政課を設けており，以下の所管事項を担
当させた108。 
 
① 総合立地計画に関する事項 
② 土地制度ならびに政策に関する事項 
③ 土地の統制管理ならびに改良に関する事項 
④ 都市計画に関する事項 
⑤ 官有地の管理処分に関する事項 
⑥ 地籍の整理ならびに管理に関する事項 
⑦ 土地旧慣の調査に関する事項 
⑧ 土地権利の公証に関する事項 
⑨ 土地裁判に関する事項 
⑩ 土地賦課に関する事項 
⑪ 行政区画に関する事項109 
 
さらに，海南海軍特務部は，以上の総合的立地計画，地籍審査および土地制度政策に関する重要
事項を実施するために，学識経験者を選抜し，地政審議委員会を設立させ，地政全般の円滑な運営
を期待していた。 
 土地制度について，土地制度の確立は諸般の政治と社会活動に影響するところは甚大であり，慎
重に行う必要があった。まず，土地所有者の形態について，海南海軍特務部は，以下のように規定
した。 
 
土地私有の既成事実を保護し，民心の安定と社会経済秩序の維持を図ること 
一切の土地取引に統制を加え，許可制とするほか土地の国家管理を行うこと 
官荒無主地，不明地主地，逆産地110を処分して官有地とすること111 
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また，従来の公証制度である契紙（契約書）あるいは地券の発給と登記事務は事実上停滞してい
た。応急的に措置を講ずるために，海南海軍特務部は従来の登記事務を廃止し，恒久的土地権利の
公証制度を確立した。よって，海南島の土地制度は，地籍に基づく簡易登録制度および土地取引の
許可制を採用し，登録を効力発生の要件としていたのである。 
 土地政策について，海南島土地政策の樹立は，基本的構成（地籍の完備・総合立地計画の樹立）
と上層的構成（一般的政策・その他必要な土地政策）という2項目によって構成されていた。その具
体的内容は，次の通りである。 
 
農地に関しては，農地の管理，即ち土地改良・耕地整理・耕地面積の増加・植栽物の指導統制（生
産物の集荷統制と関連する），小作制度の合理化，即ち小作料の低減・小作権の擁護，自作農創設，
即ち不耕地主の漸減・農地農有と家産制への漸進 
林野に関しては，森林並びに牧野の立地計画をすみやかに樹立すること112 
 
また，海南島の市街地や軍事用地などに関してもそれぞれの規定が制定された。海南島の特殊事
情を鑑み，黎界土地法（特殊民族の保護と産業開発の二面性），特殊土地の処理（族田等の保護），
官有地の管理処分などについての土地政策も制定された113。 
 
（２）緊急処理事項 
「応急処理要項」としての土地処理は，昭和15（1940）年11月に決められていたが，諸般の事情に
より実施されなかった。昭和17（1942）年海南島の土地制度に対する全般的検討が行われ，土地処理
に関する根本方針，いわゆる『開発企業土地処理実施計劃』が確立された114。開発企業の土地処理は，
当面最も緊急に処理すべき土地行政としてあげられ，土地使用に関する下部統治機構の整備が急がれ
た。各企業は，軍の必要とする食糧生産の確保と営利会社としての事業経営という二面的性格をもっ
ていたほか，海南島の現状からさらに農事指導即ち増産・集荷と土地金融等の国策的統制機関として
の活動も期待された。ここでは，この新しい職分を完遂する能力を持つ企業と，それを完遂できない
企業に区分され，前者は統制機関としての特殊権限と任務を負荷され，行政機関の一種として統制管
轄区域を管理した。後者は，単に資源開発企業としての職分を負わせ，適地適作主義により，地域を
選定し，地政局の統轄斡旋により土地を取得することが規定された。 
まず，各進出企業は，三省連絡会議から指定された事業区域内の土地を獲得するために採られた手
順および方法などについては，以下のようにまとめられる。 
 
①各会社は会社の事業区域において会社が直接経営に関わる試作地，苗圃，農場，事業場，建物
敷地その他経営上必要とする用地に限り，指導奨励地である民有地をその中に含まない。 
②土地処理にあたって官有地，大地主の土地（軍閥，官僚，高利貸的商人が既往の権力を濫用し
搾取した土地）を選定し，以下の地域即ち，軍用地，公用地および公共用地，都市および部落地，
建物用地，族田・学田・廟田，零細自作農地を避ける事とする。 
③払い下げ及買収は治安維持会を通して行なうこと，土地評価は日華事変前の売買の実例慣行等
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を参酌し適正価格によるべきこと，処理地内の家屋，工作物そのた地上物を処分する場合，適当
な補填をなすこと。 
④会社は住民及治安維持会と折衝して円満を期し，将来に禍根を招かないように留意し，充分慎
重を期すること。土地処理完了後，会社は所在部隊長を経由して海南海軍特務部総監に報告する
こと。 
その他，各会社は土地取得時あるいは土地取得後の措置を元地主の生活に「十分ナル配慮」を加
えることが義務付けられていた。115 
 
以上からみると，進出企業は土地処理の主体として，治安維持会を通して，経営上に必要な土地を
選定し，「適正」な価格で土地を買収し，「円満」な結果を得ようとした。もう一つ注目に値すること
は，公共用地・族田・自作農地等一般農民の土地が特殊権利関係のあるものとして処理対象地から除
外され，大地主の土地が主な処理対象地としてあげられたことである。そして，海南海軍特務部は，
この政策を順調にすすめるために，戦乱で海南島を去った多くの大地主や財閥の土地に対し，「其ノ権
利ヲ抛棄」したと見做す『海南島不在者財産処理令案』（1942年）を出した。この法令案は，土地所有
権に対して「所属明瞭ナラズモノ…，所有権者ノ所在不明ナルトキ又ハ適正ナル管理者ナキトキ」，通
告から六カ月以内に申告ない場合，その土地権利を放棄したと見なすとし，強権的に土地を収用しよ
うとしたものである116。 
この土地要綱に対して，笠原総領事が東郷外務大臣宛の書類（「海南島土地処理要綱ニ関スル件」昭
和17年8月29日）によると，以下のように述べている。 
 
台湾拓殖当地支店長河原ノ農林関係開発企業側ノ意向トシテ，（外務省在海口帝国総領事館外務書
記生：筆者記）金子（佐市）に語ル処ニ依レバ（一）現在各開発企業ノ直営事業地ハ地主ノ有無
ニ拘ラズ「海軍用地」トシテ無償使用ヲ許可サレ居リ，開発上何等支障ナシ。（二）会社側ニ於テ
ハ客年来（1941年）事業地買収ノ予定ヲ以テ，農耕地ヲ上下中ノ三等級ニ分ケ，上ハ300圓，中ハ
200圓，下ハ最低50圓見当ノ買収価額ヲ決定，既ニ調査ヲ完了セルガ，右等級ハ収穫高ヲ基準トシ
テ居ル処会社側ノ指導ニ依リ漸次増収ノ傾向ニアリ，従テ，会社側トシテハ買収価額ガ騰貴スル
ノ惧アルニ付速ニ買収実施ヲ希望シ居レリ。（三）灌漑水利事業（七月二十三日附秘第四一八号参
照）ハ土地問題ノ解決セザル今日各社トモ之ニ多額ノ経費ヲ支出スルヲ躊躇シ未ダ着手シ居ラズ。
（四）会社側ハ毎月海軍特務部ニ於テ開催セラルル農林関係懇談会ニ於テ常ニ土地問題ノ解決方
ヲ海軍側ニ申入レツツアチタル処最近ノ懇談会ニテ海軍側（藤原政務局長）ヨリ近ク本件根本問
題決定スルニ付暫ク待タレ廣キ旨明言アリタリ。 
従テ右ニ依リ案ズルニ現ニ会社側ハ何等ノ問題ナク土地ヲ無償使用シ居ル開発上ニハ影響ナキニ
拘ラズ海軍側ガ本件至急解決ヲ要望シ居レルハ土地問題ニ引掛ケ。此ノ際本島ノ帰属問題ヲ決定
セントスル政治的理由ノ外南方諸地域ニ比シ経営ニ不利ナル条件ヲ忍ビ開発ニ従事セシメツツア
ル所会社ヲシテ将来本島ガ日本側ニ帰属セザル場合所有権ヲ獲得シ得ザルニ至ルベシトノ不安ヲ
成ルベク除去シ経営ニ邁進セシメントスルニアルヤニ存セラル。尚ホ本島処理問題ニ関シ河原ハ
信スベキ某高官ノ談ナリトテ「近衛声明ハアルモ本島ハ我方ニ於テ領有スルコトニ裏ニ閣議決定
ヲ見タル処之ガ発表ハ本年末頃トナルベシ」ト語レル趣ナルガ右ハ現地海軍ノ意向ガ今後何等カ
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ノ形式ニ於テ閣議決定ヲ取付ケントスル意向ノ反映ナリト考ヘラルルモ万一事実ナリトセバ本官
含ミ迄ニ経緯御回電相煩度シ117。 
 
以上からみると，開発企業の台拓は，開発用地の確保は問題がないが，買収地の値段高騰の可能性が
あるため土地処理を早急に実施することを熱望していた。また，海南島主権帰属問題の未確定により，
進出企業は莫大な投資を要する水利開発に着手できないという心配事を抱えていたため，海南島領土
問題の早急解決を期待していたことがわかる。海南島土地利用に関して，もっとも注目すべき点は，
地主の有無に関係なく，会社側事業地内の土地が無償に使用できることであった。 
『海南島土地処理要綱案』（1942年）という法令の特徴を考察すると，一般処理事項としての土地制
度に関連する組織機関の設立，土地制度の方向性，土地政策確立等は，平和時期の政策というイメー
ジが強く，海南島内の中国国民党・中国共産党のゲリラ活動による治安不安定および海南島外の太平
洋戦争という戦時中の時勢に合わないため，実行されることはなかったと考えられる。一方，応急処
理事項としての開発企業の土地処理は，海南島の時勢に応じた緊急政策であり，『海南島不在者財産処
理令案』（1942年）等の法令に基づいて，土地権利の収奪あるいは買収等の手段を通じて，進出企業の
海南島土地確保の最大障害を排除したと考えられる。 
また，諸法令により，土地を「合法」的に入手し，土地問題を解決した各進出企業は，一部会社の
役割分担は生産経営であるほか，海軍側の代理人として，事業区域内の行政機能を果たし，海南島の
基層的統治を担当した。 
 
 
第五節：日系企業の農業経営状況 
1．開発企業の進出状況 
第一節にも述べたが，三省連絡会議は，海南島の農業開発政策を制定するため，海南島農林開発に
関する諸問題の意見調整の場として，農政委員，軍側と日本内地及び台湾から招致されてきた農林開
発企業をメンバーとする農政委員会議を３回にわたって開催した。その際に，多くの開発企業が軍の
要請に応じて海南島進出を果すこととなった。第一回農政委員会議は，昭和14（1939）年7月6日には，
東京芝山内水交社において開催され，海南島農林業開発の大綱が協議された（記録がないため，詳細
不明）。２カ月後の9月23日，３日間にわたる第二回農政委員会は，海口日本総領事館において開催さ
れた。下記は，委員会での決定事項である。 
 
治安関係確保ノ実情ヲ視テ可能ノ範囲ニ於テ調査スルコト 
調査研究ノ結果ハ全部之ヲ提出スルコト 
調査関係事項ハ時局ニ鑑ミ一切機密保持厳守ノコト 
凡テ現地帝国官権ノ命令指示ヲ厳守ノコト 
標本採種ノ場合各標本二個ヲ提出ノコト118 
 
上記指令により，第二回農政委員会会社側の代表者は，海南島の調査を命じられた。調査を命じら
れた企業代表者は，昭和15（1940）年1月～2月にわたり，２つの班に分かれ，海口―澄邁，海口―文
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昌―邁号―頭〓（判読不明），海口―三亜（海上）―崖―三亜―万寧，三亜―白馬井―新〓（判読不明）
―儋縣―海口（海上）とそれぞれ，現地調査を行なった。同年2月6日～8日海口「ホテル」で第三回農
政委員会議が開催され，企業側の参集者は32社に上った119。第二回，第三回農政委員会の出席者・議
案等詳細な内容は，表2-6の通りである。 
 
表2-6：第二，三回農政委員会 
参加者・議案 第二回農政委員会 第三回農政委員会 
農政常任委員 山下嘱託，三浦嘱託，田中嘱託，春日井嘱託 
進出企業 別紙4「農林業開発会社進退一覧」を参照。参加者名前を省略 
三省連絡会議 
前田情報部長，今田参謀，
神谷砲兵少佐，平田書記生 
前田特務部長，松永大佐，北浦大佐，中
瀬大佐，立見主計中佐，瓜生機関少佐，神
谷砲兵少佐，平田書記生，白井書記生 
其他集合者 
福田台北駐在武官，押見台
湾総督府技師 
速水台湾総督府属，台北海軍武官輔佐官
市吉機関少佐 
議案 
①農業計画並実施計画の検討，②各社の事業分担，③各社多角経営にお
ける副業の種類，④試作関係事項，⑤農業林業および畜産業の地域配分，
⑥島民の指導方法，⑦土壌調査，⑧農業移民，⑨土地問題，⑩種苗の準備，
⑪肥料，⑫気象，⑬資本，⑭灌漑（農林土木），⑮研究機関，⑯各社事業地
の配分 
出所：『海南島農業政策関係』JACAR（アジア歴史資料センター，Ref. B05013049000）1939年，0312-0313，
0359-0361 
 
表2-6をみると，三省連絡会議側から陸・海・外三省からそれぞれ代表者を出しており，海軍情報部
長前田稔は二回とも参加していたことが分かる。これは，海軍が海南島政務を担当していたことを表
しているにほかならない。また，４名の常任農政委員の中で，内務大臣秘書官をつとめていた日本海
軍大佐の山下知彦は政治的手腕を発揮し，農政委員会議の進行につとめ，農政を調整するなど決定的
な権力を有していたと考えられる。また，大学関係では，３名の熱帯農業分野のエキスパートを招聘
した（東京帝国大学農学部長の三浦伊八郎，東京帝国大学教授で肥料専門家の春日井新一郎，台北帝
国大学理農学部熱帯農学第二講座教授の田中長三郎）。進出企業側の出席者は，殆ど熱帯地域開発に豊
富な経験をもつものであり，あるいは進出企業の事業主であった120。 
別紙4「農林業開発会社進退一覧」より，農政委員会議に参加していた会社の数について見てみると，
第二回目は，海南産業株式会社，栽培協会，台湾拓殖株式会社，日東拓殖農林株式会社，南洋興発株
式会社，伊藤産業合名会社，東洋紡績工業株式会社，田中商事株式会社の計８社が参加していた。第
三回目は，栽培協会が南国産業株式会社となったほか，新たに明治製糖株式会社，大日本製糖等24社
が加わり，計32社までに急激に増加した。 
また，1940年2月の第三回農政委員会議に参加してきた企業の中に，台湾で長年拓殖業または農林業
その他加工業等を経営していたものが多くあった。台湾に本社・支店・出張所・事務所等を有するも
第二章 日本占領時期の海南島農業 
― 69 ― 
のとして，別紙4「農林業開発会社進退一覧」の下線のある会社が挙げられている。何れも台湾での開
発経験がある会社で，全体の半数以上を占めていた121。他に，南洋に拓殖農林業を経営し，内地にお
いて軽工業または金融業を経営するものもあった。これら進出企業は将来海南島において農業栽培を
経営し，農林産物の加工業を企図する会社であった。 
ただ，進出企業の性格（栽培ノウハウ・技術等）は海南島農林開発の目的を達成する上において適
していない所があるという指摘がある122。詳しい記述がないが，筆者は熱帯軍需指定作物ゴム・繊維
の栽培は，必ずしも進出企業の得意分野ではないと考えている。例えば，主作棉花と指定された製糖
会社の南洋興発は崖県に棉花を栽培していたが，棉に関する害虫対策が欠如し，収量を挙げることが
出来なかった123。 
以上は，第二，三回農政員会議に参加していた農政委員の経歴と進出企業の参入概況を見てきたが，
以下は，進出企業の具体的な参入状況を考察する。 
昭和14（1939）年2月10日，日本軍が海南島に上陸すると，台拓は，直ちに海南島に進出し，同年3
月28日海南連1号（三省連絡会議が出した命令番号）をもって，畜産改良試験所を設け，優良種牛豚の
生産配給を行なった。しかし，採毛用綿羊の飼育を図るために認許を受けたが着手に至らなかった。
その後，同年5月4日海南連18号をもって，秀英苗圃使用の認許を受け，即日事業を着手した。これは，
海南島進出農林開発企業が最も早く事業を着手した事例であった。続いて同年5月14日台拓は瓊山第一
農園の事業を開始した。6月14日には，日東拓殖（後の三井農林）は五公祠苗圃（後の林業苗圃）の管
理を海南海軍特務部から命じられ，林業用苗圃事業を開始し，6月4日には南洋興発は崖県に進出し，
同年8月17日から事業を開始した。この間，これら各社ならびに南国産業，海南産業，伊藤産業，東洋
紡績代表者は，海南島内の実地調査を行なった。同年9月23日～25日開催の農政委員会に出席し，それ
ぞれ事業予定地を申し込んだ。何れも昭和14（1939）年10月2日付をもって三省連絡会議の認許を得て，
事業に着手した124。 
その他の企業は昭和15（1940）年1月～2月海南島実地調査を行ない，同年2月6日～8日の第三回農政
委員会に出席し，それぞれの進出予定地を申し込んだ。同年2月8日海南連124号，同2月12日付海南連
125号をもって認許が得られ，同年3月5日付海南連134号をもって各開発企業の割当事業地域図面が送
付されてきた。 
昭和16（1941）年12月8日太平洋戦争が勃発し，日本軍は半年で南方諸地域を占拠するに及び，海南
島農業開発方針も鉄鉱石の開発に必要な軍需・民需物資の生産に変更された。従って，海南島に進出
した会社の中，事変前南方地域に進出基盤をもつものは，人的資源やそのた事業の性質を南方に注ぐ
よう方針が変更されたのである125。 
昭和17（1942）年12月29日付古川拓殖が海南島事業経営を辞退したことをきっかけに，ブリチスト
ンタイヤー（後の日本タイヤー），鈴木商店（後の鈴木三栄），塩野義塩野香料（後の塩野化工）等が
続々と辞退し，帝国製麻，森永製菓は進出に至らず，それぞれ辞退した。野村合名，新田薬草は進出
への意欲が見られないため，事業地割当と認許が取り消された126。 
また，沖縄製糖は昭和17（1942）年3月29日海南連361号をもって進出の認許を得て，同年10月職員
の進出業務を急いだが，各種の事情で辞退した。日窒（日本窒素株式会社）は食糧自給の目的より，
新しく日窒農林部を置き，昭和17（1942）年9月25日海南連413号をもって事業経営が許可された。以
上合併された会社と名義変更の会社については，別紙4「農林業開発会社進退一覧」を参照されたい。
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昭和19（1944）年10月，残存している会社は台拓・明治製糖・南洋護謨等23社のみであった127。 
以上のように，多くの日本内地・台湾・南洋地域の農業開発経験を持つ日系企業は，海軍の要請に
応じて，海南島現地調査を行ない，農政委員会に参加し，海南島進出を果たした。しかし，熱帯栽培
技術・経験を持つ各進出企業の性格は，必ずしも海南島事業にふさわしいとは言えず，作物栽培の失
敗例が見られた。また，太平洋戦争が勃発し，海南島農業政策の方針が転換されたことは，進出企業
の経営状況に大きな影響を与えた。すなわち，昭和17（1942）年頃事業不振や政策転換により撤退し
た企業が現われた。または，より強力な経営手段を形成するための事業統合が頻繁に行なわれた。で
は，進出企業の具体的な経営はどのような状況であったのだろうかについて，次項で述べたい。 
 
2．占領初期の農業経営状況 
昭和14（1939）年10月30日，三省連絡会議が発布した「資源開発企業ニ対スル指導綱領」は，海南
島開発の方針を「海南島ニ於ケル資源開発ハ調査完了ノ結果ニ基ヅキ特定ノ会社ヲシテ全能力ヲ挙ゲ
テ之ガ開発ニ従事セシムルト同時ニ其ノ実施ニ当リテハ官ノ厳重ナル監督指導ノ下国策遂行ヲ第一ノ
意図トシテ之ヲ行ハシム」128と定め，国策作物の栽培を第一義的なものと指定した。これにより，各
進出企業は，事業地を海軍から配分され，事業計画を立て，着手したのは昭和15（1940）年に入って
からであった。 
昭和15（1940）年度各進出企業の経営概況は，昭和15（1940）年8月23日～9月12日台湾総督府殖産
局海南島調査団第一回調査班澁谷紀三郎の調査によると，以下の通りである。事業計画の規模・物動
計画に基づく資金の関係・派遣人員の採用難等原因は，各進出企業の参入進捗に差異をもたらした。
また，農産種子の到着が遅れたこと，派遣員が4，5月に着任したため，整地に手間取りまたは播種の
適期を失ったこと，不適当の地に試作を強行することによって，試作の成果を納めることが少なかっ
た。技術的な面において，乾燥期に遭遇すると新作物に対する病害虫の発生等は試作の成績を乱した
主因であり，全く季節外れの蔬菜栽培のような事例があったという129。多くの企業は少なくとも責任
者を現地に派遣し，現地軍の指示に従い，事務所開設・事業計画の実施に着手した。この結果，治安
が比較的に安定した南部では，開発の進捗が示された。陵水の台拓・藤橋の日東・崖県の南洋興発は，
それぞれ陣容を整え，昭和15（1940）年3月，4月以降試作地の開墾整理を行ない，重要作物を試作し
ていた130。 
さらに，具体的な個別会社の経営状況については，表2-7の通りである。 
表2-7のように，一部の進出企業の開発状況からみると，海南島占領初期では，進出企業は繊維作物・
ゴム・水稲・甘蔗等各種作物の試作を中心に事業を開始した。特に，三省連絡会議に指定された第一
義的な作物，即ちゴム，繊維作物（棉・麻），タンニン用材（用途：染料）等軍需作物131の試作・栽培
が各会社に広く実行されたことは，日本軍の占領目的と農業政策を反映したと言える。しかし，食糧
確保を目的とし，会社の利益とならない軍需蔬菜の栽培に関しては，各会社は，軍側の要求に応じて
行われたものと考えられる。例えば，台拓は，軍に必要な食糧作物としての蔬菜・米，軍需作物とし
てのゴム・繊維を栽培する性質多様な農場を開設し，国策会社としての役割を遂行していた。総じて
言えば，各進出企業は，軍需作物の栽培を強いられた以外に，基本的には自己の専門分野，即ち，製
糖会社は甘蔗の栽培，製麻会社は繊維作物の栽培に従事することができたと考えられる。 
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表2-7：初期の進出企業の経営状況 
農場名 栽培作物 経営状況 
海口台拓第一苗圃 
甘藷・キャッサバ・サイザル・南
瓜，クロタラリアジュンシャ緑
肥，柳豆 
農作物の試作・適作物の選定・栽
培法の研究・採集等の事業 
瓊山台拓第二，三苗圃 
トマト・キャベツ・大阪真黒茄子，
小麦農林20号，緑肥カルボゴニウ
ム 
合計10ha，肥沃な砂質壌土 
陵水台拓農場 
米作，繊維作物，甘蔗，甘藷，小
麦 
石油缶，竜骨車，貯水池を用いた
灌漑。水稲一期作町歩当たり
1550kgの初収穫，海南島民の2～3
倍の増収。二期作蓬莱種町当り収
量3000kg 
馬嶺台拓農場 水稲・甘藷・棉・蓖麻・蔬菜類 
1万7000町歩(1.7万ha)の事業地，
面積15町歩(15ha)を耕作 
南国産業九所農場 
甘蔗POJ2725・POJ2878・F109・
F105・TA100，甘藷，蔬菜類，緑
肥，水稲 
成績が概ね良好。抱江筒大貯水池
設置を計画 
明治製糖感恩農場 
甘蔗，在来竹蔗，黄麻・棉，甘藷，
蔬菜，緑肥，西瓜 
区画整然な圃場。通天渓から獅子
嶺までの平野にカカオおよびゴム
の予定地 
南洋興発崖県農場 甘蔗，棉，蔬菜類，緑豆，煙草 
地味肥沃，在来甘蔗種の見本園，
軍需木炭場 
南国起業の北黎・東方
農場 
棉，サイザル等繊維作物・ゴム 
農場員が海南島民を督励し，サイ
ザル苗を植付け 
出所：寺林清一郎，「海南島の農場（続）」（『台湾時報』1941年10月号，1941年12月号） 
 
3．占領後期の農業経営状況 
昭和16（1941）年12月8日太平洋戦争勃発後，日本内外地の調査員が南洋地域へ派遣されたことによ
り，海南島における各進出企業の開発状況に関する調査は，少なくなっていったが，別紙5「海南島進
出企業の事業概要表」から開発の一端を伺える。全体的状況について，各進出企業は，海南島の農民
を指導し，米，甘蔗，煙草，蔬菜，果物，棉樹，植林などに力を入れたほか，新式の精米，製粉，製
酒工場を建設し，拓殖上に必要な製材設備，煉瓦工場を附設した。 
各進出企業の具体的な経営状況について，本項は，海南島進出企業を台湾関係・日本内地関係・南
洋関係のものに分けて考察していきたい。 
 
3.1 台湾関係の企業 
台湾関係の企業は，台拓を含めて塩水港製糖，東台湾珈琲，台湾製糖会社系の南国産業，台湾合同
鳳梨等，合計５社があった。 
台拓の農業経営内容については，次のとおりであった。 
①北部 
秀英農場…南部向けの種苗・有用樹苗の培養 
瓊山農場…「軍民用」蔬菜の供給 
②南部の各農場…基本的には水稲の栽培が中心であった。 
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陵水農場…水稲作の栽培を主力とし精米事業等を含めた総合的な農場 
南橋農場…ゴム園を主とした造林事業 
三十笠農場…甘蔗栽培を中心とした製糖事業 
新村分場…試作と原野緑化のための樹苗養成 
三亜農場・馬嶺農場…軍への蔬菜提供132。 
塩水港製糖は，民有地は買収，官有地は99年租借133という方針により，以下の事業地を入手した。
海南島の東部において，発嶺渓流域附近の水田2000町歩（ha），大路附近の水田1000町歩（ha）は，台
中州に比敵する良田であり，大体1町歩（ha）60円位の地価で買い取られた。嘉積―安竹―大路間約6000
町歩（ha）の丘陵地帯に，会社直営の甘蔗を植え付け，昭和17（1942）年までに植付1000町歩（ha），
昭和18（1943）年までに3000町歩（ha），甘蔗は2カ年2作，町歩当たり15万斤（90トン），歩留は1割の
見込みであった。差当り120トンの改良糖廍（旧式製糖工場）を新設し，将来新式の1000トン工場を設
立する予定であった。海南島の西北部において，加来，文瀾の水田6000町歩（ha）は，その三分の一
が，1町歩90円位の地価で買収された。多文嶺附近12000町歩(ha)の丘陵地には，ダムを作れば6000町
歩(ha)の可耕地を得ることができる。三年輪作制，甘蔗―米―雑作（落花生，甘藷）の方針で，昭和
17（1942）年度，甘蔗500町歩(ha) 5000担(300トン)，雑作物（甘藷）を作った。昭和16（1941）年度
の米作割当ては250町歩（ha），5000石(750トン)であった134。 
昭和19（1944）年の統計によると，塩水港製糖は，水稲・甘蔗の栽培を中心とした栽培事業を行い，
製糖，精米，搾油等の附帯事業を行なっていた。水稲一期作の栽培面積は89町歩（89ha），産量は23万
斤(138トン)，町当たりは1250Kgであった。甘蔗栽培面積は139町歩（139ha），年産約370万斤(2220ト
ン)，町当たり約３万斤(18トン)であった。また，同社は，その他特用作物２町歩（2ha）を栽培して
いた。 
南国産業は，昭和16（1941）年12月日米開戦後，ゴムの栽培の意義が低下すると，栽培品目を拡大
し，米穀栽培を行なうようになった135。 
その他，東台湾珈琲は，事業地を文昌に置き，米29町歩(29ha)，コーヒー園５町歩(5ha)を経営して
いた。台湾合同鳳梨は，昭和16（1941）年1月1日より海南物産と名義変更した。南海興業は本店を台
北に置く農林畜産会社であり，臨高，那大において，主に水稲（直営田96町歩5反<96.5ha>，奨励田1162
町歩<1162ha>）を経営していた。 
 
3.2 日本内地関係の企業 
海南島進出企業中，日本内地に本社のある会社は，その大部分を占めており，三井等の大財閥関係
の企業もあれば，福田組等の個人企業もあった。ここでは，その中で比較的に大規模会社の農業経営
状況を紹介しよう。 
明治製糖は，主に水稲と甘蔗の栽培を行い，その他精米，製糖，搾油等附帯事業をも行っていた。
米作は，約28町歩（28ha）の直営田に一期作8.5万斤（51トン）を収穫し，町当たり約3000斤（1800kg）
に達した。甘蔗栽培面積は，約33町歩（33ha）で，1年の収穫量は66万斤（396トン）に達し，町歩当
たり収量は約２万斤（12トン）であった。 
帝国製糖（日糖興業株式会社）は，海口，儋県，那大に事業地を置き，水稲・甘蔗を中心に，サイ
ザル・デリス・相思樹等を含む特用作物の栽培，米の買収，製糖，精米事業を行っていた。米の生産
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と買収量は合計252万斤（1500トン）となり，甘蔗の町当たり収穫量は３万斤（18トン）に達した。 
武田長兵衛商店は，南橋に185町歩（185ha）の事業地を開設し，薬用作物の栽培に参入した。その
後，デリス（殺虫剤），ベチバー（香料），パパイヤ，水稲，キャッサバ，バナナへと栽培品目を拡大
した。主要作物は熱帯・亜熱帯地方の風土病の特効薬「規那」（キニーネ）であった136。実際には，作
付苗圃は，直営・奨励を含めて合計約15haであった137。 
三共株式会社は，1940年5月海口に事務所を設置し，海口附近の東山に圃場を設置し，45町歩（45ha）
の畑に農薬原料デリスと薬用植物の栽培を行ない，直営・奨励水田54町歩（54ha）に米作を経営する
ほか，畜産（養豚）も行っていた138。 
日本油脂は，1945年4月，日産化学工業に商号を変更した139。同社は，海南島の油脂作物栽培・加工
を目的として，主に椰子栽培・採取，島民生産の椰子の買上げ，製油工業，島民製造椰子油の買上げ
を行っていた。その他テリハボク（海棠樹），落花生，胡麻，蓖麻，油桐の栽培も行っていた140。具体
的には，同社は海口に石鹸製造業・搾油事業，文昌県舗前に農場，文昌県文教に精米事業を展開して
いた。さらに，文昌県清瀾に搾油事業，瓊東県嘉積・鳥場に石鹸製造業・農場，瓊東県和楽に農場，
万寧県万寧に搾油工場，崖県藤橋にコブラ乾燥場をもっていた141。 
海南拓殖株式会社は，1940年に軍の進出命令を受けた山崎商店の実務事業を担当し，日本内地の農
学校から学生を海南島に動員し，89町歩（89ha）の水田を開く計画を立てた142。同社は昌江県の御影
橋，海頭，高石に事業地を置き，農場７町歩（7ha）に主作を米，蔬菜とした外，精米事業，製材事業
をも行なっていた。 
小川香料株式会社は，事業地を陵水県南橋に置き，15町歩（15ha）の農場に香料作物レモングラス
を主作とし，デリスその他を副作として栽培していた。同社は，永興附近にレモンの栽培，レモン油
の製造を計画した143。 
 
3.3 南洋関係の企業 
南洋関係の進出企業は，主に南洋地域に本店を置き，熱帯栽培に習熟する事業者である。熱帯・亜
熱帯栽培業者の技術とノウハウ・人材がそのまま投入できたため，海南島でのゴムやその他熱帯作物
の栽培が期待されていた144。 
海南産業は，フィリピンでマニラ麻栽培を幅広く行っていたフィリピン法人太田興業株式会社の持
株会社であり，東洋拓殖株式会社に資金を依存していた145。同社は，昭和14（1939）年海南島占領直
後から，軍側の依頼により海南島（南部三亜）の農業開発の可能性と（北部）繊維作物を調査目的と
し，繊維作物の有望性を謳っていた146。後に，同社は，瓊山と福山の事業地を獲得し，繊維作物（サ
イザル・苧麻）を中心に栽培し，直営田２町歩（2ha），奨励田（進出企業が海南島民に種苗配布・農
事指導を行い，栽培を奨励する水田）70町歩（70ha）を経営していた。 
南洋興発は，海南島南部の崖県，九所等に事業地を開き，栽培事業の外，精米，製材，酒精，醤油
醸造，味噌製造，煙草製造，煉瓦製造を行っていた。1941年度は，蓬莱米奨励指導農場300町歩（300ha）
の作付を行い，昭和17（1942）年度一期作米は750町歩（750ha）を目指し，海南島農業開発に最も重
大で緊急な灌漑施設計画を着々と進捗させた。次年度には，一期作開始前にポンプによる灌漑設備の
完成を目指していた。昭和17（1942）年上半期の海南島事業は，蓬莱米指導農業において第一期作450
町歩（450ha），第二期作1200町歩（1200ha）合計1650町歩（1650ha）の作付を目標とした。昭和18（1943）
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年以降は，米作，煙草の農産企業および酒精雑酒の製造，落花生の搾油，醤油醸造等の加工業，牧場
経営等に当たっていた147。 
南洋護謨は，昭和15（1940）年万寧県に熱帯農作物の生産を担当し，試作を開始した。昭和16（1941）
年末以降ゴム栽培は既存栽培園の維持に止め，海南海軍特務部の命令に従い，食糧栽培に重点を置く
こととした。海南海軍特務部による昭和17（1942）年度蓬莱米10万石（1.5万トン）増産方針に基づき，
南洋ゴムは，昭和17（1942）年度第一期・第二期を通じて，米作割当て面積水田1200町歩（1200ha）
の作付を行なった148。昭和17（1942）年度下半期，蓬莱米第一期作1200町歩9000石（1200ha，1350ト
ン）の収穫があり，第二期作1650町歩（1650ha）の作付を行なった。また，治水工事や精米事業をも
行なっていた。農場は全島第一位の優良農産地として認められ，将来性が期待されていたという149。
昭和17（1942）年度中米作作付面積約1600町歩(1600ha)，収穫量は種籾量を除き第一期，第二期作合
計約9000石(1350トン)の白米を収納した150。昭和18（1943）年度下半期では，第二期作1600町歩（1600ha）
を経営し，小作受納済玄米3500石（525トン）であったが，まだ収納督励中であった。第二期作は虫害，
風水害のため減収の見込みであったが，収支の均衡に支障がないということであった151。昭和19（1944）
年上半期，海南島における企業は極めて順調に発展した。第一期作は降雨が少なく懸念されていたが，
小作受納済籾が110万斤（660トン）に達し，なお受納督励中であった。さらに，雲瑞から万寧に至る
4150メートルの水路工事を行い，相当の増産が期待された152。 
以上，海南島占領後期の昭和19（1944）年の各進出企業の栽培概況をみてきた。海南島占領初期で
は，進出企業は繊維作物・ゴム等の軍需作物および水稲・甘蔗等の食糧作物の生産を中心に事業を開
始したが，昭和19（1944）年の栽培実績からみると，基本的には，食糧作物の水稲栽培が中心となっ
た。これは，日本軍による占領地域の拡大および「大東亜圏」内における物資需給関係により，各進
出企業が従来の多角企業形態から脱却し，食糧作物栽培に重点を置く政策を採ったことが原因として
挙げられる。しかし，各会社の事業が米穀栽培中心であるが，従来各社の専門の栽培分野を完全にや
めることはなかった。紡績会社は繊維作物を，油脂会社は椰子・胡麻等作物を，製薬会社は薬用作物
をも栽培していたように，進出企業は各自の得意な栽培作物も行なっていた。これは，日本軍の食糧
自給自足政策を貫徹する一方，自社経営上に必要な作物の栽培も継続して行なっていたことを示して
いる。 
海南島占領当時，農業開発と鉱山開発は海軍の開発方針として挙げられていたことは，本章の冒頭
に既に述べている。鉱山開発の面では，1939年8月石原産業は，海南島南部の田独鉱山を着手し，昭和
15（1940）年4月日本窒素株式会社が海南島西南部の石碌鉄鉱を着手したが，農業開発の面では，昭和
15（1940）年2月第三回農政委員会の時，農業関係の進出企業は既に32社に上った。この事は，占領初
期，ゴム・繊維等軍需作物を中心とした農業開発は，鉄鉱の採掘と一緒に，海軍の開発方針として実
行されたことを意味する。 
つまり，占領当初の海南島開発には，農業は鉱業と同様に重要であったが，占領後期になると，ゴ
ム繊維等軍需作物の生産の重要性がなくなり，鉄鉱開発は，海南島開発事業の中心となった。食糧作
物の生産を主とする農業開発が鉄鉱開発をバックアップする役目（台所の役割）となったのである。 
進出企業の作付田圃は，直営田と奨励田に分けられており，生産量の大半を占めたのは，奨励田で
あった。進出企業は，奨励田を経営する海南島民の収穫物から一部（農民対会社の配分：平年作5：5，
不作時6：4）153を占有した。 
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また，米作と甘蔗は，進出企業の主要農産物であるが，海南島内の食糧自給自足政策の下で，農業
生産の向上と密接な関係がある灌漑事業・農業的副業の畜産業・農産品加工業等の附帯産業も同時に
行なわれていた。すなわち，各進出企業が従来の栽培機能を拡張して，収穫物の加工まで行っていた。
この事実は，日本軍民に食用米を提供したことを意味しており，海南島は総力戦の一環であったこと
を反映していると言える。 
最後に，米作の生産量についての数字的データを見ると，1944年米穀の栽培面積は，合計5474.02町
歩（ha）であり，1期作の産量については，直営田は1町歩あたり籾約2000kg（13.3石）に達し，直営・
奨励田の平均は籾約1500kg（10石）（玄米に換算して1年2期作の町歩当たり生産量は約14石<2100kg>）
であった。直営田と奨励田の町歩当たり生産量はともに，従来の生産量（町歩当たり5石～7石）を超
えていた。 
別紙6「進出企業経営面積の進捗状況」によると，進出企業の開墾面積は昭和16（1941）年4月末734.01
町歩（ha）から，昭和19（1944）年4月末3416.85町歩（ha）までに増加し，作付面積は，昭和16（1941）
年4月末1297.87町歩（ha）（直営1162.70町歩，奨励135.17町歩）から，昭和19（1944）年4月末8574.94
町歩(ha)（直営2215.95町歩，奨励6358.99町歩）までに増加した154。上記直営・奨励田1年の平均産量
を町歩当たり14石(2100Kg)と計算すれば，昭和19（1944）年4月時点（1943年度）の米生産量は12万石
(1.8万トン)になる。 
しかし，昭和18（1943）年4月に作成された米穀増産計画書（案）から見ると，島内供給量一覧の「買
上収買米」（買収した米）155は昭和18（1942）年度の生産量を7.2万石（1.08万トン）とみなし，鉱山
開発に多くの労働者が海南島に連行されてきたため，昭和18（1943）年度の米穀需要供給額は176381
石（約26450トン）となり，不足額は約9万石（13500トン）となった156。従って，海南島内における日
本軍民用食糧の自給自足は達成できなかったと考えられるが，水稲の単位生産量の向上や開墾面積の
拡大という成果が見られ，海南島農業の発展を促進されたと言えよう。 
 
 
第六節：台湾総督府と海南島農業 
1．台湾総督府の海南島関与 
1930年代前半，日本国内外環境の変化により，日本海軍主導の「南進論」157は高揚を迎えることに
なった。1936年広田弘毅内閣が成立すると，「南北併進論」を唱えた「国策の基準」が作成され，南進
政策は初めて日本の国策として打ち出された。それによって南方地域は，日本の国防上，経済上にお
いて重要視されるようになった158。一方，台湾では，すでに大正時期から台湾総督府は，「南支南洋」
関与（南進の一種）に積極的に活動してきた。その一環として海南島の樟脳や農業が総督府の関心の
的となったことは，第一章第一節で述べた通りである。しかし，関東大震災後，日本経済の不況等に
より，台湾総督府の「南支南洋」関与は沈滞化していった159。1930年から台湾経済産業が大きな転換
期を迎え，「工業化」が模索されはじめた。台湾総督府は，海軍主導の南進政策に乗って，1930年「台
湾総督府臨時産業調査会」，1935年「台湾総督府熱帯産業調査会」を開催し，「本島（台湾）と南支南
洋間の緊密なる関係を保持し相互の貿易進展を図らん」とした。即ち，台湾総督府の「南方」関与は，
中央政府の南進政策に寄生して，再び南進政策を推進してきた。 
このような状況の下に，台湾総督府は，1939年2月日本軍の海南島上陸前の一時期から，海南島関与
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に積極的な態度をとっており，以下の2点に表われている。 
①1938年9月，海軍武官府（台湾）は，すでに「南方外地統治組織拡充強化方策」と「海南島処理方
針」を立案した。「南方外地統治組織拡充強化方策」によると，海南島を含む「南方」外地への統治組
織の方策を「南方外地ニ対スル統治組織ニ就イテハ各外地ニ独立ノ外地機関ヲ置クコトナク，各外地
ヲ綜合統轄スルヲ要ス。而シテ該総督府ノ所在地ハ台湾ニ定ムベキモノト認ム」160とし，台湾による
海南島統治が制定された。その具体的な海南島統治方針は，「海南島処理方針」によると，以下の通り
である。 
 
海南島ノ軍事的，経済的重要性ニ鑑ミ，同島ノ処理ハ自ラ他ノ占領地ト趣ヲ異ニシ，全体的統治
ノ実権ヲ確立シ帝国ノ外地ニ対スル統治精神ヲ拡充スルヲ以テ主眼トス。従テ（一）同島ノ統治
ハ台湾統治ノ経験ヲ活用シ，南方外地ノ一環トシテ之ヲ行フモノトス。（二）同島ノ開発ニヨリ国
策上必要ナル資源ヲ確保シ，日満支経済提携ヲ強化スルト共ニ民生ノ康寧ヲ図ルモノトス。（三）
同島ヲ中心トシテ東沙島，西沙島及ビ新南群島ニ対シ強力ナル支配権ヲ確立スルト共ニ之ニ台湾
及ビ南洋委任統治領ヲ加ヘタル南方外地ヲ一丸トシテ統合シ，以テ帝国南方政策ノ前進拠点トシ
テ我カ国策遂行ノ強化ヲ図ルモノトス161 
 
即ち，台湾総督府は台湾統治の経験を活用し，海南島を「南方」地域の一環として全体的に統治し，
資源の確保を図ろうとしたものである。1930年代台湾は日本の南進政策の基地として位置づけられ.
「南方」統治に関しては，海軍と台湾総督府は共同で上記の「方策」「方針」を制定した。ここからみ
た台湾総督府の究極な構想について，河原林直人は，台湾「工業化」のために海南島を原材料供給地
とし，いわば台湾の「植民地」として海南島を位置づけるものに他ならないと指摘している162。 
②1938年12月，台湾拓殖株式会社（台拓）は，「海南島ニ於ケル一，糖業調査並ニ製糖事業計画案 一，
錫鉱事業ノ現状 一，農業調査並ニ拓殖事業計画 一，海南島応急施設並ニ開発計画案」等一連の計画
案を作成した。「糖業調査」は，海南島における糖業の沿革と現状を述べ，併せて事業十カ年計画案を
制定し，将来海南島における製糖起業上の参考に資するものであった。「錫鉱事業ノ現状」は，海南島
の錫鉱の分布地域，経営公司の概況，地質および鉱床，探鉱法，熔解作用，生産額等を詳しく記して
いる。また，台拓は海南島開発の重要性を「南支ニ於ケル英仏勢力ヲ撃退セシメル有力手段トモナリ
且ツ熱帯地特有ノ原料資源ヲ確保スルコトヲ得ベシ」とし，海南島が軍事行動に及ぶ場合海口附近に
おける台拓有権地（次項で述べる）に本部を置き物資の配給，各種公共事業の応急対策を講ずるほか，
進んで開発事業に着手しようとして，応急施設および開発事業についての計画を立てた。 
「海南島応急施設並ニ開発計画案」（1938年）から，台拓の海南島開発構想は，以下の項目のとおり
である（紙幅上詳細な内容を省略する）。 
 
第一，応急施設 
一，海南島ト台湾トノ交通及海口港湾施設。二，物資ノ配給。三，電気事業。四，交通事業。五，
電信電話事業。六，敵産トシテ処理スヘキモノ。七，本島開発ニ関スル注意事項（本社ハ海口附近
勝間田名義ノ租借地及家屋ヲ利用し軍ノ行動ト同時ニ応急施設隊及調査隊ヲ派遣ノ予定ナリ）。八，
応急施設費 
第二，拓殖事業 
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 一，農作物ノ栽培事業。二，畜産事業並ニ皮革事業。三，水産事業。四，林業。五，鉱業 
六，拓殖事業概算 
栽培事業費       八四一〇〇〇圓 
畜産並ニ皮革事業費   一五〇〇〇〇圓 
製塩事業費       三七〇〇〇〇圓 
野蚕事業並ニ製材事業費  二五〇〇〇圓 
鉱山事業費       三〇六二五〇圓 
予備費         一〇〇〇〇〇圓 
総計         一七九二二五〇圓163 
 
以上のように，台拓は，海南島が日本軍の支配下に置かれた場合，交通・通信の整備，国民政府資
産の接収，調査の実施，栽培業・製塩業・鉱業等拓殖事業の実施に関する計画を立て，海南島開発を
自ら（台湾総督府）の手で行なおうとした。糖業，鉱業（錫鉱），農業に関する詳細な計画案が作成さ
れたことから，台拓の海南島開発は，主にこの三分野にあったと考えられるが，さらに，拓殖事業費
からみると栽培事業費は，全事業費の半分近くに達した。即ち，農業開発は，鉱業開発より重要であ
り，台拓による海南島開発構想の中心に据えられた。では，台湾拓殖株式会社著「農業調査並ニ拓殖
事業計画」（1938年）から栽培事業を詳しく考察すると，以下の通りである。 
まず，概説では，海南島農業開発について，台拓は，「海南島開発ニ外国ノ権益何等認メラルルモノ
ナキ状態ニシテ寧ロ今後期待サレルベキ未知ノ宝庫タルノ感アリ，自然ノ要素光ト熱ニ恵マレ相当ノ
資本ト科学ノ力ヲ以テスレバソノ開発ハ極メテ有望ナリ」164と述べ，日本の技術と資本を用いた海南
島農業開発は有望であると指摘した。さらに，台拓は「農産業ニ関スル調査ヲ行ナイソノ内容ヲ明ニ
シ天然的要素人為的条件ニヨリ結論ヲ求メ併セテ有望視セラルル栽培事業ノ第一次的起業計画案」165
を作成し，海南島農業栽培事業に期待を与えた。 
次に，台拓は，海南島の一般事情や気象・土壌・農業一般等の紹介から始まり，独自の拓殖事業計
画案を述べた。 
土地政策並びに労働力問題について，海南島の土地所有権は確立されていない状況にあるため，本
島拓殖上，土地所有権の根本的な政策を樹立する必要があり，台湾の土地政策166を手本とするとされ
た。 
海南島食糧自給を成し遂げるため，品種の改良・生産技術の改良・気象土性調査・副業の奨励・農
村金融機関の設置等を緊急かつ必要な事項とし，「耕地利用可能面積の大なること，気象・土質等農作
に適すること，生産労力費の低廉なること，農民の文化程度低く土地買収その他必要なる諸施設経営
簡易に遂行し得らるること，台湾に於ける農事経営を容易に適応用し充分なる実績を揚げ得る可能性
あること」を理由に，海南島農業経営上において有望であると認めた167。 
経営の根本方針としては，既成農園の買収・私有地公有地の買収譲渡交換・不在地主（華僑）所有
地の買収貸借等方法により，土地を入手し，交通労力条件のよい地域を選定し，作物に優先順位を付
け，試作を行い，「原料の確保」と「彼我の円満ナル経済提携」168をはかることであった。そこで，水
田の経営・ゴム園の経営・黄麻園の経営・椰子園の経営・甘藷および落花生園の経営は「第一次なる
もの」とされ，甘蔗・棉花・コーヒー・パイナップル等は「将来栽培植物」とされた。これらの作物
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に関する詳細な起業計画（方針・収支見込み等）は，すべて台湾を見本に制定された。水田について
は，利用範囲は広く土地価格は安く，気象土質がよく容易に実現可能なものとされた。ゴムについて
は，海南島がゴム生産の適地であるほか，国策に沿う有用作物であるとされた。また椰子・黄麻は軍
需作物とされ，甘藷・落花生は稲に次ぐ主要農作物とされた169。 
以上のように，台拓は，台湾における土地政策を模範として海南島の土地問題を解決し，内地・台
湾からの移民をもって労動力問題を解決するという台湾の経験と技術により，国策上重要な農作物，
稲・ゴム・麻・椰子・コーヒー・甘蔗等の栽培を二回に分けて，海南島農業経営を行おうとした。 
以上の2点により，1939年2月海南島占領前に，台湾総督府管下の台拓は，政治上海南島を「植民地」
として扱い，経済上「台湾経験」を用いて海南島の産業全般に対する開発を行うという構想を立てた。
しかし，海南島は日本軍に占領されたが，台湾総督府独自による海南島統治という構想は実現されな
かった。 
その原因を探求するには，日本海軍の海南島占領目的から考えなければならない。即ち，日本海軍
による海南島占領の目的は，軍事戦略上では，援蒋ルートの遮断による中国側の戦力削減であり，経
済上では，海南島が亜熱帯地であることと，鉱物資源も豊富であるとの評判に鑑みて，海南島の産業
的開発をもって，漸次に悪化する日本の国際的立場による重要な軍需資源の輸入制限を緩和しようと
するものであった170。軍需資源とは，綿花，マニラ麻，ジュート等の繊維類，コブラ，棉実，篦麻等
植物油脂，ゴム，砂糖をはじめとして，スクラップ，鉄鉱，銅鉱，雲母，水晶，石油，ガソリン等の
重要資源であった171。海軍は，台湾が長年熱帯産業開発に豊富な経験と技術を蓄積してきたことを評
価し，熱帯地域における統治技術の「貸し出し」を台湾に求めたが，台湾総督府を対等なパートナー
として認識せず，協力しか求めなかった172。 
 
2．海南島調査への協力 
1939年2月以降，台湾総督府が機関として占領地軍政に加わることはなく，多くの軍政要員の派遣，
労務と物資の供給，台湾から南方に進出している民間事業に対する助成監督等の方法によって，占領
地軍政に協力する形で，南方関与を進めた173。 
台湾総督府の協力は，主に以下の通りである。 
第一，海南島に関する調査書・地図その他の資料の提供。これは海南島の軍事的・経済的重要性と
これに対する台湾の地位に鑑みて，海南島占領数年前から特別の関心を持って作られたものであり，
陳銘枢の『海南島誌』（上海神州国光社発行，1933年），張維漢の『海南島』（1937）の訳本五十万分の
一，二十五万分の一地図等が，唯一無二の好資料として各方面に盛んに参考にされていた。その後の
海南島に関する参考書の種本は殆どこれらを参考していた。さらに，各方面の需要に応えるため，台
湾総督府外事部は，これら著作を複製し，提供していた174。 
第二，各種の調査に対する協力。海南島開発には徹底的な調査が必要であるため，日本海軍は多数
の調査団派遣を要望した。台湾は海軍の依頼に基づいた調査は勿論のこと，自ら費用を負担し，調査
団の派遣・派遣員を調査団に参加させた。軍の依頼によるものは次の通りであった。 
 
①鉄道調査隊一行の派遣，②楡林都市計画設計者・実地測量員の派遣，③マラリヤ対策調査員の
派遣，④熱帯産業試験所及び畜産改良試験所の設立計画，農畜産業開発に関する計画，土地制度
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に関する根本方針および調査計画等に関する調査員の派遣，⑤沿岸各地に於ける塩田実地調査員
の参加派遣，⑥楡林，清瀾，海口，新英その他主要港湾調査員の派遣，⑦道路調査員の派遣，⑧
水産試験船の派遣175 
 
その他水産に関する各種の基本調査のため，多数の技術者が相当の期間にわたって調査に従事した。
また，農業全般に関する大規模な調査団派遣をも行った。台湾自ら派遣したものは次の通りである。 
 
①海南島農林業調査団の派遣。これは，相当大規模なものでその調査報告書は台湾総督府外事部
で印刷頒布され，海南島農林業開発の基礎をなしていた176。②第一回台北帝国大学学術調査団の
派遣。これは，生物学班・農学班・地質班の三班に分かれ，1940年11月に派遣されたものであっ
た。③第二回台北帝国大学学術調査団の派遣。これは経済及び民俗班・理農班・農芸化学班の三
班に分かれ，1941年2月に派遣されたものであった。④財政及び税制調査員の派遣。⑤工業原料及
び工業状況調査員の派遣。⑥生薬材料調査員の派遣177 
 
第三，軍政要員の派遣。海南海軍特務部は事実上の行政庁となりつつあるが，その要員は内外地官
民各方面から派遣されていた。しかし，台湾からの派遣がその大部分を占め，殊に熱帯植民地特殊行
政の経験手腕を必要とする教育関係・農林・畜産・水産関係・土地制度・専売制度・衛生制度関係等
の分野は全員台湾からの派遣者で構成されていた。その他，現地各部隊に隷下し警察部面より治安確
保に協力する多数の警察官および警察官補，多数の台湾人の軍通訳と軍夫が派遣された。なお，交通
関係・宣撫事業・衛生事業・産業開発等についても，台湾総督府は直接に関わっていた178。 
 以上のように，台湾総督府は，資料提供・調査協力・人的支援の側面から，海南島開発に積極的に
関与した。ここでは，調査協力に関して，台湾総督府関係者の海南島調査をさらに，台湾の特徴分野，
即ち海軍に求められている農業分野に限って具体的に述べてみると，以下の通りである。なお，本項
は，詳細な調査内容を考察せず，台湾総督府の海南島農業調査への協力の状況を明らかにするもので
ある。 
 海南島占領後，海軍省・陸軍省・外務省によって組織された海南島行政機関・海口（三省）連絡会
議は，海南島農業開発の実施機関として農政委員会を設立し，日本内地・台湾・南洋方面から日系企
業の海南島進出を要請した。農政委員会は，1939年9月の第二回農政委員会議，1940年2月第三回農政
委員会議を開催し，進出企業と海南島農業計画・実施計画などを協議し，進出企業の事業地割当を行
い，農作物の試作を行わせた。後に，三省連絡会議に代わって海南島の行政機関となった海南海軍特
務部は，海南島農林業開発計画立案のため，まず海南島農林業調査を必要とし，台湾総督府と交渉し，
同府殖産局海南島農林調査団を組織させ，1940年8月以降3回にわたり海南島農林調査を行わせた。 
同調査結果により，台湾総督府殖産局は『海南島農林開発応急施設（案）』（1941年）および『海南
島農林業開発暫定方策（案）』（1941年）を海南海軍特務部に提出した。『海南島農林開発応急施設（案）』
の内，「海南島応急米穀増産計画」のみ取り上げられ，海軍省派遣農業調査班により審議され，海南島
米増産計画の基礎案となった。その他各種調査事項は，台湾総督府外事部より殖産局調査団報告書と
して，海南島農林業開発参考資料第1号から第17号まで17冊にわたり各部門に発表され，海南島農業開
発上，各方面に好参考資料として，有効に利用された179。本章の第三節に述べた通りである。 
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 さらに，上記「海南島応急米穀増産計画」は1941年3月に海軍省に提出された。海軍省は，同計画を
現地において詳細に検討・審議するため，興亜院・農林省・農事試験場・拓務省・台湾総督府に農林
業の権威者の派遣を要請し，1941年7月18日～同年8月12日にわたり，海南島全島の詳細な調査を実施
させた。この調査班の意見書を基幹として，海南海軍特務部としては，初めて1942年度米生産計画を
樹立し，以後毎年米生産計画を立て，実施していた。下表2-8の通りである。 
 
表2-8：海軍省派遣海南島農業調査班（1941年7月18日～1941年8月12日） 
班長 農林省農事試験所・東北帝大研究所長・農学博士 寺尾博 種芸 
班員 台北帝国大学教授・農学博士 磯永吉 種芸 
班員 京都帝大教授 可知貫一 水利 
班員 台湾総督府技師 鈴木進一郎 農政 
班員 農林省技師 江村俊吉 水利 
班員 
農政局農産課勤務・食糧増産技術中央本部員・海軍省事
務兼海南警備府事務 
尾崎三雄 害虫 
班員 農林省農事試験所技師 三井進午 土壌肥料 
班員 興亜院技師 岡村淑一 種芸 
班員 興亜院嘱託 宮坂悟郎 農政 
班員 台湾総督府技師 前田穂濤 種芸 
班員 興亜院嘱託 加瀬高 米穀需給 
出所：小野卯一「五カ年間（1939～1944年）に於ける海南島農業開発概観」p.37，1944年。 
注：尾崎三雄の所属に関して，原本資料判読の不能のため，尾崎三雄ホームページには，1941年2
月11日農政局農産課勤務・2月18日食糧増産技術中央本部員・7月12日海軍省事務兼海南警備府事
務のため海南島へ出張と記載されている。 
 
調査班のメンバーの肩書は技師や教授で，何れも日本農業分野のエキスパートであった。また，台
湾総督府関係者の磯永吉・鈴木進一郎・前田穂濤は，海南島の米穀生産計画を樹立するため，同計画
案の原案を作成した台湾総督府殖産局調査の一員でもあり，中央農林省試験所・興亜院の技師らと一
緒に海南島の種芸・水利等を中心に調査を行なった。 
 また，以上に述べてきた台湾総督府・海軍省による海南島農業調査のほか，海南海軍特務部による
農業調査も行なわれた。従来実施されてきた各種農業調査が短期間で限られた時期に実施されたため，
参考資料として供用するに欠けている所があった。そのため，1942年5月11日，海南警備府総監は，さ
らに精細な調査を行い，海南島の恒久的根本方針樹立に資するため，「海南島農業調査要綱」を制定し
た。海南警備府総監は，台湾総督府外事部長に調査員の派遣を依頼し，同要綱の一部を実施させたが，
「大東亜戦争」の戦線が南方地域に急激に拡張し，各地方に対する農業調査派遣の要望が多くなった
ため，海南島調査員の派遣を中止した。「海南島農業調査要綱」の内容の詳細は，以下の通りである。 
 
①要旨。海南島農業開発計画を確立するため，基礎的要素である農業経営状態を現地につき詳細
に調査・研究し，恒久的開発の根本方針を樹立することを緊要とする。従来各方面より幾多の
調査が行なわれたが，治安その他の関係により調査地域が限定され，しかも短時間のため根本
的開発のための資料として欠如する点が多く，詳細な調査を実施する必要がある。海南海軍特
務部の陣容では早急に行なう事は至難であるため，専門の各種権威者を招聘し，緊急詳細調査
第二章 日本占領時期の海南島農業 
― 81 ― 
を完了し，将来本島農業開発対策の資に供する。 
②調査期間。四カ月間 
③調査科目並人員（表2-9を参照）180 
 
表2-9：海南島農業調査要綱，特務部依頼表 
（1942年7月～1943年1月） 
調査科目 調査期間 
招聘人員 
技師 技手 計 
農政一般 1回目11月～1月，2回目12月～1月 1 1 2 
普通作物 
稲 1回目７月～８月，2回目12月～1月 1 1 2 
穀豆類繊維油料作物 1回目8月～9月，2回目12月～１月 1 1 2 
特用作物 
棉作 10月～11月 1 1 2 
甘蔗 9月～10月 1 1 2 
澱粉作物 9月～10月 1 1 2 
園芸作物 1回目７月～８月，2回目12月～1月 1 2 3 
作物害虫 
特用園芸作物 9月～1１月上旬 1 1 2 
普通作物 7月上旬～8月上旬 1 1 2 
作物病害 
一般作物 7月～8月 1 1 2 
甘蔗 10月～11月 1 1 2 
土壌肥料 8月下旬～10月下旬 1 3 4 
農具 各部門に於いて附帯調査するものとす 
出所：小野卯一「五カ年間（1939～1944年）に於ける海南島農業開発概観」pp.38-39，1944年 
 
以上，海南海軍特務部の依頼により，台湾総督府は，表2-10の通り，調査員派遣計画を制定した。 
 表2-9，表2-10の計画書により，計29名の調査員が海南島農業調査を行う予定であったが，実施され
たものは，その内の18名であった。調査の内容は，以前と同じであり，稲・繊維等作物調査を中心に，
これら作物の栽培と関わる病害・土壌・肥料等の調査を含んでいた。調査員の構成は基本的には技師
と技手がペアになって一項目毎の調査を担当する形式であった。 
以上，海南島調査への協力について，軍の依頼による調査と台湾総督府自ら行なった調査に分かれ
ていた。その中「海南島応急米穀増産計画」は，軍の依頼によるものであったが，台湾総督府（殖産
局）はその作成者であり，審議者（台湾総督府・中央農林省・興亜院の専門家）のメンバーでもあっ
た。また，海南海軍特務部は恒久的農業政策方針を制定するために，台湾総督府に長期間の農業調査
を依頼した。つまり，海南島農林調査の担当者がすべて台湾総督府から派遣されたことは，台湾農業
経験・農業人材の豊富さおよび海南島開発における台湾役割の重要性を反映する事である考えられる。 
海南島農林調査の担当者がすべて台湾総督府の出身であることから，台湾総督府関係者が海南島農
業開発方針制定のシンクタンクと言えよう。 
特に，台湾総督府自ら行なっていたのは海南島農林業調査であったことに注目したい。台湾総督府
が軍の依頼もないのに自ら海南島農林業調査を行なったことは，豊富な熱帯農業技術・経験をもって
いるという同府の自負を表わしているほか，明石総督時代から海南島を日本帝国経済圏内に納めよう
とする同府の「南進」意欲をも表わしている。つまり，海南島占領後，台湾総督府が海軍への協力と
いう形で行なった海南島調査は，以前から自ら進めてきた「南支南洋」政策の延長線にあり，海軍が
与えた制約と枠組みの中において台湾総督府が「限定的主体性」を発揮しようとしたのである。 
第二章 日本占領時期の海南島農業 
― 82 ― 
表2-10：台湾総督府派遣計画書 
（1942年7月～1943年1月） 
調査科目 調査期間 勤務先 官職 調査員名 
稲 
1回目7月～8月，2回目
12月～1月 
府米穀局米穀課 技師 鳥居武男 
同上 技手 樋口俊平 
穀豆類繊維 
油料作物 
1回目8月～9月，2回目
12月～１月 
台中州農事試験場長 技師 林四郎 
同試験場 技師 判読不明 
同試験場 技手 池田茂 
同 技手 薮亀孟男 
棉作 10月～11月2カ月 台北帝国大学理農学部 助教授 
渋谷常紀 
助手一名 
甘蔗 9月～12月4カ月 
海南海軍特務部 技師 坂本敏雄 
同 技手 高梨国吉 
澱粉作物 9月～10月2カ月 台北帝国大学農林専門部 
教授 古城坤三 
助教授 西澤弘 
園芸作物 
1回目7月～8月，2回目
12月～1月 
農業試験所台東支所長 技師 貴島豊智 
台北州立農事試験場 技手 市川五四郎 
作物害虫（特用作
物蔬菜甘藷） 
9月～11月上旬 
台北帝国大学理農学部 教授 一色周知 
府農業試験所 技手 福田計 
作物害虫（普通作
物特に水稲） 
7月上旬～8月上旬 
府農業試験所 技師 三輪勇四郎 
台北帝国大学農林専門部 助教授 水戸野武夫 
作物病害 
（一般作物） 
7月～8月 
府農業試験所 技師 徳永芳雄 
台中州立農事試験場 技手 橋岡良大 
作物病害 
（甘蔗） 
10月～11月 
府糖業試験所 技師 桐生知次郎 
同 技手 森谷憲 
土壌肥料 8月下旬～10月下旬 
府農業試験所 技師 鳥居菘 
同 技手 上田利次 
同 技手 空白 
台北帝国大学理農学部 助手 高木一夫 
農政一般 
11月～1月3カ月 台湾総督府 嘱託 横畑護 
12月～1月2カ月 府殖産局農務課 技師 鈴木進一郎 
同 同 技手 前田長太郎 
出所：小野卯一「五カ年間（1939～1944年）に於ける海南島農業開発概観」pp.39-40，1944年 
 
3．海南島開発への協力 
台湾総督府は，昭和17（1942）年度蓬莱米応急増産計画を実施するため，蓬莱米を栽培する農業義
勇団を組織し，海南島に派遣した。それと同時に海南海軍特務部が制定した（台湾種）在来米の増産
計画を実施するため，在来米栽培の指導員として，農業指導挺身団を組織し，海南島各地に駐屯させ，
一般農民の農業指導に当たらせた。その具体的内容は，以下の通りである。 
 
3.1 農業義勇団 
 海南海軍特務部は，昭和17（1942）年度米穀増産計画を制定し，軍需用と民需用として蓬莱米10万
石（1.5万トン）生産目標をもって各開発企業に割当を行なった。特に集団的栽培地である万寧（南洋
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ゴム）・三亜（台拓）・崖（南洋興発）三地域に一，二期作合計4300町歩（ha），予想収穫量43,000石(6450
トン)を計画し，応急的措置として蓬莱米栽培に経験ある農業指導員の派遣を台湾総督府に依頼した。
従って経験深い台湾在職中の技術員を幹部とし，台湾各州下より選出する農夫によって組織された農
業義勇団は，昭和17（1942）年1月11日に必要な農具類を携行し，海南島にわたってきた。崖（南洋興
発）には，常駐幹部2名，指導員16名，万寧（南洋ゴム）には常駐幹部3名指導幹部40名を配置し，団
長および団附は常に三地域を統轄し，蓬莱米の栽培指導の徹底を期した。これら幹部が海南海軍特務
部の無給嘱託とし，関係開発企業から駐在手当をもらい，指導員の給与手当等も全部関係会社から出
された。義勇団は1942年蓬莱米第一，二期作の栽培技術指導を徹底し，目的が達成した昭和18（1943）
年2月20日に帰台した。海南島農業義勇団の編成は表2-11の通りである。 
 
3.2 農業指導挺身団 
 海南海軍特務部は，上記のように蓬莱米10万石生産計画を樹立し，各開発企業に割当を実施した。
しかし，海南海軍特務部は蓬莱米作付面積の増加に伴う土産米（海南島在来米）生産量の減少，各進
出企業事業中の蓬莱米栽培不適地への土産米奨励，海南島住民の自然増加，米食奨励による体力の増
強・労働力の増進等を考慮し，海南島在来米の改良増産が長期間を要するため，台湾優良在来米に換
えることは，最も近道であると考えた。よって，海南海軍特務部は優良種子23万斤（138トン）を台湾
から導入したが，本種子の迅速な普及と耕種改善技術の指導による海南島不足米の増産，食糧の自給
自産を図るため，在来米増産を計画した181。 
在来米増産計画を遂行するため，海南海軍特務部は，各農林開発企業に割当面積を定め，普及実施
に当たらせた。各農林開発企業事業地外の枢要な地区に１カ所2～3名の指導員を常駐させ，一人の指
導員に大よそ20町歩（ha）の農田を担当させ，優良種の配布並びに耕種法の指導を行わせた。これら
農業指導員は農業指導挺身団と呼ばれ，団長1名，分団長5名，団付6名を含め団員100名によって組織
され，海南海軍特務部職員として，台湾総督府から派遣されてきた。農業指導挺身団の構成は，表2-12
の通りである。 
出所：小野卯一「五カ年間（1939～1944年）に於ける海南島農業開発概観」pp.50-51，1944年 
 
表2-11：台湾総督府海南島農業義勇団 
幹部 指導員 
団
長 
崖
駐
在 
班
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崖
駐
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助
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万
寧
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在
班
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助
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）
駐
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台
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中
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出
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）
駐
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州
出
身 
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出
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台
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技
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台
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農
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技
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郡 
技
手 
新
竹
州
農
会
技
手 
台
南
州
農
会
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手 
台
湾
総
督
府
雇 
金
子
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雄 
竹
元
智
義 
田
中
礼
義 
昇
清
彰 
張
連
土 
謝
金
卿 
島
田
美
信 
16 
名 
8 
名 
8 
名 
40 
名 
15 
名 
10 
名 
15 
名 
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表2-12：第一回目農業指導挺身団構成表 
本部勤務 団長 香取清之助 団付 佐藤議 
海口地区西部 
分団長 山崎友義（海口） 分団付 山下光三郎（文昌） 
団員駐在地：8カ所計19名 
海口地区東部 
分団長 関根浩（海口） 分団付 近藤美秋（烈楼） 
団員駐在地：6カ所計20名 
嘉積地区 
分団長 板垣廉（嘉積） 分団付 松岡義秋（中原） 
団員駐在地：6カ所計20名 
北黎地区 
分団長 實川茂（北黎） 分団付 太田正己（宝橋） 
団員駐在地：6カ所計20名 
那大地区 
分団長 萩田正徳（那大） 分団付 大浜徳進（定安） 
団員駐在地：6カ所計21名 
出所：小野卯一「五カ年間（1939～1944年）に於ける海南島農業開発概観」p.51，1944年 
 
表2-13：第二回目農業指導挺身団構成表 
三亜支部管下 7名 3カ所 
北黎支部管下 10名 5カ所 
嘉積支部管下 20名 8カ所 
那大支部管下 20名 7カ所 
臨時政府管下 30名 21カ所 
本部内 2名 1カ所 
出所：小野卯一「五カ年間（1939～1944年）に於ける海南島農業開発概観」pp.51-52，1944年 
 
以上の各駐在地区附近において，各団員は，指導田を経営し，優良品種の普及，耕種法の改善指導
を行い，大きな成果を収めたと言われている182。1943年9月5日，100名の内74名が台湾に帰還したが，
海南海軍特務部と台湾総督府との間で行なわれた交代者交渉の結果，1944年1月10日新たに46名の団員
が着任し，残留者の26名と合わせ，83名の農業指導員は，各支部管下および臨時政府管下に配置され，
引き続き地方農民の指導に当たった。第二回目農業指導挺身団構成は，表2-13の通りである。 
1942年5月，台拓は，拓務省派遣の移民調査団の報告を基礎とし，日本内地から100名の海南島農業
開拓民を訓練し，三亜妙山村（後に六郷村と改名）附近に移住させた。その後，第二回目の移住計画
もあったが，戦況悪化により途中で終わった183。 
以上，台湾総督府により蓬莱米の栽培指導に当たる農業義勇団と台湾在来米の栽培指導に当たる農
業指導挺身団が海南島に派遣されたことを述べた。農業義勇団は，台湾各地農会の技術者をリーダー
として，進出企業の事業地内において栽培技術・経験を必要とする蓬莱米の栽培を行なった。農業指
導挺身団は，海南島北部から南部まで，その活動地域を拡大し，日本進出企業事業附近の農家指導に
当たるほか，瓊崖臨時政府管下の農場にも農業指導をも行なった。台湾総督府は，農業義勇団と農業
指導挺身団の海南島派遣により，海南島農業開発に積極的に関わり，台湾農業技術を海南島に伝播し
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たことが分かる。 
 上述の人的支援のほか，台湾総督府は海南島に蓬莱米・台湾優良在来米・蔬菜・果樹・甘藷・サト
ウキビ・雑穀類・緑肥等種苗，肥料，農具等を導入した。昭和16年～18年（1941-1943）台湾産水稲種
籾の総輸出量をあげると別紙１「台湾産種籾導入配布表」の通りである。別紙１「台湾産種籾導入配
布表」からみれば，昭和16年～18年（1941～1943年）の3年間で台湾産稲種合計約59万斤(354トン)が
海南島に持ちこまれた。台湾からの種苗導入のほか，海南島における台湾種籾の生産も行われた。1943
（昭和18）年度，台北・新竹・台中・台南・高雄各州が設置した苗圃の生産実績は表2-14の通りであ
る。 
 
表2-14：昭和18年度台湾各州種籾生産量（斤） 
種類 
蓬莱種 台湾在来種 台拓
産白
米粉 
合計 台中65
号 
高雄
10号 
嘉南2
号 
白米
粉 
敏葉 
菁果
粘 
岡山
大白 
短脚
蘆 
台北州圃海口区 
  
500 
 
8500 
 
12100 
  
21100 
新竹州圃海口区 
  
1800 
 
10100 
 
3000 
  
14900 
台中州圃嘉積区 
    
3150 
 
3500 
  
6650 
台南州圃那大区 
    
16500 
 
4000 
  
20500 
高雄州圃北黎区 
      
1000 
  
1000 
出所：小野卯一「五カ年間（1939～1944年）に於ける海南島農業開発概観」表一ノ三，1944年。1斤＝
0.6kg。 
 
表2-14からみると，蓬莱種の嘉南2号と台湾在来種の敏葉・岡山大白は主な栽培品種であり，合計6.4
万斤（38.4トン）に達した。そのた，田菁等の緑肥作物が台湾農会や台拓から海南島に導入され，台
湾鍬・草刈鎌・イセ号稲扱機・磯野弐
ママ
深耕犂等の台湾農具も農業義勇団によって海南島に導入され，
現地開発の指導に供された184。 
 
4．台湾拓殖株式会社の海南島農業経営 
4.1 台湾拓殖株式会社と海南島 
台拓と海南島の関係は，日本軍による海南島占領前に本島で活躍していた唯一の日本人，勝間田善
作による租借地問題から始まる。第一章第2節で言及したが，勝間田は海南島海口の町で約6千坪（約
2ha）の土地の借地権を獲得し農場を経営していた。しかし，昭和11(1936)年に至り，借地権が最短2
年しか残されていなかった。また，慢性的排日運動のために，勝間田善作の財政は相当な窮地に陥り，
中国政府から立退きが要求された。同年11月，勝間田は在広東総領事中村豊一を通じ，「海南島の地主
に相当の借地料を前払いして，6千坪（約2ha）の土地の権利を一括して50年間の借地権に延長できる」
という趣旨の投資話をもち，外務省に財政的援助を求めた。特に海南島に関心を持った中村豊一が海
南島の土地借入に賛成し，台湾総督府外事課，日本内地各機関に積極的に口説いた。外務省と海軍省
が「援助シヤリタイ」との意思を表明していたが，資金困難のため，台拓に資金の援助を求めてきた185。 
一方，依頼を受けた台拓は，勝間田善作を台北に招き，借地の地形，地勢はもちろん，租借権が切
れた原因・租借権保有の必要性・1万香港ドルの担保・返済の利源及び期間・利源の採算如何などにつ
いて，細かく聞き取りを行い，再度，台湾総督府，拓務省，外務省，海軍省と協議し，「国策上有利に
して，且採算が損得無き程度ならば援助をなすべし」186と表明し，勝間田善作の海南島土地租借問題
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に資金支援を決定したのである。 
しかし，台拓からの援助金は5千香港ドルに減額され，資金交付の時期や方法も定められた。台拓は，
まず2千香港ドルを支払い，勝間田善作と海南島地主との土地借入契約が成立した後，残額の3千香港
ドルを勝間田善作に交付した。 
実は，勝間田善作は昭和5（1930）年に，「テグス」事業経営難を事由に金5万円の融通を在広東日本
総領事館代理領事須磨弥吉を通じて，台湾総督府に求めてきた事があった。当時の台湾総督石塚英蔵
は，海南島農地経営への投資意義を「一見一小企業ニ過ぎザルガ如キモ最近漸ク有望視セラル，同島
開発ノタメ先駆ヲ為スモノニシテ各国人競ウテ同島開発ニ力ヲ注ギツツアル今日同人（勝間田善作）
ヲ指導援助シソノ達成ヲ期セシムルハ将来邦人発展ノ素因トモナル」187とし，海南島に注目をしてい
た。 
上記の趣旨により，昭和12年（1937）4月13日台拓の援助を受けた勝間田善作は，借地料を支払い，
借地契約を結んだ。その借地の内容は表2-15の通りである。 
 
表2-15：勝間田借地契約摘要 
 借地 貸 地 人 契約日付 期限 位置 借地料 
第 1号地 君尭村 
李克恭等 
民国 17年 1月 2日
（昭和 3年，1928年） 
60年（昭和 63
年迄） 
本村廟前香
灯園一丘 
（期限迄前払い）
大洋 210元 
第 2号地 君尭村 
許聖勲  
同上 80年（昭和 83
年迄） 
本村廟前所
在一丘 
同上.大洋 400元 
第 3号地 君尭村 呉有
仁・呉有和 
同上 90年（昭和 93
年迄） 
本村廟前北
側一丘 
同上.大洋 405元 
第 4号地 許家仁・鴻猷
父子 
同上 60年（昭和 63
年迄） 
君尭村西側
所在二丘 
同上.大洋 120元 
第 5号地 君尭村 
李漢文 
民国 25年 2月 1日
（昭和 11年） 
52年（昭和 63
年迄） 
君尭村西方
所在 
同上,国幣 520元 
出所：『台拓文書436勝間田農場関係書類』昭和14年，pp.97-99より。1元＝約10香港ドル 
  
表2-15の契約日付と期限は，実際と一致しなかった。これは将来「中国側の圧迫」を避けるために
偽造したものであるとされている188。第1～4号地6千坪（約2ha）は，以前勝間田が借り入れた分であ
り，契約の日付はかなり古く書かれていた。第5号地4千坪（約1.3ha）は，昭和12（1937）年新規の分
であるが，日付は1年前の昭和11（1936）年と書かれた。実際の契約期限は昭和62（1987）年4月13日
までの50年間となっていた。また，新規の第5号地の整備費は台拓が出資した5千香港ドルの中に含ま
れている。 
融資を受けた勝間田善作は，台拓と契約書を交わし，土地の利権関係を明確した。その内容は以下
の10カ条である。 
 
 第一条 甲（勝間田善作）は別紙記載の上土地に関し自己の名義を以て土地所有者と借地契約
を締結し，自己名義を以て借地権を取得する。 
 第二条 前条借地契約の期限は昭和12年4月13日以降50カ年としてその期間中の借地料は前払
いするものとす。 
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 第三条 第一条借地契約は乙（台拓）の為に甲の名義をもって締結するものにして従を甲の名
義を以て取得したる借地権は実際は乙に帰属するものとす。 
 第四条 乙は第二条借地料前払いその他経費及び支弁の為金5450円（香港ドル5千ドル相当）を
甲に交付するものとす。 
 第五条 甲は第三者に対する関係（対外関係）においては自己の名義及び責任を以て第一条借
地の管理及び経営をなすものとす。 
 第六条 甲は借地の利用により生ずべき収益を以て借地の管理経営に関する一切の費用を支弁
し，たとえ不足を生じた場合と雖も乙に対し之を要求せざるものとす。 
 第七条 甲は借地の管理経営に関し乙の指図に従うべきは勿論，乙の都合により借地を処分し，
又は乙の指定する第三者の名義に変更せんとするときは何時にても名義変更の手続き
をなすものとす。 
 第八条 甲は前条名義変更手続きの為必要なる書類を日付未記入のまま予め作成して乙に差出
し置き必要の生じたる場合乙の任意使用に供するものとす。 
 第九条 甲は甲乙間の関係に付絶対秘密を守り契約の内容は一切外部に漏らさざるものとす。 
 第十条 甲は土地所有者との間に作成したる借地契約書に在広東日本総領事館の査証を受けこ
れを乙に供託するものとす189 
 
 勝間田善作は従来使用していた第1～4号地の借地料金を返還した場合，上記の義務が免除されると
規定されている190。以上10カ条の契約内容を総合的に考察すると，勝間田善作は従来の借地の権利を
有していたが，借金を返還しない限り，新規の第5号地を含め，第1～4号地の権利は台拓にあったと考
えても良いだろう。 
勝間田善作は借地の経営管理権のみを持っており，経営状態が悪くなっても自己責任とされ，いつ
でも借地の使用権が台拓に取られる恐れがあるという不平等な立場にある。さらに借地経営という重
大な義務が負わされていたと考えられる。ただし，同契約は将来台拓は昭和12（1937）年新規の第5号
地を使用する際，整備を必要とする場合，台拓側がその費用を支出する。さらに将来複雑な国際関係
または島内の不安定が生じれば，台拓は勝間田善作の事業を引き続き間接または直接に事業を経営す
る場合，事前に外務省に十分連絡をとる事を定めた191。 
 しかし，台拓からの5千香港ドルの借地融資だけでは，勝間田善作の事業復興費に足りず，勝間田善
作は外務省に補助金を申請し，援助を求めた。これに対して，外務省は上海軍側及び陸軍側の協力を
えて，勝間田に資金を提供した。代わりに，外務省は勝間田に海南島関係情報の提供や，将来土地を
処分する際には外務省官憲の指揮を待つことを要求した192。 
以上により，台拓は海南島農業に関心を持ち，勝間田善作を代理人として海南島の土地権益を確立
した。前項に述べた通り，台拓は，将来海南島が日本の支配下に置かれた時，これら土地を根拠地と
して，海南島開発を積極的に行おうと考えていたことが明らかとなった。しかし，日中戦争の勃発に
より，勝間田家族は海南島を引き揚げ，これら土地の権益を失った。 
 
4.2 台拓の海南島農林事業の組織と人員 
昭和14(1939)年2月10日，日本軍が海南島に上陸し，その直後の3月1日，台拓は早くも社員を派遣し
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海口事務所を設け，治安の回復に伴って次第に各種の事業を起した193。同年の4月29日，5月8日に秀英
第一苗圃と瓊山蔬菜試作園を開業し，本島での農業開発を本格的に始めた194。さらに同年8月，9月三
亜に事務所と蔬菜園を開設し，本島南部での事業を開始した195。 
昭和15(1940)年台拓は海南島南部において2月26日陵水事務所，3月15日馬嶺事務所，5月5日南橋農
場，9月藤橋畜産事務所を相次いで開設し，北部において5月30日瓊山第三苗圃を開設し，7月海口事務
所を海口支店に昇格した。 
昭和16(1941)年4月9日台拓は崖県の三亜街に三亜農場を新たに開設した。 
昭和16(1941)年10月台拓は各事務所の事業を組織化し，統一化するため，農林事業各機構の名称と
統轄関係を以下のように変更した196。 
 
海口支店―(農務係)――秀英農園   (元秀英第一苗圃) 
           ―瓊山第一農園 (元瓊山第二苗圃) 
          ―瓊山第二農園 (元瓊山第三苗圃) 
三亜事務所―(農務係)― 陵水農場   (元陵水事務所) 
             ―南橋分場 (元南橋農場) 
           ―三亜農場   (元三亜農林事務所) 
             ―馬嶺分場 (元馬嶺事務所) 
 
昭和17(1942)年1月26日，秘法第6号「海南島事務分掌規程制定ノ件」により，海南島の台拓組織は
「海口に支店を設置し，三亜に事務所を設置する」と変更された197。 
同17(1942)年7月27日，秘法第60号「海南島事業分掌規程」により，三亜事務所は楡林支店に昇格し，
海口支店と並列することとなった198。さらに同年9月，11月南部の三十笠と新村において新たな農場が
創設され，陵水農場の分場とされた199。同18(1943)年3月16日瓊山第一，二農園は合併され，瓊山農園
となり，秀英農園は畜産部に移管された200。なお，台拓の海南島農事開発の組織図は以下のように変
更された。 
 
海口支店―農務係―瓊山農園 
楡林支店―農務係―陵水農場 
          ―南橋分場・三十笠分場・新村分場 
         ―三亜農場 
          ―馬嶺分場 (三亜蔬菜園を含む) 
 
昭和19(1944)年4月，台拓本社は，新事態に即応するため，海南島事業の独立化に関して各関係方面
と具体的折衝を行い，台拓海南産業株式会社を創設し，一切の海南島事業を新会社に移譲したが201，
その後組織の変更がなく，終戦に至った。 
以上の組織変革は，海口事務所→海口・三亜事務所→海口支店・三亜事務所→海口支店・楡林支店
→台拓海南産業株式会社と表記できる。台拓の海南島事業組織は事務所から支店に急速に昇格したこ
とは，南進の「光環」(光輪)の下で(海南島の)地位が日増しに高まっている202と言われた。また，農
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場の数からみると，台拓の海南島事業の中心が南部に偏っていることが分かる。 
台拓の海南島事業の人員構成について，初年度の昭和14(1939)年に，海口事務所長に当たった人物
は長谷場純熊である。その下に高山三平業務部長・山田伯採拓殖課長・台東出張所長後藤北面技師・
台中州立農事試験場技師西口逸馬・大森四郎・宗村亮等台湾の農林事業で重任を負う人物をいち早く
海南島に派遣され，海南島での活躍が期待された。その中で，西口逸馬は，台北帝国大学農学部の米
作の権威である磯永吉博士のアシスタントとして活躍した蓬莱米育種の権威者で，海南島での米作の
栽培責任者とされた。また出張所の経営，工場の管理，或いは地方当局との交渉等に豊富な経験を持
つ後藤北面は，陵水・馬嶺事務所の所長となり，台拓の海南島・南洋開墾事業の先駆者と言われ203，
同じく海南島米作の指導責任者に当てられた。即ち，米作が台拓の海南島農林事業の中で一番重要な
位置を占めていたことは言うまでもない。そして，最初の海口事務所から，海口支店・楡林支店まで
事業が拡大された。昭和18(1943)年に台拓の海南島農林事業に関わる役員については別紙７「海南島
における台拓の役員表」を参照されたい。本島の主要な農場，即ち瓊山農園・三亜農場・陵水農場・
南橋農場・新村農場・馬嶺農場・三十笠農場の役員は合計53名であり，そのほとんどが日本人であっ
た。その内，農場の技師は西口逸馬一人だけ204であり，農場規模との鮮明な対比となり，戦時中人材
の供給が不足していた事を反映している。ただし，技手は43名で全体の80％を占め，まさに本事業の
主力となっている。要するに，台拓の海南島農林事業の人員構成の特徴は，台湾米作のエキスパート
を中心に，多数の技手を主力とした台湾熱帯農業栽培経験を持つ者達であった。これは，海南島で台
湾経験移植の人的な条件として位置づけられる。 
 
4.3 事業経営の方針計画 
昭和14(1939)年，台拓は海口事務所を開設した間もなく，自動車事業・建築事業・畜産事業・製氷
事業・畜産改良試験事業・熱帯産業試験事業等を続々と着手し，海南島事業に積極的に乗り出した。
熱帯産業試験事業に関しては，本年度にすでに着手したものは秀英第一苗圃と瓊山蔬菜試作園であり，
近く着手しようとするものは熱帯産業試験所205であった。秀英第一苗圃の性質が有用作物の試作であ
り，瓊山蔬菜試作園の性質が軍需蔬菜の栽培であるという初年度台拓の事業方針は，同年(1939)海南
島最高指導機関・海口三省連絡会議(海軍省主導)が制定した「重要ナル本邦不足農産資源補足ノタメ
日本勢力圏内ニ於ケル熱帯特産物ノ改良増産ヲ図ル」という趣旨の海南島農業開発方針と照合し，ま
さしく現地軍の本島開発方針を如実に現わしていると言えよう。 
 昭和16(1941)年3月，海南島海軍特務部は各開発企業に海南島開発の基本となる昭和16年度を第一年
度とする海南島開発三カ年計画の樹立を要請し，4月15日までに同計画書を提出するようと命じた206。
これにより制定された海南島開発三カ年方針計画の事業方針は，事業の拡大につき，人員の増員・米
穀の増産，国策作物の適地適作・多角経営・主要栽培作物の選定・土地の確保・附帯事業等を行う事
と定められた207。さらに，この方針の下で台拓の本島農場の栽培事業に関する具体的な計画は，以下
のように制定された。 
 苗圃事業について，秀英農場(第一苗圃)は，種苗を採種し，南部事業向けの各種緑肥類・甘藷の種
苗増殖を図り，有用樹苗を養成する。瓊山農場(第二・三苗圃)は，蔬菜栽培を主として僅かに採種用
緑肥及び甘藷を栽培し，生産する蔬菜の大部分を軍需に供し，残余部分を一般邦人に分譲した208。 
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農場事業の計画は以下のように定められ209，数値的な栽培事業計画については，別紙8「昭和16～18
年農作物の栽培三カ年計画」を参照されたい。 
陵水農場は，試作兼採苗圃の経営・原野の開墾・蔬菜栽培の奨励・水稲及びその他の奨励を行う事
であった。詳しく述べると，民有地を買収し，海南島民に貸付を行い，水稲蓬莱米種を主として，甘
蔗・棉・黄麻・甘藷作を奨励し，優良種苗の配付，肥料，農具の貸与，水利施設，溜池を設置し，米
の増産を図り，製糖精米事業の経営，宣撫品の販売等を行った210。 
南橋分場は，主にゴム園を経営し，既設園の手入及びゴム苗の養成を行うほか，木炭の製造を行い，
水利の比較的良好な休耕地に水稲蓬莱種の栽培を試みた211。 
馬嶺分場は，試作兼採苗圃の経営・造林及び附帯事業・交易事業等を行った212。 
三亜農場は，主に水稲の増殖・蔬菜栽培を経営すると共に近郊農民に対し一般奨励を図った213。 
以上各農場の事業内容計画を考察すると，各農場の専門性が強く，独自の中心栽培作物が決められ
ているほか，附帯事業も担われていたことが分かる。また，緑肥作物の栽培がほぼ各農場で行われた
ことは，地力増進や作物の栽培に必要な肥料の供給が不足するという調査認識からであろう214。そし
て，南北2つの農場を使って専ら蔬菜を栽培し，軍に提供することは，まさに国策会社の台拓が自己の
職責を履行していた事を表している。農作物の栽培は各農場敷地内に止まらなかった。当地の農民が
台拓から配付された優良品種を栽培し，出来上がった農産品が安値，高値に関係なく，無条件に台拓
に買収される事となった。ここでは，台拓の海南島農作物の栽培方式は農場直営と，種子を農民に無
償配布し，農事指導を加え，収穫物を一部占有するという奨励方式の二種があった事が注目される。 
 
4.4 事業概況 
先述の通り，海南島北部における台拓の最初の農場(苗圃)は，秀英第一苗圃，瓊山第二，三苗圃で
ある。その事業概況については，以下の通りである。 
 
4.4.1 秀英第一苗圃 
秀英第一苗圃は昭和14(1939)年4月に開設され，海口市秀英村旧砲台上手に位置する丘陵地の，酸性
の強い砂質土壌で，地味中庸，地勢平坦，乾燥がやや強い土地計15町歩の試作地であった215。瓊山第
二，三苗圃(蔬菜園)の面積は合計10町歩で，殆ど蔬菜を栽培していた216。小麦については農林20号・
台農10号・台農3号・嘉義種等台湾の優良品種の試作成績がよく，特に台農10号の産量は町歩（ha）あ
たりに4万斤（24トン）に達し，海南島在来種の町歩あたり12,500斤（7.5トン）より遥かに超え，台
湾の2万斤（12トン）よりも倍以上を超えていた217。 
その後，軍需の減少等現地事情の変化により，秀英第一苗圃は秀英農園となり，さらに畜産部の所
轄となった。ただ資料不足のためその栽培成績は不明である。瓊山第二，三苗圃は合併され，瓊山農
園となり，経営の簡易化が図られ，特に柑橘の栽培が良好であった218。昭和18(1943)年度の事業成果
は，別紙9「昭和18年度の海南島農林事業概況」の通りである。 
 台拓の海南島農林事業は，本島南部に集中し，主に陵水農場と三亜農場であった。陵水農場の下に
は南橋分場，三十笠分場，新村分場があり，三亜農場の下には馬嶺分場があった。その事業概況は以
下のとおりである。別紙9「昭和18年度の海南島農林事業概況」を参照されたい。 
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4.4.2 陵水事業地 
 台拓の陵水事業地(中心地は今の陵水市)は昭和15(1940)年2月に現地海軍から割り当てられ，その面
積が58,400町歩に達し，台拓海南島事業地の中で最大規模であった。同事業地所在の陵水県は，海南
島の東南部に位置し，年降雨量が多く，陵水渓両岸の平原地帯は主に灌漑田であり，渓水を堰き止め
導入し，年二期作の良田であった。そして，「米産地として全島に著名にし，三亜における某日本商社
の言によるも陵水県の豊凶は従来の米価を左右」すると言われるほど有数な米産地であった219。 
陵水事業地の事業内容は，開設当初，開墾事業，土地改良事業，栽培事業及び造林事業であり，栽
培事業の中心をサイザルと棉花の栽培，造林事業の中心を樹木の苗圃事業としていたが，昭和18(1943)
年に至り，大きく栽培事業と附帯事業に分けられ，さらに附帯事業の中には，精米事業，養畜事業，
製糖事業，造林事業，釀造事業，宣撫事業，開墾事業が包含された。主な栽培作物は，水稲，甘蔗，
蔬菜，煙草，サイザル，甘藷，キャッサバ緑肥，相思樹・木麻黄であった220。 
本事業地は，技師1名，書記2名，技手6名，雇員31名，傭員295名の合計335名，その内日本内地人78
名であったが221，別紙7「海南島における台拓の役員表」では技手20名と記載されている。いずれして
も従業員の数が各農場中で最も多かったことは，陵水農場の重要な地位を反映していた。 
試作成績について，本事業地は甘蔗畑としても，小麦畑としても優良な地であった。甘蔗の試作品
種は雷州半島で栽培されているPOJ2725・2728と在来種の竹蔗で，小麦は主に埼玉27号，昭和の2品種
であり，両種とも試作成績は優良で，特に味噌・醤油の原料である小麦の自給自足が期待され，昭和
17(1942)年3月15日の大阪毎日新聞に報道されるほど注目を集めていた222。 
昭和15(1940)年度，陵水農場の主要作物の試作状況について，試作された水稲58品種の中，蓬莱米
の台中65号，台湾在来種の白米粉，台中糯46号の試作成績が最も優秀であり，日本内地の水稲品種は
気候風土の相違でその成績が不良であった。蓬莱種台中65号が陵水のみならず，馬嶺農場，明治製糖
感恩農場での試作成績が良かった223。農場付近の灌漑水に恵まれている上田の町歩あたり籾収穫量は
1400～1500斤（840～900kg）であったのに対し，台中65号の試作成績は，6000斤（3600kg）に達し「台
湾の美田に比し敢えて遜色を示さゞる」好成績を挙げた224。 
昭和18(1943)年度の事業成果は，別紙9「昭和18年度の海南島農林事業概況」の通りである。開墾事
業は，新耕地の造成と既耕地の改良を含めている。溜池の築造による水田の改良，サイザルの植栽に
よる畑地の改良が特徴であった。昭和18(1943)年度まで合計約1793.5町歩（1793.5ha）の田畑地を改
良する計画であったが，実際は197.5町歩（197.5ha）の新耕畑地しか造成できなかった。 
 
4.4.3 南橋農場 
 昭和15（1940）年5月，南橋農場(今の万寧県南橋鎮)は陵水農場の分場として開設され，1,500町歩
（1500ha）の面積を持ち，栽培事業の主要作物は，水稲，陸稲，ゴム，低山桐，緑肥，及びその他試
植試作物であり，樹木の苗圃も行っていた。附帯事業は，木炭事業，造林事業，宣撫事業と開墾事業
であった。従業員34名(内地人8名)であり，その内訳は技手1名，雇員2名，傭員31名であった225。陵水
農場の分場として，国策に応じたゴムの栽培も行われていた。 
昭和18（1943）年度の事業成果は，別紙9「昭和18年度の海南島農林事業概況」の通りである。新耕
地の造成，ゴムの植栽，伐採開発が行われた。既耕地の改良面積は合計145町歩（145ha）であった。 
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4.4.4 三十笠分場 
昭和17（1942）年9月三十笠分場(今の陵水県本号鎮三十笠村)は，陵水農場の分場として開場し，其
の面積は1,600町歩（1600ha）で，水稲，甘蔗の栽培事業と製糖事業，宣撫事業，開墾事業を経営して
いた。従業員は合計158名(内地人9名)であり，その内訳は，技手1名，雇員5名，傭員152名であった226。
昭和18（1943）年度の事業成果は，別紙9「昭和18年度の海南島農林事業概況」の通りである。開墾事
業は，主に245町歩（245ha）の新耕地の造成が計画されたが，昭和18年度までの進捗状況は僅かに30
町歩（30ha）の原野を開墾したところであった。 
 
4.4.5 新村分場 
 新村(今の陵水県新村)分場は昭和17（1942）年11月に陵水農場の分場として開設され，4200町歩
（4200ha）の面積を所有し，栽培事業，宣撫事業，開墾事業を行ない，その栽培事業の中では水稲の
栽培，甘蔗・蔬菜・甘藷等の試作，椰子・木麻黄・油桐等の苗圃も行なっていた。従業員は，計67名(内
地人14名)であり，その内訳は技手1名，雇員5名，傭員61名であった227。昭和18（1943）年度の事業成
果は，別紙9「昭和18年度の海南島農林事業概況」の通りである。開墾事業について，灌排水溝・溜池
の築造による既耕地の改良面積は計48町歩（ha）であった。 
 
4.4.6 三亜農場 
三亜農場は昭和16（1941）年4月に海南島の最南端の崖県，三亜街に開設され，1,107町歩（1107ha）
の面積で，栽培事業と精米事業，養畜事業，宣撫事業，交易事業，開墾事業等の附帯事業を行ない，
その主要栽培作物は水稲，蔬菜，果樹であった。従業員は，副参事1名，書記1名，技手3名・雇員8名，
庸員57名の計70名(内地人37名)であった228。昭和18（1943）年度の事業成果は，別紙9「昭和18年度の
海南島農林事業概況」の通りである。 
 
4.4.7 馬嶺分場 
馬嶺分場は，昭和15（1940）年3月に開設され，三亜農場開設後に，その分場とされた。三亜蔬菜園
を含め，2万町歩（2万ha）の面積を所有し，水稲・蔬菜・果樹の栽培事業と木炭事業・宣撫事業・交
易事業・開墾事業等の附帯事業を行なっていた。技手1名，雇員7名，傭員41名の合計49名(内内地人25
名)の従業員が従事していた229。昭和18（1943）年度の事業成果は，別紙9「昭和18年度の海南島農林
事業概況」の通りである。 
昭和18（1943）年は三カ年計画の最終年にあたり，各農場の事業概況は上述の通り，基本的には水
稲の栽培が中心であったと考えられる。このような実績に基づいて，台拓は次の昭和20（1945）年に
栽培計画を立てた。この計画は，依然として水稲の栽培事業の中心としていたが，町歩あたりの収穫
量を直営蓬莱種5000斤（3000kg），奨励蓬莱種3000斤（1800kg），奨励海南島在来種2000斤（1200kg）
に修正した230。農場別でその収量が異なる(馬嶺農場の水稲単収)ことからも前年の栽培経験に基づく
修正であったと考えられる。また，全体的に各農場の経営が簡易化されたと見ることができる。しか
し，終戦となり，台拓の海南島事業は終止符が打たれた。 
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4.5 事業成果 
昭和19（1944）年3月までの台拓所轄北部1つ，南部6つの農場の海南島農林事業の現況は，前述の通
りである。ここでは，水稲を中心に，農場別に台拓海南島農林事業の三カ年計画(昭和16年～昭和18年)
と昭和18年度台拓事業概況との比較を行いたい(別紙8「昭和16～18年農作物の栽培三カ年計画」と別
紙9「昭和18年度の海南島農林事業概況」を参照されたい)。 
陵水農場の水稲・甘蔗の栽培計画と実際の成績を比較すると，直営の場合，第一期，第二期水稲の
作付面積は，計画の10町歩と同じであったが，計画の町当たり収穫量6000斤(3600kg)に対し，実際の
町当たりの収穫量は，4700斤(2820kg)前後と減少していた。奨励作の場合，第一期作の作付面積120町
歩は，計画の20町歩より大幅に拡大しており，町当たり収穫予想量3000斤(1800kg)に対し，実際は3700
斤(2220kg)前後に達した。甘蔗作は，甘蔗の栽培地域が陵水農場と馬嶺分場に決められていたが，昭
和17（1942）年9月及び11月に新たに成立した三十笠分場と新村分場が馬嶺分場に代わって甘蔗の栽培
を行うようになった。昭和17（1942）年度の新植が直営面積40町歩（ha）・収穫量400万斤(2400トン)，
奨励面積50町歩・収穫量250万斤(1500トン)と計画されたが，実際は，収穫時期となる昭和18・19（1943・
1944）年度には，48.2町歩（ha）の栽培面積で，茎約65万斤(390トン)の収穫となったが，直営作と奨
励作の面積が両方とも計画の半分の25町歩（ha）に至らず，単位収穫量も2万斤(12トン)に満たず，計
画より大幅に遅れていたと見られる。その原因は肥料の入手困難，9月上旬及び10月上旬の暴風雨，奨
励蔗園の農民の蔗作知識不足，粗放管理とされていた231。 
南橋分場は，ゴムの栽培を中心に，木炭の製造や水稲の植栽を兼ねて経営していた。別紙8の三カ年
計画表と別紙9の概況を比較すると，昭和18（1943）年度までゴム園の植付面積は150町歩（ha），ゴム
苗圃は3年間合計1.8町歩（ha）180,000本の新植を行なう予定であったが，実際は昭和17（1942）年度
まで，計100町歩（ha）34073本(計画の19％)を植栽するに過ぎず，ゴム苗圃の実績も見られず，植林
の栽培本数は計画より大幅に遅れていたと考えられる。また，三カ年計画では水稲の栽培品種が蓬莱
種と決められたが，昭和18（1943）年度の実績からみると，蓬莱種のほか，台湾在来種や海南在来種(陸
稲を含む)も栽培されていた。 
三亜農場は水稲と蔬菜の直営・奨励作を中心に行っていた。三亜農場における三カ年水稲栽培計画
は，第一期，二期直営蓬莱種と奨励蓬莱種の栽培が中心であった。昭和18（1943）年度実際の栽培現
況をみると，栽培品種の選択について，計画の蓬莱種だけと少し異なり，海南在来種の奨励栽培も取
り入れられた。直営蓬莱種の栽培面積は二期作合計で僅か4町歩（ha）であったが，町歩当たりの平均
産量は，約5000斤(3000kg)に達した。昭和18（1943）年度の三亜農場は，一見して好成績を収めてい
るが，三カ年計画と比較すると，毎年100町歩（ha）の新しい栽培面積は勿論，単位収穫量の6000斤
(3600kg)にも達していない。三亜農場の水稲栽培は，計画の通り順調に進まなかったと言えるだろう。
昭和18（1943）年度蔬菜栽培の現況は，計画の栽培面積や産量を遥かに超えていることは，軍需蔬菜
の供給地としての性質が大きな役割を果たしたと考えられる。 
馬嶺農場には，海南在来種の奨励作を中心として，昭和18（1943）年度には，400町歩120万斤(720
トン)を収穫できると計画されていたが，実際は，200町歩（ha）（計画の50％）40万斤(240トン)（計
画の33％）の収穫量に至っていない。計画以外に500町歩（ha）の蓬莱種を海南島民に作らせたが，町
歩当たり約1,600斤(960kg)の収穫量は在来種より低かった。 
北部の瓊山農場の蔬菜生産量について，昭和18（1943）年には面積12.2町歩（ha）で344,600斤
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(20676kg)の収穫量という計画が立てられたが，現状を見ると，昭和18（1943）年には，植え付け面積
8.2町歩（ha）（計画の67％），67,690斤(40614kg)（計画の20％）の蔬菜収穫量となっていた。実際の
収穫量は計画より少なかった原因は，治安の安定，軍需の減少によるものであった232。 
 以上の比較からみると，台拓の海南島農林事業三カ年計画が終了した昭和18（1943）年度では，農
林事業の中心である栽培事業のほとんどは，計画より大幅に遅れていたことがかわる。その中で，米
作がこの栽培事業の中心として進められてきたため，本論は米作に限って台拓の海南島の農林事業の
成果を考察する事にする。水稲収穫量の比較は，主に海南島南部に位置する以下の6つの農場を対象と
する。別紙9と表2-15を合わせて考えよう。 
 
表2-15：農場別各水稲品種の収穫量 
 
実収 
計画 
陵水
農場 
三亜農
場 
馬嶺分
場 
南橋
分場 
三十笠
分場 
新村
分場 
平均 
直営蓬莱種 6000 4782 4500 7800 307 2445 4375 4035 
奨励蓬莱種 2000～3000 2600 1868 1632 
 
622 1667 1678 
直営在来種 2000～3000 1100 
  
572 
  
836 
奨励在来種 2000～3000 
 
2642 1977 
 
2143 909 1917 
直営台湾在来種 2000～3000 
 
3000 
   
3000 3000 
注：単位は町歩あたり斤（1斤=0.6kg）。表中の数字は比較的に収穫量の大きい第二期作の町歩あた
り収穫量である。計画欄の2000～3000は，第1年度2000斤（1200kg），第2年度2500斤(1500kg)，第3
年度3000斤(1800kg)を表している。筆者が作成。 
 
表2-15のように，直営蓬莱種の平均収穫量4035斤(2421kg)は，計画の町歩あたり6000斤(3600kg)の
収穫量を下回り，67％を達成しているのみであった。奨励蓬莱種・直営在来種・奨励在来種・直営台
湾在来種はそれぞれ計画の町歩あたり3000斤(1800kg)の53％・27％・63％・100％を達成した。台湾在
来種を除いて，全部計画通りにならなかったことは，干ばつ・暴風雨・鳥害・虫害・風害等の自然災
害に遭い，労働力の不足が生じたからである233。また，直営蓬莱種に限って言うと，計画の町歩あた
り6000斤(3600kg)の水稲収穫量に対し，最多のものは馬嶺分場の約7800斤(4680kg)で計画の130％を超
えていたが，最少のものは南橋分場の約307斤(184.2kg)で計画の5％にも過ぎず，実に雑然としている。
計画の80％前後を達成することを正常であると考えれば，その中では陵水農場の約4700斤(2820kg)（計
画の78％）と三亜農場の4500斤(2700kg)（計画の75％）はその範囲に入れことができる。計画達成，
あるいは計画より町歩あたりの収穫量は高いものは，別紙9を参照したところ，いずれも栽培面積が小
さかったところである。小面積につき多くの肥料や労働力がいらず，周到な肥培管理ができ，町歩あ
たりの収穫量が伸びたと考えられる。しかし，小面積の栽培は必ず高収穫に繋がっていくと限らなかっ
た。南橋分場では，蓬莱種のほか台湾在来種や海南島在来種も小規模で栽培していたが，その単位収
穫量は却って極端に低かった。即ち，水稲栽培がまだ試験的な段階にあったと思われる。 
そして，海南島在来種の町歩あたり収量は1000斤～1500斤(600kg～900kg)であると見られるところ
から，台拓の奨励在来種作の収穫量は最多2600斤(1560kg)に達し，これは経営方針による島民の技術
的指導や試作成績のよい米種の使用，農事思想の普及等が在来種の増産につながっていたものと考え
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られる。 
以上水稲収穫量の増収・減収について，自然的原因のほか，人為的原因，即ち水稲栽培地の地質，
水利条件，肥料，労力に対する詳細な調査が行われなかったことが主因であったと考えられる。例え
ば，地質によって供給する肥料の種類が異なるというような繊細な農業技術的問題は，作物の生産高
と繋がっていた。しかし，台拓内部の海南島事業地に関する詳細な調査資料が見当たらず，加えて台
拓の海南島事業が急きょに拡大したことから，調査の不行き届きを生じたと考えられる。 
昭和18（1943）年度各農場の水稲収穫状況について，直営作の場合，栽培総面積は合計47.6町歩（ha），
籾総収穫量は163100斤(約98トン)，町歩あたり籾収穫量は約3426斤(2056kg)であった。奨励作の場合，
栽培総面積は2921町歩に達し，籾収穫量は5670515斤(約3400トン)，町歩あたり籾収穫量は約1941斤
(1165kg)であり，直営作3426斤(1800kg)の約7割であった。昭和18（1943）年海南海軍特務部が本島全
体に対し玄米10万石（1.5万トン）の増産計画を制定した。台拓はこれに応じて，陵水農場において1000
町歩（ha）の奨励作を拡張し，昭和18（1943）年度全農場の籾生産高5833615斤（3500トン）を玄米に
換算して1.7万石(2630トン)に上り，海南島米生産全体の約20％を占めた事は，本島農林事業における
台拓の地位の重要性を示したものであったと考えられる。 
昭和18（1943）年の時点で台拓の海南島農林業経営の状況は，既定計画の遂行状況を判明するだけ
であり，筆者はこれだけでは不十分であると考え，農企業としての台拓の海南島各農場における収支
状況を表2-16に示した。 
 
表2-16：昭和18年台拓の海南島農場の各事業の収支状況 
科目 収入 支出 差引損益 
栽培事業 470282.89 685279.17 -215036.28 
精米事業 259866.38 284155.17 -24288.79 
製糖事業 38215.40 35678.43 +2536.97 
養畜事業 24574.36 29052.00 -4477.64 
木炭事業 10097.76 7005.26 +3092.50 
農産物売買 658030.42 564039.20 +93991.22 
交易品売買 31911.67 27466.84 +4444.83 
補助金 150000.00  +150000.00 
雑益 16182.42  +16182.42 
雑損  666.26 -666.26 
計 1659121.30 1633342.33 +25778.97 
出所：台拓文書「海南島農林開発事業現況」台湾拓殖株式会社，昭和 19年‐20年，p.44 
  
表2-16を考察すると，昭和18（1943）年度の経営状況は，プラスとなっているが，補助金を除外す
れば，台拓の海南島農林業経営はマイナスであった。主な栽培事業の収支は一番厳しく，約21万円の
損失をこうむり，農作物収益の長期性により，短い期間の収益は難しかったことを反映している。ま
た，農産物の売買は，売買の具体的内容あるいはその公平性等は論外として，台拓の最も重要な収益
源となっている。また，15万円の補助金の使途は，約12万5千円の損失補填にあて，残りの約2万5千を
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興業費とされた。台拓は(台湾総督府の)国庫補助金の援助で海南島農林業の経営をようやく維持して
いるという状況であった。 
 以上，台拓の海南島農林事業は，計画された指定栽培作物の生産目標に達しなかったこと，繊維や
ゴム等の国策作物の栽培成果が見えなかったこと，および会社としての利益がなかったということか
ら，成功しなかったと考えられる。しかし，蓬莱米の移植と海南島在来種の1町歩当たりの産量向上な
どの面において，海南島農業自体の進歩に貢献したことが評価されるべきであろう。 
台拓の経営方針と栽培の概況・成果からみると，台拓は，海南島占領時から終戦まで，一貫して食
糧作物の栽培を行なうと共に，軍の指定作物いわゆる軍需作物の栽培も行なっていた。しかし，前述
したとおり，1939年2月海南島占領前に台湾総督府（台拓）が既に独自の（軍の影響がない）調査を行
い，海南島の食糧（水稲・甘藷）生産と国策作物・軍需作物の生産を並行して図る農業政策を構想し
ていた。つまり，台湾総督府の海南島農業開発構想は，独自性のある占領前と独自性のない占領後に
おいて変容することはなかったと言えよう。あるいは，海南島占領直後に日本海軍が採った「日本国
内に不足しているゴム・繊維作物の生産と水稲等の食糧供給」という海南島農業政策は，占領前の台
湾総督府の海南島開発構想（政策）と一致していたとも言える。換言すれば，海軍主導下の海南島政
権と台湾総督府は，南進政策における海南島の地位や役割（農業分野）を同じように認識していたと
言えよう。 
総合的に言うと，海南島占領前・占領後において，台湾総督府は海南島農業に対する関与の仕方に
相異があるが，結果論から見ると，同府の海南島農業政策（構想）は一貫性を呈し，「日本帝国」産業
構造上における海南島の農業的地位を見据えたものであった。 
 
 
第七節：海南島教育と産業 
1939年2月，日本軍は，海南島に上陸し，山間部を除くほとんどの地域を支配下に置いた。海南島占
領は，日本陸軍の北進政策の延長線である中国戦線において，援蒋ルートの遮断という軍事的役割を
果たし，海南島は日本海軍が主導する南進政策の基地として，重要視されていた。海南島は，日本の
北進・南進政策の中枢的位置にあり，大陸占領地とは異なった統治が行われることになった。即ち，
大陸占領地では，中国人傀儡政権を介した間接統治が行なわれていたが，海南島では，傀儡政権の瓊
崖臨時政府が置かれたものの，海南島の軍政・民生・経済は，日本海軍（海南海軍特務部）に直接に
担当されることになった。 
このような特質の組織形態の下で，海南島の社会・経済，産業等全分野は，日本海軍によって植民
地的な統治が進められた。この点をもっとも鮮明に表しているのは，海南島での文化教育施策である。
戦時下の治安維持および資源開発の対日協力に有効な統治方策として，日本軍は，全島にわたって植
民地教育を実施し，海南島民の日本化を図ったのである。 
 
1.海南島の教育概況 
民国時期の海南島教育においては，小学校の教育制度は，初級小学，完全小学，高等小学の三種に
分かれていた。中学校は，省立，県立，私立の3種類に分かれ，省立第十三中学，県立瓊山中学，私立
匹謹中学等の12校があり，修業年限が3年，生徒は１校100～300名であった。師範学校は，省立第六師
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範，県立瓊東師範等の5校があった234。実業教育機関は，瓊山県立職業学校1校あるのみであった。黎
族の教育施設は，陵水県宝亭第九初級国民学校，崖県の黎民教育養成所があり，1935年黎族の文化促
進のため瓊崖県民文化協会が設立された。なお，外国人経営の教育施設は海口のフランス天主教会経
営の育英堂があった。学校教育のほかには，各県に寺子屋式の学塾もあった235。 
教育の最も進んでいる文昌県における識字者調査の結果からみると，男子は151,523名中，小学校程
度の識字者は45.5％，女子は，156,399名中，識字者は1.9％であった236。民国時期陳枢銘の『海南島
誌』（上海神州国光社，1933年）は，このような低い教育レベルの原因は，主に海南島各県の教育行
政の経費不足であるが，教科内容レベルの低下，教育設備の欠乏，専ら学校数の増加を目標とし，質
の向上に努めなかったという政策の誤りもその一因であると指摘している237。 
また，1942年海南海軍特務部政務局第一調査室の屋井鎮雄は，民国時期海南島の教育を明清時代の
旧学と較べ，以下の特徴があると指摘している。 
①中等学校に省立・県立の別があるのは明清の府学・州県学の伝統であり，また私立中等学校は書
院の後身（南洋華僑の拠金による瓊海中学）であった。 
②中学校で学ぶものは将来実業に従事することを目的とせず，官吏になろうと志し，さらに上級学
校を志願した。 
③中等学校の生徒数は明清時代の府学県学の生徒数より増加しなかった。学校の経営は明清時代の
官の支出と異なり，授業料の収入によって成り立ち，教師は，明清時代の他郷人と異なり，海南
島人を主とした。 
④民国時期各県からフランスや中国内地への留学に補助金を出したが，これは恐らく過去に府州県
学から中央へ学生を送った制度の遺制である。 
⑤海南島の小学校の通弊は量の増加を求め，質の充実を求めない点にあった。私立小学校や私塾が
多数存在しているが，そのほとんどが明清時代の社学・義学の遺物であった238。 
陳銘枢および屋井鎮雄の調査を総合的にまとめると，民国時期の教育システムは，明清時代の旧教
育システムがすでに衰微していた中で，新時代に応じた教育システムが，未だ確立していない過渡的
段階という状況であった。 
つまり，小学校の校数が多いということは事実であるが，島内治安が安定していないことにより，
海南島の教育が衰微に向かっていたことも事実である。さらに，教育経費の欠乏，教育内容の低下，
官吏養成の教育理念から言って，民国時期の海南島教育は，特に教育内容の質において，遅れていた
と言わざるを得ない。 
このような状況下，1939年2月に日本軍は，海南島を資源供給地・南進拠点として軍事占領した。そ
して，1945年8月までの6年間余，海南海軍特務部が，軍政を敷いた。 
日本海軍上陸後，治安が回復すると，海南島民の間では教育再興の機運が高まり，中国教育制度の
復興を懇願するに至った。しかし，日本海軍は，政策上旧来（明清時代）の伝統を引き継いだ学校，
私塾の乱立を許さず，民衆の懇望が止み難いもののみを許可した239。日本海軍による海南島教育は，
知識階級の養成を目的とせず，「常識」を有する「一般民衆の養成」および「島民の知識の向上」を目
的とした。海口，瓊山，文昌のような従来の文化的中心地であり，民衆の教育程度が高い地域のみに
おいて，6年制の初等教育を実施した。しかし，他の地域においては，海南海軍特務部は，住民に日本
語をある程度勉強させれば，事足りると考えていたため，4年制の小学校，あるいは1，2年制の日語学
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校を設置した。占領期間中においては，不足している労働力を供給すれば，十分であり，知識階級を
養成する必要はなかった。経済的条件においても，新しく学校を設置する情勢ではなかったため，当
分の間高等教育施設は設けない方針であった240。 
 1945年8月時点の海南島全体の学校設置状況を概観してみると，初等教育については，校数は133校，
学級数は588，終戦時の在籍児童数は24,932名であった。教員は，海軍教員41名，準教員59名，中国人
教員496名いたが，これらは一定の師範教育を受けた有資格者であった241。中等教育については，日本
軍の上陸により中学校が一時閉鎖の状態にあったが，瓊山にある瓊崖第一中学校，海口市にある瓊崖
第一女子中学校についてはそれぞれ中国人の手によって再興された。修養年数は3カ年で，臨時政府の
職員，または日本の政策実施上必要とされる人材の養成を行なった。師範教育については，海南島教
育振興の一施設として，1942年4月瓊山に海南師範学校が設立され，日本人教員の養成および中国人教
員の再教育を行なった242。実業教育については，海南島の産業を発展させるため，嘉積市，那大市に
農学校が設置された。これは，小学校卒業程度の者が自由に入学できる学校であり，同島農業開発指
導者の養成機関であった243。 
以上，日本軍政下の海南島の教育についての概況を述べた。民国時期と較べ，学校数と生徒数から
みると，この時期の学校規模は大幅に縮小された。このことにより，日本海軍は，海南島の教育を衰
退させたという見解がある244。しかし，民国時期に重視されてこなかった質的な面を検討すると，必
ずしも海南島の教育を衰退させたとは言えない。例えば，小学校教師の専門化，実業（農業）教育の
重視等である。これら新しい施策により，海南島教育は，従来の知識人養成教育から，産業進展のた
めの指導者養成の実業教育へと転換させた。勿論，この転換は，海南島の資源と労力の獲得という日
本海軍の経済的収穫を目的としたものである。 
しかし，後に述べるが，この海南島の初等教育および中等教育に従事する日本人教員を養成・提供
する海南師範学校は，海南島教育ひいては，海南島農業経済に重要な役割を果たしたと考えられる。
従って，海南島の教育を具体的に考察するには，海南師範学校の分析が必要不可欠である。以下にお
いて，海南島教育の政策的展開および実態をそれぞれ考察していきたいと考える。 
 
2.海南島教育の政策的展開 
2.1 文化工作の基調・目的・要綱 
戦前期，日本軍は西洋文化に対抗する東洋文化の創設を標榜していた。そして日本民族文化を「ア
ジアの普遍的文化」とし，「大東亜共栄圏」の建設を目論んでいた245。海南島は，本島独自の文化がな
く，世界の先進的文化から取り残されていた。そのような状況下にもかかわらず，海口，文昌，嘉積
地方の文化程度は比較的高く，1860年からアメリカ人，フランス人が本島に渡来し，キリスト教の普
及に努めていた。その傍ら中等学校，小学校，病院等の施設経営を行ない，欧米思想の普及を図って
いた246。 
また，島民の中には海外へ出稼ぎに出て，見聞を新しくして，帰ってくる者が多かった。特に，海
口，瓊山両都市では，専門教育以上を受けるものが2000人以上に達していた。従って，本島において
も，欧米の思想や生活様式を理解する者も少なからずあったと推定される247。 
しかし，1937年日中戦争が勃発すると，日本海軍は1939年2月に海南島を占領し，いち早く欧米思想
の普及機関を閉鎖・排除した。これは，海南島のみならず，中国各地にも見られ，官民一体となり日
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本文化の普及を促進しようとしたものである。そのため，日本海軍は，海南島の民度が低く，人口の
90％は農民であることを鑑みて，深遠な理論を避け，実物提供により日本文化自体に魅力を感じさせ
ることを意図した。また，「大東亜戦果ニュース」のような各種宣伝機関を用いて，民心の把握，特に
中堅階級および知識階級の民心を把握しようとした248。その中で，海南海軍特務部は，海南島民への
日本化教育の目的を以下の2点に規定している。 
①海南島の教育は，中国占領地における住民素質の向上を目指し，日本人が海南島の教育行政権を
把握し，抗日思想をなくすこと 
②日本軍による海南島支配に協力する海南島民の養成を行なうこと249 
この目的をさらに具現化するために，海南海軍特務部は，「島民教育整備要綱」を以下のように制定
した。 
 
  一，島民教育は島民の実生活に即し，島民をして皇国を中心とする東亜共栄圏下の善良なる島民
たらしむべく教育す。 
  一，差当り初等教育に重点を置き所要の整備を行ふ。同教育にては当分の間精神教育，日語教育
及勤労教育を行ふ。 
  一，小学校の修業年限を六箇年とし，情況に依り当分簡易小学校を以て之に代へ，修業年限を一
箇年とする事を得。 
  一，教育行政権を我方に収むる目的とし所要の措置を講ずるものとし，当分同行政に関する監督
官庁を海南海軍特務部総監，其の実施担当者を各地治安維持会（所在司令の補助指導を受く）
とす。 
  一，教育義務年限を一箇年とし，治安維持会及児童保護者に其の義務を課するものとす。但し右
義務制の実施時機は諸般の事情を考慮し別に之を定む。 
 一，教員の養成機関とし海南島に師範学校を特設す。（その他，略）250 
 
同要綱により，日本軍は，海南島統治を徹底するために，宣伝機関による民心把握だけではなく，
海南島民への日本化教育を実施した。特に，精神教育，日本語教育および勤労教育による初等教育に
重点を置いた。しかし，このような教育を実施する主体は，日本人でなければならないため，日本人
教員を養成する師範学校の「特設」を企画することになったのである251。 
それでは，師範学校設立に至る経緯およびその具体的実施状況について見よう。 
 
2.2 海南師範学校の政策方針 
2.2.1 日本人教員養成の本科 
海南島は，日本軍による「大東亜共栄圏」建設の一環として，「南方」戦線の拡大と共に，その戦略
的重要性が増大した。海南島住民の素質が，「劣悪にして興亜の大任を果すことは能はざる」とされ，
海南海軍特務部が，台湾総督府から小学校訓導50名の派遣を要請し，その指導に当たらせたが，さら
なる「教化」の成果を挙げるため，教員数の増加と質の向上を図ることが必要であった252。 
その結果，1942年4月，短期の日本人教員養成コースとして，海南師範学校が設立されたのである。
構成は，日本人教員養成コースに当る「本科」と中国人教員の再教育に当る「講習科」であった253。
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その具体的な内容は，以下の通りである。 
「本科」養成の要旨については，以下の事項に注意し，学生に学業を修めさせることが定められた。 
 
生徒養成の要旨 
一，興亜の使命を明にし教育報国の信念を涵養す 
二，学行一体心身の鍛錬に努め師道の修煉に邁進す 
三，南方開拓の指導者としての勤労愛汗の教育に努む 
四，熱帯風土に対する身体の養護と精神生活の確立に努む 
五，団体訓練と共に個人性の陶冶に留意す254 
 
つまり，海南師範学校の教育目標は，教師としての「信念」・「師道」という基本的理念の涵養に基
づき，熱帯地開発上の指導者としての資質を確立させることである。即ち，海南師範学校は，現地の
特殊事情に沿った教育目標をもって教員養成に取り組んだ。 
学科目と毎週の教授時間数は，下表2-17の通りである。 
 
表2-17：学科目および毎週教授時数 
修身 教育 海南島事情 体錬科 芸能科 実業科 海南島語 計 
2 5 4 3 3 8 8 30 
出所：台湾総督府外事部『海南島における教育現状』，p.19，1945，pp.52-53；海南海軍特務部
『海南島三省連絡会議決議事項抄録』1942年，p.48 
 
以上により，師範教育としての教科内容は，豊富であったとは言えないが，一応，「教育」・「修身」・
「芸能」・「体錬」といった速成師範学校の基本的カリキュラムが揃っていた。また，総力戦という特
殊な時勢の下，「海南島事情」・「海南島語」という海南島関係の授業科目や産業開発に関連する「実業
科」は，授業時間数が最も多く設定された。これにより，日本人教員が海南島当地の事情を知り，海
南島児童およびその家族と支障なく交流できること，実業（農業）技術をもって海南島民に「実利」
をもたらすことが，治安安定の目的を果たすために重視されていたと考えられる。ただし，日本人教
員は海南島語を全く喋れずに教育現場で日本語を教えたというように，現地語の習得者は極めて少な
かった255。 
また，日本人の入学資格について，海南師範学校の生徒になる資格は，日本内外地の中学校程度の
卒業生でなければならなかった256。 
 
2.2.2 中国人教員再教育の講習科 
当時，中国側教員は正規の師範教育をうけた者は，極めて少なかった257。また必ずしも優良な教育
者とは言えなかった。このような状況を鑑み，海南海軍特務部は，1942年10月9日「支那人教員再教育
ニ関スル件」（海南連第四一九号）を発布し，新事態に即応した指導者の養成を目的とした中国人再教
育事業を行なった。同事業は，生徒の給与・食糧・旅費等を含んだ予算38,964円を計上し，2回（1942
年10月15日～同年12月30日，1943年1月15日～同年3月31日），各3カ月間にわたり，海南島各地の司令
官に推薦された現職中国人教員200人の再教育を実施することを計画した258。同事業の教育方針は，以
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下のように規定された。 
 
日本を中心とする大東亜共栄の理念に徹し，其の理想実現に挺身せむとする優秀なる本島教育者
を錬成することを目的とし，特に左の三項に留意し教育すべし 
一，思想教育 
  大東亜戦の真義を明徴にし，共産思想，抗日思想を放擲せしめ，「吾等は真に日本を盟主と仰が
ん」の信念を啓培することに努むること 
二，日本語教育 
  日本語に習熟せしめ，日本語を通じて日本文化を収得し，之に依り本島文化向上に貢献し得る
如く，其の基礎的指導に努むること 
三，勤労教育 
  心身一体の行的訓練を通じて勤労精神を鍛錬し，実践垂範の理想的教育者養成に努むること259 
 
以上の通り，中国人教員再教育の方針は，前記「島民教育整備要綱」の方針，即ち思想教育・日語
教育・勤労教育に沿ったものであった。この方針を表わす学科目と授業時間数等は，以下の表2-18の
ように規定された260。 
 
表2-18：各学科目および毎週教授時数 
修身 教育 作業 日本語 音楽 特別講義 体操 農業 計 
2 3 5 11 5 1 4 5 36 
出所：台湾総督府外事部『海南島における教育現状』，p.19，1945年，pp.52-53；海南海軍特務部『海
南島三省連絡会議決議事項抄録』1942年，p.48。教科目の「教育」は，教育原理，教授法，
管理法を含め，「特別講義」は，東亜事情其他を含めている。ただし，授業時間数が若干異なっ
ていた。本稿は，実際に調査から得た史料『教育』の授業時間数に準じる。政策としての記
録『抄録』によると，授業時間数の異なる所が，日本語12時間，教育5時間，実業科5時間，
合計33時間であった。 
 
表2-18からみると，日本人教員養成の「本科」と較べ，中国人再教育の教育関係科目は，「教育原理」，
「教授法」，「管理法」を含めており，明らかに多科目化していることが分かる。これは，従来中国人
教員が正規な師範教育を受けておらず，教育関係の「教授法」や「教育原理」等の授業実施が必要で
あったことを反映している。また，授業時間数については，実際の教科目には，「作業」の時間数が増
え，「農業」を含め，合計10時間に達していたとのことである261。これは，勤労教育の方針に従って行
なわれたものであるが，海南島産業開発に必要な人的資源の不足を如実に反映したものであろう。ま
た，「日本語」は最多の時間数を占めており，教育現場での日本人教員と中国人教員との意思疎通・協
力を図るために，設定されたと考えられる。そして，後述する細見昇氏（海南師範学校第1期生）の言
によれば「研修（再教育）を受けた中国人先生は，日本語が上達になり，うまく交流できるようになっ
たほか，たまに小学生に日本語を教えてもらった」262とのことである。 
以上のように，政策上において，海南師範学校の「本科」と「講習科」は，日本人に対する教育指
導者としての「師道」・「勤労精神」養成，中国人現職教員に対する正規の師範教育および日本統治の
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協力者養成というそれぞれの目的があったが，速成教育（6カ月・3カ月）・実業教育の重視（「農業」・
「作業」の時間数）・言語教育の重視（「海南語」・「日本語」学習）という共通の特徴があった。特に，
実業教育は，植民統治の基礎である日本語教育と並ぶほど重視されたことは，日本が推進する「大東
亜共栄圏」の中，海南島を「日本帝国」内外地を含んだ総力戦の中に取り込み，海南島の産業開発を
急速に開発しようとする日本軍の思惑を反映したものであろう。それでは，次に海南師範学校の実態
を考察してみよう。 
 
3.海南師範学校の実態 
3.1 設立の背景 
占領初期の1939年頃，海南島の治安はまだ安定していなかった。その時期，日本語教育の主たる担
い手は，日本軍兵士であったことが，次の史料から分かる。（1939年時，南支派遣軍粤東部隊報道部主
任陸軍歩兵中尉であった松谷雅の言） 
 
私ワ，嘗テ警備隊宣撫班長トシテ又情報主任トシテ海南島ノ青年男女壱千数百名ニ日本語ヲ教ヘ
テタ事ガアルガ，生徒達ガ日ニ日ニ日本語ヲ覚エテ朝夕ノ挨拶カラサテワ日ノ丸行進曲，愛馬進
軍歌，愛馬行進曲，君ケ代等ヲ唄ウ様ニナルノヲ見ル263 
 
さらに，治安の回復につれ，逐次に海南島各地に日本語学校が開設された。日本語教育に当ったの
は主に台湾からの派遣教員であった264。その状況は，台湾派遣教員・台北師範演習科卒業生守田茂治265
の口述資料によると，以下のように記されている。 
 
日本の台湾派遣教員，内台人約20人が，海軍武官府の依頼により，台湾総督府視学官の林猪太郎
に率いられて，領台50年の教育成果を生かし，「教壇上に倒れて後已み」の芝山巌精神266による教
育行政を打ち立てるため，海南島に渡ったのは昭和16（1941）年の春であった。渡島した一行は1
カ月間，海口市在住20余年の勝間田洋行店主に海南語の手ほどきを受け，全島一周の視察に出た。
（中略）皆は防御の装備などなく丸腰で各地の現地人学校を訪れたのである。一行は各要所の派
遣隊の一員となり，中国人子弟教育のパイオニアとして赴任し，廟を利用したり，椰子林を切り
開いたりして日語学校を新設した267 
 
即ち，海南師範学校創設前の1941年から，台湾総督府派遣教員20名は，1カ月間の海南語教育を受けた
後，海南島各地に派遣された。廟を利用した校舎において，台湾での中国人教育という教職経験を生
かし，海南島の日本語教育に従事した。終戦時の統計によると，このような派遣教員は，主に台湾総
督府から派遣され，延べ109名（終戦時59名）であった268。しかし，その具体的な教育制度，カリキュ
ラム，指導方法については，現在のところ資料が欠如しているため，詳細は不明である。 
前述したように，さらなる海南島教育の成果を挙げるため，教員の増加と質の向上を図ることが必
要であった。その結果，1942年，海南師範学校が創設された。 
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3.2 学校の創設と内容 
海南師範学校は，1942年4月瓊崖第一中学校内（元広東省立第六師範学校・現瓊台書院）に教室と宿
舎を借用して，開校した。教育期間は4月～9月までの6カ月間であった。入学試験については，東京・
仙台・広島・福岡・ソウル・台北等に試験場を設け，日本各地より147名の生徒を選抜した。教員は，
専任教官5名，兼務教官4名の体制で教員養成を開始した269。1942年9月第一回卒業生を出した後，第2
回の募集生150名に対して，志願者は，その約10倍である1456名に達した270。卒業生は，3期の合計で
400余名に達した。第2期生と第3期生（1943年1月～）の校舎は，キリスト教系の匹謹中学内に移転し
た。師範学校卒業生の待遇は，海軍特務部理事生と同じく，現地海軍司令の命令を直接的に受ける身
分であった271。当時の学生の応募動機や学校の実態等は，以下の通りである（海南師範学校卒業生口
述）。 
 
①細見昇氏（第1期生，口述日時：2008年10月14日，場所：篠山市観光案内所2階） 
私は，1941年12月に多紀農業学校を卒業した後，1942年1月～3月まで，明石農林学校講習所（現
農業大学校）にいた。海南師範学校の募集を見て，応募して合格した。1942年3月末，当時19歳に
して海南島に行った。進学の希望があったが，軍隊の待遇を受ける事ができるから師範生になっ
た。多くの応募者の中，次男三男が多く，台湾人3名，朝鮮人1名，その他は，北海道から沖縄ま
での内地人（日本人）146名であった。 
海南師範学校では，体育・音楽・心理学・教育学・海南語等を勉強した。校長は，青田重忠さ
んで，東京帝大出身の優秀な人であった。すぐに役に立つ教育が必要であったため，教科教育は
なかった。隔日で海南語を勉強する際，勝間田洋行社長勝間田勝久さんから教科書と口頭で教わ
り，会話中心であった。 
第1期生は3組に分けられた。1組は混成（青年学校，商業学校，特殊学校の出身者など），2組は
中学校・普通高校出身者，3組は農学校出身者であった。台湾総督府から派遣されてきた先生が多
かった。 
②河合愛治氏（第1期生，口述日時：2013年5月11日，場所：河合愛治氏のご自宅） 
1942年3月，海南島をシンガポールと勘違いし，海南師範学校1期生として海南島に行った。海
南警備府総監池田清は，元大阪府知事で，多くの大阪府職員を推薦して，海南島に来てもらった。
海南島では争いがなく，給料が3倍ぐらいになり，戦地手当も貰えるという好条件であった。1941
年6月頃，担任から海南師範学校の募集があるという情報を得た。海軍の籍だけで満足していた。
師範学校を卒業した後，準教員となり，さらに1年後正式の教員となった。その際，台湾国民学校
の免許も貰った。 
2期生から校舎は瓊山の匹謹中学校を共用していたが，寮と先生は，匹謹中学校と異なった。授
業科目は，音楽，生物等で，教科書をもらったが，6カ月間で師範学校を卒業した。 
③豊原八郎氏（第2期生，口述日時：2013年5月11日，場所：河合愛治氏のご自宅）（豊原氏は，体調不
良のため，多くを語ってくれなかったが，豊原氏の口述と『天涯に陽は昇る: 海南島への架け橋』（山
本良一, 2004）（以下『天涯』と略称）に掲載された豊原氏の文章と照合すると当時の海南師範学校の
様子は次のようであった）。 
私は，海南島に行きたいと思ったのは，南の国では，バナナやマンゴー，椰子の実など，豊富
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な果物があり腹いっぱい食べられるのと，少年クラブに「冒険ダンキチ」の南洋での生活が頭の
中にこびりついていたのかもしれない。海南師範学校は，瓊山市外にあり，椰子の木とユーカリ
の木やハイビスカスの花に囲まれていた272。朝，起床ラッパがイヤというほど響くと，ぱっと飛
び起きて寮前に整列し，瓊山一回り（1里位）走っていた。毎日，中国人と共に勤労奉仕し，運動
場を作った。私たちは真剣に軍事訓練を受けていた。 
1943年10月11日に講堂で音楽会が行われた。その内容は「斉唱，独唱，ピアノ独奏，詩吟」等
の項目で，「南進男児の歌」や「太平洋行進曲」等の軍歌がほとんどであり，「故郷の白百合」等
ふるさとを思う歌も少数あった。また，同年10月20日に第2期生秋季校内体錬会が行われた。青年
体操，百メートル競走，手榴弾投擲突撃，百足競走，団体対抗千メートル継走（警訓・地政・中
学・師範）等の種目があった。農場でオクラの作り方等をも勉強した。 
師範学校では，一般教養科目の教育学，海南語，音楽，体操，軍事訓練，農業実習，習字があ
り，学習年限は，1年の速成教育であった273。 
 
以上の口述資料および文献資料『天涯』によると，教育期間は，1期生は1942年4月～同年9月までの
6カ月間であったが，2期生は1943年1月～同年12月までの1年間であった。当時の師範生の募集方式は，
学科試験がなく，試験官と応募者との直接面接（口頭試問）であったという274。 
 
3.2.1 応募動機 
海南師範学校に応募したのは，主として「戦争に行かずに軍隊の待遇を受けることができる」（細見
昇氏の言）という理由だったようである。応募者は，日本内地・台湾・朝鮮出身で，二男，三男が多
かった。また，1期生の野島保昌氏は，海南師範学校を受験する気持ちになった理由は，「①学校が海
外に新設される，②短期間で卒業できるから，また，当時私は農学校の生徒であったが，ある事件で
警察沙汰になり，学校生活に嫌気がさしていた。一年で卒業できる海南師範学校が魅力的であった」
と述べている275。このように，軍隊待遇以外に，様々な個人的理由で，師範学校に応募した事例があっ
たようである。 
 
3.2.2 師範学校の教授陣 
海南師範学校の教授陣容は，表2-19の通りである。 
表2-19のように，海南師範学校の教員体制は，校長1名，教頭1名，専任教官5名，講師7名であった。
校長の青田重忠氏は，東京大学出身のメクラヘビ研究者であった276。海南師範学校赴任前は，台湾公
立実業学校教諭，新竹商業学校教諭を歴任していた277。海南海軍特務部政務局第三課の職員は，師範
学校の講師を兼任していると記されているが，実際には授業を行なうことはなく，事務管理のみを担
当していたようである278。 
教員の担当科目は，表2-19の通りである。日高善一教頭は教育（心理学・教育学），勝間田義久氏は
海南語，沢田勲氏は体育，水田修司氏は音楽，林豊作氏は農業を各々担当していた。青田校長をはじ
め，台湾での教員経験者は4人いたと言われている279。 
新納兼徳氏は，当初台湾からの派遣教員として，佐八特，清瀾小学校に勤務していた。彼は初代音
楽担当教官の水田修司氏の後任として，1943年海南師範学校に迎えられた。主として2期生の音楽教科
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を担当した。戦後故郷の鹿児島に帰り，長い間教職に当っていたが，その後上京し，教育楽器関係事
業に転身した280。 
 
表2-19：海南師範学校の教授陣 
氏名 所属 担当科目 戦後の職業 
青田重忠 校長 
 
不明 
日高善一 教頭 教育学・心理学 高校教師 
沢田勲 教官 体育 高校教師 
新納兼徳 教官 音楽 教職・商業 
林豊作 教官 農業 中学校教師 
水田修司 教官 音楽 不明 
勝間田義久 講師 海南語 不明 
姉尾豊三郎  政三部員・講師 公務員 
玉置和郎   政三部員・講師 議員 
鳥井次雄 政三部員・講師 小学校教師 
長友一馬 政三部員・講師 小学校教師 
松本良隆 政三部員・講師 中学校教師 
横井時常 政三部員・講師 宮司 
出所：黒潮会事務所『黒潮会会員名簿』（平成10年10月現在）。政三とは，海南島の文教事業を管
掌する海南海軍特務部・政務局第三課を指す。 
 
海南語講師の勝間田義久氏は，長年海南島で農場・貿易等を経営し，「海南島通」と呼ばれた勝間田
善作氏の三男であった。海南島占領前後，日本人による海南島調査の案内者として大活躍し，『日海語
集成』（竹腰商店，1939年）を著したほど海南語に精通した人物であった281。 
表2-19には記載されていないが，早川崇氏は，1942年26歳の若さで，海南海軍特務部庶務主任となっ
た。師範学校では，剣道を教えていた。その後，海南海軍特務部北黎支部長として北黎地方へ赴任し，
戦況が厳しい中，北黎地方の教育に従事していた師範学校の生徒に「心と体を鍛え，戦場に生き抜き，
新しい日本の再建こそが重要」と訓示していた。戦後，衆議院議員となり，池田勇人内閣では自治大
臣，佐藤栄作内閣，三木武夫内閣では労働大臣を務めた。また，政治家として，海南師範学校の同窓
会・黒潮会を応援し，1982年12月に亡くなった282。 
横井時常氏は，海南海軍特務部政務三課の職員であるが，海南師範学校創設前の生徒募集を担当し
ていた。戦後，広島護国神社宮司・大津市近江神宮宮司等を歴任した。 
以上のように，戦後，海南師範学校の教員は，一部を除き，引き続き教員を続けた者が多数を占め
た。そして海南師範学校での教授経験を生かし，教員生活を全うした。 
 
3.2.3 教育内容および学生の構成 
教育内容について，教科書は，次期生に使わせるために，卒業時に全部学校に返還させたため，卒
業生の手元にはなく，また現存もしていない。しかし，この教科書は日本内地の師範学校や農学校で
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使われたものと同じであったという283。農業は，台湾から赴任してきた林豊作氏が担当し，稲作，畑
の耕作，豚の飼育等，様々な内容の農業指導を実施した。体育は，テニス，バレーボール，卓球，基
本体操等の内容であった284。 
学生の構成も注目すべき点である。師範学校の学生は，中学校卒業程度の学歴をもつ者であるが，
海南島開発に緊密に連携した戦時下速成教育の方針により，生徒の出身校によって，混成班・中学校
班・農学校班という3組に分けられていた（細見氏の口述）。カリキュラムには農業も組み込まれ，農
業技術の習得は必須であった。即ち，師範教育は海南島産業（農業）開発と密接に関わっていた事が
明らかである。 
さらに，師範学校の「講習科」は，海南島初等教育向上刷新を目指し，全島より中国人の小学校教
員を選抜し，師範教育と日本語教育を中心とした再教育を施した285。1942～1944年の3年間で合計360
名の中国人現職教員の再教育が行われたのである286。 
海南師範学校は，「南方」（東南アジア）地域において海軍が直接学校を開設し，教員の養成を行な
う嚆矢であった。その成果如何は直接・間接に「東亜共栄圏」の教育全般に甚大な影響を及ぼすとさ
れた287。つまり，海南島の師範教育は，日本軍による「南方」教育の試金石であった。ただ，現地人
を教育対象とした「南方」教育機関288に対して，日本人を海南島に招き師範教育を受けさせることは，
海南師範学校の一特徴であったと言えよう。日本海軍は，海南島教育上・産業開発上の経験を重要視
し，海南島を軍事拠点として，「南方」資源開発上の実験地として政策を実行していったという意義が
あったと言える。 
 
3.3 海南島師範教育と農林業開発 
前節は，海南師範学校の教育方針と実態を考察した。師範教育とはいえ，カリキュラムの中に農業
技術の習得・作業等実業面の課程が大きな比重を占めていた。それは，農業技術指導者の養成が海南
師範学校の目標の一つとなっていたからであった。 
海南島農林開発に関わり，台湾から赴任してきた林業技師・青木繁289は，海南師範学校で海南島各
地の小学校へ赴任する師範生徒に対して，「海南師範学校の卒業生は，総力戦という戦時態勢下，日本
語の教育者だけでなく，海南島産業発達の指導者としての使命も新たに賦与された」と述べていた290。 
また，青木は，具体的に海南島農林開発上，日本人教員に求められた任務は，「農民をより生活しや
すい様に導くこと，恩を施すこと，次世代の農林そのた生産の手にさせること，農村の指導者となる
こと，海南島を風景化すること」291と指摘した。即ち，海南島全島の小学校で教師となる師範学校の
学生が農村の子どもに日本語だけを教える教員ではなく，学校園を通じて，子どもおよびその家族に
農業知識を教え，農村部全体の知識向上を目指すべきことが求められた。また，「宣撫」の意味で子ど
もを味方にし，日本的教育環境を作ることも必要であるとされた。 
 さらに，農村改良の実践方法について，青木は，以下の３点を述べた292。 
①農業生産力の拡充部面において，米，甘藷，蔬菜等の食糧生産をはじめ，「共栄圏」に必需す
る農産の優良品種の導入，耕種法の改善，灌排水溝の設置等，海南海軍特務部，会社と連絡して，
その実施可能適切の分から学校園に応用し，子どもをその方向に導いた。 
②学校の校庭には，木麻黄，ユーカリのような日陰が大きい樹木を植えて，同時にそれが教材
園であり，標本園であり，実習園であるように種類と配置に意匠を凝らした。 
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③学校園および家庭園で食糧を生産させる。そのために，産業訓練を実施し，養豚，養鶏，蔬
菜，甘藷，落花生，甘蔗等の組を組織し，学校が１つの農村であるように考案実施する研究を求
めた。 
つまり，日本軍による総力戦の中に組み込まれた海南島の師範教育には，海南島資源の最大限の確
保と開発をバックアップし，日本内地や植民地と同様に「銃後の民」の養成が求められた。換言すれ
ば，師範学校のカリキュラム構成と総力戦下の教育要求からみると，農業を中心とする実業人材の養
成が海南師範学校の重要な理念であった。 
 
4.海南島の初等教育 
前節で述べたように，師範学校の学生は，速成の師範教育を受けた後，海南島各地の小学校や日本
語学校に派遣された。以下，5人の聞き取り調査と資料『天涯』により，師範学校出身者の教師が行っ
た教育実践の一端を示したい。 
（1）卒業生への聞き取り調査 
①細見昇氏（2008年10月14日に行われた細見昇氏への聞き取り調査と『天涯』に掲載された同氏の文
章） 
私は，6カ月間の師範教育を受け，1942年10月に，海南島南部の陵水小学校に派遣された。陵水
小学校では，私は，3年生の日本語を担当した。3年生の生徒は1年生の時から日本語を勉強してき
たので，日本語がわかっていた。 
3カ月後の1943年1月，私は，陵水より約5キロ東にある多華小学校を開設するために転任した。
私は学生の募集から，廟を改造した校舎の建設までの諸事務を行い，多華日本語学校を創設した。
国語・算数・理科を教える中国人教員の陳興隆先生・郭唐礼先生2名と，音楽・体育・日本語を教
える私と3人で学校の授業を行なった。私は，中国人先生から授業の組み方等を教えてもらい，4，
5時間の授業を自分1人で行なった。 
多華日語学校の生徒は合計120名であった。中国人教員の研修は，3カ月ごとの交代で，徐々に
日本語が通じるようになり，軌道に乗った。学校では，生徒の遊びが中心で，日本語授業は毎日
約1時間を行なった。海南海軍特務部が台湾から取り寄せた教科書はあったが，私は教科書を使っ
たことはなく，1944年6月まで多華小学校にいた。 
当時の海南島では体育の授業はなかったため，軍の要求により，私は，体操・球遊び・卓球を
子どもたちと一緒にやった。日本の童謡・教えやすい静かな音楽をも教えた。子どもたちは喜ん
でいた。毎年，陵水地域の7校は音楽祭と体育祭を行なっていたが，私の教え子は音楽祭で優勝し
たこともあった。 
私は，子どもたちに農業を教え，家庭訪問の際，子どもたちの家族にさつま芋等の栽培を教え
た。その時に教えた技術は，戦後にも引き継がれた。トマト，南瓜の種子は勝間田さんから入手
し，肥料はなかったが，硫安ぐらいのものがあった。 
生徒について。当時12歳の王珊伝さんは，陵水小学校3年生であり，日本語を1年間勉強してい
た。戦後，広東の学校に進学し，後に陵水小学校の先生となり，さらに農業に従事していたが，
2010年に亡くなった。藍茂祥さんは当時3年生で，その後，日本人が作った嘉積農学校に進学し，
戦後教員や公務員を歴任した。 
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②河合愛治氏（口述日時：2013年5月11日，場所：河合愛治氏のご自宅） 
私は，1942年10月に三亜の羊欄小学校に赴任した。音楽・体操・日本語を教えた。授業時間は，
一定しておらず，大体，午前中に授業を行なっていた。宣撫宣伝も教育の一部であり，午後は，
各部落へ赴き宣伝と教育をかねて，日本語を教えた。無理やりに教育を押し付けるのは無理なの
で，「海南島開発は島民のため，道路建設は島民のためだ」と宣伝していた。島民を労働力として
使ったが，ちゃんと休憩時間があり，島民は自発的，意欲的に参加していた。 
羊欄小学校には，黎族の学生が20名ほど，最多で50名くらいいた。子どもに牛，羊，豚の放牧
をやめさせ，学校に来てもらった。最初は集まらなかったが，半年後にはどんどん増えた。海軍
が鉛筆，学習用具を支給した。私は1人で山間部の治安が悪い所で純粋な子どもたちを教えた。校
舎は元は廟で，赴任した時にすでに校舎は出来ていた。黎族の人は，漢人と交易する時，騙され
ないため，算数を喜んで勉強した。私は子どもに散髪したので，大反響となり，教育をやり易く
なった。私は，日本の歌を子どもと一緒に歌った。子どもは体操よりも，椰子の木登りが好きで，
上手であった。椰子は個人の所有で，持ち主の承諾を得て，物々交換していた。 
私は農業を教えた。例えば，陸稲・水稲の肥料として，魚の骨を砕いて，残りの粕等を使用す
るということを教えた。農業用水と飲料水と分けて，溜池を作ることも教えた。子どもは溜池の
作り方を覚えて，設備を作って雨水を溜めて，飲料水と灌漑用水に供するようになり，文化的に
なりつつあった。 
1944年8月に日本に戻り，戦後1946～1950年まで大阪府庁に勤め，農地改革の作成に参与した。
その後，織物の家業を継いだ。 
（2）中国人学生への聞き取り調査 
①鄭玉星氏（別名：鄭家相）（口述日時：2014年9月24日，当時88歳，元職業：教師，場所：陵水市東
華） 
私は，7，8歳頃に日本人が造った多華小学校に入学した。最初の日本人先生は，校長が細見昇
先生で，日本語・体育（体操）・図画を教えていた。後に来た中尾先生は歌を教えていた。3人目
の日本人先生の名前は，中村先生であった。数週間毎に異なる歌を教わった。クラスには50名の
生徒がおり，その中，女子生徒は2名ほどであった。日本人先生は1年生に日本語を教え，中国人
先生が2，3年生に日本語を教えていたが，主に数学，国語（中国語）を教えていた。中国人先生
の名前は陳興隆，郭唐礼，廖覺敏で，日本語が分かる人達であった。朝7：30早朝体操，8：00自
習，8：30休憩10分間，それから授業が3つくらいあり，11：30分昼食休憩。授業の内容は，遊戲，
野炊（野外で食事を作る），運動会（リレー競走等）等であった。細見先生からトマト栽培の仕方
を教わった。家に帰っても自分で栽培していた。日本人先生は普段私たちに暴力を振るわなかっ
た。たまに私たちが出操（訓練，朝の体操に出ること）に遅れたら，日本人先生は木靴（下駄）
で手のヒラを叩くふりをしたが，全く痛くなった。しかし，ある時自分が親に労働に行かされ，
学校に行かなかった際，日本人先生は「生徒に労働させるな」と親を厳しく叱っていた。学校の
休み時間には日本人のために仕事し，簡単な日本語で交流できた。現在でも日本語を覚えている。 
戦後，陵水中学校師範班の入試に合格し，卒業後，先生として，陵水三高小学校に勤務し，そ
の後，椰林中学第二小学校（元多華小学校）・市級小学校に勤務し，最後に東華初級中学で勤めた。 
当時の同級生は殆ど農業に携わった。例えば陵水中学にいる人はまだ健在である。もし日本人
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が来なかったら，「文盲」のままでいた。当時の日本兵は人を殺し，鶏や鴨等を略奪し，男に労働
させ，女に飯を作らせたから，自分は怖かったが，細見先生はいい人でした。 
②呉多煥氏（口述日時：2014年9月24日，当時83歳，元職業：教師，場所：陵水県港坡） 
私は，9歳の時，日本人先生の強制動員により，母親に学校に連れて行かれた。学校名は港坡日
語学校であった。最初の日本人先生は，渡辺忠先生（旧姓高橋）で，その後，浦淳先生・清水和
男先生・伊村心一先生が学校に来た。日本人先生は日本語や音楽等を教えた。2人の中国人先生は
国語・数学等を海南語で教えた。中国人先生も日本語ができた。 
学校には2クラスあり，合計60～70人であった。朝7時，早操，東に向って礼拝，それから，日
本語や体育の授業を行ない，遊戲等を行ない，このような教学方式はよかったと思う。音楽の授
業は，音楽室で行ない，オルガン等の楽器があった。私は，陵水市内における唱歌コンテストに
も参加した。学校では日本人先生がトマトの栽培を教え，学校を美化した。解放後（1949年）学
校の美化作業がなくなった。 
戦後（1945年），中国国民党時期に童子軍となっていたが，中国共産党が来て，再び小学校高学
年に入り，卒業後陵水師範学校に入学した，師範学校卒業後，港坡小学校に戻り教師となった。
そして陵水周辺の小学校に勤務した。当時，一緒に日本人の学校を通っていた人たち（楊麟昆，
陳徳貴）は，皆勉強を続けて，小学校卒業後農業を営んだ。陵水師範学校のクラスメートの大半
が日語学校の卒業生であった。 
 
以上は，海南師範学校の卒業生および彼らの教え子の口述による日本占領時期海南島の教育事情で
あった。聞き取り調査では，細見氏と彼の教え子の鄭玉星氏双方から話を聞くことができ，トマト栽
培，授業科目等については口述内容がほぼ一致していた。これらの口述資料をまとめると，以下の通
りである。 
海南島の小学校教育は，日本人教員と中国人教員両方によって行なわれていた。日本人教員が師範
学校で勉強した体操，唱歌を含め，主に日本語を教え，中国人教員は主に数学，国語（中国語）等を
教えた。『海南島三省連絡会議 決議事項抄録』（海南海軍特務部，1942年11月）上の海南師範学校「講
習科」による中国人教員の再教育に関する記述も実際の聞き取り調査において確認された。 
また，教科内容については，音楽・体育・図画等近代的教育体制が導入され，海南島初等教育は画
期的なカリキュラムに一新された。即ち，海南島の小学校では，これまでに見られなかった地域間の
音楽祭・体育祭，植林による学校内の美化工作・実業（農業）知識の普及という近代的教育が行なわ
れるようになったのである。 
さらに，日本人教員が海南島の子どもを「強制的」に入学させたが，「子どもに労働をさせない」「勉
強に専念させる」ということが両者の口述から聞き取られた。ここからも子どもへの教育が非常に重
視されていたことが分かる。 
最後に，「強制入学」，「日本兵が怖い」「先生は良い人」という中国人生徒の証言から，中国人生徒
は，日本人が支配者，自分達は被支配者という意識をもっていたが，教わった教師に対して尊敬の念
をもっていたことがわかる。一方，細見氏への聞き取り調査の際，細見氏は海南島教育に携わったこ
とに誇りをもち，中国人先生との関係もよく，支配者あるいは加害者としての意識がまったくなかっ
たと述べている。また，雑誌『くろしお』第5号（1963年）に載せられた川中子正美（旧姓，高山）の
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文章は，「罪」という言葉を用いて，日本軍の残酷さを記録している。個人の経験により，日本人教師
の間でも戦争協力に反発があったようである。総じて，海南師範学校出身の日本人教師から習った中
国人生徒は，日本統治に対しては恐怖感をもっていたが，教わった日本人教師を尊敬していること，
および日本人教師は戦争協力に反発をもつ者もいたが，中国人生徒に熱心に教育を行っていたことが
わかった。 
 
5．戦後の卒業生と彼らの教え子 
 戦後の1951年2月に東京にて海南師範学校卒業生および関係者は，黒潮会と称する同窓会を創設した。
同会は，通常会員（3期の師範学校卒業生）と特別会員（師範学校の先生，海南海軍特務部関係者等）
によって構成され，「会員の親睦と相互扶助，生活向上」を目的とした。毎年懇親会の開催を行なうほ
か，会員の拡大，名簿の作成および会誌の発行等を行なっていた。これらの活動により，同会の総会
に参加した会員は，当初第1回目の15名から毎年漸増し，1970年第18回総会の時に初めて100名を超え
た。それ以降の総会は毎年100名ほどの参加者に達した。1990年第38回総会時の師範学校卒業生の動静
については，表2-20のとおりである。 
 
表2-20：師範学校卒業生の動静 
  総員 消息判明者 死没者 消息不明者 教職員 106 
その他と
は，僧侶
司法書士
等 
1期 146 91 24 31 会社員 55 
2期 145 115 16 14 公務委員 36 
3期 134 103 8 23 商工関係 35 
合計 425 309 48 68 警察官 30 
     
その他 21 
出所：黒潮会第38回総会資料。JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.C08010657400（第7画像か
ら）書類番号29，教育機関現況 
 
以上のように，師範学校卒業生合計425名中，309名（72％）が日本内地に生きて帰還することがで
きたが，1990年時消息不明者が68名（16％），死没者が48名（11％）であった。死没者の中では，第1
期生が非常に多かった。その原因は，1944年第1期生全員が日本内地に帰還した後，各戦場に派遣され
戦病死したことが主な原因であったと考えられる。戦後の彼らの職業ついて述べると，河合愛治氏が
口述するように，師範学校卒業者は，教員免許が貰えたので，職業判明者中，37％が引き続き教壇に
立ち，戦後日本の教育事業に尽力した。 
最後に，戦後の師範学校卒業生の教え子の進路について，述べたい。前節の口述資料で記されたこ
と以外に，著書『天涯』によると，儋州市白馬井鎮の王達栄氏は，「当時の日本語教育は，奴隷化教育
と非難されましたが，現実には，この学校がなかったら，私たちは文盲の民として生涯を終えること
になったでしょう」と述べていた293。また，藤橋の日本語学校に入学した黄循林さんは，「1943年に嘉
積農学校へ入学，その2年後の6月に卒業して，藤橋の日本三井の農場に就職した。戦後，国の水文（水
利）テスト業務に従事したが，1957年広州にある南方外語学校の日本語通信教育クラスへ入学，小学
校時代・農学校時代で習った日本語が大いに役立ち，日中文化交流ブームに乗って，三亜市で日本語
学習塾を始めました。さらに，1985年瓊海県成人教育外語学校を設立し，多くの留学生を送り出しま
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した」と述べている294。 
つまり，日本人による教育を受けた海南島の子どもたちは，知識の啓蒙を受け，戦後引き続き教育
を受け，教師や農業技術者になったのである。ここで取り上げた2名の中国人学生は，ともに教職に携
わり，海南島の人材育成に貢献した。筆者は，戦後の海南島の陵水師範学校で学んだほとんどの学生
から，日本人の教育を受けたことがあったという証言を得た。このことは，日本人の教育を通して，
戦前・戦後の海南島の教育・農業開発の継続性が見られることを意味するものである。 
民国時代の海南島では，教育を受けられるのは一定の資産を持つ中上級階層の子弟に限定されてい
た。しかし，本稿で見てきた事例から，日本人による初等教育は，「強制」的入学で，貧しい中国人家
庭の子どもにも，知識を学ぶ機会を与え，結果としては戦後の海南島産業開発や教育への貢献に繋がっ
た。つまり，日本人の海南島教育は，島民の経済状況を問わずに全支配地域に義務教育の普及を図っ
ていたのである。 
勿論，その目的は，日本人が優位に立つという前提での海南島支配の協力者，海南島資源の獲得に
一定の知識をもつ労働者の養成にあった。言い換えれば，「大東亜共栄圏」の建設という日本軍の野望
を満たすための教育制度であったことには相違ない。しかし，海南島民の知識向上は，海南島民にとっ
て，生活実態や産業構造を一変させたことを，見過ごすことができない。 
以上は，海南師範学校を中心に，日本軍政下の海南島教育を考察した。その結果，次の点が明らかに
なった。 
①民国時期と日本占領時期の海南島教育の全体像を把握した上で，海南島教育は，民国時期の知識
人養成教育から，占領時期の産業指導者養成の実業教育へと移り変った。 
②海南海軍特務部の海南島教育政策を考察した。特に師範教育について，日本人学生に対して海南
島における教育指導者としての「師道」「勤労精神」を養成していた。それとともに中国人現職教員に
正規の師範教育を施し，日本統治協力者として養成する政策が重視されていた。また，実業教育は，
植民統治の基礎である日本語教育とともに重視されていたことから，海南島産業開発・資源確保の切
迫性という戦時情勢を反映していた。 
③海南師範学校の実態，即ち，設立経緯，教育内容，教授陣，生徒等の詳細が明らかになった。特
に教授陣においては，台湾での教育経験を海南島に活かした人物がいたほか，海南島での経験を戦後
の日本教育に活かした人物もいたことを確認した。また，師範教育と産業開発との関連性が強調され
たことから，日本人教員を通じて，海南島の子どもに農業知識を教え，農業に従事する意欲を刺激す
るという師範教育の理念を見出すことができた。即ち，日本軍の教育政策における実業重視策が明ら
かとなった。 
④この実業重視という教育理念は，海南島の初等教育の考察において，日本語教育を受けた海南島
人の証言からも検証できた。例えば，日本語，音楽，体育を教えていた日本人教員は，農業知識を伝
授し，学校の緑化等に努めていた。つまり，海南師範学校の実業教育理念がその卒業生によって海南
島の小学校教育現場において実践された。 
総じて言えば，海南師範学校を中心に考察してきた日本軍政下の海南島教育は，海南島産業開発と
密接に関連した実業教育に重心を置き，教育に従事した側と教育を受けた側の人生に大きな影響を与
えた。よって，日本軍の異民族同化教育を検討する際，「①日本人による近代教育システムの構築，②
その結果，農業生産の進展と海南島民の生活レベルの向上」を看過してはいけないと考える。 
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海南島での日本海軍の教育政策とその他の占領地での政策との比較については，詳しく論じられな
いが，少なくとも，総力戦下の日本の植民教育が産業開発・戦争協力のための人材養成を目的として
いたことは，すべての占領地において共通している295。また，現地人生徒を主とする師範学校は一般
的に設置されていたが，海南師範学校のように，日本人中学生を現地に送り，師範教育を受けさせた
後，現地小学校教員として採用するという学校制度は，他に類例を見ないものである。 
 
 
第八節：小結 
本章は，日本占領時期の海南島農業開発の全体像を明らかにするため，以下のような考察を行なっ
た。即ち，まず日本海軍の「海南島軍政組織」の沿革を考察し，農業開発の主体は三省連絡会議・農
政委員会（1939年2月～1941年5月）および海南海軍特務部（1941年5月～1945年8月）であることを確
認した。つぎに，農政委員会が行なった海南島農業政策に関する議論および特務部の内部資料（海軍
省資料）を分析し，海軍による海南島「農業政策」を明らかにした。さらに，ハード面から「農業調
査活動」，「農業開発活動」を考察し，ソフト面から海南島「教育」を考察し，「日本帝国」における海
南島農業の位置づけを明らかにした。また，台湾総督府は海軍による海南島農業開発の最大の協力者
として，海南島農業に大きな影響を与えたことから，「台湾総督府の協力」という項目において論述を
行なった。本章を総合的に考察すると，以下の通りである。 
 
1.海南島農業政策 
日本軍による海南島占領後，海南島政策の制定機関として設立された海南島三省連絡会議は，本島
農業開発の政策を繊維，ゴム等の熱帯軍需資源の確保としていた。 
しかし，外務省記録『海南島農業政策関係』，『第五回海南島開発協議会報告書』，『海軍省資料』な
どの公文書と調査資料を考察すると，海南島農業開発の政策は，以下の変化時期と過程があった。 
①1939年，熱帯軍需作物生産と食糧自給作物生産とが二本柱として確立されたが，この時点では，
熱帯軍需作物生産が優勢的地位にあった。 
②1940年，熱帯軍需作物生産と食糧自給作物生産は同等の地位にあった。 
③1941年末，食糧自給作物生産は，熱帯軍需作物生産よりも重要なものに変化した。 
④1942年以降，食糧自給作物生産が中心となり，従来のゴム・繊維作物生産の重要性が低下した。 
すなわち，海南島農業政策は，日本国内の食糧事情の深刻化および東南アジア侵攻の準備のため，
海南島占領当初から食糧作物生産がすでに重要視され，同島占領目的である軍需資源の生産と共に海
南島農業政策の柱となっていた。その後，東南アジアへの戦争拡大による軍需資源生産の重要性の低
下，および日本海軍の制海権制空権の喪失，海上交通の遮断による佛印米依存の海南島食糧事情の緊
迫化により，現地軍の食糧自給自活が海南島農業政策の中心に据えられるようになった。よって，海
南島農業政策は，常に日本の国内外情勢および海軍が抱えている問題と連動しながら，軍需資源およ
び食糧の供出地から戦争維持のための食糧自給自足体制へと変化し，海南島の食糧生産が日本軍の総
力戦の一翼を果たしていた。 
また，食糧自給の対象は，日本人だけでなく，現地人を含む海南島全体にあった。これは，海南島
民を総力戦に組み込み，「日本帝国」圏内の食糧生産能力をアップするために，食糧供給による労働力
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育成を行おうとするものであった。さらに，「植民地」を発展させることにより英米に対抗できる「日
本帝国」の国力を向上するという日本の「植民地」政策を反映するものであった。 
総じて言えば，海南島農業政策の変化およびそれに関連する食糧自給対象の解明により，海南島農
業は，海軍の総力戦体制の中に取り込まれ，日本国内外の食糧事情，戦況と深く関わり，軍事基地と
しての役割をバックアップしていた。 
このような目的を達成するために，日本海軍（海南海軍特務部）は海南島農業開発をどのように実
施していたのか，まずは，周到な調査を行うことであった。 
 
2.海南島農業調査 
日本海軍は，主に日本学術振興会・外務省・海口日本領事館を含む日本内地各部門，南国産業株式
会社・海南産業株式会社を含む現地進出企業，及び台拓・台湾総督府殖産局・台北帝国大学を含む台
湾の公的機関の三主体に農業調査を依頼した。 
日本内地各部門と現地進出企業の調査は比較的早い時期（占領直後の1939年4月-6月）に行なわれ，
その殆どが三省連絡会議の依頼によるものであった。これに対して，比較的遅い時期（1940年8月以降）
の台湾公的機関の調査は，日本軍の命令によるものであった。海南島支配体制から見ると，占領当初，
海南島の最高機関が陸軍・海軍・外務の三省に組織された三省連絡会議であったが，前節で述べるよ
うに，1939年11月海南海軍特務部が設立され，現地軍は政策遂行上の主体となり，こうした海南島支
配の実権の変化が海南農業調査上にも反映していた。つまり，日本人による海南島農業調査は1939年
11月を分岐点として，大きく変化したと言える。海南島農業調査の実態とそれに基づいた提言や残さ
れた課題をまとめると以下のようになる。 
 
① 三省連絡会議委託による海南島農業調査（1939年4月～1939年11月） 
三省連絡会議委託の日本内地各部門の調査は，海南島農業開発の将来性を巡って，海南島農業政策
を策定するために，海南島農業の一般的事情（土地の肥沃程度，農村経済の状態，適作等）を調査し
た。本調査は日本の人的・物的・経済的支援が必要であると主張すると共に台湾経験を用いた海南島
開発を強調し，海南島の農業開発が有望であるとの結論に達していた。 
同じく三省連絡会議委託の進出事業会社の調査は，各事業地内における国策作物の栽培が適するか
どうかを確認するため，自己の得意な分野の国策作物（ゴム，繊維作物など）を中心に調査した。本
調査も台湾経験の活用を提言し，繊維作物栽培は有望，ゴム栽培は絶望との結論を出した。 
 
② 日本海軍委託による海南島農業調査（1939年5月～1945年8月） 
現地軍委託の台湾公的機関の調査は，海南島の総合的農業政策にデータを提供し農業開発上での具
体的な問題を解決するための調査を行なった。台湾経験を中心として海南島の時局に合わせた独特な
開発方策を含めた開発方針を提案した。その規模がほかの調査より遥かに大きく且つ最も具体的で
あった。 
台湾の公的機関の海南島農業調査が海南島農業開発の方策に対して最も多く言及された点は「台湾
経験」であった。その背景には，日本統治時期の台湾が熱帯，亜熱帯にわたる気候・風土を持ってお
り，長年米糖中心の農業政策が取られ296，熱帯農林業等の領域において豊富な知識経験が累積されて
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いた297とされる。また，海南海軍特務部の役人には，台湾総督府の役人が多く，殊に農林業に関する
幹部技術員のほとんどは総督府出身者であった298ことは，海南島農業開発の政策が「台湾農業経験」
の移植を中心とするものであったことの裏付けである。 
日本内地各部門と進出企業も，異口同音に「台湾経験」を海南島に活用しようと主張した。「台湾経
験」の海南島への活用は日本帝国内外の海南島関係者に共同認識されるほどのものとなり，まさに海
南島農業開発の最も重要な方策とされていたと言えよう。 
しかし，「台湾経験」適用のほか，戦時下という特殊な時代的背景は，「台湾経験」とは異なる「海
南島独自の政策」も誕生させた。「海南島独自の政策」を採る目的は，戦時下急速に海南島の農業生産
を高め，食糧自給を図るためであった。その内容は，「適地適作より国策作物が優先」，「旧式製糖工場
の成立防止という糖業政策」であった。 
以上，海南島農業調査の全貌を明らかにし，調査提言を分析して得られた「台湾経験」と「海南島
独自の政策」という開発理念下で，具体的な農業開発の全貌は，如何であるのか。次の「海南島農業
開発」で明らかとなった。 
 
3.海南島農業開発 
海南島農業開発の指導機関は，日本内地農業移民を訓練する「農民訓練場」，農業・林業・畜産業の
試験機関である「産業試験機関」，海南島農企業間の連絡をとる「農林業連合会」，中国側の農業発展
を図る「瓊崖臨時政府農業開発機関」，外来品種の消毒検査機構である「植物検査機関」，種苗圃の供
出を担う「農業苗圃」等があった。海南海軍特務部は，水稲・蔬菜等食糧作物，棉・蓖麻・黄麻等経
済作物の栽培に対して，優良品種の導入，海南島民への種子配付・技術指導，肥料・農機具の導入斡
旋，農田薬剤の導入等を中心とした奨励事業を行なった。また，「水利開発10カ年計画」を制定し，全
島において溜池を中心とした65カ所の水利施設を建設し，農作物の増産を図った。そして，海南島の
主権に関わる土地処理に対しても，海南海軍特務部は，『海南島土地処理要綱案』という法案を制定し，
「合法」的に進出企業による土地獲得の障害を排した。 
また，具体的な農業開発について，太平洋戦争勃発を区切りに各進出企業の農業経営状況を前期と
後期に分けて，その変化・特徴は以下の通りである。 
即ち，前期では，各進出企業は，繊維作物・ゴム・水稲・甘蔗等各種作物の試作を中心に事業を開
始した。軍需作物の栽培を強いられた以外に，基本的に自己の専門分野，即ち，製糖会社は甘蔗の栽
培，製麻会社は繊維作物の栽培に従事することができた。後期では，前期の軍需作物の試作から栽培
方針を転換し，海軍の海南島内自給自足政策を貫徹するために，水稲を中心とする食糧作物を栽培す
るほか，自社経営上に必要な作物の栽培をも継続して行なっていたことが確認できた。開発の成果を
米作の生産量からみると，1943年度の米穀不足量が1.35万トンであり，鉱山開発のための食糧供給と
いう軍の目的は達成できなかったが，土地開墾面積の増加・作物の単位生産量の増産において成果が
見られ，海南島農業が促進されたのである。 
海南島農業開発が進む中，台湾総督府の協力が必要不可欠な存在であった。台湾総督府の協力は，
主に調査・人材の提供・物資（種苗・肥料・農具等）の提供であり，台湾総督府の「南支南洋」政策
と大きく関わっていた。台湾総督府は，海南島農業開発の中で非常に重要な役割を果たしていた。ま
た，日本海軍は，海南島教育にも力を入れていた。師範教育と産業開発との関連性を重視し，日本人
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教員を通じて，海南島の子どもに農業知識を教え，農業に従事する意欲を刺激するという師範教育の
理念を採用した。 
ただ，「銃後の民」養成のための教育と戦争維持のための農業開発は，日本軍による総力戦の一環と
して，それぞれ大きな意義をもっていたが，海南島自身の農業に対して如何なる影響を与えたのか？
本章は，つぎのように考察した。 
 
4.海南島農業への影響 
 まず，海南島農業経営の形態から考察すると，日本占領時期の海南島農業は以下の特徴があった。 
前章にも述べたが，民国時期の海南島には，ゴムやコーヒーを中心としたプランテーション農業が
出現した。日本占領時期も同じく，プランテーション農業であったが，栽培品目が水稲を中心に繊維
作物・薬用作物等多様な種類に拡大したマルティカルチャ農業であった。 
次に，農業進歩の要素である品種・水利・肥料・技術指導等から考察すると，日本占領時期の海南
島農業は以下の特徴があった。 
①優良品種導入の面では，台中65号（蓬莱米）・嘉南2号（台湾在来米種）・甘蔗ジャワ大茎種POJ2725・
小麦農林20号といった優良品種が海南島に導入され，海南島在来種生産量の2～3倍に達した。 
②技術伝播・農事思想の面では，進出企業は農場を経営する際，厖大な面積をもつ奨励田に対して，
種子を農場周辺の農家に配分し，技術的指導を行っていた。聞き取り調査からも，日本人教師は海南
島農民にトマトの栽培方法や農作物の耕作方法を教えていたことが分かる。 
③水利開発の面では，日本軍は，海南島の実情に合わせて全島65カ所に溜池・排水路・導入路等を
中心とした水利施設を建設した。これによって多くの良田が灌漑され，農作物が増産し，海南島民を
驚かせた。 
 最後に，教育の面から考察すると，日本占領時期，日本人の教育を受けた海南島民は，学識を広げ，
戦後，水利技術者・農場長等を勤め，海南島農業の発展に貢献していた。これは，「同化」教育・「植
民地」教育であると批判されたものの，「勤労精神」の養成，実業教育の重視という面から，日本軍の
海南島教育は，海南島の農業発展にプラスの影響を与えたと考えられる。また，戦前・戦後を通じて，
海南島教育界・農業界において人材面の継承性があったと言えよう。 
本章を総合的に述べると，日本占領時期の海南島では，厖大かつ綿密な農業調査が実施され，食糧
作物の生産を中心に棉・ゴム等経済作物の生産を含めた農業政策の下で品種の改良と普及・農事思想
の普及・水利建設等の方策を取り入れた農業開発が行われた。つまり，民国時期の農業開発と較べ，
日本占領時期の農業開発は，調査→政策→開発という順に追って，より合理的に進められ，より多く
の近代的技術が取り入れられた。 
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115前掲「海南島土地処理要綱ニ関スル件」 
116 同上 
117 アジア歴史 B02030645100，昭和 17年 8月 29日「海南島土地処理要綱ニ関スル件」 
118 1940年 1月 18日海南連第一二二号「農業調査ニ関スル件指令」 
119前掲『五カ年間に於ける海南島農業開発概観』，p.4 
120台拓の山田伯採が，台湾での拓殖経験をもち，同じく後藤北面は，台東における特用作物（棉花・
規那）栽培経験を持っていた(趙従勝「台湾拓殖株式会社の海南島農業開発について」松田吉郎編著『日
本統治時代台湾の経済と社会』第 7章，晃洋書房出版，2012年，pp.111-139)。昭和ゴム株式会社取締
役岩田喜雄は，英領マラヤ・スマトラで長期にわたり複数のゴム栽培会社を渡り歩いて頭角を上げ，
ゴム園経営のエキスパートとして知られ，1939年 11月 4日海南島資源調査団長として海南島各地で占
領後の企業化調査を実施した（昭和ゴムは参入せず）。明治製糖海南島事業所長を兼務し，海南島事業
に傾注したという(前掲「海南島占領地における日系企業の活動」p.159)。また，田中商事株式会社の
主席者は事業主の田中新吾であり，台湾総督府専売局の技師を兼任していた(『公文類纂』冊号 10072
文号 55)。 
121台湾総督府外事部『殖産局調査団報告書』「海南島農林業の現況概要」，pp.93-94，1941年 
122前掲「海南島農林業の現況概要」p.93 
123前掲『海南島農業政策関係』，「各進出企業の作物種類」表，および台湾総督府外事部『台北帝大第
一回海南島学術調査報告』，p.24，1942年 
124前掲『五カ年間に於ける海南島農業開発概観』p.24 
125同上 
126同上 
127同上 
128陸軍省受領 陸支密受第一二七九四号 波集参己第一号『海南島政務関係事項ニ関スル件』昭和十四
年十月三十日，別紙 3，アジア歴史資料センター，Ref. C04121598400 
129台湾総督府外事部『殖産局調査団報告書』澁谷紀三郎「土壌及び農業一般」ｐ.22 
130同上 
131 JACAR Ref. B05013049000，pp.0397-0398，1939年 
132趙従勝「台湾拓殖株式会社の海南島農業開発について」松田吉郎編著『日本統治時代台湾の経済と
社会』第七章，晃洋書房，p.127，2002年 
133 「海南島農業土地処理要綱」海南連第一九三号，昭和 15年 11月 18日 
134 「栗山海口主席談要項」昭和 16年 3月 6日，『海南島一般』臺灣銀行調查課，昭和 17年 
135前掲「海南島占領地における日系企業の活動」p.145 
136寺林清一郎，「海南島の農場（続）」（『台湾時報』1941年 10月号）p.62 
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137前掲「海南島占領地における日系企業の活動」，p.147  
138同上 
139前掲「海南島占領地における日系企業の活動」，pp.146-147 
140前掲「海南島の農場（続）」p.63 
141大蔵管理局『日本人の海外活動に関する歴史的調査』第 29冊「海南島編」，高麗書林，p.95，1985
年 
142前掲「海南島占領地における日系企業の活動」p.147 
143寺林清一郎，「海南島の農場（続）」（『台湾時報』1941年 10月号）p.63 
144前掲「海南島占領地における日系企業の活動」p.161 
145前掲「海南島占領地における日系企業の活動」p.145 
146趙従勝「1939～1945年における日本人の海南島農業調査」『教育実践学論集』，兵庫教育大学連合学
校教育学研究科，第 14号，pp.145-156，2013年 
147南洋興発『営業報告書』第 36-40期 
148南洋ゴム『営業報告書』第 63期 
149南洋ゴム『営業報告書』第 64期 
150南洋ゴム『営業報告書』第 65期 
151南洋ゴム『営業報告書』第 66期 
152南洋ゴム『営業報告書』第 67期 
153台湾総督府外事部『海南島一周産業経済視察記』p.57，1942年 
154前掲『五カ年間に於ける海南島農業開発概観』p.80 
155 ここでは，買上及収買米は，その数量の多さから見ると，特務部は開発企業から買い上げた分を含
めていると考えられる。 
156 JACAR，Ref.B05013049200「海南島ニ於ケル米穀増産計画書（案）」1943年 4月 13日，第一回米穀
対策委員会の審議案 
157日清戦争によって近代日本が初めて植民地を獲得したときから，台湾を拠点として地理的にさらに
南の地域，いわゆる南方へ進出しようとする考えが存在した。そうした「南進」研究は主として東南
アジア研究者によって多くの蓄積がなされた。すでに定式化されたが，「南進」とは，明治，大正，昭
和の三度にわたってブームとして勃興した「南方」に対する「関与」全般を指す。近藤正己『総力戦
と台湾』刀水書房，p.61，1996年 
158岸田健司「日本海軍の「南進」政策と海南島進出」『日本大学大学院法学研究年報』第 20号，1990
年）p.627 
159中村孝志『日本の南方関与と台湾』天理教道友会，pp.5-6，1988年 
160 前掲「日本海軍の海南島支配（2）1939年－1945年」，p.241 
161同上 
162河原林直人「一九三九・「帝国」の辺境から―近代日本史における「植民地利害」の一考察―」『日
本史研究』六〇〇号，p.186，2012年 
163台湾拓殖株式会社調査部『海南島ニ於ケル農業調査並ニ拓殖事業計畫』，p.0368，1938年 
164 前掲『海南島ニ於ケル農業調査並ニ拓殖事業計畫』，p.0368 
165 同上 
166台湾の土地政策の沿革は以下の通りである。台湾拓殖株式会社調査部『海南島ニ於ケル農業調査並
ニ拓殖事業計畫』（1938年 pp.35-36）によると 
（イ） 明治二十九年八月，台湾地租規則ニ依リ漸定的方策トシテ概ネソノ所有権ハ従来ノ本島人
ニ継承セシメ，租学ノ徴収ヲ行ヘリ 
（ロ） 明治三十一年九月～同三年十七年三月，地形調査，地目区分，所有権査定ヲ目的トシ，土
地台帳及地籍原図ノ定備ニ努メ各自所有権ヲ決定シ地租徴収ノ基ヲ確立セリ而シテソノ区
域ハ殆ンド平地ニ限ラレタリ 
（ハ） 明治四十三年十一月―大正四年三月，山林原野ノ所有権査定ヲ目的トシ官民所有区分ヲ確
立シ従来ノ縁故者ニハ保管林トシ貸渡ヲ許可セリ 
（ニ） 大正五年四月―同十五年三月，不要存置林野ノ払下処分ヲ目的トシ山林ノ売渡ヲナスト共
ニ要存置林野ノ地域ヲ明ニセリ 
大正十五年四月―現在（1938年：筆者注），官有地整理並管ヲ目的トシ之ガ売渡又ハ貸渡ヲナセリ 
167前掲『海南島ニ於ケル農業調査並ニ拓殖事業計畫』p.389 
第二章 日本占領時期の海南島農業 
― 121 ― 
                                                                                           
168前掲『海南島ニ於ケル農業調査並ニ拓殖事業計畫』p.390 
169前掲『海南島ニ於ケル農業調査並ニ拓殖事業計畫』pp.390-391 
170前掲『日本人の海外活動に関する歴史的調査』，p.83 
171 同上 
172 前掲「一九三九・「帝国」の辺境から―近代日本史における「植民地利害」の一考察―」p186，pp189-190 
173前掲『日本の南方関与と台湾』，pp.127-128 
174青木茂「海南島の開発と台湾」，台湾経済年報刊行会編『台湾経済年報』，p.227，1943年 
175同上「海南島の開発と台湾」，pp.227-231 
176海南島農林業調査団は，後に述べる殖産局調査団のことであり，実際は軍の依頼によるものであっ
た。 
177前掲「海南島の開発と台湾」，pp.227-231 
178前掲「海南島の開発と台湾」，p.231 
179前掲「五カ年間に於ける海南島農業開発概観」，p.35。 
180前掲「五カ年間に於ける海南島農業開発概観」p.38 
181前掲「五カ年間に於ける海南島農業開発概観」pp.50-51 
182前掲「五カ年間に於ける海南島農業開発概観」p.52。 
183前掲「五カ年間に於ける海南島農業開発概観」p.53。 
184前掲「五カ年間に於ける海南島農業開発概観」表八ノ１。 
185『台拓文書機密公領合第 178号』「海南島海口ニ於テ土地借入に関する件」昭和 11年 11月 27日 
186『台拓文書，中村総領事より坂本外事課長宛ての電報』昭和 12年 2月 3日 
187 「テグス事業に対し低資貸下申請に関する件」昭和 5年 8月 1日，JACAR b09042262300 
188 『台拓文書 436 勝間田農場関係書類』昭和 14年，pp.97-99 
189 『台拓文書』「契約書」pp.105-106 
190 『台拓文書 事第 97号』「海南島海口ニ於ケル勝間田善作ノ土地借入契約成立ニ関スル件」昭和 12
年 5月 12日 
191『台拓文書 事第 170号』「海南島勝間田借地ノ件」昭和 12年 7月 10日 
192 「海南島居住ノ勝間田善作ニ補助金支給ノ件」亜一機密第五五号 昭和 12年 6月 23日 『台拓文書
436勝間田農場関係書類』昭和 14年 
193『事業要覧』台湾拓殖株式会社 昭和 14年，p.26 
194 JACAR Ref. B04121319500，「台拓関係 海南島ニ於ケル事業計画大要」台湾株式会社海口事務所，
昭和 14年 7月 25日 
195前掲「台湾拓殖株式会社在海南島事業之研究」p.80。なお，台拓の海南島全般事業の組織に関して
は鐘淑敏のこの論文を参照してください。本論は，もっぱら農業組織について紹介する。 
196同上 p.80 
197同上 pp.80－81 
198前掲「台湾拓殖株式会社在海南島事業之研究」p.81。三亜事務所の昇格に対して，鐘は，日本軍は
海南島の軍事基地化を強化するために，三亜軍港・楡林商港・黄流軍用空港の建設を積極的に展開し
ている事に関係し，南部の重要性が高まっていると認識している。 
199台拓文書「海南島農林開発事業現況」台湾拓殖株式会社，昭和 19年-20年 
200前掲「昭和 19年 3月現在海南島農林開発事業現況」。秀英農園が移管された期日は不明である。 
201台湾総督府外事部『南支南洋時報』第 38号，昭和 19年 9月 25日 
202林玉茹『国策会社与植民地辺区的改造―台湾拓殖株式会社在東台湾的経営(1937‐1945)』中央研究
院台湾史研究所，p.56，2011年 8月 
203後藤北面は当時，台東出張所長，台湾綿花株式会社台東工場主任，星規那産業株式会社理事，台東
庁協議会員である。前掲『国策会社与植民地辺区的改造―台湾拓殖株式会社在東台湾的経営(1937‐
1945)』p.72 
204昭和 18年 6月後藤北面は南洋に至り，馬来半島やスマトラ等の調査事業に従事した(前掲『国策会
社与植民地辺区的改造―台湾拓殖株式会社在東台湾的経営(1937‐1945)』p.73)ので，海南島南部農場
の業務担当は西口逸馬に移されたと思われる。 
205昭和 14年 9月 23日～25日開催の第二回農政委員会では研究機関の議案に関して，各社別々に試験
研究を行う事は非常に不経済であると指摘されたことにより，本熱帯産業試験所は台拓から農政委員
会の直接管理下に置かれた。 
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206台拓文書「海南島開発計画樹立ニ関スル件通牒」昭和 16年 3月 28日『海南島三カ年計画書参考資
料綴資金資材係』。 
207前掲，台拓文書「海南島開発三箇年事業計画書」 
208同上 
209同上 
210同上 
211同上 
212同上 
213同上 
214台拓の海南島調査資料の中，本島の土壌地質や栽培作物の種類等の具体的な調査成果を示すものが
見ていないことから，台拓の海南島農業認識は，本島占領前後の諸般調査によるものが考えられる 
215前掲「台拓関係 海南島ニ於ケル事業計画大要」p.0893 
216寺林清一郎「海南島の農場」『台湾時報』1941年 10月号，p.112 
217寺林清一郎「海南島農作物調査報告」『台北帝大第一回海南島学術調査報告』台湾総督府外事部，p.19，
1942年  
218前掲「海南島農林開発事業現況」p.3 
219三浦博亮「特用作物」『殖産局調査団報告書 其ノ一～十六』台湾総督府外事部 1941年 p.26 
220台拓文書『陵水関係書類』経理課と前掲「海南島農林開発事業現況」 
221前掲「海南島農林開発事業現況」p.2と pp.5‐10 
222甘蔗畑は灰黒色砂質土で，良く開墾されている生産力の優良地であり，水害の恐れがある低地であ
る。小麦畑は海南島土壌として豊饒である。『台北帝大第一回海南島学術調査報告』台湾総督府外事部
1942年 pp.73‐74 
223 前掲「海南島農作物調査報告」，p.12 
224同上 
225前掲「海南島農林開発事業現況」 p.2と pp.12‐14 
226前掲「海南島農林開発事業現況」p.2と pp.15‐18 
227前掲「海南島農林開発事業現況」p.2と pp.18‐20 
228前掲「海南島農林開発事業現況」p.2と pp.21‐23 
229前掲「海南島農林開発事業現況」p.2と pp.24‐26 
230前掲「海南島農林開発事業現況」p.28 
231 『海南島ニ於ケル米穀増産計画書』JACAR B05013049200昭和 20年 
232前掲「海南島農林開発事業現況」p.19 
233前掲「海南島農林開発事業現況」pp.19-20 
234海南海軍特務部政務局第一調査室屋井部員「舊海南島社會ニ於ケル官人群ト教育制度」『民族調査資
料』第二輯，pp.44-46，1942年 
235吉川兼光『海南島建設論』大阪屋號書店，pp.66-67，1942年 
236同上 pp.64-65 
237陳銘枢著，井出季和太訳『海南島志: 附 海南島の現勢』松山房，p.134，1941年 
238前掲「舊海南島社會ニ於ケル官人群ト教育制度」pp.50-51 
239台湾総督府外事部『海南島における教育現状』，p.19，1945年 
240同上 
241 JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.C08010657400（第 7画像から）書類番号 29，教育機関現況 
242同上 
243大蔵省管理局『日本人の海外活動に関する歴史的調査』高麗書林，pp.187-188，1995年。前掲『海
南島における教育現状』p.19 
244王奮擧・金山の「日拠時期海南殖民教育研究」『黒竜江教育学院学報』第 32巻第 9期，2013年，p.2 
245前掲『海南島における教育現状』p.1-2 
246同上 
247同上 
248前掲『海南島における教育現状』p.3-4 
249前掲『海南島における教育現状』p.5 
250前掲『海南島における教育現状』pp.5-6 
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251同上 
252前掲『海南島における教育現状』p.48 
253同上 
254同上 
255細見昇氏への聞き取り調査，第三回目 2015年 1月 31日 
256前掲『海南島における教育現状』p.51 
257海南海軍特務部『海南島三省連絡会議決議事項抄録』p.47，1942年 
258前掲『海南島三省連絡会議決議事項抄録』p.48 
259前掲『海南島における教育現状』pp.51-52 
260前掲『海南島における教育現状』pp.52-53。前掲『海南島三省連絡会議決議事項抄録』p.48。 
261前掲『海南島における教育現状』p.52 
262細見昇氏への聞き取り調査，第三回目 2015年 1月 31日 
263台湾南方協会『海南島語会話』三省堂，序１，1941年 
264細見昇氏への聞き取り調査，第一回目 2008年 10月 14日 
265守田茂治は，1926年 3月 22日臺北師範學校畢業後，1941年海南島に赴く前まで台湾の花蓮，澎湖，
台南の各小学校に訓導として教育を従事していた。台湾総督府職員録系統，台湾総督府府報資料庫。 
2661895年（明治 28年）5月 17日，下関条約（馬関条約）により台湾が日本に割譲され，5月 21日か
ら日本による統治が始まると，当時文部省の学務部長心得だった伊沢修二は，初代台湾総督に就任し
た樺山資紀に「（台湾の統治政策の中で）教育こそ最優先すべき」と教育の必要性を訴え，同年 6月，
日本全国から集めた人材 7名を連れて台湾へ渡り，台北北部の芝山巌恵済宮という道観の一部を借り
て同年 7月に芝山巌学堂という小学校を設立した。1895年の暮れになると台北の治安が悪化し，日本
の統治に反対する勢力による暴動が頻発すると，周辺住人は教師たちに避難を勧めたが，彼らは「死
して余栄あり，実に死に甲斐あり」と教育に命を懸けていることを示し，芝山巌を去ろうとはしなかっ
た。1896年（明治 29年）1月 1日，6人の教師と用務員（小林清吉）を含む 7人全員が抗日ゲリラ（日
本側で言う匪賊）によって惨殺された。彼らの台湾の教育に賭ける犠牲精神は「芝山巌精神」と言わ
れ，人々の間で語り継がれるようになった。 
267山本良一『天崖に陽は昇る―海南島への架け橋―』株式会社サンキュー，p.119，2004年 
268前掲 Ref.C08010657400書類番号 29，教育機関現況 
269前掲『天崖に陽は昇る―海南島への架け橋―』p.126，前掲『海南島における教育現状』p.49 
270前掲『海南島における教育現状』p.49 
271黒潮会元会長酒井具之氏から兵庫教育大学松田吉郎教授への書簡（2007年 1月 25日）私蔵 
272前掲『天崖に陽は昇る―海南島への架け橋―』p.154 
273同上 
274黒潮会『くろしお』第 5号，p.24 
275黒潮会『くろしお』第 5号，p.25 
276豊原八郎（第 2期生，時間：2013年 5月 11日，場所：河合氏のご自宅）の写真集『海南島の思い出』 
277 『台湾総督府公文類纂』冊号 10105，文号 2，昭和 15年（1940年 6月 1日） 
278細見昇氏への聞き取り調査，第三回目 2015年 1月 31日 
279 『神戸新聞』昭和 55年 7月 22日「幻の海南師範生 来月城崎に集う」 
280黒潮会『くろしお』第 5号，p.9，1963 
281趙従勝「前期海南島調査―農業調査を中心に―」『東洋史訪』第 17号，pp.27-29，2011年 
282黒潮会『くろしお』第 25号，pp.11-12，1983年 
283細見昇氏への聞き取り調査，第三回目 2015年 1月 31日 
284細見昇氏への聞き取り調査，第三回目 2015年 1月 31日 
285前掲『海南島三省連絡会議決議事項抄録』p.47 
286JACAR，Ref.C08010657400 
287前掲『海南島における教育現状』p.49。海南師範学校と同じような教育機関・拓南塾は，1941年 4
月拓務省によって設置され，東南アジア開拓向けの，実学（開墾）を授ける専門学校である。塾長は，
海軍中将宍戸好信である。海南島農林業聯合會『海南島』pp.30-31，1941年 6月号。 
288日本軍による「南方」教育の集大成作である松永典子『｢総力戦｣下の人材養成と日本語教育』（比較
社会文化叢書 XI，花書院，2008）は，日本軍政下のマレーシアの日本語教育について，「日本で速成講
習を受け，各州市立の教員養成機関へ赴任した日本語教育要員」と述べている。 
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289青木繁は，1917年から台湾総督府専売局脳務課，台北州内務部勧業課の技手，州官吏を経て，1923
年から高等農林学校の助教授，1932年台北帝国大学附属農林専門部の教授となった。その後，台湾総
督府および各地方の林業関係の技師として働いた。台湾総督府職員録系統（台湾総督府職員録データ
ベース） 
290 青木繁「海南島農林開発における教育者の立場」『台湾時報』1942年 12号，p.146 
291同上，pp.152-153 
292同上，p.154 
293前掲『天崖に陽は昇る―海南島への架け橋―』p.176 
294前掲『天崖に陽は昇る―海南島への架け橋―』p.157 
295松永典子『「総力戦」下の人材養成と日本語教育』花書院，2008年 
296斎藤一夫「台湾における農業と経済の発展‐アジア米作国における経済発展に関する事例研究」『農
業総合研究』23(2) ， p.107，1969年 
297台湾総督府官房情報課『大東亜戦争と台湾』，163 
298前掲「日本海軍の海南島支配（2）1939年－1945年」p.242 
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第三章：新中国時期の海南島農業 
第一節：建国後の農業発展過程 
1945年海南島は再び中華民国政府の管轄下に置かれたが，翌年の国共内戦勃発により，同島の経済
開発はほぼ空白の5年間を経過した。1950年5月1日，海南島は中国人民解放軍によって，中華民国政府
の統治下から解放された。同島に海南軍政委員会という最高行政機関が設立され，広東省の管轄下に
置かれていた。1988年海南省成立まで，海南島の最高行政機関は以下のような変化があった。 
 
海南軍政委員会（1950年5月上旬～1953年末） 
広東省人民政府海南行政公署（1951年4月22日～1968年4月4日） 
広東省海南行政公署（1955年3月26日） 
広東省海南行政区革命委員会―海南地区革命委員会―海南行政区革命委員会（1968年4月5日～
1980年1月1日） 
広東省海南行政区公署（1980年1月1日～1984年10月1日） 
海南行政区人民政府（1984月10月1日～1988年4月12日）1 
 
海南島の行政機関は，38年間に7回の変化を経て，国民経済恢復及び社会主義改造時期（土地改革時
期・三大改造時期），全面建設社会主義時期（人民公社時期），文化大革命時期，社会主義現代化建設
時期（十一届三中全会以降）を経過した。1952～1987年海南島工農業の生産値は，2.99億元から45.61
億元までになり，14.21倍に増加し，年平均伸長率は7.8％であった2。この発展過程では，海南島政府
は，経済政策を試行錯誤し，海南島の農業面貌を大きく変化させたのである。 
 
1．土地改革時期 
1.1 土地改革の過程 
長い間に海南人民は封建制度に束縛され，生活が極めて貧困であった。海南島解放後，農村部での
封建的搾取制度を消滅し，生産関係を変革するために，海南区党委と海南軍政委員会は，海南区土地
改革の工作計画を制定し，3月19日海南区土地改革委員会を成立させた。同月，土地改革委員会は，「八
字」（清匪〈匪賊の討伐〉，反覇〈悪徳地主の清算〉，減租（小作料の減免），退押〈保証金の返還〉）運
動と土地改革試点工作を展開した3。 
1952年春，海南島は文昌，瓊山，澄邁，瓊東，海口（郊外）等5県市の364郷を土地改革の重点対象
とし，全島の土地改革を促進しようとした。政府は，党の「貧雇農に頼り，中農と団結し，富農を孤
立させ，地主階級を打撃する」という方針を徹底的に遂行し，貧雇農を訪問し，地主の悪事を思い出
させ，農民の階級的感情を激化させることによって，貧雇農を中心とする階級的味方を組織した。こ
の結果，5県市合計228735戸，828946人を階級評定し，その中，地主7814戸，32317人（3.4％），富農
3564戸，16415人（1.6％），中農61113戸，227599人（26.7％），貧雇農135414戸，489156人（59.2％），
工商業者，小土地貸出（経営）およびその他20830戸63479人（9.1％）であった。没（徴）収した土地
は348546畝（23353ha。1畝=0.067ha），穀物は436.9万斤(2184.5万kg，1斤=0.5Kg)，一人の平均獲得土
地は1.06畝（0.07ha），穀物は59斤(29.5kg)であった4。 
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 1953年1月海南区党委，海南行政公署は重点県と試点県の経験を生かし，全面的土地改革工作を展開
した。上記の重点県においても複査（再度の検査）を行なった。7月28日に海南区農村土地改革運動は
終了し，貧雇農はそれぞれ土地1.7畝（0.11ha）を分け与えられた。7月31日土地改革委員会は解散さ
れた5。 
 
1.2 土地改革時期の農業 
 1950年5月海南島解放後の翌月，海南軍政委員会の下で農林処が成立し，海南島の農業生産の恢復お
よび発展を担う事になった。農林処は，農民の情緒を安定させ，農業生産の積極性を高めるため，中
南区軍政委員会が発布した「関於発展春耕生産十大政策」（1951年）6および広東省人民政府が発布した
「関於発展農業生産積極準備春耕的指示」（1951年）7に従い，以下のような措置を採った。 
 
①水利を興す。②肥料を収集・蓄積・製造する。③種子を調達する（食糧欠乏地区には，食糧，
種子が不足しているため，群衆を組織し，互助・共済・互借の手段を採り，または銀行に借款し，
生産の自給を図る）。④農具と耕牛を適当に解決し，個人間の共同購入，共同使用を奨励する。⑤
耕作方法を改良し，真面目に耕作することを提唱する。⑥荒地の開墾を奨励する。8 
 
 1950年6月，中共中央が「土地改革法」を頒布し，海南島は，広東省人民政府海南行政公署の下で，
1951年春から1953年6月まで，土地改革を完成した。土地改革によって，海南島は「耕す者は土地を持
つ」ことを実現し，封建的生産関係と搾取制度を廃止し，生産力を解放した。農作物の播種面積は，
662万畝から831.54万畝に増加し，作物の産量も逐年増加した。档案資料によると 
 
 ①食糧。解放前の田地が荒廃し，1949年食糧の播種面積は632万畝（42.1万ha），畝当りの産量は60kg，
総生産量は37.99万トンであった。1952年恢復した耕作面積は516.1万畝（34.4万ha），食糧作物播
種面積は783.82万畝（52.2万ha），総生産量56.92万トンとなり，1949年より49.8％増加した。そ
の中，稲作の播種面積は592.47万畝(39.5万ha)，総生産量は46.62万トンとなり，1949年より57％
増加し，畝当りの産量は78kgであった。抗日前の1936年の畝当り生産量（45.98万トン）より1.39％
増加した。 
 ②花生。抗日前の生産量は0.49万トン，1952年は0.77万トンとなり，57％増加した。 
 ③甘蔗。抗日前の生産量は8.15万トン，1952年は14.83万トンとなり，82％増加した。 
④煙草。以前は零細な栽培であったが，1952年の栽培面積は6400畝（427ha），煙草産量は70トンで
あった。 
 ⑤パイナップル。1936年271.56万株に対して，1952年697万株であった。9 
 即ち，土地改革時期の海南島は，新しい土地制度の確立と農村生産力の解放により，農作物の栽培
面積が拡大し，食糧作物・経済作物の生産量が量的に増加した。 
  
2．三大改造時期 
 土地改革完成後，海南区党委（共産党委員会）・行政公署は，個別農業・個別手工業・私営工商業の
社会主義的改造を同時に行い，海南島の生産関係を変化させた。個別農業を詳しく述べると，以下の
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通りである。 
 土地改革後，海南区党委・行政公署は，党中央の「必ず農民を組織し，共同裕福の互助合作の道路
を歩かなければならない」という指示に従い，海南区の農村部に互助合作組織を成立させた。1954年
春夏の間，2個の農業社を試点として始め，経験をまとめた後，秋に全区に展開した。1956年春，政府
は，半社会主義的農業合作化を基本的に実現でき，私有制の土地を集団所有制の土地に転換させ，海
南島農村の生産関係を徹底的に変えた10。 
 さらに，農業開発を具体的に述べると，以下の通りである。1950-1952年の2年間の恢復生産時期を
経て，広東省々委（省委員会）は，海南島を計画的に開発するため，「発展国民経済五カ年計画」を制
定した。第一期五カ年計画（1953-1957年）の農業生産方針は，「農業に対する社会主義的改造を逐次
実現し，合作互助の組織を積極的かつ穏健に発展し，農民の生産積極性を発揮し，国営農場の発展を
固め，さらなる愛国増産運動を展開し，農業技術を改進し，生産を高める。食糧を主とする方針の下
で，適地適作を行い，経済作物を発展させる」とされた。1953年，海南島は行政区公署の下で，以上
の生産方針と中央の「関於農業生産互助合作決議」（1953年2月15日）と「関於農業合作社的決議」（1953
年12月）等政策を貫徹し，1956年末農業合作化を実現した。1956年1月中央政府が発布した「1956年至
1967年農業発展綱要」即ち農業40条によって，全島においては社会主義生産競争を展開し，農村合作
化の高潮を生産の高潮へと引き起こしていった。その際，農業技術の改革が全面的に推進され，全島
の食糧，油糧，蔬菜，牧畜の生産および新式農具，農場，トラックの普及等も大きな成績を納めた。
第一期五カ年計画期間，国家は，農産品の価格を度々引上げたほか，総額667万元の水利投資を行い，
農民への融資をも行った。化学肥料の施用は1953年僅かの3.3万担（165万kg）から1956年の29万担（1450
万kg）までに増加し，商品肥料（化学肥料と鳥糞）は1954年の6.2万担（310万kg）から1956年の32万
担（1600万kg）まで増加した。これらの措置は，農業生産を大きく支えていた。第一期五カ年計画時
期，農業総生産値は，1952年2.57億元から1957年3.638億元まで41.4％増加し，毎年の平均増加率は
7.2％であった。食糧総生産量は，56.9万トンから81.95万トンまで44％増加し，油糧は0.83万トンか
ら1.56万トンまで88％増加し，甘蔗は14.83万トンから35.47万トンまで39％増加した11。 
 以下のように，この時期農業技術の普及も盛んに行われた。 
海南島は，1954年から農業技術推広站を建設しはじめ，農業技術の改革を大きく発展させた。1955
年「三推五改」を主とした農業技術改良を実行した。「三推」とは，潮汕（広東省潮州・汕頭）経験12の
推進（潮汕経験は1963-1965年に海南区政府によって正式に推進された），新式農具の推進，優良品種
の推進である。「五改」とは，早稲・晩稲の混播を双造（二期作）挿秧に改め，単造（一期作）を双造
（二期作）に改め，撒播を条播（或は点播，挿秧）に改め，冬閑（冬の休閑期）を冬種（冬の播種）
に改め，荒地を耕地に改めることである13。 
 （１）耕地面積の拡大，多毛作指数および土地利用率の向上。第一期五カ年計画期間（1953-1957年）
では，荒地が開墾され，耕地面積が大きく拡大した。1950年耕地は僅かに430万畝（28.7万ha）であっ
たが，1952年517.07万畝（34.5万ha），1957年595.44万畝（39.7万ha）となった。1956年全島において，
単期作田の二期作田への改造，中間作の栽培，冬期休閑期の耕種，春季雑穀の栽培等により，作物の
播種面積を170万畝（11.3万ha）に拡大し，多毛作指数を137％から193.4％まで高めた14。 
 （２）遅れた耕作制度の改善，先進的栽培技術の普及。主に水稲撒種を条播，点播に改め，早稲・
晩稲混合的作付を両期作田による作付に改めることである。全島には元々48万畝（3.2万ha）の撒種水
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稲があり，1956年36.9万畝（2.46万ha）を条播・点播に改めた。混合耕作を両期作田に改めたのは，
10万畝（0.67万ha）であった。1957年全島において，耕作制度を改革した田は，55.4万畝（3.69万ha）
余であった。それと同時に，小科密植，中耕除草，合式秧田，壮秧の培養等潮汕地域の先進的栽培技
術を普及した15。 
 （３）優良種の選択。まずは，地方品種の整理である。調査によれば，全島の水稲品種は1090種あ
り，その中，早稲329種，晩稲761種であった。1957年優良種栽培を普及した面積は342.8万畝（22.9万
ha）であり，作付面積の49％を占め，畝当りの増産量は25kg以上であった。早稲は，西洋白，白米粉，
遅銀占を主要品種とし，晩稲は晩白粘等を主要品種とした。群衆に，良い種の選定工作を要求し，群
衆から優良種2429トンを購入した。また，種子の調達を行い，花生，玉蜀黍，豆類，粟類の優良品種
も普及した16。 
 （４）新式農具の普及。1957年双華犂6920部，五一，五三犂17429部，中耕機28647部，脱穀機2367
部，その他藷切機，牛車を普及した。これら農具は，人力・畜力を節約したほか，深耕もでき，土壌
の保水力，保肥力を高め，生産能力を大きく促進した17。 
 （５）肥料の増産。海南島では，野生の緑肥資源はとても豊富であるため，解放後，政府は緑肥を
集め，人畜の糞尿を利用することを提唱した。1956年人畜糞尿1436担（7.18万kg）を利用し，1952～
1955年施用した肥料は，硫酸アンモニウム77023担（385.1万kg），過燐酸カルシウム36138担（180.7万
kg），骨粉13452担（67.3万kg），海鳥糞6万担（300万kg），その他花生粕，貝類，石灰であった18。 
 （６）病虫害の予防と治療。病虫害の発生状況を把握し，「予防を主とする」方針を貫徹した。犂冬，
晒冬，浸冬（冬季では，土壌を深く耕し，日差しによって土壌中の害虫を除去し，有機養分の分解を
促進する）および種子の消毒を行っていた。害虫予防上では，害虫の人工的捕獲や薬剤噴射を主とし，
農作物の被害面積を減少する19。 
 以上のように，この時期の海南島農業の発展状況は，次の通りにまとめられる。①政府の積極的な
指導の下で，個別農業が集団農業へと変り，新しい生産関係が確立された。②この新しい生産関係の
下で，優良品種の選定・農具の普及・緑肥化学肥料の施用といった技術的革新が全面的に行われ，海
南島の農業生産は質的に向上していった。 
また，第一章，第二章で述べた通り，清朝末期から民国初期にかけて，南洋地域のゴム・コーヒー
の栽培経験は華僑によって海南島に取り入れられた20。日本占領時期に台湾経験が海南島開発の理念と
して用いられた。新中国時期では，中国大陸の潮汕経験が海南島水稲栽培において活用された。これ
によって，海南島農業は，その発展が常に外部（特に気候条件が相似している熱帯・亜熱帯地域）の
技術や力によって促進されているという様相を示している。これは海南島農業発展の一特徴であるべ
きと考えられる。ただし，日本占領時期の台湾経験の適用は，民国時期・新中国時期のように単純に
品種や栽培技術を導入するだけではなく，台湾の耕作制度・土地調査・農法等農業技術全般を含めて
おり，より全面的な方策であると考えられる。 
 
3．人民公社時期 
 1958年8月に開催された中共中央政治局拡大会議は，「中共中央関於在農村建立人民公社問題的決議」
を発布し，単一の農業生産合作社が既に時勢の発展に適応しなくなり，工農兵商相互結合の人民公社
を建設することは，社会主義への過渡期に必要で取らなければならない基本的方針である，と指摘し
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た。9月16日夜，海南区党委はラジオ会議を開き，同決議を伝達し，全区人民を動員することを呼びか
けた。同17日，文昌，万寧等県は率先的に人民公社を成立し，同25日までに全区の人民公社化が実現
された。全区において，110個の人民公社が建設され，国営農場を基にし，附近の農業合作社と合併し，
成立した全民所有制公社44個，漁業公社3個，1万戸以上の公社20個であった。10月5日，海南区党委は
全区電話会議を開き，中央の決議を伝達し，公社化した牧畜，ゴム，林木，果樹等一切の生産資料は，
一律に公社集団所有となり，衣食住教医の供給制を実行することを指摘した。この公社化の過程では，
基層単位の自主性喪失，労働による分配制度の破壊，経済原理の違反等ミスがあり，農村経済に大き
な損害を与えた21。 
 1958～1960年の農業生産は毎年減少している。1959年食糧の総生産量は57.4万トン，1957年より
42.7％減少しており，糖蔗の生産額は110.7万トン，1957年の1/3弱であり，食糧の平均畝当り生産量
は僅か72kgであった。花生の総生産量は0.36万トン，1957年の28％であった。1960年一人当たりの占
有食糧は189kg，その中，稲穀148kg，種子用や飼料用を除き，一人当たり125kg（稲穀）となり，不足
分は雑穀，蔬菜等で補った22。 
 1960年秋の「全党動手，大辦農業，大辦糧食的指示」，1960年冬の「農村人民公社当前政策問題的緊
急指示信」，1961年1月の「調整，鞏固，充実，提高」総方針，および1961年6月の「農村人民公社条例
草案」（即ち「農村耕作六十条」）により，1962年農業生産が全面的に恢復しはじめ，農業生産総量は
1957年より9.8％増加した23。 
 農業技術の面では，海南行政区政府は，1958～1963年の農業生産経験および教訓をまとめ，技術改
革の展開および潮汕経験の普及を図り，各省から緑肥，玉蜀黍，水稲の専門家・顧問を要請し，技術
指導を行わせた。1964年，行政区政府は，「三基建」（水利，土肥，林業）に基づいて，「五改」（品種，
肥料，季節，栽培技術，耕作制度を改めること）を実行することを提出した。それと同時に食糧経済
政策を調整し，1962年糧食議購議銷24，1964年夏糧食超購加価（食糧の購入数を越えると価格を上げる
こと）を実行した。1964年早稲の生産量は1963年同期より6.54万トン（34.6％）増産し，畝当り産量
1000斤(500kg)以上の高産田240余畝が現われた。1965年にも増産が続き，農業総生産値は5.06億元，
1957年より32.98％増加した。各種の農作物産量は1957年と較べ，食糧が9.45万トン（11.6％）増加し，
花生が6625トン（51％）増加し，糖蔗が17.93万トン（50.3％）増加した25。 
 以上は，共産党の政策的誤りにより，海南島農業は後退し，再び食糧不足の時代に陥ったことを述
べていたが，農業技術の面では，外部経験の活用や耕作制度の改定により，一定の成果があったと考
えられる。 
 
4．文化大革命時期 
 1966年7月文化大革命がはじまり，1977年まで左傾路線が盛んとなり，農業生産が再び大きな破壊を
蒙った。1969年の農業生産総値は40491万元，その中種植業産値は27328万元，1966年（総生産値42183
万元，種植業28710万元）よりそれぞれ4％，4.8％減少した。また，海南島は「以糧為綱」（食糧生産
を中心とする）政策を貫徹し，経済作物の生産を軽視した結果，農村は貧困の境地に陥った26。この時
期の農業工作については，以下の通りである。 
 （１）農田水利，農田建設がある程度発展した。1969年～1975年は全島農田水利建設の高潮期であ
る。松涛水庫（ダム）およびその附属工程を中心に，龍塘，福山等中型貯水・導水工程28カ所，小型
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ダム79カ所を建設した。また，洪水，浸水，冠水等を防ぐため，時期を分けて太陽河・九曲江・龍滾
等９つの大型治水工程を行なった。解放以来完成した工程総量の54％を占め，87万畝（5.8万ha）の灌
漑面積を増加し，冠水面積18万畝（1.2万ha）を解決した27。 
 （２）四段階の農業科学組織を建設した。1971～1977年，海南行政区党委の「農業技術普及を大き
く推進する」という指示の下，農業部門では，健全な組織，即ち県農科所・公社農技（科）站・大隊
農科隊・生産隊農科組は成立し，優良品種の導入，農業実験等を行い，農民に歓迎されていた28。 
（３）耕作栽培制度を改革する。改制の方式は，主に水稲単期作を水稲二毛作に，両熟（米と甘藷
収穫計2回）を水稲両期作に，水稲両期作を三熟（米，甘藷，米収穫計3回）に改めることであり，改
制面積が大きいのは，冬藷―早稲―晩稲を早稲―中稲―晩秋藷に改めることであった。殆どは，中稲
の産量は晩稲を超え，晩秋藷の産量は，冬藷より高かった29。 
（４）「科六」良種を普及させ，緑肥を発展し，肥料の基礎的建設を行う。1970年「科六」（科字六
号の略称，元の名前はIR-8，1967年フィリピンから導入された早稲），「六九一」（晩稲）等の優良品種
を導入し，「科六」の生産量は高く，耐肥性も強く，毎年の生産面積が拡大していた。それと同時に栽
培技術を改善し，稲穀の産量を大幅に増加させた。「科六」は，1970年代の最も主要な水稲良種であっ
た。また，田菁，紅萍等の緑肥を栽培し，肥料を集める牛舎，豚舎を普及させた30。とにかく，1970年
代の「紅萍+科六」は，食糧の増産に大きな役割を果たしていた。 
1976年10月「四人幇」が崩壊し，文化大革命が終焉を告げた。群衆の生産に対する積極性が高まり，
農業技術の普及により農業生産が再び大きく発展していった。1977年の農業生産総値は103915万元，
1970年の60792万元より70.9％増加し，引き続き「以糧為綱」（食糧の生産を中心とする政策）を貫徹
し，食糧生産を重視した。食糧の総生産量は154.1万トン，歴史最高水準となり，1970年98.４万トン
より56.6％増加し，花生は35％，糖蔗は12.3％増加した31。 
以上により，文化大革命時期は，社会が再び混乱し，政策的誤りもあったが，農業技術の面では，
衰退したとは言えない。水利工事の建設や従来の品種改良・耕作制度の改革等が行われ，後の農業生
産の向上にプラス的な影響を与えた。 
 
5．農村経済体制の改革 
 1978年12月，中共中央は十一届三中全会を開催した。海南区革命委員会は，同会の精神に基づいて，
農村経済体制の改革を重点的に行い，農業生産責任制を積極的に推進した。試行錯誤を繰り返し，1985
～1987年，海南政府は『中共中央関於経済体制改革的決定』を実行し，責任制を改善していくと同時
に，土地公有制に基づいた地区性合作経済組織を推進していった。農村経済は，専門化，商品化，社
会化に転換していった32。 
一方，海南島は，先進的農業技術を普及しながら，ハイブリッド水稲，作物の高生産性栽培技術を
推進していった。よって，海南島の農業生産は全面的発展の新時代に突入し，全島農村に大きな変化
をもたらした33。 
 
5.1 生産責任制の全面的実施 
 1978年冬，海南島は聯産計酬（労働者の最終産物の産量と質量を労働報酬の根拠とすること）を
特徴とする生産責任制を実行しはじめた。1981年80％以上の農家は，家庭聯産承包制（家族営農請負
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制）を中心とした多種多様の責任制を実行した34。1984年中央の『関於農村工作的通知』によると，土
地への投資の増加・地力の向上を奨励するため，集約経営を実行し，一般的には土地の請負を15年以
上とし，生産周期の長い開発的事業（例えば，樹・林木・荒山・荒地）の請負期間をもっと長くする。
これによって，農民は安心することになり，各種の専門戸或は新しい経済的連合体が次々と現れ，経
済収入も倍以上に増加した35。 
 
5.2 休養生息政策 
1979年以前，海南島の農業生産は左傾錯誤に大きく影響され，産業の構造は合理でなく，農業商品
経済の発展が遅れていた。1979年以降，国務院と広東省政府が発布した農村経済に関する政策を貫徹
した。即ち，①農産品の価格を上げること，②糧食の買上数を調整すること，③より多くの食糧を輸
入すること，④糧食の統制を改革すること，⑤糧食の市場貿易を恢復すること36。これらの措置は，農
民を休養生息させ，生産に対する積極性を向上させ，農村経済を活発化した。 
 
5.3 農業生産構造の調整 
海南島の自然条件が優良であるが，新中国成立後の長期間ずっと単一経営が行われ，農業生産部門
のバランスが非常に悪かった。海南島政府は「農業生産というのは食糧の生産である」と誤解し，多
種経営を無視してきた。1970年から1977年の間，食糧作物の生産値は，農業総生産値の53％～56％を
占めていた37。1978年農村の経済的構造（農墾を含まず）は次の通りであった。農業総生産値の中，種
植業60.86％（その中，食糧49.83％，経済作物8.26％），林業13.17％，牧業・副業・漁業合計26.5％
をそれぞれ占めていた38。このような産業構造は，海南島の自然的・地理的優勢という特性を利用でき
ておらず，「以糧唯一」（食糧生産を唯一の道とすること）という思想の下，作物の地理的配置は合理
的ではなかった。1978年食糧の播種面積は，農作物播種面積の80.6％を占めていた。それと同時に，
適地適作に依らないことも一つの問題である。例えば，澄邁県新呉公社の3000余畝の旱地に，水稲の
畝当り収穫量は僅か50Kgであるが，甘蔗作の畝当り収穫量は4～5トンに達せる。しかし，依然にこの
旱地に水稲を栽培した。沿海部市県の砂質瘠地に落花生の栽培が適するが，水稲の栽培が行われた39。 
1979年はじめ，海南島は「食糧生産をやめずに，多種経営を積極的に発展する」という方針を貫徹
し，農業生産の構造を調整しはじめた。以下のように調整を行なった40。 
種植業の内部構造を調整すること。即ち，適地に適作を行い，食糧田面積の減少および経済作物面
積の拡大を図り，海南島しかない特徴のある農業生産の構造を逐次に構築することであった。調整後
の1986年食糧作物の耕地面積は380.12万畝（25.3万ha），1978年の460.85万畝（30.7万ha）より70.73
万畝(4.8万ha)が減少した。この分は経済作物を栽培した。農作物の総播種面積の中，食糧作物の比重
は1978年の80.6％より69％に下降した。経済作物播種面積の比重は15％から25.9％まで上昇した41。 
1986年の農業総生産値は24.58億元，1978年の9.56億元より，1.57倍増加した。農，林，牧，副漁各
業の間の比例関係も，合理的になった。1987年地方の農業総生産値中，種植業45％（1978年より15.9％
下降），その中，食糧21.8％（28％下降）・経済作物13％（4.7％上昇），林業17.9％（4.3％上昇），漁
業5.3％，牧業17.5％，副業14.26％，漁牧副業合計37.06％（10.56％上昇）をそれぞれ占めていた42。 
ただし，作物の配置を適切に調整し，海南島の自然的優勢を利用することができたが，政策の放任
により，食糧の播種面積が大幅に減少されたことは，食糧の総生産量に影響を与えた43。 
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5.4 農産物の商品化 
十一届三中全会（1978年12月）後，海南行政区政府は，商品化農産物の生産基地を発展することは，
社会主義的現代化農業を建設するための重大な戦略的措置であると明確化した。農民を奨励し，開発
性農業を行わせ，食糧，油料，果物，熱帯経済作物等商品の生産基地を建設した。さらに，1984年海
南行政区政府は，中央政府の政策を貫徹し，「商品作物生産の発展」を強調し，本島農業生産を自給自
足から商品経済へと転換させた44。具体的には，本島土地の多様性，荒山・荒地が多く，沿海の砂地・
灘の未開発という特徴により，開発を行い，土地を開墾して，植林・果物や経済作物の栽培を行なっ
た。一方，冬期の気候が暖かいという優勢を利用し，冬期農業を開発した。地方政府は，農民を積極
的に誘導し，「四荒」（荒山，荒坡，荒灘，荒田）の開発を請負させ，林場・ゴム園・甘蔗園・淡水養
殖場等を建設させた。これによって，商品生産が大きく発展され，農村経済の迅速なる発展が促進さ
れた45。 
 
5.5 農業科学技術の推進 
農村では，聯産承包責任制を実行した後，農民は生産の自主権を獲得し，増産増収を希望し，科学
技術を用いた農業生産を切迫に要求した。このような新しい形勢に応じて，1982年海南島は農業技術
承包責任制を逐次に推進し，技術員と農家を結合させることで，農業生産の増加を図った。何年間で，
ハイブリット水稲の普及，土壌調査の成果を用いた肥料の施用，水稲栽培時期の調整，耕作制度の改
革，低産田の改造，甘蔗作の水田への移植，熱帯果物及び南薬（南方地域の薬材）等の栽培に，先進
的技術を応用することができた。毎年の農耕季節に，農業部門の工作員は，農家に技術講習を行なっ
た。毎年，講習を受けた人は10万人以上であった。技術相談，黒板報，田頭説明等の形式で科学技術・
知識を普及し，科学的耕作を向上した。農業技術承包責任制実施後，技術員の指導の下で，一部の科
技戸（生産技術のある農家）が出現し，農作物の生産では模範的な役割を果たした。1984年技術員が
請負した土地面積は90万畝（6万ha）であり，栽培した作物は，水稲・甘蔗・落花生等であった。1987
年に請負した土地面積は130万畝(8.7万ha)となり，技術員は耕作現場に入り，農作物の生産を指導し，
農家の収入を増加させ，農業生産に貢献していた46。 
 
5.6 農業投資の増加 
 1979年以降，農業への投資が増えつつあり，農業生産の条件も改善しつつあった。1987年農林水利
に関する気象観測システムは完成され，総投資額は2.47億元に達し，1952～1977年の26間年総投資額
5.47億元の1.34倍であった。1987年末農業機械総動力は12.14億ワット，1978年より92.3％増加した。
大型・中型トラック4030台，小型トラック2.65万台，1978年よりそれぞれ4.4％，2.27倍増加した。農
業用車4105台，1978年より1.09倍増加した。農村の電気使用量は3387万度から5045万度まで48.95％増
加した。化学肥料の施用も増えており，地方農業用肥料は1978年の15万トンから，1987年の31.53万ト
ンまで増加し，その中食糧作物の肥料施用量が畝当り10.63Kgから20.35Kgまで増加した47。 
以上のように，1978年第十一回三中全会後の海南島農業は，主に以下2点の特徴があった。即ち，①
新しい農村経済生産関係（家庭聯産請負責任制）が確立されたことで，農民の生産意欲が増長し，農
業生産額は大きく向上したこと，②農村経済の商品化，専門化が進み，海南島農業は，自給型農業か
ら商品型農業へと転換したことである。 
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近代において海南島の食糧不足は，長い間，深刻な問題であった。新中国成立後，安定した政治環
境および政府の積極的政策により，食糧生産の発展状況は，どのようなものになったのかを次節にお
いて考察してみたい。 
 
6．政策と技術上の経験と教訓 
上述した各時期農業生産の概況を総じて述べると，1978年12月第十一届三中全会以前，海南島農業
生産の発展は緩慢であった。これは，政策上・技術上・資金投入上において大きな失敗があったから
である。 
 
6.1 経済体制と政策方針 
人民公社時期，経済体制の弊害は生産力の向上と商品経済の発展を妨害した。具体的に言うと，高
度に集中した統一かつ単一の公社所有制は，農村の生産単位である「大隊」「生産隊」の自主権を抑制
した。即ち，「共産風」という平均主義は農民の積極性を低下させ，農村経済を後退させた。1959年の
主要農作物の生産量は1952年より低く，農民の収入は微々たるものであった。この現象は，第十一届
三中全会以降，人民公社の廃除により改善された。また，中共中央は，1982～1985年の4年間，毎年農
業・農村・農民を主題とする「中央一号文件」を発布し，土地請負期限の延長（15年以上）等政策を
制定した。これら経済政策は，常に変化を恐れる農民の心を安定させ，専業戸あるいは新しい経済連
合体を次々と誕生させた48。 
 
6.2 科学技術 
 農作物の品種導入・栽培技術・耕作制度等方面において以下のような教訓があった。 
①盲目的品種導入。作物の栽培は適地適作でなければならない。良種の導入は，試験―評価―普及
という過程を経過しなければ，必ず生産に大きな損失をもたらす。例えば，50年代末に行なわれた北
粳の南方への移植である。原子2号，陸羽134号等北方の品種は，試験されないまま，大規模な栽培に
至った。しかし，南北気候の差異により，稲熱病発生・早穂等弊害が起り，生産量が低く，失敗に終
わった。また，行政命令により，多くの種子が調達されてきたが，種子の純度に注意せず，大減産に
なった。70年代に普及した小麦・油菜（Brassica campestris L.）は海南島の気候に適応しないもの
であった49。 
②栽培技術。1959年海南島農業部門には，高生産量指標の盲目的な追求，植栽密度が高ければ生産
量が高くなるという誤った認識があった。水稲の畝当り植栽苗数は，過去の10万余から30～50万まで
増加した。前期に水稲の苗が迅速に生長したが，後期になると苗が枯死し，あるいは衰弱したものが
多く，有効穂が少なく，稲の生産量が激減した50。 
③盲目的深耕・施肥。1958～1959年冬春の際，海南島政府は百万の労働力を動員し，全島において
農田深耕運動を起こした。深耕の面積は100万畝（6.6万ha）に達した。深さは0.3～1メートルであっ
た。盲目的深耕により，土地階層の構造が破壊され，生土（肥沃でない土）が表土となり，水稲の生
長に悪い影響を与えた。また，当時には，盲目的施肥，即ち施肥が多ければ生産量が多くなるとの誤っ
た認識もあった。生産力の高い田地に多くの肥料が施用され，茎葉が迅速に生長した結果，不作となっ
た51。 
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④耕作制度の改革・栽培時期。海南島東部地域では，多数の農家は挿秧（田植え）の後に春節を過
ごす習慣がある。しかし，春節前の播種・挿秧は，時期的にやや早く，暖冬の年に「倒春寒」（春に逆
に寒くなること）現象が起りやすかった。よって，出穂開花期に低温陰湿の天気に遭えば，結実率は
低下し，収穫に悪い影響をもたらした。また，9，10月の台風・暴雨・洪水は稲の出穂・結実に影響し，
二期作（晩稲）に生産量低下・不安定をもたらした。播種・挿秧期は，品種・地域の気候によって異
なるため，水稲の出穂から成熟期までの前後40日間を中心に，播種・挿秧期を適宜に設定すべきであ
る。この局面を改善するため，海南島政府は70年代に中稲（中間作）を普及しようとしたが，中間作
の広白矮種の単位生産量が低かったため，普及しなかった。さらに，1981年に汕優6号を導入し，1983
年に改制に成功したため，以降逐年に普及していった52。 
 
6.3 資金投入 
 1988年海南省成立前に，農業に対する投資が少なかった。1952～1977年，国家は農林水気象部門の
基本的建設に合計5.47億元，毎年平均2105万元を投入した。投入金額は少ないため，農田水利の基礎
建設が遅れ，農業生産の発展を制限した。海南島の食糧単位生産量は低く，その原因は，水利，土壌，
肥料等条件の不完備であるとされた。全省において，安定した高生産量の農田面積は僅か全農田の60％
を占めており，水利施設による農田の改良システムは完全に構築されておらず，自然災害の防御能力
は低かった。海南省成立後，総合的な農業開発項目の実施，投資の増加，生産条件の改善，中低産田
の改造等工作は，顕著な成績を納めていた。しかし，生産専門化およびサービス社会化がまだ健全化
しておらず，農産品の規模が小さく市場経済の需要に満足していないという問題は残されており，よ
り完全化した改善が期待された53。 
 
第二節：食糧生産の発展状況 
 従来海南島の食糧生産レベルは非常に低く，生産量が安定せず，自給自足不能であった。1911～1939
年の間，毎年平均外米(ベトナム・タイ米)0.9万トンを輸入し，最も多かった時は4.3万トンを輸入し
ていた。1947年，稲の生産量は42.6万トンであったが，それに対する消費量は53万トンに達し，不足
分の食糧10.4万トンは島外から調達された54。 
 解放後，人民政府は食糧の生産を重視し，「以糧為綱」を貫徹し，多くの措置を採り，食糧生産を促
進した。それから40年以来，食糧生産の道が曲折し，安定しなかったが，全体的には大きく発展して
いた。毎年食糧生産の総量が約125万トンであったが，食糧の生産が以下のような発展過程を経ていた。 
 1957年食糧（米と甘藷）播種面積1026.84万畝（68.5万ha），総生産量81.88万トン，1949年の面積（632
万畝〈42.1万ha〉），総生産量（37.99万トン）より，それぞれ62.47％，115.5％増加し，全島一人当た
りの食糧占有量は281.6Kgであった。1958～1962年，食糧が大減産し，1962年は1957より22.4％減産し，
一人当りの食糧占有量は僅か189Kgであった55。 
1963～1966年，食糧の生産が恢復し，1966年食糧総生産量は99.6万トン，1962年より52.4％増加し
た56。 
1967～1977年食糧播種面積の拡大と部分稲田改制の実行により，1977年食糧総生産量は歴史的最高
（154.1万トン）となり，1966年より54.7％増加し，1年一人あたり食糧占有糧は298Kg（1975年一人当
り306Kg）であった57。 
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1980～1984年，ハイブリッド水稲栽培の推進により，食糧生産量は持続的に増加し，1984年の総生
産量は140.9万トン，一人当り239Kgに達し，農村では「返銷糧」（国家が農家から買い上げ後に再び食
糧不足の農家に売り渡す食糧）を食べることがなくなった。1985～1988年旱害・台風等自然災害が多
く，食糧生産に悪い影響を与えた58。 
1985年，1987～1988年，連年の旱害により，三年連続で食糧生産量が減少し，1988年の食糧生産糧
は僅か119.8万トンとなり，前年より10.3％減産した。1989年食糧生産が恢復し，151.2万トンとなり，
前年より26.2％増加した59。 
1990年の総生産量は168.99万トン，畝当り201Kg，一人当り食糧占有量259Kgとなり，これまでに年
生産量の一番多かった1977年よりも14.89万トン（9.7％）増加し，畝当り生産量最高の1989年よりも
14Kg増加し，歴史的最高水準となった60。 
  
表 3-1：水稲播種面積と産量表 
年 
播種 
面積 
総 
生産量 
畝当 
生産量 
ha当 
生産量 
年 
播種 
面積 
総 
生産量 
畝当 
生産量 
ha当 
生産量 
1949 447.28 29.68 66.5 998  1970 610.16 78.08 128 1920  
1950 450.26 30.407 67.5 1013  1971 696.1 102 146.5 2198  
1951 517.32 40.445 78 1170  1972 715.22 106.19 148.5 2228  
1952 592.5 46.629 78.5 1178  1973 733.21 105.94 144.5 2168  
1953 615.23 49.619 80.5 1208  1974 750.95 125.42 167 2505  
1954 639.44 52.589 82 1230  1975 751.16 131.4 174.9 2624  
1955 682.35 45.799 67 1005  1976 752.89 135.15 179.5 2693  
1956 701.73 60.284 86 1290  1977 744.83 135.65 182.1 2732  
1957 695.76 62.726 90.15 1352  1978 696.92 95.25 136.7 2051  
1958 587.47 60.437 102.5 1538  1979 686 107.4 156.6 2349  
1959 523.85 46.115 88 1320  1980 649.54 99.96 153.9 2309  
1960 615.26 47.073 76.5 1148  1981 631.75 105.73 167.4 2511  
1961 583.26 49.65 85 1275  1982 632.42 117.18 185.3 2780  
1962 593.85 51.685 87.03 1305  1983 636.14 118.15 185.7 2786  
1963 615.71 63.096 102.5 1538  1984 628.54 126.87 201.8 3027  
1964 613.33 70.331 114.5 1718  1985 592.8 107.1 180.7 2711  
1965 614.1 80.331 130.8 1962  1986 604.86 122.14 201.9 3029  
1966 622.91 88.612 142.5 2138  1987 581.5 114.95 197.7 2966  
1967 613.81 89.938 146.5 2198  1988 551.46 101 183.2 2748  
1968 589.65 85.879 145.5 2183  1989 605.69 130.1 214.8 3222  
1969 598.19 84.282 140.5 2108  1990 621.52 144.22 232 3480  
出所：海南省地方史志弁公室編『海南省志 農業志』1997年。単位：面積（万畝），総生産量（万トン），
畝当り籾生産量（Kg）。ha当り生産量は筆者が1ha＝15畝で換算した整数である。単位はkgである。 
 
表3-1は水稲の栽培面積と生産量の統計である。ここからは，1949年以来，海南島水稲の播種面積，
総生産量，畝当り生産量は大体逓増していることが分かる。一人当たりの生産量は，1950年133Kg，1960
年149Kg，1970年182Kg，1980年180Kg，1990年221Kgと増加していた。 
新中国時期の畝当り生産量をha当りの生産量に換算すると，1949年～1965年まで毎年のha当りの生
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産量は2000kg以下となっており，この時期は主に耕地の拡大による食糧増産時期であった。1966年以
降ほぼ毎年ha当りの生産量は2000kgを超えており，これは1960年代から海南区政府による潮汕経験の
推進によるものであった。1970年代ha当りの生産量は2000kg～2700kgまで増加し，これは耕作制度の
改革および「科六」良種の普及によるものであった。ha当りの生産量は3000kgを超えたのは1980年代
以降であり，これはハイブリット品種の普及と農業科学技術の推進によるものであった。 
最後に，新中国時期と日本占領時期の水稲生産量の比較を行いたい。日本占領時期海南島の水稲総
生産量は統計資料の欠乏により不明であるため，ここでは，水稲の単位生産量から考察する。第二章
で述べたように，日本進出企業管下の直営田・奨励田の1町歩（ha）当りの平均籾生産量は約1500kg（10
石）であった。表3-1を見ると,各年のha当りの生産量は雑然としているが，1500kgを完全に超えたの
は大体1960年以降であった。即ち，新中国成立後の10数年間では，海南島水稲の単位生産量は日本占
領時期の生産レベルより低かった。しかし，潮汕経験の応用による技術革新が行われた1960年代以降,
海南島の水稲生産が漸く戦前レベルを超え，1970年代以降さらなる品種改良・科学的栽培技術の普及
により大きな発展を遂げた。 
 
 
第三節：農業科学研究機構 
1.沿革 
 1950年海南軍政委員会は軍事代表を派遣し，国民政府が残した元経済部海南島農林試験場，瓊山分
場（即ち五公祠苗圃）および特区実験農場（即ち府城東門農場）を接収し，6月に海南軍政委員会農林
処を成立させた。農林処は接収した三農場を合併し，新たに海南農林試験場を元東門特区実験農場内
に設置した。同年12月，海南農林処は，瓊山白石渓に海南良種繁殖場を設置し，甘蔗，熱帯作物等を
栽培したが，水利の欠乏・土壌の貧弱により，林場に改めた。1952年，元良種繁殖場は瓊山県嶺脚に
移し，海南区嶺脚良種示範場に改名された。1960年代初めに，同示範場は，また海南区嶺脚熱帯作物
場に改名し，ゴム・胡椒等熱帯経済作物を大面積に栽培した61。 
 1951年4月広東省農業試験場は，崖県藤橋に海南分場を設立し，場長1名，技術幹部4名，工人7名を
設けた。経費は省試験場が負担した。同試験場は，当地の農田50畝（3.3ha）を租借し，水稲，さつま
芋品種の比較試験を行なったが，島の南端に位置し，交通が極めて不便しており，また固定の試験場
用地もないため，1953年初め，瓊山県嶺脚に引っ越した。1955年4月に海南区嶺脚農業試験站と改名さ
れ，広東省農業庁の所属となった。同試験站は，正・副站長，党支部書記，技術幹部17名を設け，糧
産，経作，土肥，植保の四専業組を設置した。工人30余名，田地60余畝(4ha)の規模であった。しかし，
嶺脚の土壌が特殊な紅土であり，海南島での代表的な土壌ではなく，しかも交通不便のため，1958年
初め同試験站は，霊山に移り，当地の農業社から水田30余畝(2ha)を購入し，公社からもらった60余畝
(4ha)の坡地と一緒に，水稲や旱地作物試験を行なった62。 
 1958年農村では人民公社化が実現された後，同試験站は海口市の五公祠苗圃に移り，同年10月海南
行政区農業科学研究所に名を改め，海南農業処の所轄となった。それ以降，機構が拡大し，幹部50余
名，その中，技術幹部40余名，行政幹部10名に達した。試験場は改造され，200余畝(13.4ha)までに拡
大しており，試験研究に必要な用地を提供した63。 
 1964年，全国では十大農業様板（模範）を建設する風潮の中，海南農科所は海南熱帯農業科学研究
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所と改名し，海南行政公署に属することになった。「文化大革命」後，機構が縮小され，多くの幹部が
「下放」（農村へ労働教育）され，1969年，元の農業・林業・水産・農機等科学研究機構および海南農
校がすべて解散され，海南行政区農林水科学実験站として成立した。場所は，五公祠元熱帯農業科学
研究所内であった。1972年4月から各機構が相次ぎ復活し，海南行政区農業科学研究所は，糧作，経作，
土肥，植保，園芸，化験等6つの研究室，弁公室，資料室，生産科等を設け，活動を再開した64。 
 1988年海南省成立後，全省の農業を発展させるため，1989年12月海南省人民政府は，海南省農科所
を海南省農業科学研究院に昇格し，省農業庁に属することになった。県レベルの農業科学研究機構に
ついて，1953年各県は良種繁殖示範場を相次ぎ成立させ，1960年各県の示範場を農業科学研究所に改
め，或は試験場の合併を行い，模範的栽培活動を行なった。県農科所は，所長，党支部書記，幹部（技
術と行政）十数名～数十名を設けており，試験用田地数十畝から数百畝まであり，水稲・甘藷・落花
生・甘蔗等の品種の比較，高産栽培，良種繁殖等工作を行っていた65。 
 この外，島内には各種の専門的研究場が設置された。例えば1953年崖城南山に甘蔗の育種場が成立
し，1956年瓊山嶺脚に甘蔗試験站が成立し，1961年瓊山県永興に果蜂站が成立した（1970年嶺脚の甘
蔗試験站と合併し，蔗果蜂站となし，1978年瓊山県水果研究所と改名された）。また，儋県に花生研究
所，文昌に油料站がそれぞれ成立した66。 
 
2．農業科学研究の内容と成果 
 水稲を中心として，農業科学研究の内容と成果をまとめると，以下の通りである。 
水稲品種の調査：大規模な調査は二回あった。第一回は1951年崖県藤橋に設立された広東省農業試
験場海南分場は，北部の定安，瓊山，澄邁，南部の崖県，陵水等５県において水稲品種資源の調査を
行なった。北部の早稲は谷黄を主として，長鼻種，白米粉等がそれに次いだ。晩稲の品種が多く，暹
粘，紅秋其，白秋其等20種余であった。南部陵水の早稲は種仔が最も多く，70％を占めており，それ
に次いだのは，百至，七粘，紅壳粘であった。晩稲は黄皮粘が70％を占め（陵水），その他烏節，紅壳
安南粘，白壳粘等がある。その他，日本占領時期に導入した粳稲（ジャポニカ米）嘉南2号，高雄10号，
台中65号も各地で試験的に栽培されていた67。 
 第二回は1956年海南農業処が組織し，海南試験站の協力を得て，展開した調査訪問であった。一部
の区・郷は当地の年寄農民を評議会に参加させ，異なる土壌に合わせた良種普及計画を制定した。例
えば，臨高県は地方品種28個，日本粘，白米粉，花羅白，蓬莱，広埔粘，広東粘，錫白粘等8品種を選
定し，平原区域，半山区域（山の中腹），沿海区域に普及させた。万寧県は，早稲品種が45個あるが，
早稲六十日を選定し，晩稲の晩白粘3号，九粘，清水蓮12号，秋其，白粘，暹羅種等を選定し，普及さ
せた68。 
 陸稲は73種あった。その中，海南農家種58種，外来種14種（籼稲〈インディカ種〉34種，粳稲〈ジャ
ポニカ種〉26種）であった。 
 水稲新品種の選定育種。建国後，科学研究機構，農民技術員は雑交育種を行い，育成した新品種は
広馬粘，金江矮，南特粘，白日粘，石矮粘，通紅矮，広廉40号，珍廉，広白矮，保紅早等があった。
広馬粘は海南で普及された以外に，広西，浙江，福建，江西等省においても栽培され，増産を示した。 
新品種の導入普及。建国後，良種の普及工作が重要視されていた。元々良種で，そのまま広められ
たのは白米粉・嘉南2号・台中65号・高雄10号であった。島外から導入し，広められた早稲品種は選粘
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305号，西洋白12号，遅銀粘35号等であり，晩稲品種は晩白粘3号，清水蓮12号，渓南矮等であった。
これら良種は，在来種の谷黄，節仔，遷粘，秋其等より生産量が10％～15％増加し，畝当り増産量50
～57Kgであった69。 
早稲植期（植付時期）試験。海南東部，北部地区の早稲は，出穂期に常に気温22度以下，3日連続の
「清明風」（清明節前後の冷たい風）の影響を受け，結実率が低下し，減産していた。1954～1963年海
南農科所と関係する農科所は早稲播種期の実験を繰り返し，海南東部，北部地区の早稲の播種期が以
下のように結論した70。即ち，晩熟籼稲（インディカ稲）は1月下旬に，早中熟籼稲は2月上中旬に，中
晩熟粳稲（ジャポニカ稲）は12月中下旬に播種する。そのため。出穂期は4月中下旬になり，「清明風」
を避けて，安定した高収率を得る事ができる71。 
晩稲植期試験。1960年海南農科所は4品種の試験を行なった。即ち，籼稲，粳稲（ジャポニカ稲）各
２品種（澄秋５号，塘埔矮，嘉南2号，台中43号），5月28日第一期を播種し，以降15日間毎に播種し，
合計5回播種した。苗代期25日間であった。試験の結果は，第一期6月23日から第三期7月23日挿秧（田
植え）の産量が最も多く，畝当り260～297Kgであった。籼稲の出穂期は9月下旬～10月上旬に集中して
おり，寒露風を避けられず，粳稲の出穂期は8月下旬～9月上旬にあり，寒露風を避けられる。そのた
め，生育期と産量を総合的に考えると，晩籼稲の晩熟種の挿秧適期は7月中下旬であり，粳稲は6月下
旬～8月上旬の間が適期であ72る。 
密植規格試験。1953～1962年，適切な挿植密度を探るために，各地は嘉南2号，塘埔矮，十石歉，晩
白粘3号，広場13号等早稲・晩稲を用いて規格と苗数試験を行い，株間3～4寸，条間5～6寸，株毎に7
～8本植，畝当り20～35万本植のほうが高収率である。1959年海南農業処は，全島各地の中，畝当り20
～100本植の稲田272カ所を打ち抜き検査した結果，粳稲の株間2～3寸，条間5～6寸，畝当り30～50万
本植のほうが高収率であると結論した。 
その他，海南島政府は，甘藷，落花生，レイシ等品種の試験を行い，栽培適期を確定した。また，
ドリアン，ランブータン等熱帯果物を導入し，試作を行なった結果，これら果物の寒冷への抵抗力が
弱く，栽培しにくいと考えられた73。 
その後の文化大革命期間，1978年十一届三中全会以降も，海南農科所は，水稲・甘藷等食糧作物に
対して，さらなる新品種の選択，品種比較試験，育種方法等を行い，高生産率の品種を育成した74。 
即ち，海南農科所は，水稲の品種調査を行い，その中から優良品種を選択し，改良を加えた。改良
品種の試験的栽培を行い，高収穫率の品種を普及した。また，優良品種の中に，日本占領時期に導入
された台中65号・嘉南2号等があった，これは，日本の優良品種が引き続き海南島において栽培されて
いたことを表わしている。しかし，1960年代の渓南矮等矮化種，1970年代の「科六」種，1980年代の
ハイブリッド種の導入により，米の生産量は大いに向上した。 
 
3.土壌肥料研究内容と成果 
（１）水田三熟（三毛作）輪作研究。海南農科所は1961年冬から1964年末までをかけて，稲田輪作
試験を行い，6種の方法の中，以下の3種が海南島に適合すると考えた。①冬藷，早稲，晩稲，②冬藷，
春落花生，晩稲，③早稲，夏緑肥（田菁），晩稲。三年間試験の平均年畝当り食糧（さつま芋5斤(2.5kg)
を稲谷1斤(0.5kg)と計算する）生産量はそれぞれ，532.2Kg，534.4Kg，422.5Kgであり，旧式の早稲・
晩稲方式の年畝当り396.8Kgより，それぞれ34.1％，34.7％，6.4％増加した。早稲，夏緑肥，晩稲区
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域の夏緑肥を肥料として使った土壌は，田菁を栽培しない区域の土壌より速効性窒素201PPM増加し，
全窒素0.04％・有機質0.78％増加し，地力を高めた75。 
1978年の稲田輪作試験では，海南農科所は1978年に落花生・晩稲・冬藷を春落花生・中稲・晩秋藷
に改め，その年，春落花生畝当り306Kg，中稲畝当り184.5Kg，晩秋藷畝当り3865Kgとなり，年畝当り
1506Kg（落花生，甘藷を稲として計算する）となった。1979年畝当り1646Kg,1980年畝当り1134.5Kg，
三年平均畝当り1428.5Kgであった。各地の新しい輪作試験は，以前の三熟制（落花生・晩稲・冬藷）
より3割も増産しており，多くの農家に利用された76。 
 ここから，輪作制度の確立と改善は，海南島の光熱資源を利用し，多毛作による地力の増進を図り，
食糧作物と経済作物の生産率の増加に大きく貢献したと分かる。 
（２）土壌肥料の研究。緑肥研究について，1953年広東省農業試験場海南分場は，苕子，紫雲英，
日本菁，田菁を試作した77。 
 化学肥料の施用は，1950年代から始まり，最初は硫酸アンモニウムを使用した。60年代初期海口市
および各県は，合成アンモニア肥料工場を建設しはじめ，1965年以前に硫酸アンモニウム肥料・窒素
肥料・尿素等を普及させた。80年代初期，カリを試験的に普及し，1984年頃になると，カリは農民の
大好物となった78。 
（３）その他，植物保護の研究と成果について，海南農科所は，食糧作物・経済作物の病虫害状況
を調査・分析し，予防方法等を提出した79。 
 以上，三年輪作法の実施・化学肥料の使用により，技術的な面において海南島農業は近代的な形態
を呈したことが分かる。日本占領時期に行なわれた三年輪作法は，主に台湾で実施された米―甘蔗―
甘藷形式であったが，新中国時期の輪作作物の種類は，主に水稲―甘藷―落花生・緑肥作物・陸稲で
あった。ここから，新中国時期の三年輪作法は日本占領時期と同様の形態をとったが，その作物の種
類は若干異なっていた。 
 
4.水資源の開発と利用 
民国時期，海南島では永久的水利施設がなく，川を一時的に堰き止め，河水を灌漑用水とする農田，
或は雨水灌漑の農田は僅か37万畝（2.5万ha），耕地面積の8.6％を占めていたに過ぎない。解放後，新
中国は大量の投資を行い，大型・中型（水庫）ダムを続々と建設した。例えば，長矛水庫，松涛水庫，
万寧水庫，石碌水庫，牛路嶺水庫等である。これは，単なる灌漑面積を増やしただけではなく，洪水，
浸水，潮水を阻止する総合的な機能を持っていた。1990年全島の水利施設は8104カ所であり，有効灌
漑面積は357.8万畝（23.9万ha）となり，総耕地面積の55％を占めることになった80。すなわち，新中
国時期，海南島の水利開発が大きな発展を遂げ，海南島食糧生産の水確保・水害阻止に役に立ったと
考えられる。 
 
第四節：農墾事業 
1950年海南島解放後，各地方の農業生産（小農経済）と異なる経営方式の農墾事業（国営プランテー
ション農場）は，中国大陸からの移民・帰国華僑・復員軍人によって行なわれた。農墾は，国有の荒
蕪地を開墾し，ゴム等熱帯資源の開発および「国防」建設の任務を担った。農墾事業の内容は，栽培
事業のほか，開墾事業・造林事業・工業建築業・商業観光業等を含めた。ここでは，栽培事業を中心
第三章 新中国時期の海南島農業 
― 140 ― 
に述べる。 
1950年，1951年広東省政府は調査員を派遣し，2回にわたり海南島ゴム生産状況を調査させた上で，
海南軍政委員会直轄のゴム生産管理機構を設置し，中央政府から特別経費を受けて，1951年に5つの国
営ゴム墾殖場（坡塘，南太，南橋，美文，木排）を開設した81。 
1951年8月31日，中央人民政府政務院は「関於拡大培植橡膠樹的決定」を発布し，1952年1月1日華南
墾殖局海南分局を成立させた。農墾工人の努力および当地政府と民衆の協力により，海南島のゴム事
業は大きな発展を遂げた。1952年海南墾殖分局の調査によれば，建国前のゴム既成園面積は，3.63万
畝（2420ha）であったが，1950年代末は35.7万畝(2.4万ha)，1960年代末は129.6万畝(8.6万ha)，1970
年代末は235.2万畝(15.7万ha)，1990年は371.11万畝(24.7万ha)と増加していた。1990年海南島の天然
ゴム産量は176.96万トンであり，全国天然ゴム産量の58.8％を占めた。1980年代から，海南島天然ゴ
ムの年産量は，全国年消費量の25％に満たすことができた82。 
1954年10月，華南墾殖局は当時農場に存在していた単一経営の状況に対して，『関於発展墾殖場副業
生産的決定』（墾殖場の副業生産を発展することに関する決定）を発布し，「ゴム生産を主とし，その
た熱帯・亜熱帯農林特産物を生産する」方針を提出した。これから，墾殖局は，ゴム以外に多種多様
の作物の栽培を正式に決めた83。 
1956年各種の熱帯作物は7.25万畝（4833ha）に達し，サイザル繊維は5.1トン，シトロネラ油60.3ト
ンであった84。 
1959年中央政府は「加快開発海南的決定」（海南島開発を加速する決定）という指示を出し，墾殖区
の熱帯作物の生産を迅速に発展させた85。 
1960年墾殖区の熱帯作物の面積は17.53万畝（1.2万ha）となった。しかし，盲目的指揮，高指標の
影響により，作物品種と土地選択が厳格に執行されておらず，土地開墾と栽培の効果が小であった。
また，この時期に食糧自給がピンチに迎え，多量の労働力が食糧生産に振り替えたため，熱帯作物生
産に大きな損害を与えた86。 
1961年，墾殖局は，中央政府の「調整・強固・充実・提高」方針を貫徹し，生長不良で，経済利益
が少ない熱帯作物を淘汰し，熱帯作物面積が逐年減少していった87。 
文化大革命時期，栽培されていた多くの熱帯作物は破壊され，1976年僅か7.03万畝（4686ha）であっ
た88。 
1978年第十一届三中全会以降，農墾区の熱帯作物の生産が恢復され，胡椒，コーヒー，椰子，南薬
等作物の発展は早かった。1990年に各種の熱帯作物栽培面積は26.42万畝（1.8万ha）となった89。 
1955年5月，海南墾殖分局は，食糧・油・肉・野菜・果物の自給問題を解決するため，墾殖区におい
て，ゴム・熱帯作物以外の農・林・漁・牧業生産を発展しようとした。食糧生産はゴム園の間作，坡
地栽培から始まり，土地開墾・造田まで発展した。さらに，墾殖区は，農村社隊（農村の基層生産単
位）と合併し，水稲生産基地の建設・先進的栽培技術の普及を行い，食糧の生産量を向上した90。 
以上により，海南島の農墾事業は，ゴム栽培を中心に，サイザル繊維，油料作物，食糧作物等作物
の栽培を含んだものであった。これは，民国時期の華僑農場・軍墾農場，日本占領時期の進出企業農
場と性質が類似しており，熱帯地域特有のマルティカルチャ農業形態をもつプランテーション農場で
あった。 
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第五節：小結 
本章は，1950年土地改革時期から1978年改革開放後までの農業発展状況を述べてきた。政府の農業
政策および農業技術の革新により，海南島農業は，全体としては向上していた。初期は，食糧作物の
生産に重点を置き，主に栽培面積の拡大及び高生産性品種の使用により，食糧生産高を年々更新して
いたが，政策の錯誤・農業知識の欠如・自然災害といった不安定要素により，海南島農業経済が依然
に衰弱であった。改革開放後には，海南島政府は，以上の教訓により，農村経済を窮地から救うため，
海南島の光熱条件といった地理的優勢を十分に利用するために，経済作物の生産をも重要視し，ハイ
ブリッド品種の普及による単位生産高の向上を図った結果，海南島農業経済は，自給自足経済から商
品型・利益型経済へと変わった。即ち，新中国時期の海南島農業がモノカルチャー農業からマルティ
カルチャ農業へと転換したことによって，海南島民の生活も徐々に裕福になっていった。 
また，農業技術的な面から，遅れた耕作制度の改善・優良品種の選択・新式農具の普及・肥料の使
用・病害虫の予防等科学的な方法による作物の増産が実施された。このような技術的な革新により，
海南島農業生産は向上し，古くから島内自給自足不能の状態から完全に脱却した。即ち，新中国時期
の海南島農業は近代化を遂げたと言えよう。 
最後に，新中国時期と日本占領時期の海南島農業開発を比較してみたい。第二章に述べたように，
日本占領時期の海南島農業開発は，農業調査・政策の制定・農業開発計画の実施というステップを踏
んで行なわれてきた。新中国時期の海南島農業開発は，日本占領時期のように系統的に行なわれたも
のではなく，土地改革による生産力の解放を通して，中央政府の政策方針，行政命令に従って行なわ
れたものであった。しかし，このような行政命令による農業開発の状況は1978年改革開放以降に改善
された。1980年代土壌調査，土地利用計画，農業開発計画等が次々と制定されるようになった。例え
ば，1985年日本政府は中国政府の要請により，海南地区総合開発計画の実地調査を行い，2005年まで
の経済発展計画を制定した。10年間の実践により，ほとんどの計画は実行された91。 
また，海南島農業開発策について，日本占領時期，日本海軍は品種改良・水利建設・農業技術の普
及，肥料の施用等を中心に農業開発を行っていた。新中国時期も同様に同じような開発策を採り，海
南島農業の近代化を完成した。 
但し，これら開発策の内容においては歴史的継続性と変化があった。具体的に述べると，品種改良・
新品種の導入の面では，日本占領時期の嘉南2号，台中65号，高雄10号等の品種が引き続き海南島民に
よって栽培されており，かつ優良品種としてさらに普及されていた。これは戦前・戦後海南島農業の
歴史的継続性の現れである。一方，農業技術の面では，三年輪作法は戦前・戦後において土壌改良策
として採用されてきたが，その栽培作物の種類が異なっていた。即ち，日本占領時期は米―甘藷―甘
蔗形式であったが，新中国時期は水稲―甘藷―落花生・緑肥・陸稲形式であった。これは戦前・戦後
海南島農業の歴史的変化の現れである。また，水利建設・肥料施用については，資料の欠乏により，
日本占領時期との関係が不明である。今後，海南島農業の歴史的継続性と変化についてさらなる考察
を行っていきたい。 
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【注】
                              
1 海南省史志工作弁公室編『海南省志 政府志』南海出版公司，pp.123-134，2003年 
2 同上 p.123 
3 同上 p.156 
4 同上 pp.156-157 
5 海南省史志工作弁公室編『海南省志 農業志』南海出版公司，p.33，1997年 
6 十大政策とは，一，労働収益権を保証する。二，雇工自由を保証する。三，借貸自由を保証する。四，
減租を貫徹し，退押（地主が小作人から徴収した保証金を返還すること）を停止する。五，産権（財
産所有権等），佃権（佃農が地主から借りた土地を工耕作する権利）を保証する。六，耕牛等家畜類を
保護する。七，荒田の開墾を奨励する。八，公糧（政府に納める食糧）の負担を調整する。九，生産
の破壊を厳禁する。十，労働による裕福を奨励する。 
7 広東省人民政府の発展生産の指示：中心任務は農業生産の恢復と発展に尽力することであり，また，
農業生産の中心任務は，食糧の増産である。各地は実際の状況に応じて，運動を展開しなければなら
ない。 
8 前掲『海南省志 農業志』p.60 
9 前掲『海南省志 農業志』p.61 
10 前掲『海南省志 政府志』pp.157-158 
11 前掲『海南省志 農業志』pp.61-63 
12 1950年代末中国国内の水稲矮化育種は大きな進歩を遂げた。矮脚南特，広場矮，珍珠矮，渓南矮等
品種が広東省潮州・汕頭地域に高生産性を示した。広東省農業庁と農科院は，潮州・汕頭の栽培経験
を全省に普及した。1963年海南区党委は，技術員 600人を潮州・汕頭に派遣し，潮汕平原の栽培経験
を学ばせたほか，潮汕地域の水稲顧問 320人を海南島に招へいし，農業生産技術を全島の農家に伝授
させた。前掲『海南省志 農業志』p.97。 
13 前掲『海南省志 農業志』p.63 
14 同上 
15 同上 
16 前掲『海南省志 農業志』pp.63-64 
17前掲『海南省志 農業志』p.64 
18 同上 
19 同上 
20蘇雲峰「従南洋経験到台湾経験―1945年以前的農業改良」『海南歴史論文集』，海南島出版社，p.159，
2002年 
21 前掲『海南省志 政府志』pp.160-161 
22前掲『海南省志 農業志』p.65 
23 同上 p.65 
24 国家の政策指導下，一定の価格で売買する事以外に，市場の供給情況により，価格を議定し，国営
糧食商業或はそのた糧食商業が経営する一種の食糧流通形式。 
25前掲『海南省志 農業志』pp.65-66 
26前掲『海南省志 農業志』p.66 
27前掲『海南省志 農業志』p.67 
28前掲『海南省志 農業志』p.68 
29同上 
30前掲『海南省志 農業志』p.69 
31同上 
32前掲『海南省志 農業志』p.69 
33前掲『海南省志 農業志』p.70 
34同上 
35同上 
36前掲『海南省志 農業志』p.71 
37同上 
38同上 
39前掲『海南省志 農業志』pp.71-72 
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40前掲『海南省志 農業志』p.72 
41同上 
42同上 
43前掲『海南省志 農業志』p.73 
44前掲『海南省志 農業志』p.74 
45同上 
46前掲『海南省志 農業志』p.76 
47前掲『海南省志 農業志』p.77 
48前掲『海南省志 農業志』p.10 
49前掲『海南省志 農業志』p.10 
50同上 
51前掲『海南省志 農業志』p.11 
52前掲『海南省志 農業志』pp.11-12 
53前掲『海南省志 農業志』p.12 
54前掲『海南省志 農業志』p.82 
55同上 
56同上 
57同上 
58前掲『海南省志 農業志』p.83 
59同上 
60前掲『海南省志 農業志』pp.82-83 
61前掲『海南省志 農業志』p.313 
62前掲『海南省志 農業志』p.313 
63前掲『海南省志 農業志』pp.313-314 
64前掲『海南省志 農業志』p.314 
65前掲『海南省志 農業志』p.315 
66同上 
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70同上 
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72同上 
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74前掲『海南省志 農業志』p.322 
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79前掲『海南省志 農業志』pp.320-321 
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終章：結論と今後の研究課題 
1．結論 
本論は，日本占領時期の海南島農業開発への考察を中心に，中華民国時期・新中国時期を含め，海
南島農業近代化過程を考察してきた。 
まず，民国時期では，海南島産業全般を認識するための調査が多かったが，農業開発に直接的に関
連したものが少なかった。各時期の政府は多くの開発計画を制定していたものの，ほとんど計画倒れ
となった。その中，華僑による熱帯経済作物のゴムやコーヒー農園というプランテーション農業の出
現，または政府主導の水稲・甘蔗の品種改良という西洋技術を用いた近代的な農業開発活動の出現に
より，民国時期の1930年代から海南島農業が近代化の道をすでに歩み始めていたと言える。即ち，民
国時期は海南島農業近代化の萌芽段階にあった。 
次に，日本占領時期では，日本内地や植民地台湾等の政府機関・学術機関による海南島農業調査の
提言に基づいた「台湾経験」活用論は日本人による海南島農業開発の理念となり，海南島農業開発は，
台湾から多大な人的・物的協力を受けた。日本軍は，主に品種改良・優良品種の導入を中心に，水利
施設の建設・肥料の施用等近代的な農業技術を用いた農業開発を日本内外地の企業に委託し，農業生
産を行わせた。その結果，日本軍による海南島農業開発は，「日本帝国」の南進および総力戦に食糧の
供給という一翼を果たし，海南島全体の農業生産を向上することができなかった。しかし，品種改良
と普及といった点では，稲作・甘蔗等作物の単位生産量の向上が成果として挙げられる。また，教育
の面においても，日本軍は，海南島農業を日本の総力戦の中に組み込むために，実業教育就中農業教
育を師範教育課程の中に導入し，農業を中心とする実業人材の養成を図り，海南島農業開発をバック
アップしようとした。このような全面的な技術改良活動が行われたものの，海南島に定着しなかった
ことを鑑みて，日本占領時期は，海南島農業近代化の基礎づくりの段階にあった。 
最後に，新中国時期に入ると，1978年を区切りに，海南島農業は栽培面積拡大と品種改良による食
糧作物の増加という特徴からハイブリッド品種の普及による食糧生産高の増加と経済作物の普及によ
る農村経済の活性化という特徴へと大きく転換した。その中では，海南島政府は，民国時期と日本占
領時期のように，品種改良を中心に，食糧作物の生産に重点を置いてきた。また，水利施設の完備・
試行錯誤による耕作制度の最適化・化学肥料施用の普及等全般的農業活動が継続的に行われることに
より，海南島農業は，古来の自給型農業から脱却することができた。これによって，新中国成立後の
長い間を経て，海南島農業は完全に近代化を遂げた。 
即ち，海南島農業近代化の過程は，民国時期は萌芽段階であり，日本占領時期は基礎づくり段階で
あり，新中国時期は形成段階であったとそれぞれ異なった特徴があった。しかし，三時期に以下のよ
うな共通点があった。 
 
①農業経営の形態からみると，民国時期は華僑農場，日本占領時期は日系企業農場，新中国時期は
国営農場といった形で，同じくプランテーション農業であり，ゴム・コーヒー・繊維等作物を含
むマルティカルチャ農業経営方式であった。 
②品種改良・優良品種の導入の点からみると，三時期ともに優良品種の導入改良を行なった。即ち，
日本占領時期は民国時期の品種（海南島在来種）を試験栽培し，新中国時期は，日本占領時期に
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導入した品種（嘉南2号・台中65号）を試験栽培していた。 
③三時期ともに外部の経験を用いたこと。民国初期は南洋地域のゴム・コーヒー栽培経験，日本占
領時期は台湾経験，新中国時期は広東省の潮汕経験を活用していた。 
④食糧作物の生産は，三時期共に最優先の課題として行われていた。 
 
以上の4点から，海南島農業近代化の過程においては，歴史的継続性があった。また，新中国時期と
日本占領時期の農業開発策を比較することによって，海南島農業は，品種改良・導入面での歴史的継
続性，栽培技術面での歴史的変化を呈していた。 
 
2．意義 
本論は，海南島農業近代化の過程を解明するために，日本占領時期の海南島農業開発を中心に述べ
てきた。序論で述べた通り，日本軍は海南島の農業資源を確保するために，先進的な農業技術を用い
て，多くの日本企業・技術者を海南島に派遣し，海南島の農業生産を高めようとした。その目的は戦
争維持のため，日本人優位の社会システムを構築するためであったが，遅れた海南島農業に対しては，
農業先進国の日本による農業開発は必ずしもレジスタンス的反作用をもっていなかった。従来，特に
中国は，日本軍の侵略行為を美化しないように，日本軍の経済的活動に関する研究を積極的に行なっ
ていなかった。本論は，日本占領時期を海南島農業発展過程の中の一時期として，為政者は如何に海
南島農業生産を向上させようとしたのかを目的の一つにした。このように日本軍の占領地開発を冷静
かつ公正に考察することは，新しい研究視座になるのではないかと考える。 
①植民地研究上において，日本軍の海南島農業開発は，「日本帝国」圏内にどのような位置づけであっ
たのかについて，解明されていない課題であったため，本論は，日本軍の海南島農業開発は，現地軍
民に食糧生産・提供を行い，日本軍の南進政策および総力戦の一翼を果したと結論付けた。 
②海南島史の研究視座からみると，これまで，海南島農業の発展過程は不明確であった。本論は，
近代における民国時期，日本占領時期，新中国時期の農業開発の全体像を明らかにした上で，海南島
農業発展の特徴を明確にした。この成果は，今後，海南島農業のさらなる発展に寄与できるものと考
える。 
③教育実践上において，本論は以下のような意義があると考える。 
世界史教科書では日中戦争・太平洋戦争時期の中国国民党の経済政策及び日本の中国占領地域にお
ける経済政策についての記述は全くない。本論において，中華民国政府（中国国民党）による海南島
の農業調査・開発計画は中断に終わったといえ，戦争遂行のための経済的基盤建設を目的としていた
こと，また，日本も占領地海南島において経済建設を行い交戦していたという，経済的側面から見る
日中戦争・太平洋戦争の実態を明らかにした。すなわち，日中両国とも日中戦争において経済建設を
行ないつつ交戦していたという事実を明らかにした。この研究成果は世界史教材研究の基礎資料とな
ると考える。 
また，日本はその近代的農業技術・政策を台湾に適用し，その台湾経験を応用しながら，海南島に
実施し，仏領インドシナへも適用していった1。海南島は日本の農業政策チェーンの重要な中継点であっ
た。戦前期の日本の農業技術等の伝播の構造である日本→台湾→海南島→南洋は，戦前期日本の人的・
物的伝播の一側面であったことを生徒に学ばせることができる教材となるのではないかと考える。 
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さらに，日本占領時期の海南島教育からみると，戦前期の師範教育・初等教育は，日本語，数学と
いう基礎教養科目以外に，農業・手工といった「勤労精神」に重んじた科目も多数設けており，日常
生活での時間遵守・挨拶等礼儀も生徒に要求していた。このような教育理念の今日の青少年に対する
意義も大きいと考える。 
 
3．研究課題と展望 
本論は，海南島の農業分野に限定して分析を行なったが，他分野における近代化の形成過程，歴史
的継承性の有無等を考察する必要がある。また，海南島を除く，その他日本占領地域の産業発展過程
を明らかにする必要がある。つまり，戦前期の史実は，軍事的侵略だけではなく，経済・産業開発等
あらゆる面から考察しなければならない。これは，歴史本来の実態に対する認識，歴史多様性への認
識に必要不可欠なことである。 
また，本論は農業技術面での近代化を中心に考察したものであるが，近代化に関しては農業経営形
態・土地所有関係・労使関係等社会の在り方というあらゆる側面から考察する余地がある。今後農業
近代化の課題をより全面的・総合的に考察していきたい。 
さらに，新中国時期の海南島農業に関する記述は，概略的なものであり，しかも，『海南省志』とい
う中国側の資料に頼っている。『海南省志』の民国時期に関する記述が殆ど史実に基づいて編纂されて
いることにより，新中国時期の記述も一定の客観性と信憑性があると考える。しかし，本論は海南島
農業に関する個別問題，即ち漢族農業と少数民族黎族・苗族農業との違い，土地取得をめぐる移民と
現地人との軋轢の有無等を検討していないため，今後現地での聞き取り調査・入手困難な档案館資料
の蒐集を行い，新中国時期の海南島農業を詳しく分析していきたいと考える。 
最後に，本論には近代化理論の整理・農業技術継承の側面における物質的・人間的関連性・民国時
期と新中国時期の農業教育に関する記述の補足・新中国時期農業特質の時代的分類という不足点があ
るため，今後これら問題点を少しずつ解決していきたいと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【注】 
                              
1海南島に於ける農業上の試作経験もある程度（仏印に）応用出来ると言われている。竹木伊一郎「海
南島及佛印の米作問題」台湾経済研究会『台湾経済往来』第十年第十輯，p.14，1941年。 
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台中65号 高雄10号 嘉南2号 白米粉 敏葉 菁果粘 岡山大白 短脚蘆
16 6,700 1,700 8,400
17 5,000 2,000 5,000 4,500 4,800 3,000 24,300
18 9,000 9,000
16 6,000 3,400 9,400
17 1,500 17,600 960 300 20,360
18
16 900 900
17 1,000 12,000 13,000
18
16 37,300 43,900 81,200
17 2,500 20,000 960 560 24,020
18 600 100 700
16 100 100
17 500 2,800 200 3,500
18
16 1,500 6,300 7,800
17 960 1,500 3,000 3,000 800 320 1,500 11,080
18 300 100 100 500
16 2,000 2,000
17 3,000 2,000 5,000 7,500 800 320 47,000 65,620
18 9,000 500 2,650 12,150
16 100 100 200
17 3,000 2,000 4,000 3,000 12,000 10,000 34,000
18 1,600 3,400 1,000 6,000
16 600 600 1,200
17 2,000 1,500 3,000 3,000 800 5,000 15,300
18 4,600 4,600
16 1,000 1,000
17
18
16 3,000 3,000
17 3,000 2,300 5,000 8,000 3,700 22,000
18 100 100
16 4,800 4,800
17 1,000 4,000 4,000 9,000
18 1,500 1,400 2,900
16
17 3,000 500 1,000 3,000 80 80 400 8,060
18 200 200 400
16
17 1,500 200 2,000 1,000 320 200 500 5,720
18
16
17 500 80 580
18 700 700
16
17 8,000 560 8,560
18 5,000 1,500 6,500
16
17 2,000 20,000 300 22,300
18 6,500 250 9,000 15,750
16
17 500 2,800 560 3,860
18 2,900 200 3,100
16
17 500 5,200 320 200 6,220
18
16
17 700 4,800 1,080 300 6,880
18 750 750
16
17 1,000 1,000 1,000 3,000
18 100 100 200
16
17 300 2,800 200 3,300
18
16
17 2,500 2,000 1,000 80 80 200 5,860
18
16
17 500 4,000 560 5,060
18
梅村商店
海南産業
伊藤産業
東台湾
コーヒー
三井農林
南洋興発
日本油脂
海南拓殖
南洋起業
日本タイ
ヤ
小川香料
資生堂
厚生公司
明治製糖
南国産業
南洋ゴム
台湾拓殖
武田長兵
エ商店
スマトラ
拓殖
大日本製
糖
南海興業
海南物産
台拓畜産
公司
塩水港製
糖
台湾産種籾導入配布表
（昭和16年～昭和18年，単位：斤）（1斤＝0.6Kg）
蓬莱種 台湾在来種
会社名 年度
台拓産白
米粉
合計
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16
17 2,000 1,500 1,000 250 4,750
18
16
17
18 50 50
16
17 1,200 1,200 2,400
18 600 1,000 1,000 2,600
16
17
18 100 100
16
17
18 100 5,000 5,100
16
17 150 150
18
16
17
18 3,000 3,000 3,000 9,000
16
17
18 1,800 38,600 23,700 64,100
台北州圃
海口区
18 500 8,500 12,100 21,100
新竹州圃
海口区
18 1,800 10,100 300 12,200
台中州圃
嘉積区
18 3,150 3,500 6,650
台南州圃
那大区
18 16,500 4,000 20,500
高雄州圃
北黎区
18 1,000 1,000
16 60,000 60,000 120,000
17 23,110 18,500 47,700 140,200 24,680 3,060 71,630 328,880
18 49,100 200 86,900 69,550 205,750
総計 60,000 60,000 72,210 18,700 134,600 140,200 94,230 3,060 71,630 654,630
三共製薬
原種圃
農業挺身
団
合計
軍需部
臨時政府
鈴木三栄
日窒農林
瓊山中学
校
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昭和16年 昭和17年 昭和18年 昭和19年 計
美濃早生大根 30 910 940
吋無大根 10 10
宮重大根 30 30
極早生四十日大根 15 15
赤丸二十日大根 4 2,000 500 2,504
冬作白大根 140 140
秋蒔時無大根 25 25
四十日大根 35 1,150 1,185
練馬大根 1,500 1,500
葉大根 850 850
今市大根 105 1,500 450 2,055
金町小蕪 58 6,300 6,358
トマト 220 286 506
早生人参 592 500 1,092
金時人参 305 305
牛ボウ 800 800
葱 100 2 102
朝鮮白菜 10 1,780 4,100 5,890
土白菜 10 102 3,030 2,020 5,162
大坂白菜 10 10
春蒔白菜 30 30
山東白菜 455 7,000 1,200 8,655
京都白菜三号 1,025 3,000 4,025
芝罘白菜 183 1,135 500 1,818
花心白菜 10 10
結球包頭白菜 2,700 2,700
雪白体菜 1,460 6,000 200 7,660
ツマミ菜 30 30
ツル菜 30 30
花椰菜 13 50 55 118
芥菜 200 1,500 7 1,707
芹菜 2,000 50 2,050
甕菜 700 510 1,210
不断草 30 2,650 4,660 7,340
春菊 475 4,660 510 5,645
菠蓮草 100 1,600 720 2,420
チシヤ 60 216 502 778
胡瓜 5 5
台湾越瓜 5 377 1,000 360 1,742
東京越瓜 1,000 1,000
富津黒皮南瓜 10 90 100
テリシャス南瓜 92 92
甘栗南瓜 120 120
南瓜 100 2 90 192
大和黄肉西瓜 40 40
早生大和西瓜 100 144 244
マクワ瓜 40 40
冬瓜 120 354 1,500 1,974
菜豆 1,000 1,000
豇豆 300 1,500 1,800
皇帝豆 1,000 1,000
五寸菜豆 30 30
スブナリ菜豆 30 30
三十日豌豆 500 500
合計 783 12119 57166 15546 85614
蔬菜種子年度別導入数量表（単位：合）（1合＝150g）
導入数量
品名
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昭和16年 昭和17年 昭和18年 昭和19年 計
大豆 16,000 16,000
田菁 12,660 12,660
蓖麻 2,880 1,440 4,320
棉 2,000 908 2,908
黄麻 3 3
アンパリヘンプ 1 1
落花生 5,760 5,760
昭和18年 計 摘要
バナナ 25,000 25,000
木瓜 1,000合 1,000合
パイン苗 5,000 5,000
バレンシアオレンジ 400 400
白柚 800 800
晩白柚 100 100
椪柑 800 800
レモン 1,500 1,500
硫安 過燐酸石灰 大豆粕 綿実粕
昭和16年 1,929,055 561,444 365,625 46,000
昭和17年 2,210,225 115,000
昭和18年 500,000
合計 4,639,280 676,444 365,625 46,000
田菁 赤化豌豆 テプロシア
クロタラリ
アジュン
シャ
柳豆 合計
昭和18年 7,220 1,300 1,000 893 728 11,141
昭和19年 500 1,000 1,739 3,239
合計 7,220 1,800 1,000 1,893 2,467 14,380
昭和16、
17、19年
導入なし
特用作物種子年度別導入表(単位：斤)（1斤＝0.6Kg）
導入数量
品名
果樹種子年度別導入表(単位：本)
導入数量
品名
肥料導入配布表（単位：Kg）
年次
配布数量
2,902,124
合計
2,325,225
500,000
5,727,349
緑肥導入配布表（単位：石）（1石＝150Kg）
年次
配布数量
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第1期作 第2期作
豊盈 用水路 40 160 60 220 1944.3.26-1944.5.24
瑞渓 取入堰 100 500 100 600 1944.12.30-1945.3.5
龍州 排水口 50 50 124 174 1945.1.1-1945.7.30
月朗新村 開拓 30 120 400 520 1944.9.15-1945.3.1
計 270 830 684 1514
伊籐産業株式
会社
文昌 排水路 18 16 34 50 1944.6.1-1944.7.24
東台湾珈琲株
式会社
邁號 溜池 70 100 120 220 1944.11.10-.1945.3.31
加來 水路/貯水池 25 75 25 100 1944.1.10-.1945.3.30
瓊東 堰堤/用排水路 450 1500 500 2000 1944.1.2-.1945.8.30
計 475 1575 525 2100
大路 用排水路 600 1739 2490 4229 1943.1.2-.1945.8.3１
大路 溜池/用排水路 （200） 1943.7.9-1945.3.31
導塞 堰堤/用水路 70 240 70 310 1943.6.1-.1945.8.31
嘉積 排水路 6 38 23 61 1944.12.30-.1945.8.31
計 676 2017 2583 4600
万寧 排水路 310 366 850 1261 1942.7.1-.1943.8.31
万寧 堰堤用水路 2000 1280 640 1920 1943.11.25-.1945.8.31
計 2310 1646 1490 3136
籐橋 排水路 25 40 68 108 1942.12.8-1943.7.8
保定 用排水路 180 173 461 634 1943.1.2-1945.3.30
烏場 用水路 80 192 205 397 1943.12.1-1945.3.30
文教 鑿井排水路 20 22 68 90 1945.2.1-1945.4.24
計 305 427 802 1229
陵水田尾村 溜池 20 240 80 320 1942.7.1-1943.6.18
馬嶺 堰堤 98 196 89 285 1942.7.1-1943.3.30
陵水文村 取入堰/水路 300 2100 600 2700 1943.2.1-1945.3.31
六鄉村大恩溪 排水幹線 480 416 1120 1536 1945.1.2-1945.3.31
六鄉村 堰堤 280 592 640 1232 1945.2.1-1945.3.29
大恩峒 貯水池 1943.7.1-1944.12.1942.止
籐橋 掘井 10 野菜50 野菜30 野菜80 1945.3.11-1945.8.1942.止
馬嶺 掘井 10 野菜10 野菜10 野菜20 1944.11.1-1945.3.28
3544 2529 6073
野菜60 野菜40 野菜100
籐橋 取入堰 30 180 60 240 1943.6.9-1943.6.30
籐喬咾賴洋 用排水路 45 180 240 420 1943.5.3-1945.1.31
籐橋三農地 貯水池 70 1944.5.2-1945.8.30中止
籐橋田邊 掘井 18 野菜72 野菜72 1944.10.1-1945.3.29中止
籐橋走馬園 排水路 50 100 100 1944.1.1-1945.8.30中止
保定 用水路 12 100 80 180 1945.1.15-1945.8.30中止
田獨 開墾 12 野菜70 野菜100 野菜100 1945.6.30-1945.8.30
460 480 940
野菜142 野菜80 野菜172
佛羅 排水路 54 62 150 212 1943.2.15-1943.10.10
佛羅 泉水用水路 1945.4.1-1945.4.36
62 100 162 1944.3.15-1944.12.20
野菜50 野菜55 野菜105
佛羅 揚水機 1944.4.1-1944.6.26
桶井 貯水池 35 90 120 210 1943.2.1-1945.6.30
214 370 584
野菜50 野菜55 野菜105
崖縣赤草園第一期 排水路/農道 520 966 966 1942.7.1-1943.3.31
崖縣赤草園第二期 用排水路/農道 1943.12.16-1944.8.30
崖縣西園鄉 取入口 400 2450 678 3128 1942.11.1-1943.5.8
80 50 130 1944.7.25-1945.8.30
野菜30 30 60
崖北耕地 揚水機用水路 120 野菜900 900 1944.7.3-1945.8.30
保顯峒 用水路 500 2000 500 2500 1945.2.1-1945.8.30
郎典 堰堤/用水路 1945.1.7-1945.8.30
4533 2194 6724
野菜930 30 960
九所 揚水機/水路 53 212 81 293 1942.12.25-1943.9.30
樂東 貯水池 100 1945.3.1-1945.8.30中止
計 153 212 81 293
日本油脂株式
会社
台拓海南産業
株式会社
三井農林株式
会社
梅村産業株式
会社
南洋興発株式
会社
南国産業株式
会社
1590
計
南洋護謨株式
会社
計 237
増産数量
地域 工事種類 受益面積会社名
瓊崖臨時政府
建設庁
塩水港製糖株
式会社
スマトラ拓殖
株式会社
着手・竣工年月日
貯水池用排水路佛羅 68
計 1198
計
157
50崖縣直営田 用水路
応急大規模水利改良事業実績
昭和19年現在,面積：町歩(ha),増産数量：石（1石＝150Kg）（野菜：トン）
計
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20 40 60 1944.1.20-1944.8.30
野菜250 50 300
72 72 1944.3.20-1945.3.29
野菜416 416 922
北黎第一水田 泉貯水池/承水路 9 50 30 80 1945.3.20-1945.5.31
142 70 212
野菜72 611 1222
710 300 1010 1942.9.26-1943.4.30
野菜380 380 760
八所 排水 16 260 100 360 1944.11.1-1945.8.30
石碌 開墾/用水路 30 野菜290 290 580 1944.12.5-1945.8.3
東方玉道 揚水機/用水路 120 340 200 540 1945.5.15-1945.8.30
1310 600 1910
野菜670 670 1340
儋縣七里 用排水路 470 1500 1000 2500 1942.12.1-1944.5.15
儋縣舊城 用水路 62 180 117 297 1943.5.15-1944.4.30
49 49 1944.1.20-1945.3.31
野菜20 10 30
長坡 堰堤/用水路 1000 1944.6.20-1945.4.16中止
波蓮 堰堤/用水路 1400 1944.12.3-1945.8.18
1680 1166 2846
野菜20 10 30
那白 排水路 200 400 600 1000 1942.9.26-1943.4.2
190 1366 1556 1943.3.9-1945.6.30
甘藷110 110
590 1966 2556
甘藷110 110
金江 排水路 205 130 185 315 1943.8.30-1943.9.30
金江東部鄉 排水路 100 80 75 155 1943.8.29-1945.3.5
金江西部鄉 取入堰/用水路 160 80 20 100 1944.1.20-1945.8.30中止
計 465 290 280 570
三共株式会社 東山 用排水路 20 27 28 55 1944.3.17-1944.7.15
南洋起業株式
会社
日窒電気株式
会社
日糖興業株式
会社
海南興業株式
会社
海南物産株式
会社
北黎川北
湧水揚水機/用排
水
12
北黎川南 揚水農道/用排水 35
官田
610計
那白 貯水池/用排水路 410
436計
計 2962
貯水池那大 30
計 56
250揚水機/用水路
１、瓊崖臨時政府建設庁
①豊盈、豊盈東方から2.5キロ地点の天然泉を豊盈西北部の耕地に導入した。練石積の堤堰を用いて、泉水を1.2ｍまで引上げ、
150ｍの水路を設置し、元の水路と合流させた後、再び旧水路2000ｍを修復し、分支線2ｋｍを開鑿した。工事竣工後、効果が甚
だしく顕著し、組合を設け、これを経営させた。
②瑞渓、瑞渓市東南部の南渡江支流にあり、地表水と地下水を吸収し、利用する。そのため、地下式石礫暗渠89ｍ幅１ｍ高さ２
～３ｍを設置した。また、ここから導水路2050ｍを設置し、第一期作100町歩を灌漑可能にした。工事完成後、組織された水利合
作社に、経営させる
③龍州、龍州市東北方の耕地に位置し、降雨時いつも氾濫するため、350ｍの排水路（底幅１ｍ、深さ1ｍ）を掘削し、浸水を防
いだ。また南渡江口に大雨時のための防水閘を設置した。
④月朗新村、海口南方に位置し、総面積は100町歩に達する低湿地がある。嘗て地方の有志はこれを開拓し利用しようとしたが、
成功しなかった。その堤防および水門はすでに破壊され使用できず、僅かな小漁場となった。ここで堤基3000ｍを補修し、鉄筋
コンクリート排水門を設け、新耕地80町歩を海と安全に隔絶させ、その区内に道路・水路を配置し、区画整理を行ない、全工程
の8割を回復した。
２、伊籐産業株式会社
①文昌、湿地を二期作田に改良し、食糧の増産を図る。排水幹線を新たに開鑿し、延べ882ｍであり、附帯工事をも行なった。
３、東台湾珈琲株式会社
①邁號、貯水量69,881㎥の土堰堤溜池（水面幅3.4町、堤長さ14ｍ、最大水深4.16ｍ）を築造し、邁号市西南一帯の耕地の用水を
確保できる。
４、塩水港製糖株式会社
①加來、長さ2.5ｋｍ、底幅0.7ｍの土水路を掘削し、各渓水支流の水を閘門から加来市に導入する。さらに加来市北の窪地を掘
削し拡大させ、堤防を築造し、水を貯め、乾燥期に利用する。そのため従来の単期作田は両期作田となり、食糧増産に利する
②瓊東、高さ315ｍ、長さ60ｍの粗石コンクリート堰堤を築造し、そこから底幅２ｍ、長さ７ｋｍの用水路を設けると同時に、附
帯工事および排水路を設置し、瓊東市西南方の耕地に用水を確保させ、生産を増加させた。ただ鋭意努力していたが、資金の確
保が困難であるため規定の堰堤は完成できない。第一期作は板堰を代用し、所期の成果を収めた。
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５、スマトラ拓殖株式会社
①大路、大路の水田は、大雨の時に海のように停滞水となり、時期になっても水が引かず二期作田は数回の災害を受けていた。
防止工事は主に大路川を改修することである。その上流の左岸に長さ595ｍ、幅3mの堤防を設け、また中流に長さ750ｍ（下幅
27.5ｍ、上幅44.5ｍ、深さ2.5ｍ）の新水路を開鑿すると共に川床を低くした。さらに、支流の龍西川を開鑿し、長さ1180ｍを改
修し、元来の堰堤をコンクリート堰とした。開鑿した幹線水路は2420ｍとなり、洪水の防止と用水の貯留ができ、増産に資する
所が大きく、関係農民はこれに驚いた。
②大路、大路地域内では、高所の耕地に対して灌漑排水の確かな保持を図り、大路市北方の丘陵地帯に高さ２ｍ長さ200ｍ、満水
面積35町、平均水深1.2ｍの大堰堤溜池を建築することができる。同時に用排水路を施行し、上述①の排水改良と並行し、飛躍的
な増産が期待できる。
　③導塞、万泉河左岸の支流に長さ20ｍ、高さ３ｍの粗石コンクリート堰堤を設け、3kmの幹線水路を作った。獲得した水を全地
域に流させ、食糧の増産に効果が著しかった。
　④嘉積、万泉河左岸と嘉積市中間の低湿田に排水改良を施行した。総長1ｋｍの土排水路（底幅1.5ｍ）を開鑿し、著しい効果
があった。
６、南洋護謨株式会社
　①万寧、万寧平野の低湿地に排水改良と経営の合理化を図るため、農道および排水路を開鑿した。総長２ｋｍとなり、食糧増
産に顕著な効果があった。
　②万寧、万寧平野の灌漑用水は、もともと太陽渓に設置した堰堤２ヶ所から採取したが、洪水に破壊され、修理できなかっ
た。ここで、２ヶ所の堰堤を統一し、安全かつ丈夫な堰堤を改めて設置し、長さ４ｋｍの導水路を開鑿すべきである。しかし、
堰堤の築造は未着手で、水路工事も８割程度しか完成できず、同工事は終わった。現に乾燥期のための応急的措置として、臨時
的堰堤を設ければ、利用に望むべく。
７、日本油脂株式会社
　①藤橋、藤橋西南方砂丘側の沼湿地の改良を計画し、排水路長さ１ｋｍ（底幅約1.5ｍ）を設けた。その結果、両期作物の栽培
不能が改善された。
　②保定、太陽渓下流右岸の排水路を改良し、底幅１～２ｍ、平均深さ0.8ｍ、総長2600ｍの土水路を開鑿した。附帯工事をも施
行し、食糧の増産を可能にした。
　③烏場、太陽渓下流右岸水田の用水を確保するために、水門を太陽渓に設置し、長さ4500ｍ（底幅1～1．5ｍ、深さ1.3～1.6
ｍ）の土水路を開鑿した。土水路をもって導水を行うほか、暗渠を設けて排水を行なった。
　④文教、文教市東南部水田の用排水を改良し、井戸数ヶ所（長さ２ｍ、幅1.8ｍ、深さ2ｍ）を掘り、灌漑に供した。と同時に
1080ｍの排水路（土水路の底幅2.1ｍ、深さ１ｍ）を開鑿し、灌漑排水の完備を図った。
８、台拓海南産業株式会社
　①陵水田尾村、陵水市西南方高地の灌漑用水を図るため、土堰堤溜池（長さ600ｍ、高さ2ｍ、深さ1.3ｍ、満水面積10町歩）を
設け、食糧の増産に期した。
　②馬嶺、馬嶺市南辺地の灌漑用水を図るため、渓流に長さ20ｍ、高さ1.5ｍの粗石堰堤を築造し、水をこの地域に導入させた。
　③陵水文村、陵水東北方約３ｋｍの文村附近の耕地を一期作田とするため、官渡渓に長さ50ｍ高さ1.5ｍの粗石コンクリート土
堰堤を設けるほか、長さ8ｋｍの導水路を築造し、水をこの地域に導入し、稲作の灌漑に供した。
　④六郷村大恩渓、土水路2555ｍ（底幅8ｍ、深さ2m）の排水路を開鑿し、橋梁下に暗渠を設置した。そのため六郷村一帯耕地の
排水が改良され、農道も整理されたため、成果が顕著であった。
　⑤六郷村、灌漑期の洪水に数回沖積され、稲作が多くの災害を見舞われたため、大恩渓の臨時堰に代わり、煉瓦積堰長さ４２
ｍ、高さ１ｍを設置した。同時に用水門と長さ2500ｍの用水路を設け、稲作の灌漑に供し、効果が顕著であった。
　⑥大恩峒、工事が着手したが、労力、資材供給の欠乏により中止した。
　⑦藤橋、藤橋の各所に深さ59ｍ、内径0.88ｍ、内側が煉瓦で作られた井戸16カ所を開鑿した。水を吸い取り、野菜の灌漑を行
なっていたが、工事の8割程度で中止した。
　⑧馬嶺、前記同様の井戸12カ所を設置し、野菜の灌漑を行なった。
９、三井農林株式会社
　①藤橋、藤橋渓右岸耕地の灌漑用水を確保するため、田附近の渓流を堰き止め、粗石コンクリート堰堤（長さ60ｍ、高さ1.5
ｍ）を設置した。また、導水路約1300ｍを設け、同地域に水を導入し、食糧の増産を図った。
　②藤橋咾賴洋、藤橋市西約２ｋｍの水田の用排水を改良するため、幹線水路長さ1700ｍを設置し、支線用排水路長さ9ｋｍをも
設けた。
　③藤橋三農地、藤橋市西南田岸村の水田の用水を確保するため、堰堤溜池（堤高さ６ｍ、長さ140ｍ、水深２ｍ、満水面積3.8
町歩）を築造し、後に種々の困難により、工事は完成度が8割程度で中止した。
　④藤橋周辺、藤橋市周辺旱田の灌漑用水を確保するために、井戸35ヶ所（内径0.66～0.88ｍ、深さ３～６ｍ）の開鑿が決定さ
れたが、33ヶ所が完成した後に中止された。この種の井戸水の価値が大きく、効果が顕著であった。
　⑤藤橋走馬園、藤橋市西南部の耕地の用水を改良するため、幹線水路長さ1.5ｋｍ（底幅２ｍ、深さ1.1ｍ）、支線長さ4.5ｋｍ
を設けた。また、排水路に沿い道路を作り、食糧の増産を図ると同時に、経営の合理化を求めた。ただし、工事は完成度が8割程
度で中止した。
　⑥保亭、保亭川右岸耕地の灌漑用水を確保するため、同川支流に簡易木板堰を設け、そこから水路総長45ｍ、底幅0.45ｍ、深
さ4～5ｍの土水路を開鑿し、食糧の増産を図った。
　⑦田独、田独鉄鉱山附近の高くて乾燥な台地を開墾し、旱田作物を作り、渓流の水を簡易の堰で導入し、開墾地の用水とし
た。
１０、梅村産業株式会社
　①佛羅、佛羅市南方の水田地帯の排水を改良し、暴雨後浸水の害を避けるため、長さ1500ｍの排水路を開鑿した。食糧の増産
が期待され、実施後の成績が良好であった。
　②佛羅、前記排水改良工事の第二期として、同地域内の用水を獲得する為に、丘陵に接近する所に泉水溜池を設置し、ここか
ら用水路（長さ500ｍ）排水路を作り、同地域の稲作の用水を確保することができる。
　③佛羅、佛羅市近くの沼池を高さ1.5ｍ、長さ150ｍの土堰堤で堰き止める外、満水面積3.5町歩、水深１ｍの土堰堤溜池を設け
る。さらに溜池の北方を流れる佛羅渓に用排水路（長さ1200ｍ）を設置し、下流の水田旱田の灌漑および湿田水利の改良が同時
に利益を受けることが大きかった。
　④佛羅、口径３インチの渦巻式揚水機を設置し、木炭発動機（３馬力）で前記溜池の水を吸収し、旱田の灌漑に供した結果、
高くて乾燥な台地が肥沃な旱田となり、食糧増産に資する所が少なくなかった。
　⑤桶井、桶井市東北方の渓間に、長さ150ｍ高さ4ｍの土堰堤を築造し、満水面積5町歩、水深1.5ｍの溜池を設置した。同時に
下流各地域に配水するため、長さ1500ｍの用水路を開鑿した。
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１６、海南興業株式会社
　①那白、那白市東北方低湿耕地の排水改良を図るため、排水路幹線長さ4.5km支線長さ6kmを設けた。さらに、区画整地を行
なった結果、元の湿田は乾田となり、両期作田に化した。
　②那白、前記地域の用水を確保するため、那白市東方渓流に長さ162m幅1m最大水深1.35ｍ満水面積1町歩8段、貯水量1810立方
メートルの溜池を築造した。と同時に、那白市西方耕地の排水を改良し、長さ7.2kmの土水路を掘削し、那白市周辺の耕地に大き
な改善をもたらした。
１７、海南物産株式会社
　①金江、金江市東方の耕地は、沼沢地のため、排水不良であった。雨期になると水が溜まりやすく、なかなか引かなかったた
め、稲作に影響する所が大きかった。底幅3m深さ1.5ｍ長さ2kmの排水路を開鑿し、乾田と改良し、両期作田となった。
　②金江東部郷、旧水路の一部が破損しているため、長さ350mの土水路を改めて掘削した。また、各種の附帯工事を施行し、こ
のような金江市東方耕地の水害を防止することができる。
　③金江西部郷、渓流水を煉瓦で造られた堰堤で堰き止め、長さ93ｍのトンネルを併設し、伏流水を吸引した。また、ここから
の長さ2386ｍの土水路を設け、金江市西方耕地の用水を確保できる。水路工事が4割程度で終了した。
１８、三共株式会社
①東山、東山市北の耕地に排水改良を行なった。具体的には、渓流に長さ5mの木板堰を設け、その用水を確保すると同時に、長
さ1200mの土造排水路を開鑿し、食糧の増産を図った。
１１、南洋興発株式会社
①崖県赤草園第一期、崖県赤草渓沿岸の低地水田の排水改良を図るため、第一期工事において、暴雨時の低湿浸水地域の西方に
長さ3000ｍ底幅5mの排水路を掘削すると同時に、掘った土を農道となし、水路と並行して造られ、農業経営の合理化を求めた。
　②崖県赤草園第二期、前記赤草園全地域を灌漑する用水の確保および農業経営の合理化を図るため、幹線支線道路を設置し、
第二期排水工事において、道路と並行した用排水路を開鑿した。
　③崖県西園郷、臨時布で寧遠河の水を赤草渓に導入し、もともと河川に設置していた土堰を徹底的に修理し、元の堤より50ｍ
も高く、長さを2倍とした。同時に高さ4m長さ150ｍの溢流堰を築造し、導水路をも改修した。工事完成後、西園郷附近の水田旱
田は安全かつ充分に灌漑され、農民はこれに感謝した。
　④崖県直営田、赤草園排水路に排した水を灌漑用水として利用するため、排水路終点に長さ1.490ｍ、底幅0.3～0.5ｍの土導水
路を設け、下流の水田旱田灌漑に供した。
　⑤崖北耕地、赤草渓に口径5インチ2台、6インチ1台、4インチ1台の渦巻式揚水機を設置し、木炭発動機25馬力1台、８馬力１台
を用いて、水を吸い取り（高さ4.5ｍ）崖北旱田の灌漑用水とした。
　⑥保顕峒、毎年一作の頭塘渓上流右岸の耕地を二作田となし、生産を増加するため、同渓に長さ10ｍ高さ1.2ｍの粗石堰堤を設
置し、西に向かって4670ｍの水路を作り、導水を行なった。全工程の９割は完成した。
　⑦郎典、寧遠河右岸赤草園一帯の耕地の灌漑用水を獲得するため、寧遠河支流の郎典川に粗石コンクリート堤高さ1.8ｍ長さ80
ｍを築造した。そこから3500ｍの用水路を設置する。資材不足のため、木板堰に切り替えたが、工事は５割程度で終わった。
１２、南国産業株式会社
　①九所、九所渓に口径５インチの渦巻式揚水機を設置し、５馬力の木炭発動機で水を吸い取り、水田旱田を灌漑した。食糧増
産の成果は著しかった。
　②樂東、楽東市南方水田旱地の灌漑に供する為、水深2.5ｍ、満水面積12町歩3段、長さ105ｍ、高さ6ｍの中心鋼制コンクリー
ト堰堤を建築し、工事は9割程度で終わった。
１３、南洋起業株式会社
　①北黎川北、北黎渓下流右岸の地を開墾整理し、耕地となすため、北黎渓に口径3インチの渦巻式揚水機を設置し、5馬力の電
発動機を用いて水を吸い取ると同時に、泉井戸2ヶ所を開鑿し、前記の揚水機で水を吸い取り、用水の心配を無くすことができ
る。
　②北黎川南、北黎渓下流右岸の耕地の用水不足に対して、前記地域と同様、口径5インチの揚水機（電発動機10馬力）を設置
し、水を吸い取り灌漑を行うと同時に、道路と水路を企画した。さらに、防潮堤および自動排水閘を築造し、潮水の侵入を防い
だ。
　③北黎第一水田、北黎渓下流左岸の水田と隣接する丘陵地方に、その泉水を利用した承水路長さ300m、および泉水池（長さ4m
幅2m深さ1.5m）2ヶ所を設置し、下流本地域の水田に導水した。
１４、日窒電気株式会社
　①官田、昌化大江右岸宝橋、官田附近の水田旱地において、乾燥期の灌漑と雨期の排水のために排水灌漑を行なった。渦巻式
揚水機（口径12インチ2台、10インチ1台、8インチ1台）、発動機（75馬力1台、25馬力1台）を使用し、昌化大江の水を導引し
た。また、導水路幹線支線長さ7kmおよび暗渠水門等の設備を設置した。そのた排水路を設け、多くの増産を期した、治安不良の
影響を受け、工事は完成できなかった。
　②八所潭、八所池沼地に、12インチの渦巻式揚水機および30HPの発電機をもって排水し、16町歩の耕地を造成した。さらにこ
の耕地を二区画し整理した。用排水路（長さ1244ｍ、底幅1m、深さ1m）の設置、揚水機での排水および4インチ渦巻式揚水機での
灌漑を計画し、予期の目的を達成することができる。
　③石碌、白打渓支流を切断し、長さ15m高さ2mの粗石堰堤を築造し、また長さ4km底幅0.6ｍ平均深さ0.6ｍの幹線水路を設け
て、導水を行なった。さらに、長さ10kmの給水路を開鑿し、丘陵地帯50町歩の土地を開墾し、旱地として経営した。
　④東方玉道、昌化大江左岸東方玉道附近の耕地の灌漑用水のため、その設備が不明である。
１５、日糖興業株式会社
　①儋県七里、北門江右岸7kmを中心とする一帯の耕地に灌漑用水を獲得させるために、本地域東方下流の渓流に、長さ20ｍ高さ
1mの粗石コンクリート堰堤を築造し、そこからの幹線長さ6km支線長さ3km、総長9kmの土水路を開鑿した。さらに、ほかの所にも
排水門排水路を含む幹線暗渠を設置し、増産の結果が著しく、農民がこれに驚いた。
　②儋県旧城、北門江左岸儋県旧城市の高い台地の泉水を下流本地域の用水とするため、用水路長さ2300ｍを設け、附帯工事を
も行ない、食糧増産に資した。
　③那大、大型堅固堰堤および満水面積2町歩、貯水量1700立方メートルの溜池を設け、下流水田旱田の灌漑に供した。工事完成
後の成績が良好であった。
　④長坡、北門江に長さ100m高さ4mの粗石コンクリート堰堤を設置した。また、ここを始点とする導水路長さ8km、幹線水路長さ
8km、支線長さ20kmの土水路を開鑿し、北門江左岸一帯の水田灌漑用水に充てた。しかし、労力資材の確保が困難となり、工事
は、4割程度で中止した。
　⑤波蓮、臨高渓に高さ3m長さ1200ｍの粗石コンクリート堰堤を築造した。また、臨高渓左岸一帯の耕地に、堰堤を始点とする
導水幹線5250ｍ、支線長さ2200ｍの土水路を開鑿し、同地域の灌漑用水が確保できるようになるが、4000mの水路を完成した所で
中止した。
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第二回 第三回
台湾拓殖 出席 出席 14.5.4秀英苗圃14.6.10 14.5.4 台拓海南産業と改称19.7.1
南国産業 出席 出席
日東拓殖 出席 出席 14.10.2五公祠、竹廉東方 14.6.14 三井農林と改称
南洋興発 出席 出席 14.10.2崖県市外 14.6.4
海南産業 出席 出席 14.10.2海口東方、三亜南
方
14.10.7
伊藤産業 出席 出席 14.10.2馬嶺、文昌地方、
18.10.9清瀾地方
15.3.20
明治製糖 出席 15.2.8 15.4.29
大日本製糖 出席 15.2.12、17.5.29和盛方面 15.3.29
帝国製糖 出席 15.2.12 15.5.1
塩水港製糖 出席 15.2.13、17.5.29、18.8.25 15.4.6
南洋ゴム 出席 15.2.8 15.7.13
スマトラ拓殖 出席 15.2.12 15.5.16
野村合名 出席 15.2.8 18.10.12取消
古川拓殖 出席 15.2.12 15.11.20 17.12.29辞退
東洋紡績 出席 出席 14.10.3馬嶺東方 15.5
帝国製麻 出席 15.2.12 15.2.18取消
ブリヂストンタイヤー 出席 15.2.12 15.5.16 18.9.29辞退 日本タイヤーと改称
日本油脂 出席 15.2.8、19.3.29文教地方 15.4.29
武田長兵エ 出席 15.2.12、19.8.11小川化工
事業地
15.5.16 18.8.30武田薬品工業と改称
塩野義 出席 15.2.3 15.4.20 19.4.18辞退
三共 出席 15.2.12 15.8.20
小川香料 出席 15.2.12 15.11.29 19.8.111辞退18.10.20小川化工と改称
塩野香料 出席 15.2.12 15.4.20 18.5.15辞退 塩野化工と改称
資生堂 出席 15.2.12 15.9.19
台湾合同鳳梨 出席
15.2.12、18.3.29古川拓殖
事業地 15.5.27 16.5.1海南物産継承
森永製菓 出席 15.2.12 18.823辞退
東台湾珈琲 出席 15.2.12
山崎商店 出席 15.2.8 15.5.30 16.5.5 16.5.5海南拓殖継承
梅村商店 出席 15.7
鈴木商店 出席 15.2.12 16.1.26 18.12.29辞退16.5.30鈴木三栄継承
田中商事 出席 出席 14.10.2南方畜産事業 15.7.11辞退 15.7.30林兼継承（南方畜産と改
称）
福田組 出席
15.2.8、18.8.25塩糖事業
地、19.5.19罌粟栽培 15.4.1 16.3.27厚生公司継承
菅興業 15.4.10 15.12.2取消 15.12.2南海興業継承
沖縄製糖 17.3.29会文地方 17.10 19.4.17辞退
日窒農林部 17.9.25昌江流域農物経営 17.9.25
島田合資 18.5.19東方蔬菜栽培 15.9.12
新田薬草 18.10.12取消
注：表中「14.5.4」は、昭和14年5月4月の省略である。
16.6.16帝国製糖合併の為事業地
変更。18.2.26日糖興業と改称
農林業開発会社進退一覧
農政委員会
会社名 進出許可年月日 事業地進
出年月
辞退、取消 名義変更
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直営 奨励 一期作籾 年産量 蔬菜事業、備考
7.83 22,790
25 26,425
蔬菜 228,930
18.6 57,945
630 32,700
蔬菜 99,972
5.13 98,226
1.03 11,844
2.01 4871
181 235,607
27.99 560,600
7.33 167,900
蔬菜 1,502,838
甘蔗 18 810,000
蔬菜
米 100,000
甘蔗 588,000
蔬菜
米 20,000
甘蔗 40,000
蔬菜
長坡 特用作物 2
米 52,500
蔬菜
米 35,000
甘蔗
蔬菜
米 21,000
甘蔗 1,260,000
甘蔗 1,000,000
蔬菜
甘蔗 1.7 60,000
米（収買） 1,600,000
蔬菜
甘蔗 60 1,800,000
50,000
100 800,000
米（収買） 70,000
蔬菜
15 60,000
500 600,000
その他 360,000
1 10,000
300 300,000
蔬菜 100,000
海南島進出企業の事業概要表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　面積単位：町歩(ha)、産量単位：斤（1斤＝0.6Kg）
海口地区
会社名 事業地 作物種類
中原
米
精米、製糖4
甘蔗
作付田圃
明治製糖株式会社
定安
米
精米、搾油
37
加来
21
精米、造酒、製糖
5
感恩
米
精米、製糖
甘蔗
7.5
大路
8
40
4
40
製糖14
3
台拓海南産業株式会
社
陵水
白邁
6
精米、製糖
21
龍塘
25
搾油,製糖
1
精米、醸造、製糖、煙草、
造林
300
米
塩水港製糖株式会社
嘉積 製糖
3
瓊東
和舎
14
籾倉庫、農具舎、牛舎、製
糖
21
2
藤橋
米
精米、牧畜
100
日糖興業株式会社
儋県
甘蔗、油桐、相思樹、サイ
ザル、甘藷、里芋、木瓜,
甘蔗圧搾機、煎糖設備、籾
摺機
那大
キャッサバ、デリス、スロ
ルート、ローゼル、ゴム,
精米
米
200
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米 3 4000
造林 ゴム100町歩、桐、銀合歓
木、竹蔬菜
米 700 70000
蔬菜 200 2000000
米 300 300,000
蔬菜 100 100,000
米 400 400,000
蔬菜 100 100,000
馬嶺 米 1,200 1,560,000 精米
米 470 560,000
蔬菜 200 200,000
米 600 650,000 精米工場精米機１台一式
蔬菜 50 400000
烈楼 蔬菜 0.5 50,000
米 3 30,000
雑穀 5,000
蔬菜 10,000
蔬菜 0.5 50,000
米 30 180,000
0.5 4,800
35 105,000
蔬菜 0.3 150,000
海口 蔬菜 1.1 120,000
那大 雑穀 2.5 20,000
米 1 8,000
雑穀 1.6 160,000
米 1.6 8,000
雑穀 150,000
蔬菜 150,000
黄麻 4,000
南海興業株式会社 臨高,那大 米 96.5 1162 精米
瓊山 米 1.2
2 16,000
70 110,000
特用作物 10
果樹蔬菜 14 30,000
三江 収買 事務所、倉庫
米 296
珈琲園 5
米 3 20
パイン 16 160,000
茶園 2 180,000
煙草 2 20,000
甘藷 2 40,000
果樹園 1.5 8,000
米 0.6 1
茶園 3.5
パイン 3
甘藷 3 60,000
資生堂 福来 米 20
香水蒸留装置、倉庫、精米
機、籾摺機等
米 29.18
珈琲園 5
田 4 50
畑 30
高坡嶺 畑 10
流水坡 畑 5 養豚直営50頭
台拓海南産業株式会
社
2.6
新村
三十笠
英圳坡
妙山
六郷村
南橋
米
海南物産株式会社
澄邁
煙草、開墾地４５町、造林
６０町、牧場5町、道路800
間、溜池2箇所給水20町年
増収町当たり3000
美亭
大紋 開墾地15町
伊藤産業合名会社 文昌
株式会社厚生公司
罌粟栽培（禁煙漸減政策に
即応し、原料アヘンの輸入
と共に自給対策、昭和19年
栽培可能）
豊盈
1
瑞渓
澄邁
海南産業株式会社 福山
米
洛基
南豊
東台湾珈琲株式会社 邁号
三共株式会社
東山 養豚直営奨励各50頭
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南洋ゴム株式会社 萬寧 17 168 精米
嘉積 16.82 150 精米
大路 17.3 65 精米・倉庫
文曲 2.5 80 堆肥舎牛舎
黄竹 2.3 24 事務所宿舎
龍門 0.4 25.3 事務所宿舎
導塞 事務所倉庫豚舎
楡林 事務所倉庫
藤橋 9.51 55.49 製糖、精米、事務所宿舎
三龍 製材
田独 2.85 30 精錬瓦
加茂 2.3 16
崖 48 330 精米、製材、酒精、醤油醸
造、味噌製造、煙草、煉瓦
九所 1 160 240,000
止松嶺 20 30,000
九所 34.38 271.7 精米、製材、製糖
沖坡 26.72 38.3
楽安 4.9
武田薬品工業株式会
社
南橋 8.97 6
佛羅 39 41
桶井 8.5
北黎 19 475 精米
東方 2
原稿不明 140
海南拓殖株式会社 御影橋,海
頭,高石
7 18.3 精米、製材
梅村商店
北黎地区
南洋起業株式会社
嘉積地区
スマトラ拓殖株式会
社
三亜地区
三井農林株式会社
南洋興発株式会社
南国産業株式会社
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昭和16年4
月末
昭和19年4
月末
昭和16年4
月末
昭和19年4
月末
台拓海南産業 14.4 132.32 401.00 245.89 792.12 215.89 353.11 30.00 439.00
瓊山 14.6.10 2.07 4.71 2.07 4.71
秀英 14.5.4 2.95 2.95
陵水 15.2.26 101.30 171.50 188.48 386.90 158.48 159.10 30.00 227.80
南橋 15.5.15 6.02 142.50 11.13 169.00 11.13 169.00
三十笠 87.00 31.00 16.00 15.00
新村 22.70 7.00 22.00
三亜 16.3.31 4.13 134.70 4.13 2.20 132.50
馬嶺 15.3.15 6.00 3.40 6.00 1.40 2.00
藤橋 15.7.25 25.00 38.13 1.70 38.13 1.70
英州坡 38.00 38.00
三井農林 14.6.4 35.35 83.49 123.00 53.92 19.51 29.57 103.49
田独 17.3.31 3.35 32.85 2.85 30.00
藤橋 15.5.1 32.00 40.94 65.00 34.37 9.51 6.57 55.49
加茂 15.4.1 18.30 2.30 16.00
保亭 16.2.1 42.55 6.85 19.55 4.85 23.00 2.00
南洋興発 14.6.4 44.67 55.30 558.00 21.70 48.00 33.60 510.00
崖 14.8.17 44.67 55.30 378.00 21.70 48.00 33.60 330.00
九所 16.10.18 0.00 160.00 160.00
止松 16.9.30 0.00 20.00 20.00
南国産業 14.12.25 7.00 135.39 15.19 376.00 15.19 66.00 310.00
九所 15.5.16 7.00 81.60 15.19 306.08 15.19 34.38 271.70
沖坡 16.10 41.70 0.00 65.02 26.72 38.30
楽安 15.5.16 12.09 0.00 4.90 4.90
南洋ゴム 15.7.13 12.00 57.10 1635.00 57.10 17.00 1618.00
万寧 15.9 12.00 11.10 1635.00 11.10 17.00 1618.00
興隆 15.7.13 46.00 0.00 46.00
明治製糖 15.4.29 4.00 155.48 46.70 529.76 46.70 95.16 434.60
定安 15.5.7 17.13 0.00 91.56 22.77 68.79
十字路 15.8.3 0.00 0.00
陽江 15.7.1 16.2.24 0.00 0.00
中原 16.7.1 4.00 42.75 2.00 181.12 2.00 27.48 153.64
万寧 15.8.1 16.7.10 3.20 2.10 3.20
感恩 15.7.4 95.60 41.50 257.08 41.50 44.91 212.17
塩水港製糖 15.4.6 62.50 679.80 75.81 295.90 38.21 207.60 37.60 88.30
嘉積 15.5.25 28.50 394.00 39.00 149.20 149.20 226.90 116.90 32.30
大路 0.00 0.00
長坡 0.00 0.00
龍塘 16.10 57.00 0.00 34.50 31.50 3.00
加来 15.5.25 34.00 145.00 36.81 85.00 36.81 42.00 43.00
和舎 16.10 0.00 0.00
白蓮 18.8.25 33.80 0.00 27.20 17.20 10.00
日糖興業 15.3.29 262.00 105.50 375.80 1092.80 323.80 612.80 52.00 480.00
旧城 15.11.5 150.00 213.00 76.20 517.00 76.20 162.00 355.00
儋県 15.7 2.00 37.00 0.00 7.00 30.00
大星 16.1.1 31.50 0.00 16.00 16.00
王五 0.00 0.00
舗仔 15.2.8 50.00 200.00 338.30 175.00 313.30 25.00 25.00
那大 15.5.1 110.00 750.00 62.60 216.50 40.60 121.50 22.00 95.00
臨高 16.8 0.00 0.00
南豊 16.12 0.00 5.00 5.00
日本油脂 15.4.29 0.74 69.85 0.62 606.71 0.62 116.11 490.60
文教 18.3.29 2.40 0.00 21.15 1.15 20.00
昭和19年4
月末
進出企業経営面積の進捗状況
(単位：町歩〈ha〉)
開墾面積 作付面積 作付面積内訳
直営 奨励会社名
進出年
月日
辞退年
月日 昭和16年4
月末
昭和19年4
月末
昭和16年4
月末
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清瀾 15.6.20 0.17 1.94 0.32 0.76 0.32 0.76
煙墩 15.6.20 0.30 12.64 0.30 11.90 0.30 8.90 3.00
嘉積 16.9 0.25 0.00 1.25 1.25
万寧 15.6 4.52 0.00 337.75 1.15 336.60
烏場 18.10 0.00 0.00
陵水 17.2 47.50 0.00 0.00
藤橋 16.5 47.50 0.00 233.90 102.90 131.00
舗前 17.2 0.00 0.00
厚生公司 15.4.1 2.00 59.00 59.50 90.52 59.50 50.52 40.00
烈楼 15.5.1 2.20 0.00 2.20 2.20
土艶 9.50 9.50 0.00 9.50
金江 0.00 47.90 7.90 40.00
那大 17.9.30 0.00 10.02 10.02
南豊 17.10 0.00 20.40 20.40
洛基 17.10 0.00 7.00 7.00
白蓮 10.00 0.00 10.00
老城 40.00 0.00 40.00
瑞渓 19.5.19 0.00 0.00
海口 19.5.19 2.00 0.00 3.00 3.00
南海興業 15.4.10 184.00 27.00 1258.50 27.00 96.50 1162.00
臨高 15.5.7 37.00 27.00 606.50 27.00 6.50 600.00
那白 16.7.1 147.00 0.00 502.00 90.00 412.00
馬裊 19.8.26 0.00 0.00
皇桐 19.6.28 0.00 150.00 150.00
美台 19.7.14 0.00 0.00
海南産業 14.10.7 10.00 23.90 6.20 23.90 6.20 16.90 7.00
瓊山 14.12.7 4.20 4.20 4.20 4.20 4.20
福山 15.12.1 10.00 19.70 2.00 19.70 2.00 12.70 7.00
烈楼 19.9.1 0.00 0.00
伊藤産業 14.8.22 22.70 5.00 47.90 5.00 18.50 29.40
文昌 15.6.5 15.00 5.00 22.70 5.00 10.80 11.90
清瀾 17.9.15 7.70 0.00 25.20 7.70 17.50
海南物産 15.5.27 44.50 60.00 23.10 120.50 23.10 97.50 23.00
澄邁 15.6.20 44.50 60.00 23.10 120.50 23.10 97.50 23.00
居丁 15.6.20 0.00 0.00
海南拓殖 15.5.30 8.00 6.50 15.00 25.30 15.00 7.00 18.30
海頭 15.5.30 3.00 0.00 3.00
御影橋 15.10.1 8.00 2.00 12.00 17.50 12.00 5.00 12.50
高石 16.1.2 4.50 0.00 7.80 2.00 5.80
武田薬品 15.5.16 4.52 19.04 7.20 14.97 7.20 8.97 6.00
南橋 16.5.18 4.52 19.04 7.20 14.97 7.20 8.97 6.00
南洋起業 15.2 182.70 280.00 194.25 236.00 194.25 161.00 75.00
北黎 15.5 57.20 250.00 33.80 94.00 33.80 19.00 75.00
東方 15.6 25.50 50.00 10.45 2.00 10.45 2.00
斯文 30.00 30.00 0.00 0.00
羅帯 15.6 100.00 150.00 150.00 140.00 150.00 140.00
スマトラ拓殖 15.5.16 2.00 91.45 5.50 375.38 5.50 31.08 344.30
嘉積 15.6.3 2.00 33.10 5.50 161.62 5.50 11.62 150.00
道基 16.1.20 0.00 0.00
大路 16.5.7 47.60 0.00 79.30 14.30 65.00
文曲 16.6.5 3.10 0.00 82.46 2.46 80.00
黄竹 7.25 0.00 26.30 2.30 24.00
龍門 0.40 0.00 25.70 0.40 25.30
石壁 15.12.10 0.00 #REF!
小川化工 15.3 7.00 61.20 3.55 15.00 3.55 15.00
南橋 15.11.29 7.00 61.20 3.55 15.00 3.55 15.00
梅村商店 15.11 1.50 65.50 2.50 88.50 2.50 47.50 41.00
佛羅 15.11 1.50 48.00 2.50 80.00 2.50 39.00 41.00
桶井 17.8 8.50 0.00 8.50 8.50
三共 15.9.20 0.50 14.70 0.50 26.40 0.50 17.40 9.00
東山 16.5.19 0.50 10.70 0.50 23.20 0.50 14.20 9.00
流水坡 19.2.18 4.00 0.00 3.20 3.20
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澄邁 15.9.19 0.50 0.00 0.50
福来 16.6.30 5.92 0.00 20.10 20.10
中興 0.00 0.00
嶺崙 16.2.1 2.00 1.05 1.00 10.90 1.00 10.90
東台珈琲 14.11 3.00 25.00 1.80 29.60 1.80 29.60
邁号 15.10.8 3.00 25.00 1.80 29.60 1.80 29.60
日窒農林部 17.9.25 27.50 0.00 79.50 17.50 62.00
勝闘橋 17.9.25 20.00 0.00 70.00 8.00 62.00
宝橋 17.9.25 0.50 0.00 2.50 2.50
石碌 18.12 7.00 0.00 7.00 7.00
六郷村（開拓民） 18.5.23 0.00 98.50 30.50 68.00
三亜 18.5.23 0.00 98.50 30.50 68.00
島田合資 18.5.19 0.00 5.00 5.00
東方 18.5.19 0.00 5.00 5.00
1944年現在　計 734.01 3416.85 1297.87 8574.94 1162.70 2215.95 135.17 6358.99
鈴木三栄 16.12.5 18.12.29 36.50 0.00 35.40 34.50 0.90
陽江 16.4.1 36.50 準備中 35.40 34.50 0.90
日本タイヤー 18.9.29 3.60 13.60 5.00 9.87 5.00 9.87
嘉積 15.6.2 18.9.29 3.60 3.60 5.00 2.25 5.00 2.25
黄竹 16.5 18.9.29 10.00 0.00 7.62 7.62
塩野義 15.4.20 19.4.18 8.00 2.00 8.00 2.00 8.00
瓊山 15.10.1 19.4.18 8.00 2.00 8.00 2.00 8.00
塩野香料 18.5.15 6.20 2.00 6.20 2.00 6.20
瓊山 15.4.10 18.5.15 6.20 2.00 6.20 2.00 6.20
嶺崙 0.00 0.00
古川拓殖 15.11.20 17.12.29 2.00 10.20 0.50 10.20 0.50 10.20
金江 16.4.10 17.12.29 2.00 10.20 0.50 10.20 0.50 10.20
沖縄製糖 0.00 0.00
嘉積 0.00 0.00
会文 0.00 0.00
辞退・計 5.60 74.30 9.50 69.67 9.50 68.77
16年4月末・計 739.70 1307.37 1172.20 135.17
帝国製麻
野村合名
森永製菓
新田薬草 事業地の割当を受けたが、進出せず昭和18年10月1日取消
第三回農政委員会に出席、事業地の割当を受けたが、進出せず昭和15年11月1日取消
第三回農政委員会に出席、事業地の割当を受けたが、進出せず昭和18年10月1日取消
第三回農政委員会に出席、事業地の割当を受けたが、進出せず昭和18年4月２日辞退
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河原英二
今岡英二
鳴海忠
尾崎力
中垣茂美 大池弘 林昏端
瓊山農園 技手 太田時次郎 原口新平
河原英二
大野富和嘉
本田省吾,本田敬信,森廉,塚原龍雄,村山茂孝,沢谷達成
浦崎永八朗
友野益三,河野新平,三原秀太郎,劉運喜,宮本俊五,村上巌
竹内喬,中西仁三,堀之内勝喜,小此木等,黒田郁子,李木草
所長技師 堀沢忠一
技師 嶋本克巳
書記 菊川逸雄 本田敬信 鈴木久夫
技手 山下重之 宮本好人
場長副参事
技師 西口逸馬
書記 大本文哉
中島親,三輪克巳,見留恒雄,松下嘉夫,佐藤龍夫,曽登松
彭文先,串町操,陳徳順,黄秋旺,矢野正太郎,橋本正己
山田法夫
場長副参事
技手 円山三郎衛 原岡末司 黒川克己 西田保 徳永功
場長技師 西口逸馬
書記 岡崎武繁 緒方虎武
森下政則,三輪克巳,吉田穆,何接英,梅木彦太,延時日出生
瀧田衛,池之上広,瀬出井晟,石原純夫,陳萬居,林桂吉郎
陳達淡,岡田圭弘,宮本正信,呂鑼鹿,林石泉,藤生正次
榎木田正志,呉垠堤
嘱託 高口岩次郎
南橋分場 場長書記 土屋通雄 福崎基
三十笠分
場
場長書記 苫米地俠 新保勝次
場長技師 西口逸馬
技手 塩川繁行 岩図茂 陳成邑
場長 西口逸馬
場長代理技手 岩部健太郎
書記 栗原篤夫
技手
所長嘱託 西沢太一郎
所長代理嘱託 富岡漸
書記
技手
嘱託 黒木貞次
注：海口支店の製氷部・自動車部・建築部を除く。
三日月直之『台湾拓殖会社とその時代1939-1946』pp.517-519を参照し、筆者が作成。
　海南島における台拓の役員表
（昭和18年10月1日現在）
海口支店
支店長参事
支店長代理副参事
書記
技手
楡林支店
支店長参事
支店長代理副参事
書記
技手
楡林工務
所
三亜農場
馬嶺農場
陵水農場
新村農場
山田正ら8人
瀬戸口市之助
瀬戸口市之助
藤橋牧場
六郷開拓
民事務所
今村源造ら16人
技手
技手
室村末男ら12名
小山正一ら3人
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第三年度 収穫物の使途
作 付 反 別
（町）
収 穫 予 想
（斤）
作 付 反別
（町）
収穫予想
（斤）
作付反別
（町）
収穫予想
（斤）
陵水
南橋
馬嶺 30,000
三亜 10 30,000 10 種子用
陵水 10 60,000 10 60,000 10 60,000 種子用153,900斤
南橋 5 30,000 5 30,000 5 30,000 他は消費用
馬嶺
三亜 100 600,000 100 600,000 100 600,000
陵水 10 60,000 10 60,000 10 60,000 種子用207,000斤
南橋 5 30,000 5 30,000 5 30,000 他は消費用
馬嶺 5 30,000 5 30,000 5 30,000
三亜 100 600,000 100 600,000 100 600,000
陵水 100 200,000 150 210,000 200 400,000
会社収入（収量の4割）
678,200斤
南橋
馬嶺
三亜
陵水 200 400,000 1,000 2,500,000 2,000 6,000,000
南橋
馬嶺
三亜 250 500,000 500 1,250,000 900 2,850,000
陵水 10 20,000 20 50,000 20 60,000
南橋
馬嶺
三亜 150 300,000 250 625,000 500 1,500,000
陵水 451 902,000
南橋
馬嶺 171 342,000 200 750,000 400 1,200,000
三亜
陵水 4 800,000本 採苗圃
馬嶺 0.1 10,000本 0.5 50,000本 1 100,000本 採苗圃
株出 4 200,000斤
新植 10 800,000 製糖原料
新植 （奨励）10 500,000
株出
新植 40 4000000
新植 （奨励）50 2500000
新植 50 5,000,000
奨励 5,000,000
新植 100 5,000,000
新植 50
奨励
新植 150
陵水 1 20,000 1 20,000 1 20,000 消費用
馬嶺 5 100,000 5 100,000 5 100,000
陵水 5 150,000 5 150,000 5 150,000
馬嶺 25 750,000 25 750,000 25 750,000
陵水 10 3,000
陵水 10 3,000
陵水 2 4,000 2 4,000 2 4,000
陵水 1 30,000 5 150,000 5 150,000
馬嶺 0.1 5,000 0.5 25,000 1 50,000
陵水 50 750,000
陵水 0.5 250 1 500 3 1,500
陵水 2 7,000 2 7,000 2 7,000 種子1500斤残量消費
土民収入（収量の6割）
10,173,000
昭和16～18年農作物の栽培三カ年計画
地名
第一年度 第二年度
水稲（直営）
中間作
（直営）第二
期作
（直営）第一
期作
（蓬莱米種奨
励作）中間作
（蓬莱米種奨
励作）第二期
作
（在来種奨励
小作）第二期
作
（蓬莱米種奨
励作）第一期
作
甘蔗（直営）
採苗園
16年度 陵水
採苗園
17年度 陵水
採苗園
18年度 陵水
甘藷春蒔き
採苗園
19年度 陵水
甘藷秋蒔き
棉直営
棉奨励
黄麻（直営）
キャッサバ直
営
キャッサバ奨
励
苧麻（直営）
小麦（直営）
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陵水 1 3,000 1 3,000 1 3,000 種子用500斤
陵水 0.5 1,250 種子用
陵水 0.5 500
馬嶺 10 15,000 10 15,000 10 15,000
南橋 5 5,000 5 5,000 5 5,000
陵水 1 1,500
陵水 3 6,000 3 6,000 3 6,000
南橋 2 4,000 2 4,000 2 4,000
馬嶺 1 2,000 1 2,000 1 2,000 消費1,600
陵水 1 25,000 1 25,000 1 25,000
馬嶺 1 25,000 1 25,000 1 25,000
三亜 2 50,000 2 50,000 2 50,000
陵水 30 450,000 35 525,000 40 600,000 消費用
三亜 2 30,000 5 75,000 10 150,000
陵水 5
陵水 70 70 70
陵水 150 150 150
陵水 200 200
陵水 200
陵水 30 30 30
陵水 100 100 100
陵水 200 200
陵水 300
陵水 1 1 1
馬嶺 1 1 1
南橋 10 手入 10 手入 10 手入
南橋 50 新植 50 手入 50 手入
南橋 100 新植 100 手入
南橋 150 新植
南橋 12 手入 12 手入 12 手入
南橋 0.5 50,000本 0.6 60,000 0.7 70,000
南橋 2 手入 2 手入 2 手入
南橋 3 新植 3 手入 3 手入
南橋 5 新植 5 手入
南橋 10 新植
秀英 7 3500 7 3500 7 3500 種子用
瓊山 0.6 300 0.3 150 0.2 100
秀英 5 50,000 5 75,000 5 10,000 種苗及消費
瓊山 1.4 28,000 0.5 10,000 0.4 8000 種苗及消費
秀英 1 3,000 600 種苗用
瓊山 0.3 900 0.2 600 種苗用
秀英 0.5 300 種苗用
秀英 1 3年度より
収穫
1 30,000本 1 30,000本 種苗用、根部は消耗用
秀英 2 8,000 飼料用
秀英 1 3,000 飼料用
秀英 1
秀英 0.3 消費用
秀英 1 種苗用
秀英 0.5 0.5 0.5 種苗用
瓊山 5.22 71,800 7.5 162,500 7.8 171,300
瓊山 6 59,900 3.5 40,300 2.9 34,600
瓊山 1.755 20,900 1.6 25,000 1.5 23,000
33.775 248,700 28.7 320,350 28 344,600
出所：台拓文書「海南島農林開発事業現況」台湾拓殖株式会社、昭和19年-20年
1町歩=1ha，1斤=0.6kg
16年播種
蔬菜奨励
サイザル直営
苗圃15年植栽
16年植栽
17年植栽
緑肥（田菁）
クロタラリア
虎爪豆
　葉菜類
　根菜類
計
栗
緑肥
甘藷
落花生
胡麻
デリス
蜀黍
18年植栽
15年播種
各種果樹
花卉　雑作
水稲
有用樹苗養成
蔬菜茎菜類
雑作（直営）
蔬菜直営
大豆（直営）
銀合歓及び緑肥（直営）
15年植付
16年植付
17年植付
18年植付
有用樹木の植栽
16年植付
17年植付
18年植付
既成ゴム園
ゴム苗圃
17年播種
18年播種
苗圃（直営）
15年植付
ゴム園（直営）
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瓊山農園 陵水農場
区分 植付面積
（町歩）
収穫面積 備考 備考 区分 植付面積（町
歩）
収穫面積 備考 備考
葉菜類 3.3 2.7 9,606Kg 第一期蓬
莱種
第一期蓬莱種 10 10 籾45,712斤収穫
果菜類 4.2 2.9 19,218Kg 籾49,674斤
根菜類 0.7 0.5 3,021Kg 旱害廃耕10町歩
計 8.2 6.1 31,845Kg 第二期蓬
莱種
第二期蓬莱種 10 10 籾47,816斤
甘藷(直営) 台湾改良種 2.9 2.1 収穫13,282 斤 水稲直営 19年第一期蓬莱
種
7 7
煙草（直
営）
在来種（試
作）
0.8 0.1 乾煙草110斤 19年第一期蓬莱
種
171 旱害廃耕34町歩
19年第一期海南
在来種 45 旱害廃耕31町歩
甘蔗直営 18.19年期 23.5 23.5 茎230,570斤
柑橘 レモン等 0.12 0.12 甘蔗奨励 18.19年期 24.7 24.7 427,820斤
ローゼル 0.3 0.2 収穫118斤 甘蔗直営 19.20年期 9
甘蔗奨励 19.20年期 38
中略
計 22 14.89 蔬菜直営 葉、根、果菜類 16.2 11.5 24,593kg
三十笠分場 蔬菜奨励 960.8 597.2 878,730kg
作物名 区分 植付面積
（町歩）
収穫面積 備考 計 1435.2 793.9
水稲直営 第一期蓬莱
種
1.5 1.5 収穫籾1,500斤
籾13,200斤 南橋分場
旱害廃耕10町歩 作物名 区分 植付面積
（町歩）
収穫面積 備考
水稲直営
第二期蓬莱
種 3 3 籾7,335斤
第一期台湾在来
種 8 8 籾17,336斤収穫
第二期蓬莱
種
130 130 籾80,885斤 第二期蓬莱種 5 5 籾1,537斤
第二期海南
在来種
150 150 籾321,433斤 第二期海南在来
種
3 3 籾1,717斤
水稲直営
19年第一期
蓬莱種 1.5 陸稲直営 海南在来種 4 4 1,604斤
水稲奨励
19年第一期
蓬莱種 15 旱害廃耕5町歩 14年度既植 15 15
開場前植栽のものを
管理し、現在本数
7,000本
甘蔗直営 18.19年期
苗圃
1.7 1.7
蔗苗351,620本
（9月までの収
穫高）
15年度既植 11 11
昭和18年8月九大熱帯
林業研究所の敷地と
し、600本伐採、現在
2559本
19.20年期 14.5 10月まで植付済 16年度既植 12 12 植林本数3960本
試作（直
営）
2.4
キャッサバ
0.2，落花生
0.4，ローゼル2
町歩
17年度既植 62 62 植林本数20554本
計 349.6 306.2 計 100 100 34,073本
新村分場 17年植 1 1 町当たり330本
作物名 区分 植付面積
（町歩）
収穫面積 備考 18年植 7.5 7 町当たり330本
蓬莱種 0.3 0.3 1,525斤収穫 緑肥 15 「テフロシヤ」をゴ
ムの周辺に植栽する
台湾種 0.2 0.2 籾920斤
試作試植 4.3 芭蕉（0.1）キャッサ
バ（3）竹、デリス、
甘藷
蓬莱種 6 6
　　　　12960
斤
苗圃 3.3 低山桐693本,油桐400
本,低山桐樹苗2,310
本出荷
台湾在来種 11 11 収穫籾17,320斤 計 151.1 128
蓬莱種 0.8 0.8 籾3,500斤
台湾在来種 0.4 0.4 籾1,200斤 三亜農場
蓬莱種 60 60 籾100,000斤 作物名 区分 植付面積
（町歩）
収穫面積 備考
海南在来種 110 110 100,000斤 水稲直営
18年第一期蓬莱
種 2 2 籾10,922斤収穫
19年第一期
直営
蓬莱種 0.5 旱害10町歩廃耕
蓬莱種 12 籾455,459斤
海南在来種 10 旱害4町歩廃耕
試作 1.2 1.7 甘蔗0.8,甘藷
0.2町歩
籾7,570斤収穫
苗圃 0.4 椰子,木麻黄,油
桐等
18年第二期蓬莱
種
2 2 籾9,000斤
計 212.8 190.4 18年第二期台湾
在来種
0.4 0.4 籾1,200斤
馬嶺分場 18年第二期蓬莱 130 130 242,919斤
作物名 区分 植付面積
（町歩）
収穫面積 備考 18年第二期海南
在来種
310 306 808,562斤
収穫籾4,080斤 水稲直営 19年一期蓬莱種 2
旱害廃耕7.5町 水稲奨励 一期蓬莱種 120
水稲直営 第二期蓬莱
種
1 1 籾7,800斤 蔬菜直営 7.4 5.9 蔬菜48,989kg
18年第二期
海南在来種
200 200
収穫籾395,461
斤
蔬菜奨励 186.5 119.9 5,574,63.2kg
18年第二期
蓬莱種
500 500 　籾808,562斤 果樹 木瓜 0.5 果実4,455kg収穫
水稲奨励 19年第一期
蓬莱種
10
計 920.8 712.2
蔬菜直営 葉根果菜類 8.1 6.6 蔬菜40,005.5kg
蔬菜奨励 9.1 5.4 20,891.8kg
果樹 木瓜 0.5 収穫果実
計 738.7 715.5 注：1町歩=1ha，1斤=0.6kg
出所：台拓文書「海南島農林開発事業現況」台湾拓殖株式会社,昭和19年
-20年
昭和18年度の海南島農林事業概況
葉菜類 第一期蓬
莱種
第一期蓬莱種 120 110
水稲奨励
緑肥 0.75 0.17 収穫種子152斤
クロタラリ
アジュン
シャ
試作 0.73 デリス0.08町歩
水稲奨励
第一期蓬莱
種 30 20
デリス,苧
麻,大麦,芭
蕉
水稲直営
水稲奨励
ゴム
桐（低山
桐）
18年第一期
水稲直営
18年第一期
水稲奨励
18年第二期
水稲直営
18年第二期
水稲奨励
水稲奨励
18年第一期蓬莱
種
152 142
19年第一期
水稲奨励
18年第一期海南
在来種 8 4
水稲奨励
水稲直営
水稲奨励
水稲奨励 18年第一期
蓬莱種
10 2.5
9
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甘蔗―米―雑作（落花生，甘藷）
地図：海南島略図
出所：台湾総督府外事部『殖産局調査団報告書』，1941年，調査団の実地調査地図を元に，筆者によって加工
された略図である．図中の●は，県治（県の行政地）を示したものである
福山 
南陽 
嘉    積      渓 
鐘税 
高隆 
石壁 
椰子寨  
興隆 
官回 
那大 
煙墩 
南橋 
三十笠 
新村 
加来 
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